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第1章 序論 
 
 
 第 1 章では、まず本研究の目的を述べ、次に研究の背景に触れる。本研究は、図書館協
議会の意義や役割、問題点や改善点を明らかにするために、2 つの目的を設定した。また、
本研究の背景として、公立図書館の他に、地方自治行政や住民参加など行政学的視座を含
む。最後に、本研究の構成について述べる。なお、本研究で使用する語句の定義は付録 1
に掲載している。 
 本研究において旧字体で記述された文献を引用する際、特に断らない限りは旧字体のま
ま引用する。 
 
 
 
1.1. 研究の目的 
 
 図書館法第 14条、第 15条、第 16条に規定されている図書館協議会は「図書館長の諮問
機関」として組織され、学識経験者など市民が図書館の運営に関して諮問に応じている。
この制度は、単なる図書館長の諮問機関というだけでなく、自治体行政への住民参加方法
の 1つでもある。生涯学習審議会答申は図書館政策へ地域の意見を取り入れるよう指摘し、
その方法として図書館協議会が挙げている 1)。図書館政策への住民参加の手段である図書館
協議会について、その詳細を明らかにし、より良く運営されるよう検討することは、今後
の図書館運営のために大きな意義があると考えられる。 
 しかし、図書館協議会を対象に含めた調査は、協議会の設置の有無など簡単なものしか
行われていない。先行研究も各図書館協議会の事例報告的な内容にとどまり、必ずしも詳
細な分析はなされていない。図書館協議会の問題点や改善点などは指摘されているが、実
際の運営状況や図書館協議会の実態を元にした分析ではないため、それらの指摘が図書館
協議会の実態に即しているのかの検証も必要である。また、地方自治行政への住民参加が
推奨される中で、住民参加制度としての図書館協議会の意義を知るために、他の住民参加
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制度や審議会制度と比較し1、検討する必要がある。しかし、図書館協議会を行政学的視座
から捉えた研究はこれまでほとんど行われていない。 
 
 
 そこで本研究は、日本の公立図書館を対象に悉皆調査を実施し、その結果明らかになっ
た現在の図書館協議会の実態を元に、住民参加や審議会制度など行政学的視座を含めて図
書館協議会の意義や役割、そして望ましい図書館協議会の在り方を検討する。本研究によ
り明らかにする点は以下の 2つである。 
 
 
1) 公立図書館政策として図書館協議会を設置した目的やその経緯 
現在の図書館協議会の意義や役割を検討するためには、そもそも図書館協議会が公立図
書館政策上どのような役割を期待されて制度化されたのかを知る必要がある。しかし、こ
れまで図書館協議会の成立過程を明確にした研究はない。 
図書館協議会は図書館法施行以前には制度として存在せず、第二次世界大戦後の図書館
法を制定する過程でつくられた制度である。そのため、本研究では図書館法成立過程の資
料を検討し、図書館協議会が現在の規定で制度化された経緯を整理し、当時の図書館協議
会に求められた役割を明らかにする。 
 
 
2) 現在の図書館協議会の実態 
図書館協議会の実態は 1985年に刊行された調査が最も詳しく調べているが、調査の実施
時期が古く、現在の図書館協議会の状況はあまり知られていない。また、先行研究で図書
館協議会の問題点や改善点が指摘されているが、それらが図書館協議会の実態に即してい
るかも明らかではない。図書館協議会をより良く運営するためには、現状に即した適切な
問題点、改善点の指摘が必要であり、そのためには現在の実態の把握が必要不可欠である。 
                                                   
1 1965年 9月 5日文部省社会教育局長の東京都教育長宛回答にて、“図書館協議会は 1952
年 8月に改正された地方自治法第 138条の 4第 3項に規定する附属機関”であると明言さ
れている。附属機関とは、執行機関（この場合教育委員会）がその内部部局のほかに、必
要と認めて設置する機関および行政執行の前提となる調査、調停、審査等を行うために設
置される調査会、審議会等の機関を指し、このことから図書館協議会は地方自治体が設置
する審議会の 1つであるといえる。（塩見昇. "図書館協議会". 図書館法を読む. 日本図書館
協会, 1990, p.140-155.） 
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本研究では、過去に実施された中では最も詳しい日本図書館協会の 1985年の調査結果 2)
を参考に調査を行い、現在の図書館協議会の実態を明らかにする。この調査結果を元に適
切な問題点、改善点などを検討することで、図書館協議会を運営する図書館職員や、図書
館協議会に参加する図書館協議会委員、また図書館協議会を通じて図書館政策を知る図書
館利用者へ有益な情報を提供することができる。 
 
 
 
 
1.2. 研究の背景 
 
1.2.1. 図書館協議会 
 
 図書館協議会は図書館法第 14条、第 15条、第 16条に規定されている。条文は以下の通
りである。 
 
 第 14条  公立図書館に図書館協議会を置くことができる。 
2  図書館協議会は、図書館の運営に関し館長の諮問に応ずるとともに、
図書館の行う図書館奉仕につき、館長に対して意見を述べる機関と
する。 
第 15 条  図書館協議会の委員は、当該図書館を設置する地方公共団体の教育
委員会が任命する。 
第 16条  図書館協議会の設置、その委員の任命の基準、定数及び任期その他 
図書館協議会に関し必要な事項については、当該図書館を設置する 
地方公共団体の条例で定めなければならない。この場合において、 
委員の任命の基準については、文部科学省令で定める基準を参酌す 
るものとする。 
 
 第 14 条に規定されるように、図書館協議会は公立図書館の図書館長の諮問機関である。
図書館情報学用語辞典 3)では、図書館協議会について以下の様に記述されている。 
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「図書館法」第 14条に定められたもので、公立図書館の運営に関して、図書館
長の諮問に対して答申を行い、また、公立図書館の提供するサービスについて意
見を述べる期間。図書館協議会の委員は、学校教育および社会教育関係者、なら
びに学識経験のある者の中から、教育委員会により任命される。委員の定数、任
期、その他必要な事項は、それぞれの地方公共団体の条例により定められる。な
お、この図書館協議会は、英国や米国の図書館委員会とは大きく異なるものであ
る。 
 
上記の「図書館協議会の委員は、学校教育および社会教育関係者、ならびに学識経験の
ある者の中から、教育委員会により任命される。」という内容は、現在の条文には規定され
ていない。2011年 8月に施行された「地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進
を図るための関係法律の整備に関する法律」（以下、「第二次一括法」）第 18 条を受けて、
図書館法第 15 条及び第 16 条が改正された。「第二次一括法」第 18 条では、以下のように
記述されている（丸括弧内は筆者補足）。 
      
（図書館法）第15条中「学校教育及び社会教育の関係者、家庭教育の向上に
資する活動を行う者並びに学識経験のある者の中から、」を「当該図書館を設置
する地方公共団体の」に改める。第16条中「定数、任期その他」を「任命の基 
準、定数及び任期その他図書館協議会に関し」に改め、同条に後段として次の 
ように加える。 
この場合において、委員の任命の基準については、文部科学省令で定める基 
準を参酌するものとする。 
 
 2011 年以前は図書館法第 15 条により、図書館協議会の委員は学校教育、社会教育、家
庭教育、学識経験者の中から任命するよう定められていたが、図書館法改正により図書館
法上の規定が削除された。「第二次一括法」は地方分権推進政策に対し、地方自治行政への
規制緩和のために施行された法律で、図書館協議会委員の任命規定の削除もその一環であ
る。図書館法改正後第 16条に規定されているように、委員任命に関する規定は完全に削除
されたわけではなく、図書館法施行規則の第 3 章に、改正前と同様に“学校教育及び社会
教育の関係者、家庭教育の向上に資する活動を行う者並びに学識経験のある者の中から任
命することとする。”と定められている。しかし、図書館法ではなく図書館法施行規則に下
げられたために、地方自治行政への影響力は弱まり、図書館法改正を受けて図書館協議会
委員の任命に関する規定を見直す図書館協議会もあるのではと推測される。 
  
5 
 図書館協議会に関する図書館法改正は 2011年以前にも何度か行われている。図書館法施
行後最も早い改正は 1956年の「地方教育行政の組織及び運営に関する法律の施行に伴う関
係法律の整理に関する法律」第 8条である。「地方教育行政の組織及び運営に関する法律の
施行に伴う関係法律の整理に関する法律」第 8 条では、“第 16 条第 2 項を削り、同条第 3
項を同条第 2 項とする。”と定められている。この改正により削除された図書館法第 16 条
第 2項は、“（図書館法）第 10條第 2項の規定は、前項（第 16條第 1項）の條例について、
準用する。”という記述だった（丸括弧内は筆者記述）。この図書館法第 10条 2項の規定は、
既に廃止されている教育委員会法第 61条の記述を適用するという規定であり、その内容は
“教育委員会は、法令により地方公共団体の議会の議決を経るべき事件のうち、左に掲げ
る事項その他教育事務に関するものの議案の原案を、地方公共団体の長に送付する。”とい
うものである。つまり、図書館協議会についてもその設置、委員の定数、任期など必要な
事項を地方公共団体の条例で定めなければならず、その議案の原案を地方公共団体の長へ
送付するという手続きが廃止され、義務が簡素化された。 
 次は 1999 年 7 月の「地方分権の推進を図るための関係法律の整備等に関する法律」（い
わゆる、「地方分権一括法」）第 134条により、図書館法第 15条及び第 16条が改正された。
第 15 条は図書館協議会委員の任命規定の改正である。改正以前は、第 15 条で“左の各号
に掲げる者のうちから、教育委員会が任命する。”として、以下の 5つが規定されていた。 
 
1 当該図書館を設置する地方公共団体の区域内に設置された学校が推薦した当該学
校の代表者 
2 当該図書館を設置する地方公共団体の区域内に事務所を有する社会教育関係団体
（社会教育法第十條に規定する社会教育関係団体をいう。）が選挙その他の方法に
より推薦した当該団体の代表者。 
 3 社会教育委員 
 4 公民館運営審議会の委員 
 5 学識経験のある者 
 
 この規定が削除され、図書館協議会委員の任命は“学校教育及び社会教育の関係者並び
に学識経験のある者の中”と定められた。改正前は図書館を設置する地方公共団体に所属
する学校関係者や社会教育団体関係者などと、より狭い範囲で委員の任命基準が定められ
ていたが、1999 年の改正でその規制が緩和されたことになる。また、公民館運営審議会委
員という具体的指示が任命基準から削除された。ただし、公民館運営審議会委員は社会教
育関係者に含まれるため、改正後も任命基準には含まれる。他の改正は、図書館協議会委
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員に社会教育法第 15 条第 3 項、第 4 項及び第 19 条の規定を準用していた第 16 条第 3 項
を削除するという規定であった。この改正により、図書館協議会委員は教育長が作成した
候補者名簿から委嘱する（第 15条第 3項）規定や、教育委員会は、前項の規定により提出
された候補者名簿が不適当であると認めるときは、教育長に対し名簿の再提出を命ずるこ
とができる（第 15条第 4項）という制度上の規定を廃止し、協議会委員に報酬及び給料を
支給（第 19条）できるようになった。 
2008年 6月に「社会教育法等の一部を改正する法律」が成立したことにより、図書館協
議会を含めた複数の図書館法の条文が改正された。「社会教育法等の一部を改正する法律」
第 2条では、“（図書館法）第 15条中「関係者」の下に「家庭教育の向上に資する活動を行
う者」を加える。”と定められている（丸括弧内は筆者補足）。この「社会教育法等の一部
を改正する法律」による改正は、2007 年 12 月の教育基本法の改正に伴うものである。教
育基本法は、“家庭教育、幼児期の教育、学校・家庭・地域の連携協力”を重視するよう改
正されており 4)、図書館法第 15 条の改正も社会教育施設と家庭教育の連携協力を図るため
に、図書館協議会委員に「家庭教育の向上に質する活動を行う者」という規定を新たに設
けた。 
 この次の改正は上述した 2011年の改正である。図書館法制定後、図書館協議会委員の任
命基準、及びその選定方法、報酬の支払など、細かに定められていた規則が廃止され、徐々
に図書館や地方自治体の裁量に委ねられる範囲が大きくなっていった。 
 
 政府の答申も図書館協議会の役割に言及している。 
 1998 年の生涯学習審議会答申「社会の変化に対応した今後の社会教育行政の在り方につ
いて」5)は、社会教育行政における住民参加の推進について、“地方公共団体は、これまで
以上に社会教育行政の政策形成過程に住民の意思を反映していくことが求められることか
ら、社会教育委員の制度等を積極的に活用していくことが必要である。また、社会教育施
設の運営は、それぞれの施設が地域の実情に応じた適切な仕組みを工夫し、その運営に住
民参加を求めていくことが必要である。”と行政への住民参加を強く主張している。また、
地方分権と住民参加を推進するために、社会教育行政の展開に触れ、社会教育施設の審議
会である図書館協議会について以下のように問題点を指摘している。 
 
図書館法には、図書館の運営に住民の意思を反映させるための機関として図書
館協議会制度が規定されている。図書館協議会の委員についても、社会教育委員
と同様、その構成規定から、学校の代表者や社会教育関係団体の代表者などが多
く、結果として選出範囲が狭くなり、男性に偏る傾向にある。また、利用者の代
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表が委員になるケースは必ずしも多くないなど同協議会の形骸化も指摘されてい
る。このため、地域の実情に応じ、多様な人材を図書館協議会の委員に登用でき
るよう、同法第 15条に定める委員の構成規定の見直しを行う必要がある。 
 
 この答申の提出後である 1999年に図書館法が改正され、協議会委員の任命基準が大幅に
規制緩和されたことからも、この答申の指摘を受け規制緩和がなされたと考えられる。つ
まり、地方分権と住民参加の推進のために、1999 年の図書館法改正により図書館協議会委
員の任命基準が緩和された。 
  
 図書館運営について図書館法上で詳しく規定しない代わりに、文部科学大臣が全国的な
基準を定め、公表するよう図書館法で規定されている。例えば、図書館法第 18条では“文
部大臣は、図書館の健全な発達を図るために、公立図書館の設置及び運営上望ましい基準
を定め、これを教育委員会に提示するとともに一般衆に対して示すものとする。”と定めら
れ、2003 年に「公立図書館の設置及び運営上の望ましい基準」を公表した。また、2008
年には新たな基準を公布するために、図書館法改正に伴い図書館法第 18条を削除し、新た
に第 7 条第 2 項を定めた。これは、文部科学大臣が公布する基準を公立図書館に限定して
いた第 18条を削除し、私立図書館も含めた「図書館」を対象にするための改正である。こ
れに伴い、2008 年に文部科学省に設置されているこれからの図書館の在り方検討協力者会
議が公立図書館だけでなく私立図書館も含めた「これからの図書館像－地域を支える情報
拠点をめざして－（報告）」を公表した。 
  2003 年の「公立図書館の設置及び運営上の望ましい基準」6)では、図書館協議会につ
いて、“(1) 図書館協議会を設置し、地域の状況を踏まえ、利用者の声を十分に反映した図
書館の運営がなされるよう努めるものとする。”ことと、“(2) 図書館協議会の委員には、地
域の実情に応じ、多様な人材の参画を得るよう努めるものとする。”の 2点が指摘されてい
る。また、図書館サービスの実施状況の評価について、“図書館協議会の協力を得つつ、…
（中略）…自ら点検及び評価を行うとともに、その結果を住民に公表するよう努めなけれ
ばならない。”と、図書館協議会が図書館評価に関わるべきであると述べている。 
 「公立図書館の設置及び運営上の望ましい基準」施行後の社会や制度の変化、新たな課
題等に対応して、これからの図書館運営に必要な新たな視点や方策等を盛り込んだ「これ
からの図書館像－地域を支える情報拠点をめざして－（報告）」7)は、「公立図書館の設置及
び運営上の望ましい基準」と同様に、図書館評価を図書館協議会の協力を得て行なってい
くよう指摘されている。 
 一方、日本図書館協会が 1963 年に発行した「中小都市における公共図書館の運営」や、
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1970 年に発行した「市民の図書館」は、戦後の公立図書館運営に大きな影響を与えたが、
図書館協議会には触れていない 8)。しかし、1989年に公表し、2004年に改訂された「公立
図書館の任務と目標」9)では、図書館の運営に地域住民の意向を反映すべきであり、そのた
めの住民の制度的参加には図書館協議会が活用されるべきであると指摘されている。 
図書館法制定の際に新しく導入された図書館協議会制度は、施行当時はあまり注目され
なかったものの、行政への住民参加が関心を集める今、図書館運営に地域の意見を取り入
れる方法として徐々に注目されつつある。 
 
 
1.2.2. 地方自治行政と住民参加 
 
地方自治制度は日本国憲法第 8章で保障されている仕組みである。 
戦前の地方自治制度は、選挙制度と議会制度であり、住民が自治行政に参与する制度と
して存在していた。しかし、それは極めて制限された制度であった。選挙については、一
定の納税要件が課されており、普通選挙が認められたのは 1926年（大正 15年）から、さ
らに婦人参政権が認められるようになったのは戦後のことである。また、選挙は地方公共
団体の議会の議員についてのみ行われ、都道府県知事は官選、市町村長は議会議員が選挙
する間接選挙だった。住民の代表機関である議会についても権能の一部が制限され、内務
大臣に依る府県会、市町村会の解散など、国の強い監督権のある、不自由な自治制度であ
った。 
 第二次世界大戦後、1946年に市制、町村制、府県制等が改正され、1947年に地方自治法
が制定されたことにより、住民自治は大幅に強化された。上記のように婦人参政権など選
挙制度の整備や国の監督権の削減に加え、アメリカの地方公共団体の制度を参考に直接請
求制度が新たに設けられ、住民自治制度が格段に整えられた。 
このとき、日本国憲法第 92条では、「地方公共団体の組織及び運営に関する事項は、地
方自治の本旨に基いて」法律で定めるとしている。ここにおける「地方自治の本旨」、つま
り地方自治を支える基本原則として、住民自治と団体自治が挙げられる。地方自治の法的
性格については、「固有権説」、「承認説」、「制度的保障説」など諸説あるが、近年これらの
諸説に大きな意味はなく、地方自治の本旨は憲法の基本原理である人権保障、国民主権の
立場に求めるべきであるとする見解がある 10)。 
この見解から、吉田 11)は、住民自治こそ地方自治の基礎的な原理であると指摘し、地方
自治体は地方自治の本旨にもとづく住民の自由な意志によって管理運営されるべきだと指
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摘する。この自由な意志の実現には、住民の自治体への参加の保障が必要であり、直接普
通選挙制度による議員などの選出や条例などの直接請求権に加えて、さらに住民参加制度
が求められる。住民参加制度には、地方自治法に定められている選挙権や直接請求制度、
住民監査や住民投票などの他に、地方自治法以外の個別法に定められているものもある。
具体的には、直接請求や意見書堤出などで、図書館協議会を含む審議会制度はこの地方自
治法以外で定められる住民参加制度の 1つである。 
近年の住民参加に関する議論として、東京都中野区の事例がある 12)。中野区で従来行政
が決定する事項であった教育委員候補者の選出を区民投票により行ったことが、国と中野
区の間で大きな議論を呼んだ。吉田はこの件に関して、教育基本法第 10条で教育が“国民
全体に対し直接に責任を負つて行われるべき”と定められ、一般行政機関から独立した教
育委員会の設置が要請されている以上、地域住民によって教育委員候補者を区長に推薦す
る条例の制定は住民自治に適法したものとして評価している。 
その一方で、住民の意思を反映させるための住民参加制度の形骸化が指摘されている 13)。
例えば意見書堤出や公聴会について、実際は広く利用されず、行政からの情報公開・提供
が不足している点や、提出期間や広報方法など住民が制度を利用しやすい条件に設定され
ていない点などである。また、審議会に対して、委員の選任を行政が行うため、行政に好
意的な人物が選ばれ易いといった点や、会議が非公開で行われる点が制度の形骸化を促し
ていると指摘する。このような環境のため、審議会の内容も、議題を十分に議論せず、事
前に決まっている方針をオーソライズしているだけなのではといった疑問がある。 
その他の住民参加の問題点として、一般住民の側の活用度が低い点が指摘される。例え
ば、情報公開を制度化しても住民に利用されない点や、パブリック・コメントを実施して
もあまり意見が提出されない点などである。審議会では、審議会を公開しても住民が傍聴
に来ない点や、公募委員制度を実施しても申込者がいない点などがある。このように制度
が利用されない原因は市民の行政への参加意識が低いためであるといった主張もあるが、
それに対し、室井 14)は一般住民が制度を利用する場合、行政が、住民が利用しやすい制度
に改革する必要があると指摘する。例えば、パブリック・コメントの募集期間が短いと意
見を提出するのが困難になるし、審議会が平日の昼に開催されると傍聴又は公募委員とし
て参加できる者が限られてくる。また、審議会で専門家集団の中にごく少数の市民が参加
すれば、専門家の知識レベルに合わせる必要が生じ、公募委員の負担に繋がる。さらに、
パブリック・コメントで提出した意見がどのように反映されるか明確で無い場合、住民の
参加のインセンティブが低下するのは当然である。住民の無関心を問題にする前に、行政
側の対応を精査する必要がある。 
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1.2.3. 審議会制度の現状と課題 
 
地方自治法ではなく、個別法に委ねられる住民参加制度の 1 つに審議会制度がある。審
議会とは、行政機関が請け負う事務のうち一定の事項について、調査・審議を行う合議制
の諮問機関のことであり、調査会、委員会とも呼ばれる 15)。図書館協議会は、この地方自
治行政における審議会制度とみなされる 16)。審議会制度を用いた諮問行政は、行政過程の
民主化や民主的統制のみでなく、行政過程への専門知識の導入や公正性の確保、利害の調
整を目的としている。 
近年の審議会制度は、自治体における情報公開の進展に伴う会議公開原則の一般的制度
化や審議会委員の公募制導入、審議会における女性比率の増加など、積極的是正措置がと
られている 17)。これらは一見、行政の公開性の向上や民主化、審議会の公正性確保に効果
的に見えるが、この是正措置に係る問題も生じている 18)。例えば、男女比率の積極的是正
措置は、従来審議会について指摘されてきた問題というよりも、男女共同参画推進施策の
一環として推進されているものであり、審議会に積極的な効果があるかは分からない。ま
た、公募制の導入についても、何故公募制の導入が必要なのか、公募制が委員構成の公平
性確保に結びつくのか、公募制は審議会の専門知識の導入という役割と相対するものでは
という指摘もある。 
以下で、地方自治行政における審議会制度について、(1) 公正性、(2) 公開性、(3)結果の
取り扱いの 3つの課題についてさらに論じる。 
 
 
(1) 公正性 
審議会委員の構成は、公正性が求められるものの、十分にそれが担保されているとはい
いにくい現状にある。選任が不透明であれば、それが公正であるか否かを判断することが
できない。例えば、審議会委員の資格として挙げられる「学識経験者」も曖昧な規定であ
り、それゆえに行政による恣意的人選があるのではないかと疑問視される。 
この改善策として、近年各自治体で委員の公募制が積極的に採用されつつある。審議会
における公募制とは、“居住要件など最低限の資格制限及び排除枠で、最低でも一般広報誌
に掲載し、より多くの人が応募できるように広く募集し、選抜なしまたは抽選や書類審査
で採用する”19)と定義される。自治体により、条例を改正し、条例に基づいて公募を行う場
合や、要綱に「公募による選任に努める」旨を記載するにとどまるところもある。 
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しかし、公開性について改善策がとられているものの、それによる問題の複雑化も生じ
ている。公募制を導入する目的は幅広く住民の意見を聴くためであることが多く、北海道
ニセコ町や大阪府箕面市のように、住民の意見やニーズを把握して決定に反映することを
根拠に公募制が採用されることが一般的である。しかし、各審議会における公募委員の比
率や公募委員の選任方法に関する明確な基準がなく、どのように運営するかはそれぞれの
自治体の裁量に拠るという現状であり、必ずしも公平性を確保できているかという保障は
ない。 
 
 
 
(2) 公開性 
1990年代以降の地方分権に関する議論に伴い、行政手続や情報公開、直接請求制度や住
民参加に関心がもたれた。その結果、行政手続法や情報公開法が制定され、その影響で各
自治体においても行政手続条例や情報公開条例が制定、改正されるなど住民参加制度が整
備された。情報公開条例には最低限の条項を置き、規則や要綱などで会議を非公開にする
理由の明示や、ウェブサイト等を用いた会議開催に関する事項の周知、議事録の作成・公
開義務などを定めている自治体もある。情報公開制度は、開示請求制度を規定し、法的請
求権を保証するものであるが、同時に自治体の情報提供や審議会などの会議の公開につい
ても定め、総合的に情報の公開を進める原動力となっている。 
 情報公開制度のもとで会議の公開は改善が図られているが、公開性の問題点として、制
度を実施しても実際に会議を傍聴者する住民が少ないという問題が指摘される。これはパ
ブリック・コメントなどで意見提出が少ない問題と同じであり、住民の参加意識が低いと
批判されるが、それは一面的な見方である。行政の会議は平日の昼に開催されることが多
く、仕事に就いている住民などが参加しにくい状況にあるし、ワークショップ等会議体で
は住民による活発な議論が行われることもあり、行政側の周知や会議の運営の工夫により、
住民が積極的に利用するような効果的な審議会運営の余地は残されている。 
 
 
(3) 結果の取り扱い 
 通常、諮問機関の審議会で審議された結果は、行政機関に対する「答申」という形で公
表される。しかし、参与機関ではなく単なる諮問機関である以上、審議会における答申は
拘束力を有しない。この論点に対して、近年審議会ではなく、ワークショップと呼ばれる
公募委員からなる会議体と自治体との間でのパートナーシップ協定を利用した、新しい取
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り組みが行われている。この場合、審議会行政による手続きではなく、市民参加の会議体
において議論がなされ、この結果として提出された提案には、パートナーシップ協定にお
いて行政は最大限計画に反映し、できないものはその理由を説明することが約束されてい
る。つまり、行政側に市民が提案を行うのは審議会と同じだが、その審議結果の取扱いの
方法を協定方式で行政と市民が合意するのである。このように結果の取り扱いを明確にす
ることで、市民の会議体への参加のモチベーションを高めることができる。 
上記の他にも、運営方面での改善策として、傍聴者による発言機会を保証する自治体も
ある。愛知県豊田市の「審議会等の会議の公開に関する実施基準」20)では、会議の原則公開
等の一般原則に加え、公開する会議では、原則傍聴者との意見交換又は質疑応答の時間を
設定することとし、その時間について当該会議の冒頭等に傍聴者に周知することを定めて
いる。 
このように審議結果の取り扱いについて改善策がとられているものの、それによる問題
の複雑化も生じている。例えば、パートナーシップ協定という新しい方法が提案されるが、
この合意形成をいかに位置づけるかといった点や、まだパートナーシップ協定が活用され
る場面はまだまちづくり基本計画の原案作成段階などに限られており、その他の施策では
用いられていない。このような新しい取り組みの工夫を活かすことで、より良い審議会運
営も可能である。 
 
 
 
1.3. 各章の概要 
 
 本研究は全 5章からなる。第 1章では、研究の目的や背景など本研究の要旨を述べた。 
第 2 章では、先行研究について述べる。本研究に係る図書館協議会や審議会制度、また
海外の図書館委員会制度について整理する。第 3 章は、図書館法成立時の資料を元に、図
書館法を制定する際に、編み直す法案の中で図書館協議会に係る制度がどのように変遷し、
また最終的にどのような目的で図書館協議会制度が成立したか明らかにする。第 4章では、
日本の公立図書館を対象に実施した図書館協議会の実態調査について、その方法と結果を
述べる。第 5 章では、それまでの調査結果を元に、図書館協議会について考察し、本研究
の課題と今後の展望を述べる。 
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第2章  先行研究 
 
 
 本研究は、図書館協議会を、図書館政策の住民参加手段の 1 つとして捉え、図書館学的
視点に加え、住民参加など行政学的視座を持つ。そのため、図書館協議会に係る調査・研
究の他に、地方自治行政や図書館協議会以外の審議会制度に係る先行研究に言及する必要
がある。また、第 3 章で戦後日本に導入された図書館協議会の理念の由来を検討するが、
その比較対象として海外、主にアメリカの図書館協議会に類する制度である図書館委員会
について触れる。 
 
 
2.1. 図書館協議会に関する調査・研究 
 
 図書館協議会は図書館法に規定されているが、必置義務はなく努力規定である。そのた
め、日本の公立図書館に図書館協議会がどの程度設置されているかを明らかにするため、
全国的な調査が何度か行われている。しかし、設置館調査からさらに踏み込んで、どのよ
うに運用されているのか、また図書館政策やその他自治体行政とどのような関係があるの
かといった点に言及した研究はほとんどない。 
 本章ではまず今までに行われた図書館協議会に係る調査や事例報告を整理する。 
 
 
2.1.1. 図書館協議会の実態調査 
 
 図書館協議会の設置館数などを調べる全国的な調査として、文部科学省の社会教育調査
や、日本図書館協会や全国公共図書館会議など職能団体が実施した調査がある。それぞれ
の調査は、調査対象や内容など詳細が異なっている。 
文部科学省が実施する社会教育調査 1)は、社会教育行政に必要な社会教育に関する基本的
事項を明らかにすることを目的 2)に 1955 年から 3 年ごとに実施されている。1955 年以前
も 3 年あるいは 5 年ごとに実施され、日本における社会教育行政を把握するための基本的
な統計資料として蓄積されており、社会教育に係る施設や機関、具体的には都道府県・市
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町村委員会や首長部局、公民館、図書館、博物館、青少年教育施設、文化会館などを対象
に、悉皆調査を行なっている。調査は、文部科学省から都道府県教育委員会、もしくは市
町村教育委員会を通し調査票を配布して実施されるため、日本の社会教育施設の現状を最
も的確に、また広く把握できるとして信頼性が高い。図書館に関する調査では、「名称及び
所在地」から「施設の利用状況」、「ボランティア活動に関する事項」など全 9 項目が実施
されている。「図書館協議会等の設置状況」は 1999 年から実施されており、日本の公立図
書館における図書館協議会について、都道府県や人口規模による自治体別の設置館数、設
置率などを知ることができる。図書館協議会の設置は図書館数ごとに集計されており、最
新の 2008 年の調査結果では、図書館協議会を設置している図書館は 3,165 館中 1,937 館、
設置率は 61.2％であった。 
 
 日本図書館協会は 1984 年 3)、2000 年 4)、2006 年 5)の 3 回、図書館協議会を対象にした
調査を実施している。2000 年及び 2006 年は日本図書館協会が毎年度実施している全国的
な統計調査「日本の図書館 統計と名簿」6)のミニ付帯調査として行われ、設置館数や協議
会開催回数など、3 項目程度を調べた。それに対して、1985 年に刊行された「図書館協議
会の設置と活動：調査報告書」は、設置館数だけでなく、審議内容や公募委員の採用、任
期と報酬など、約 11の項目に渡り詳細に調査している。これは日本の図書館協議会につい
て最も詳しく調べた調査であるが、調査の実施から 30年が経過し、現在の実態との乖離が
予想される。また、ミニ付帯調査として実施された 2000 年、2006 年の調査は、どちらも
「図書館運営への住民参加」をテーマに、利用者懇談会、図書館友の会などと同時に調査
されており、近年、図書館への住民参加に関心が寄せられ、その一環として図書館協議会
が取り上げられていることが分かる。 
 全国公共図書館協議会 7)は、公立図書館における図書館評価の実態を調査する過程で、図
書館協議会の設置の有無も調べた。図書館協議会は図書館運営に職員以外の市民の意見を
伝える手段の 1 つであり、図書館協議会の開催回数などが図書館評価の指標として用いら
れているためである。また、調査の結果、外部機関による図書館評価の手段として、都道
府県立および市区町村立のどちらも図書館協議会による評価が最もよく利用されているこ
とが明らかになり、図書館評価の観点からも図書館協議会は有用である。 
 以上の 3機関による調査が、今まで図書館協議会について全国的に行われた調査である。
これらの調査の実施時期や調査内容を表 2.1に示す。調査時期は日本図書館協会による「図
書館協議会の設置と活動：調査報告書」が最も古く、最も新しいものは全国図書館協議会の
調査になるが、2012年に実施された社会教育調査の結果が今後公開される予定である。 
調査内容より、最も図書館協議会について詳細に調査したものは日本図書館協会の「図
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書館協議会の設置と活動：調査報告書」であることがわかる。しかし、この調査は実施時期
が 1984 年であり、調査実施から 28 年が経過しているため、調査結果と現在の状況が異な
っていることが推測される。そのため、本研究で現在の図書館協議会の実態を明らかにす
る。 
 
 
 個人では、平野 8)が東京都の市に対して実施した調査がある。平野は、1979年から 2001
年まで、他のテーマと比較して図書館協議会に関する先行研究は数が少なく、また日本図
書館協会のミニ付帯調査でも「協議会の有無」、「委員数」、「開催回数」の 3 項目しか調査
されていないなど、図書館協議会に関する実態把握がなされていないことを指摘した。そ
こで、図書館協議会の活動実態について、設置の有無、委員構成、会議開催の実情などに
加え、提言や報告の実態など、さらに詳しい実情を知るために、東京都で図書館協議会を
設置している 21市に対し、条例・規定の検討を行い、またその半数の市を対象に実地調査
を行った。 
調査の結果、東京都の図書館協議会の活動実態として、以下のことを明らかにした。ま
ず、図書館協議会委員に学識経験者など図書館法に規定された所属以外に、議員や市民公
募委員を含めるなど、協議会委員の採用は自治体の裁量によるところがあるということ。
また、協議会の開催回数が減少する傾向にあるということも指摘した。他には、ほとんど
の図書館協議会が館外視察を実施している点や、提言・報告書などがあるが、提言を毎年
提出している図書館協議会は少ないことなどを明らかにした。 
図書館協議会の問題点として、平野は協議会委員の名簿を公開していない自治体に対し
て、公的機関の委員を秘匿して良いのかと疑問を呈している。また、議員や市民公募委員
の採用は、その実施数を調査すると共に、それらの委員を含めることの効果も検証する必
要があると指摘している。さらに、図書館協議会が行った答申や提言の内容がどの程度実
施されているのかという点や、協議会委員の研修の必要性、また協議会と市民団体の接点
についても検討すべきとしている。 
これらの調査を経て、平野 9)は、図書館協議会をより良い活動にするために、2つの改善
点を提起した。1 つは、図書館協議会の活動を市民に周知させることである。そのために、
会議内容を詳しく知ることができる会議録や報告書を作成し、ウェブサイトなどで公開す 
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表 2.1 図書館協議会を対象とした全国調査一覧 
調査実施機関
（発表・刊行
年） 
文部科学省
（2008） 
全国公共図書館協議
会調査（2008） 
日本図書館協会（2008） 日本図書館協会（2000） 日本図書館協会（1985） 
タイトル 
社会教育調査
（図書館調査） 
公立図書館における
評価に関する実態調
査報告書 
2006年『日本の図書館』ミニ
付帯調査：図書館の状況に
ついて報告書 
図書館運営への住民参
加：2000年公共図書館
調査ミニ付帯調査結果
報告 
図書館協議会の設置と活動：調査報
告書 
調査実施時期 
2008年 10月 1
日 
2008年 11月 5日 2005年 1999年  1984年 4月 1日 
図書館協議会
に関する調査
内容 
1) 図書館数に
対する図書館協
議会設置数（設
置母体、都道府
県別） 
1) 図書館数に対する
図書館協議会の設置
数（都道府県・市区町
村） 
2) 自治体数に対する
図書館協議会の設置
数（都道府県・市区町
村） 
1) 図書館数に対する図書
館協議会設置数（設置母
体・人口別） 
2) 自治体数に対する図書
館協議会設置数（設置母
体・人口別） 
3) 図書館協議会委員数（設
置母体・人口別） 
4) 会議録を公開しているか
（設置母体・人口別） 
5) 会議録の公開方法（設置
母体・人口別） 
1) 図書館数に対する図
書館協議会設置数（設
置母体・人口別） 
2) 自治体数に対する図
書館協議会設置数（設
置母体・人口別） 
3) 図書館協議会委員
数（設置母体・人口別） 
4) 図書館協議会開催
回数（設置母体・人口
別） 
1) 自治体数に対する図書館協議会
設置数（地域・都道府県別） 
2) 図書館協議会の設置年（地域別） 
3) 図書館協議会委員数 
4) 図書館協議会委員の内訳 
5) 図書館協議会委員の報酬 
6) 図書館協議会委員の公募 
7) 図書館協議会の類似組織 
8) 図書館協議会の議事録の公開 
9) 図書館協議会未設置図書館 
10) 図書館協議会の活動状況 
11) 図書館協議会の運営上の問題 
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ることが有用であると指摘している。また、2つ目は、図書館協議会相互の情報交換の促
進である。例えば、日本図書館協会など職能団体が、図書館協議会の報告書や会議録を収
集し、インターネット上に誰でも閲覧できるアーカイブスを作成するなど、全国各地の図
書館協議会の活動実績を集積し、経験の共有化を図ることで、それぞれの図書館協議会の
活動がより良くなると主張した。 
 
 以上が今まで日本の図書館協議会を対象に行われた調査である。平野が指摘するように、
図書館協議会の活動は自治体及び図書館の裁量によるところが大きく、全国調査では実施
館数や委員数など簡単な項目のみの調査に留まることが多い。しかし、1985 年の日本図書
館協会の調査のように、より詳細に調査することで、全体的な傾向だけでなく地域や設置
母体での特徴を分析することも可能である。 
 そのため、本研究では最も詳しい 1985年の調査内容を参考にし、委員数や協議会の開催
数など基本的な事項から、審議内容、情報公開の程度まで、現在の図書館協議会の実態を
明らかにするための全国調査を実施した。 
 
 
2.1.2. 図書館協議会に関する事例報告 
 
 図書館協議会を対象にした調査・研究は上記で述べたものに留まるが、各地方で実施さ
れている図書館協議会の事例報告は図書館界の機関紙などで多数行われている。広く紹介
された事例がそれ以降他の図書館協議会の運営に影響を与えている可能性があり、ここで
はこれまで行われた事例報告について述べる。 
 1984 年に図書館問題研究会が発行する「みんなの図書館」で「図書館協議会の可能性」
をテーマに特集が組まれ、多数の図書館協議会の事例報告が掲載された。松田 10)は 1982
年に議会で教育長が協議会の設置を答弁し発足した東京都国分寺市の図書館協議会につい
て紹介している。国分寺市は地区独立館体制の図書館に対応した図書館協議会を制度化し、
市民が設置だけでなく協議会委員の任命について要望を提出するなど、住民の積極的な図
書館活動があることを指摘している。加藤は 11)、図書館協議会委員として北海道町立様似
図書館の活動を紹介した。地方では学識経験者など規定される人材が少なく、様似図書館
では利用頻度の高い図書館利用者を協議会委員に任命し、地域に根ざした図書館活動を行
なっている。中川 12)も、国分寺市と同様に、大阪府松原市の図書館協議会の報告で新設図
書館の設計の討議への参加や署名運動など積極的な住民参加について触れ、同時に協議会
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委員の学習の必要性について指摘している。 
 2000 年に日本図書館協会が発行する「図書館雑誌」で「図書館法制定 50 周年とこれか
らの図書館」が特集された際、図書館協議会に係る記事も掲載された。山本 13)は 1995年に
地方分権推進法が施行されて、地方分権を発展させたい環境の中で、図書館は極めて地方
分権的であり、その基盤となる組織であると指摘している。地方自治には地域住民の参加
が欠かせないが、図書館では図書館協議会でその意見を汲み取り、かつ自主的な住民組織
の参加は図書館友の会などで賄われる。地方自治の基盤を固めるために、図書館協議会の
活性化を図るべきと主張した。清田 14)は東村山市の図書館協議会の事例を報告している。
1999 年の地方分権一括法の制定に伴い図書館法が改正され、館長の司書資格要件が廃止さ
れたが、東村山市の図書館協議会では図書館法改正後も図書館長は司書資格を有するべき
であると提言した。この提言が市議会でも取り上げられ、図書館協議会の意向が図書館長
の人選に影響を与えている。東村山市については大塚 15)がさらに詳しく紹介しており、東
村山市は図書館協議会や市民の意見を考慮し、館長の有資格条件に加え、利用者の秘密を
守る義務や地域文庫への援助を明記した図書館設置条例を策定している。 
 「図書館雑誌」は 2007年にも「図書館協議会の活動を考える」というテーマで特集を組
んでいる。佐藤 16)は静岡市図書館協議会について、市民の立場で協議会員とした経験を元
に紹介しており、千葉 17)は茨城県図書館協議会について委員の公募や答申の作成、ウェブ
サイトでの広報などその運営について紹介した。 
 上記のように、これまで都道府県や市町村立など様々な自治体の図書館協議会の事例報
告が行われてきた。どの事例報告も、公募委員など、図書館協議会の制度を活かした住民
参加が取り上げられており、機関紙でのこのような報告が、全国の図書館協議会や図書館
職員に、公募委員や住民参加が良い事例であることを広く伝えた。 
 図書館協議会の事例報告と同時に、その問題点や改善点を指摘している文献もある。竹
島 18)は、館長の諮問機関であるため、教育委員会や首長部局に対する位置づけが弱いこと、
また当時の図書館法の規定から図書館が望む協議会委員が任命できず、有益な人材が得ら
れないこと、協議会の場で日常業務の報告しかなされていないことなどを問題点として挙
げている。一方、2011 年の図書館法改正による規制緩和を、法による保障が軽視されたも
のであると捉えている伊藤 19)は図書館協議会委員について個人的・職務上・団体活動上で
のある程度以上の図書館体験を持ち、年に 10 回程度の会議に 8 割程度出席できること、3
年以上委員の職務を継続できることが望ましいとしている。他にも、改善方法として、以
下の 10項目を挙げている。 
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1) 委員への研修 
2) 各委員の専門分野に配慮しながら、課題を持ってもらう 
3) 他の図書館への視察には、それぞれ視察課題を持つよう工夫する 
4) 委員に対する情報公開を積極的に行う 
5) 他の自治体の図書館及び図書館協議会の活動についての情報を積極的に提供
する 
6) 図書館の重要な問題については出来る限り協議会の意見を聞くこと 
7) 懇談会の活用 
8) 図書館職員の積極的な参加を促す 
9) 委員任命の改善 
10) 図書館長は単に諮問する立場にあるのではなく、図書館運営の責任者、専門
家として生産的な助言を積極的に行う必要がある 
 
 また、前項で述べたように平野は図書館協議会の周知と情報交換を改善点として挙げて
いる。伊藤の指摘は図書館協議会の運営や委員の資質についてより具体的な要求であり、
平野は協議会内部よりも、利用者への周知など周囲と協力すべき点を改善点として指摘し
ている。 
 
 
 
 
2.2. 地方自治行政や審議会に関する研究 
 
 諮問機関には法令に基づく審議会等と、法令に基づかない私的諮問機関の2つがある 20)。
私的諮問機関は、閣議決定や大臣などの決済のみで開催され、審議会と類似している点も
あるが、政府は、私的諮問機関は出席者の意見の表明又は意見の交換の場に過ぎないと区
分している。法令に基づく審議会等には、国家行政法又は内閣府設置法の規定に基づき設
置される国の審議会と、地方自治法あるいは地方自治法以外の個別法により地方自治体に
設置される審議会がある。審議会は戦後の民主化の一環として制度が確立され、審議会の
役割として“(1) 国民各層の意見を反映させること、(2) 多様な意見を取り入れることによ
って行政過程を公正なものにすること、(3) 専門的知識を取り入れること、(4) 各種の利害
を調整すること“などが挙げられている。 
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 地方自治体に設置される審議会にも、必置のものと任意で設置できる審議会がある。必
置の審議会は都道府県では 43、市町村では 15ある。具体的には、土地利用審査会、地方社
会福祉審議会、児童福祉審議会、保健所運営協議会、都市計画地方審議会、私立学校審議
会、民生委員推薦会、国民健康保険運営協議会などである。 
審議会は付属機関であり、これは地方自治法第 138 条に定められている。付属機関は、
その属する執行機関の要請により、その行政執行の前提として必要な審議や調査などを行
う機関であり、直接住民を対象とする執行権を持たない 21)。改正前の図書館協議会を含め、
児童福祉審議会、都市計画地方審議会など、付属機関の委員構成は法律で定められること
が多いが、法律で規定することは規制にあたり、その規制を行う必要があるか十分に審議
する必要がある。また、国土利用計画地方審議会や土地利用審議会など、委員の構成は各
地方自治体の条例に任せているものもあり、自治体が条例で定めることにより、より住民
参加が進んだ審議会が期待されている。 
過去には、付属機関の審議内容の公開について住民と対立する事例が生じている。例え
ば、1988 年 12 月に東京都市計画地方審議会が首都圏中央連絡道路建設問題に関し、審議
会傍聴を認めないまま都の計画案を可決したことが批判された。また、横浜市郊外をめぐ
る高速道路・横浜環状道路計画南側区間について、1991 年に市の都市計画案を市都市計画
審議会に諮問、原案どおり了承されたが、これに反対する住民の抗議活動が展開され、反
対住民は都市計画審議会の審議を強行しないように求めるなど、住民の反対を受け、近年
審議会の公開へ関心も高まっている。 
 以下では、図書館協議会と同様に社会教育に係る審議会である公民館運営審議会や、先
行研究が多く行われている都市計画に係る研究について述べる。 
 
 
2.2.1. 公民館運営審議会 
 
1946 年に発表された文部次官通牒「公民館の設置運営について」21)は公民館の維持及運
営に言及し、公民館の運営は公民館委員が中心になって行うこと、その公民館委員は公選
とすること、館長は公民館委員会から選ぶこと、職員は公民館委員会の意見を聞いて決め
ることなどを求めている。この公民館委員会が後に社会教育法において公民館運営審議会
（以下、公運審という）として法制化され、公民館長を任命する際にはあらかじめ公運審
の意見を聞くという規定が社会教育法中に定められた。文部次官通牒で述べられた要件は、
イギリスで 1944年に全ての教育機関に Governing Body（学校理事会、学校協議会）を置
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くという条文がつくられたことがモデルされているのではないかと考えてられている 22)。 
 1998年 9 月に公開された生涯学習審議会答申「社会の変化に対応した今後の社会教育行
政の在り方について」23)では、社会教育行政の制度発足後 50年を迎え、社会の変化に伴う
住民の多様化・高度化する学習ニーズや、生涯学習社会の構築に向けた社会教育行政の推
進、地域社会・家庭の変化への対応、地方分権・規制緩和の推進、民間の諸活動の活発化
への対応について指摘している。その中で，公民館の基準の大綱化・弾力化や、公民館運
営審議会の必置規制の廃止や社会教育委員の規定の見直しについても言及した。これを受
けて、2001年 7月に「地方分権一括法」が公布され、社会教育法や図書館法等が改正され、
図書館協議会委員の構成委員の規定の大綱化と同時に、公民館運営審議会委員の規定につ
いても改正された。この改正により、それまで必置であった公民館運営審議会の設置が努
力規定となり、また公民館館長の任命には公民館運営審議会の意見を聞くとされていた規
定も削除され、地方自治体に拠る自由な運営が可能となった。 
 国立教育政策研究所が 2010 年 12 月に市区町村の教育委員会を対象に実施した調査によ
れば、回答のあった 1,170 団体の内、公民館を設置している教育委員会は 1,039 団体、設
置率は 88.8%と、元々必置義務のあった公民館運営審議会の設置率は図書館協議会よりも
高い 24)。公民館運営審議会を 1 つないし複数設置している自治体単位での設置率は、市区
が 69.1%で最も高く、次いで町が 60.7%、村が 58.8%であり、平均の設置率は 64.8%とな
った。公民館運営審議会は 1 市区町村あたりに複数設置されている場合があり、複数設置
している場合の設置数は平均して市区では 4.2議会、町では 1.9議会、全体で 2.8議会とな
っている。しかし、公民館運営審議会を設置している自治体の 77.5%は自治体内で公民館
運営審議会を 1 つしか有していない。公民館運営審議会を設置する代わりに、社会教育委
員会議などを公民館運営審議会の代替機関としている自治体もある。 
 
 公民館運営審議会に係る事例報告は、全国公民館連合会が発行する「月刊公民館」や全
日本社会教育連合会が発行する「月刊社会教育」など、機関紙に多く掲載されている。 
 野沢 25)は公民館運営審議会と利用者懇談会の両方を実施している東京都福生市について
紹介し、どちらも市民が参加する制度であるが、その役割が異なることを指摘している。
公民館運営審議会は、教育機関としての公民館の目標の設定や、目標の具体化のための管
理運営、住民の生活実態や要求を明らかにしていくことを役割としており、公民館にとっ
て公民館運営審議会の制度は欠かせない。一方、利用者懇談会は各自治体により活動内容
が異なるが、公民館と利用者の相互コミュニケーションのために運用されており、その内
容は、各グループの情報交換や問題、館内の要望や検討、館計画や予算についての意見交
換などである。利用者が主体となり活動することで、公民館を利用しない一般住民にもそ
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の価値を伝えることができ、結果的に住民の学習・交流連帯・自治能力の伸長に繋がると
述べている。 
 望月 26)は公民館運営審議会が館長を任命するという社会教育法の規定に対し、地域住民
の中から公民館運営審議会が推薦した人物を公民館館長としている神奈川県相模原市の事
例を紹介した。地域住民を館長とすることで、より地域のニーズに沿った公民館運営を実
施できるとし、例えば公民館の音楽団体の利用に対し、館長自ら近隣住民に許可を取り、
公民館のバンド利用を可能にした事例を挙げた。また、矢崎 27)は網走管内でも過疎化が激
しく、社会教育に詳しい人物や学識経験者など、公民館運営審議会委員として適切な人材
が少ない北海道置戸町について述べた。置戸町の審議会委員は十分な知識のない市民だが、
審議だけでなく、直接、事業の企画・実施にも携わり、町民と一緒になって公民館主事同
様に講座や教室を担当しており、その結果、自分たちが審議したものがどのように住民に
反映されているかを知ることができる。そのため、知識がなくとも、活動の中で公民館の
趣旨を理解し、活動することができると指摘している。 
 図書館協議会でも、北海道の様似図書館の図書館協議会は利用者と地域に密着した運営
がなされているが、協議会委員に適切な人材が少ないという報告がなされているが、公民
館運営審議会も同様に地方の審議会制度の問題点として人材の不足が報告されている。上
記ではこの点に対し、住民と一緒に公民館を運営するなど、効果的に活用している。図書
館協議会も同様に過疎化など地域により環境が異なることが予想されるため、このような
事例を参考により良い運営を検討することが可能である。 
 近年の公民館運営審議会の傾向について、石井 28)は行財政改革の一環から公民館運営審
議会の廃止や統合が行われる千葉県について報告している。千葉県の 79市町村では、公民
館運営審議会を“地方公共団体の自主的判断に委ねる方向で見直す”とし、形式的には自
治体の自由度を増す形で改革を促したが、実態として 4市が公民館運営審議会を統合し、4
市 5 町 1 村が公民館運営審議会を廃止した。一方では、公民館運営審議会を新しく単独設
置する自治体や、会議回数の増加・委員定数の増員のための条例改正、公民館運営審議会
委員の一般公募や会議の公開など条例を改正し公民館運営審議会を活性化させている自治
体もある。石井は、公民館運営審議会は自治体によって地域毎に個性的に発展する可能性
もあるが、個別の事業についてじっくり調査検討でない・会議の回数が少なく充実した議
論を行えないなどの問題もあり、公民館運営審議会を活性化させるためには、行政、公民
館職員、公民館運営審議会委員の三者それぞれの取組みが重要になると指摘している。 
 
 公民館運営審議会は、社会教育法成立時、住民が主体的に公民館を運営するという民主
主義的思想の元に成立した。図書館協議会と同様の審議会制度ではあるが、公民館は図書
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館よりも、地域住民と共に運営しようという趣があり、住民参加の側面が強い。図書館も
図書館ボランティアや友の会など自主的な住民組織との関係はあるが、図書の配架や修繕、
読み聞かせなど、実務的な業務のサポートが多く、共に運営しようという公民館とは異な
る。しかし、近年は図書館でも利用者懇談会などが開催され、地域に根ざした図書館運営
の関心が高い。上記のように、公民館でより優れた住民参加が行われているのであれば、
その事例を参考にすることが図書館協議会の活性化に繋がる。 
 
 
2.2.2. 公募・公開性に関するその他の審議会の研究 
 
 図書館協議会を行政学的視座から研究するためには、その他の審議会を対象に行われた
先行研究を検討に加える必要がある。ここでは、審議会の種類には拘らず、審議会委員の
公募、住民参加や審議会の公開性を対象に行われた研究を紹介する。 
 自治体の政策形成に住民が関わる機会は限定されており、その手段として市民会議やパ
ブリック・コメントなどあるが、多くは一時的な参加に留まることがほとんどである。そ
れに対し、審議会の市民公募委員は、継続的かつ恒常的に住民が政策に関わることができ
る、例外的な住民参加制度である。賀来 29)は図書館協議会と同様に、個別法である環境基
本法で任意設置と定められている環境保全審議会の市民公募委員の選出過程やその運用に
ついて明らかにするため、調布市を対象に事例研究を行った。審議会や公募委員の規定は
調布市環境基本条例に定められており、環境保全審議会の委員 16名のうち、市民公募委員
は 5 名以内、任期は 2 年である。環境保全審議会の発足前に市民公募委員に対し環境保全
に係るレクチャーが行われ、専門知識の不足を補う措置がとられた。筆者は審議会におけ
る市民公募委員の役割に注目したが、審議会委員による課題提案も半数が市民公募委員か
ら出されるなど、旺盛な意欲に応じた活動がなされていた。 
 山下 31)は、少子化による学校の統廃合を審議する A市学校統廃合審議会に参加した 3名
の市民公募委員がどのように審議に関わったのかを分析した。3名の市民公募委員はそれぞ
れ、保護者、教育産業の従事者、企業での合理化経験者と異なるバックボーンを持ち、か
つ 3 名とも意識が高く他の委員を感化させ具体的な運営に貢献した一方、良い学校運営な
ど統廃合という本題から逸れる発言をし、議論が拡散しがちでもあった。諮問内容が固定
された審議会であるために、今回は公募委員の熱意が空回りしてしまったが、教育に関心
がある市民をどのように政策形成過程に位置づけるかが今後の課題と認識された。関心が
高い公募委員の対応を苦慮する一方、他の学識経験者などと同様に専門的な知見が求めら
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れる公募委員の質を問題として指摘する意見もある 32)。また、公募委員の選任手続きにつ
いて、応募者多数の中から公募委員を選定する際、作文や面接などの試験を課すが、その
選考理由が不透明である点も指摘している。 
 熊谷ら 33), 34)は市町村総合計画の策定過程に住民がどのように関わっているのかを明らか
にする研究を行った。まず、事例調査から住民参加システムを「審議会充実型」、「事務局
参加型」、「住民意見聴取型」に分類した。東北 6 県の市町村へ質問紙調査を実施し、審議
会で一般公募を行なっているのは 20.2%であるが、公募委員だけでなく、住民が参加する
ワーキンググループの実施や、住民意見聴取としてアンケート調査や地区懇談会、まちづ
くり提言の募集、広報誌などでの広報、シンポジウムやワークショップの開催など様々な
手法が実施されていることを明らかにした。 
 公募委員の質や選考過程の問題は、図書館協議会でも同様に検討されるべき点である。
図書館協議会の事例では公募委員の活動は肯定的に評価され、住民参加の良い側面のみ報
告されていたが、実際に公募委員とその他の協議会委員の知識が充分であるのか批判的に
検討する必要がある。本研究では全国的な調査を実施からマクロに捉える必要があり、公
募委員を採用している図書館協議会の特徴などを検討する。 
政策策定過程への住民参加事例のように、図書館への住民参加も、協議会だけでなく、
ワーキンググループや住民の意見聴取のための様々な方法を活かすことが可能である。現
在は図書館協議会や利用者懇談会、図書館友の会など既存のシステムが図書館を支えてい
るが、今後図書館運営への住民参加のために新しい手法の導入を検討することも有用であ
る。 
 
 審議会の公開性について、升田 34)は、吉野川可動堰建設計画で生じた審議会公開の問題
について事例研究を行った。1992 年に吉野川可動堰建設計画は改築に伴う環境破壊を最小
限に食い止める方策を検討する調査委員会を組織したが、調査委員会に関する審議、議事、
委員名の全てが非公開とされた。この理由として、審議段階を公表すると事業に対する誤
解を招く、氏名公表を拒む委員がいる、公開すると委員の自由な発言が妨げられる、など
が挙げられた。これに対し、1993 年に市民が情報公開と話し合いを求める住民運動を開始
した。しかし、1995 年に組織された吉野川第十堰建設事業審議委員会の審議内容も非公開
となり、情報公開を求める運動を起こしたにも関わらず非公開となったことを市民が強く
批判した。また、市民だけでなく地元マスメディアも審議非公開を批判し、さらに審議の
公開要求をマスメディアの連名で決議するなど、公開を求める運動は拡大した。この批判
に影響され、吉野川第十堰建設事業審議委員会はまずはマスメディアのみに、次に人数を
限定した一般傍聴を認めるまでに至った。公開に至るまでの審議会の議事録などから、升
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田は、審議会は、委員の人選など、ある程度設置者の意向が反映されることは否定出来ず、
市民の動きや議会の決定、マスメディアの報道などに左右されず、中立的に構成するメン
バーで議論の論点や一定の結論を導き出すことを求められるために、ある程度民主的統制
を排除する必要があるが、審議会の結論は社会的影響力が大きく、そのため審議をオープ
ンにし、民意をある程度反映したものにし、民意と乖離しないよう運営することも求めら
れていると指摘した。 
 審議会の公開性について新城 34)らは質問紙調査を実施し、九州地方における市町村都市
計画審議会の公開について明らかにしている。市町村都市計画審議会は近年関心が高く、
2000年の都市計画法改正により第 3条第 3項に“住民への都市計画に関する知識の普及お
よび情報の提供”が行政に義務付けられた。また、多種多様な意見や議論が公開されるこ
とは、住民が当該の政策問題に関する認識を深め、自主的判断を行う上で大きな意義を持
ち、都市計画審議会での議論・審議の公開性を高めることが説明責任の履行、住民参加の
推進に不可欠であると述べている。調査の結果、審議会委員名簿を公開しているのが 142
市町村（68.3%）、議事録・議事要旨の公開が 124市町村（59.6%）と少なくない。しかし、
その多くが「問い合わせに応じて」や「情報請求に応じて」など、積極的に公開しておら
ず、議事録・議事要旨の公開では、常に閲覧可能な状態で公開しているのは 12市町村（5.8%）
のみである。その理由として最も多いのが、“原則公開すべきだが、原則公開への需要は現
実には大きくないから”という回答であった。しかし、議事録の公開は透明性および説明
責任の向上につながる。法的に位置づけられた審議機関の委員名簿や議事録は公開すべき
だが、住民にその要望がないと行政が認識しているなど、公開をためらわせる要因が存在
し、公開性を高めるためにはこの要因を解消する必要がある。審議会の傍聴も、原則公開
としているのは 44市町村（23.0%）と多くないが、調査の結果 70%以上の自治体が審議会
の公開について現状で問題ないと判断しており、審議会の公開性を高める必要がないと認
識している。この結果に対し、新城らは審議会の内容を周知せずに住民の関心をひくこと
はできず、行政が自主的に情報を公開することが住民からの信頼獲得につながることを指
摘している。 
 審議会の公開は、住民の要望があって初めて行われるものではなく、審議会を公開する
ことで住民の関心を高める効果が期待できる。吉野川可動堰計画のように、住民が情報公
開を請求する前に、行政が認識を改めて、積極的に情報を公開することが望ましい。図書
館協議会も、図書館が住民参加の重要性を認識し、住民の関心を得るためにより詳細な情
報を積極的に公開することが求められるのではないだろうか。 
 
 審議会の公開状況は、新城らだけでなく、内閣官房内閣参事官室 35)が 1999年に国の設置
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する審議会の公開状況を調査している。国家行政組織法第 8 条に基づき設置されている審
議会のうち、審議会等ガイドラインが適用されない 190 機関を対象に調査を行い、133 機
関（79.6%）で会議・議事録の両方またはどちらか一方を公開していること、そのうち会議
及び議事録の両方を公開しているのは 57機関（34.1%）になることを明らかにした。また、
インターネット上に情報を掲載している審議会は 120機関（71.9%）になるなど、国が設置
する審議会の公開性は地方自治体に設置されるものよりも高い。 
NPO法人東京ランポ 36)は 2000年に審議会を設置する首都圏の市区 129自治体を対象に
審議会の公募委員や公開性の調査を行った。東京ランポは、市民委員会に公募を導入する
意義を(1) 新たな人材の開発、(2) 制作の実行力・実効性を高めること、(3) 意思決定の透
明性を高めることの 3 つにあるとし、公募は会議公開（傍聴、議事録公開など）とセット
でなされるべきであり、公募を取り入れることで、会議自体への市民の信頼度を高め、制
作過程そのものの正当性を高める効果もあると指摘している。また、公募委員の課題とし
て会議の目的や役割、構成員、運営、参加していない市民との関係などがあるとする。調
査の結果、公募委員を採用している審議会は各自治体に平均して 4.75 機関あり、実施して
いる自治体は 110自治体（85.3%）になった。自治体別に見ると、公募委員を採用している
会議の数・比率と委員総数に占める公募委員割合の両方が高いという、公募委員の採用に
積極的な自治体を見つけることができる。公募委員を採用している審議会は 77.0%が公開
されている。また、審議会委員の女性割合も、自治体平均で 38.4%だが、公募委員数のみ
でみると 55.5%と、公募委員の方が女性割合が高い。国が設置する審議会では女性委員の
割合の増加を目標として定めており、地方もその影響を受けることから、比較的自由な採
用が可能である公募委員で女性委員の割合を高めていることが伺える。委員数に対する公
募委員割合は 29.5%だった。公募委員を採用する理由として最も多かったのは、“市民意見
や市民ニーズの把握・反映”である。 
 
 
 
 
2.3. 海外の図書館委員会制度 
 
 図書館協議会は戦後、連合国軍による教育改革の中で、総司令部民間情報教育局や文部
省、図書館関係者によりつくられた図書館法で初めて制度化された。1946年 6月の「図書
館法規に規定さるべき事項」以降、図書館法制定まで数多くの法案・要綱がつくられてい
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るが、その中で図書館協議会の構想はほぼ一貫しており、この制度にはアメリカの行政委
員会である図書館委員会が参考にされていると考えられている 35)。そこで、ここでは図書
館協議会の基となったアメリカの図書館委員会の役割やその制度の歴史、その他の国にお
ける同様の制度について述べる。 
以下、特に断らない限り、図書館委員会とはアメリカの制度を指す。 
 
 
2.3.1. 図書館委員会の役割と機能 
 
アメリカの図書館委員会は Library Board、あるいは Board of Trusteeともいわれ、米
国のほとんどすべての公共図書館で採用されている管理運営機構の形態を指す 36)。図書館
委員会の委員は納税者の代表として市民が勤めるため、地方自治体の統治機関によって任
命されるか、もしくは選挙によって選ばれる。任期は 3 から 6 年で、原則無給である。図
書館委員会が図書館協議会と大きく異なる点は、図書館協議会があくまでも館長の諮問機
関という位置付けであるのに対し、図書館委員会は図書館運営の権限を有している点であ
る。課税権はないが、図書館の運営規則の制定権や職員の任命・昇進・解雇の権限、予算
の承認権などを有している。 
公共図書館は税金によって支えられている機関なので、地方・州・連邦レベルの各行政
単位に責任があり、その法的基盤は州法による。そのため、図書館委員会も州法に規定さ
れており、州法は(1) 図書館の設置を認可する、(2) 設置条件を示す、(3) 資金調達方法を
明記する、(4) 図書館委員会の選出と機能について定めている。地方自治体はより直接的な
管轄権を図書館運営に対して有しており、例えば、市の一般財政を財源に図書館の予算を
受けることや、市と共通の人事制度の利用を決定できる。一般的には権限を有する図書館
委員会が設置されているが、統一されているわけではなく、諮問機関としての図書館委員
会（Advisory Board）を設置している自治体もある 37)。Advisory boardを設置している場
合、図書館長は自治体に雇用され、自治体のマネージャーや市長に図書館の運営について
報告する義務を持つ。Advisory board も選挙や任命によって選ばれた委員だが、権限はほ
とんどなく、この委員会は政策の策定には責任があるものの、予算や図書館長など直接図
書館を監督する責任はない。American Library Associationの図書館委員会に関する下部
組織である Association of Library Trustees, Advocates, Friends and Foundation（以下、
ALTAFF）38)は The Role of Library Trusteeとして、権限を持つ図書館委員会も、諮問機
関の図書館委員会も、どちらも図書館サービスを統治する政策を立て、改善する権限を有
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している組織であり、利用者とコミュニケーションをとり、協力しつつ図書館のための活
動を行うべきであると述べている。 
図書館委員会の持つ機能、権限を表 2.2にまとめる。自治体により差はあるが、図書館委
員会の機能としてはこれらが挙げられることが多い 39), 40)。 
 
表 2.2 図書館委員会が持つ機能 
図書館委員会の機能 
1) 図書館長の選定と任命 
2) 図書館の運営方針の策定 
3) 開館時間など運営規則の策定 
4) 図書館職員の採用・管理 
5) 図書館予算案の承認 
6) 財政の監査 
7) 市民への図書館 PR（アドボカシー） 
8) 図書館資料購入の承認 
9) 寄付の受け入れ 
10) 自治体や行政委員会と連携 
 
 
 
2.3.2. 図書館委員会の歴史 
 
アメリカでは 19世紀に入ると、産業を担う見習い工のための職工図書館がニューイング
ランドのボストンで初めて設立された。同時期に、他の地域でも有力な産業資本家が従業
員のための図書館を設立し、それが今の公共図書館に繋がる団体組織図書館のはしりとな
った。他にも、教育者や宗教指導者により、様々な団体組織の図書館が設立された。その
中でも最も普及した形は会員制図書館である。これは 1731年に成立したベンジャミン・フ
ランクリンのフィラデルフィア図書館会社が有名である。この会員制図書館が他の植民地
に普及し、19 世紀半ばまでには膨大な数の会員制図書館が、富裕層に向けて通俗書を提供
した 41)。 
主要都市の中で最初に設置された公共図書館は、ボストン公共図書館である。そもそも、
ボストンでは、1807 年に図書のコレクションと定期刊行物の閲覧室を結びつけた団体組織
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図書館であるボストン・アシニアムが成立し、ボストンの富裕層である会員に対して蔵書
を提供する株主制図書館が運営されていた。このボストン・アシニアムは非会員であって
も料金を支払えば利用することが可能であるため、ボストンで知的・政治的・経済的な条
件が整い、主要都市の中で最初に公共図書館を設立できたと考えられている。このボスト
ン公共図書館はボストン・アシニアムを含めそれまで普及していた経営体図書館や会員制
貸出図書館の制度を参考につくられた。そのため会員制図書館の理事組織であった図書館
委員会も、このとき公共図書館の制度として根付くことになったのである 42)。 
 ボストン公共図書館は公共図書館の手本として特徴ある制度を確立し、現在もその制
度を基に公共図書館が運営されている。ボストン公共図書館が確立した制度は、具体的に
は、図書館の設立及び運営の財源に税金を利用すること、市民から信託された業務として
図書館を運営すること、財政・職員の任免、政策決定に関して図書館委員会に権限を付与
すること、自治体内のすべての住民に対するサービスを無料で提供することの 4つである。
図書館委員会について、ボストン公共図書館は図書館の運営を市職員に委ねるのでなく、
市民からなる委員会である図書館委員会を設置し、委員会の権限と義務を示した条例を制
定し、条例では図書館委員会が図書館の状況及び活動についてしに年次報告書を堤出する
など、図書館の業務を管理した。これにより、財政支出及び管理は地方自治体が行い、図
書館の管理は市民が行うという仕組みが制度化したのである。 
現在も、市民による図書館委員会に「信託されたもの」として公共図書館は管理されて
いる。アメリカでは図書館委員会なしに運営されている図書館はごく少数である。 
 
 
2.3.3. 図書館委員会に関する研究 
 
 ここでは図書館委員会の委員を評議員という。American Library Trustee Association
（以下、ALTA という。ALTAFF の前身）は図書館委員会に所属する評議員はアメリカに
約 60,000名存在すると推測されている 43)。アメリカで初めて評議員の全国的な調査が行わ
れたのは 1935 年で、当時は 50 歳以上で教育水準の高い男性、特に法律家など専門家が多
く評議員に就いており、1973 年の調査でも同様の傾向があるとされた。ALTA は 1998 年
に、35 州の評議員の名簿から 1,200 名を地域や人口を考慮のうえ無作為抽出し、評議員の
人口動態の追跡調査を行ったところ、97%が白人で 65%が女性であり、大部分が 50歳以上
であった。また、評議員に選ばれた過程は、74%が図書館協議会に応募し任命されていたが、
14%は選挙で選ばれていた 44)。図書館委員会以外の行政委員会の評議員について行われた
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人口動態の調査の結果も、上記の結果と同様の傾向（白人で 50歳以上が多く、教育水準が
高い）であった。しかし、これはアメリカの人口統計の特徴を反映していない。評議員は、
国民の代表と言うよりも、人種や収入など、ある一定の特徴を持った人であることが明ら
かにされた 45)。 
多くの評議員は、評議員になった理由として、“図書館がコミュニティにとって重要なも
のだから”と答えている。また、他の評議員は、行政など財政機関や自治体のディレクタ
ーに、コミュニティの興味関心に伝える必要があるため、評議員に立候補したと答えた 46)。
加えて、評議員には公的資金の支出が公平かつ倫理的なものか監視する必要があると回答
している 46)。しかし一方で、純粋に、他人の幸福や自治体のために無償で働くために評議
員となった人は多くなく、動機には行政委員会のメンバーとなることで得られる社会的な
名声があると指摘される 47)。評議員が持つ権限は大きく、その権限を悪用するために評議
員になることは許されない。図書館にとって良い評議員は、民主主義社会で図書館に強い
新年を持っている人や、十分な時間を図書館委員会に費やせる人であり、図書館は評議員
次第で良くも悪くもなってしまう 48)。 
また、同じ図書館委員会でも、都市部と地方でその役割が異なる場合がある 49)。地方の
図書館委員会や評議員は、都市部と比較して、地域コミュニティや寄付を行う団体などと
密接な関係を築きやすい。地方部の図書館委員会で評議員に任命されるような人物は、名
士など既に地域コミュニティで一定の名声を獲得している事が多く、その人脈を図書館に
役立てることが可能である。 
 
 
2.3.4. その他の国の図書館委員会・図書館運営委員会 
 
 アメリカ以外にも、図書館委員会に類似する制度は存在する。イギリスでは図書館委員
会（Library Committee）といわれ、イギリスの地方公共団体に公立図書館を所管する地方
議会の常任委員会を指す。図書館委員会は、図書課案運営の基本方針、建設計画の決定、
館長や職員の募集、採用等を行う。従来は図書館委員会があるのが通例であったが、「1972
年地方自治法」による 1974年の地方自治改革以降、委員会の整理や統合が進み、図書館委
員会は減少し、図書館が教育、レジャー、文化、芸術など他の委員会の所管になる地方公
共団体が増加した 50)。 
 他にも、図書館を監督する組織は国により異なる。日本は教育委員会教育長が図書館を
監督するが、その役割を中国では図書館長、ドイツは議会、フランスは各自治体が担って
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おり、アメリカやイギリスは図書館委員会が図書館を監督している。 
監督組織ではない図書館委員会を持つ国もある。イタリアは図書館の多くに運営委員会
や諮問委員会が設置されている。運営委員会の委員は議会で選任される。カナダはアメリ
カ、イギリスと同様に、館長の任命や政策の決定、予算の承認を行う図書館委員会が設置
されている。カナダの場合市町村が図書館委員会に報告義務を持ち、委員に政治家が任命
されることも多い。図書館長と図書館委員会の両者は地域コミュニティにおいて図書館を
代表しており、図書館の重要性を地域コミュニティやビジネス・政界のリーダーにアピー
ルし、図書館の運営資金を得るために活動する。韓国は日本と同様、図書館及び読書振興
法第 24条に図書館運営委員会を定めている。運営委員会は效率的な運営と各種文化施設と
の緊密な連携支援のために働くとされる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
34 
 
 
参考文献 
 
1)  文部科学省. “平成 20年度 社会教育調査”. 文部科学省.  
http://www.mext.go.jp/b_menu/toukei/chousa02/shakai/index.htm, （参照
2012-10-30）. 
2)  文部科学省. “社会教育調査：調査の概要”. 文部科学省. 
http://www.mext.go.jp/b_menu/toukei/chousa02/shakai/gaiyou/chousa/1268405.ht
m, （参照 2012-12-04）. 
3)  日本図書館協会. 図書館協議会の設置と活動：調査報告書. 日本図書館協会, 1985, 
88p. 
4)  JLA図書館調査委員会事務局. 図書館運営への住民参加：2000年公共図書館調査ミニ
付帯調査結果報告. 図書館雑誌. 2001, Vol.95, No.4, p.270-271. 
5)  日本図書館協会. 2006年『日本の図書館』付帯調査：図書館の状況について報告書. 日
本図書館協会. 2009, 88p. 
6)  日本図書館協会図書館調査事業委員会編集. 日本の図書館 2010 統計と名簿. 日本図
書館協会, 2011, 519p. 
7)  全国公共図書館協議会. “2008年度（平成 20年度）公立図書館における評価に関す
る実態調査報告書”. 東京都立図書館. 
http://www.library.metro.tokyo.jp/zenkoutou/tabid/2272/Default.aspx, （参照
2012-11-13）. 
8)  平野英俊. 公立図書館における図書館協議会の活動の実態. 研究紀要. 2003, Vol.66, 
p.75-92. 
9)  平野英俊. 特集, 図書館協議会の活動を考える:図書館協議会を考える:実効ある存在と
するために. 図書館雑誌. 2007, Vol.101, No.2, p.79-81. 
10)  松田節子. 特集, 図書館協議会の可能性：各地区館に協議会を. みんなの図書. 1984,  
Vol.88, p12-18. 
11)  加藤宏二. 特集, 図書館協議会の可能性：ファミリー的な雰囲気の中で：私の図書館の
協議会. みんなの図書館. 1984,  Vol.88, p19-22. 
12)  中川徳子. 特集, 図書館協議会の可能性：図書館と協議会、10年. みんなの図書館. 
1984,  Vol.88, p23-29. 
13)  山本哲生. 特集, 図書館法制定 50周年とこれからの図書館：地方自治と図書館：まち
35 
 
づくりに役立つ図書館を！. 図書館雑誌. 2000, Vol.94, No.4, p.238-239. 
14)  清田義昭. 特集, 図書館法制定 50周年とこれからの図書館：東村山の図書館協議会：
図書館法改正をめぐって. 図書館雑誌. 2000, Vol.94. No.4, p.242-243. 
15)  大塚恵美子. 図書館協議会の役割：東村山市立図書館協議会の場合. 出版ニュース. 
2000, Vol.1871, p.6-9. 
16)  佐藤英子. 静岡市図書館協議会の活動について：市民の立場で参加した経験から. 図書
館雑誌. 2007, Vol.101, No.2, p84-86. 
17)  千葉正仁. 特集, 図書館協議会の活動を考える：茨城県図書館協議会の役割. 図書館雑
誌. 2007, Vol.101, No.2, p.82-83. 
18)  竹島昭雄. 図書館協議会の任務と役割：図書館協議会が機能するために.  全国公共図
書館研究集会報告書. 1998, p.37-40. 
19)  伊藤俊. 図書館協議会の活性化のために：図書館法改正を機に. みんなの図書館. 2000, 
Vol.277, p58-68. 
20)  西川明子. 審議会等・私的諮問機関の現状と論点. レファレンス. 2007, Vol.57, No.5, 
p.59-73. 
21)  国立教育政策研究所 社会教育実践研究センター. “平成 23年度 公民館に関する基
礎資料”. 国立教育政策研究所. p.49-55. 
http://www.nier.go.jp/jissen/book/f_kenshuusiryou.htm, （参照 2012-12-15）. 
22)  奥田泰弘. 公運審は公民館の羅針盤. 月刊公民館. 2002, vol., p.4-11. 
23)  生涯学習審議会. “社会の変化に対応した今後の社会教育行政の在り方について”. 文
部科学省. http://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/12/shougai/toushin/980901.htm, 
（参照 2012-12-07） 
24)  国立教育政策研究所 社会教育実践センター. 公民館の事業及び運営の実態に関する
調査報告書. 
2011, http://www.nier.go.jp/jissen/chosa/rejime/2010/04_kouminkan/00_all.pdf, （参
照 2012-11-05）. 
25)  野沢翡佐土. 交流から自治へ：公民館運営新議会と利用者懇談会. 月刊社会教育. 1979, 
vol.23, No.9, p61-64. 
26)  望月昭平, 渡辺恵子. 住民参加で進めた公民館の基盤づくり. 月刊社会教育. 1990, 
Vol.34, No.4, p30-37. 
27)  矢崎秀人. 地域おこし活動と公運審. 月刊社会教育. 1990, Vol.34, No.4, p22-29. 
28)  石井一彦. これからの公民館運営審議会と住民参加の広がり：「住民の意向反映」から
「参加と協働」の公運審へ. 月刊公民館. 2004, Vol., p.11-13. 
36 
 
29)  賀来健輔. 地方自治体の環境保全審議会と市民公募委員：調布市におけるその制度と
選出過程に関する事例の検討. 茨城大学教育学部紀要. 2010, Vol.59, p.113-121. 
30)  山下晃一, 松浦義満. 少子化時代における地方教育委員会の政策課題に関する事例検
討：「A市学校整理統合審議会」を素材として. 教育行財政研究. 2007, Vol.34, p.49-60. 
31)  田中 孝男. 審議会行政の発展に向けて. アカデミア. 2009. Vol.90, p.18-21. 
32)  室井力編. 住民参加のシステム改革. 日本評論社. 2003, 251p. 
33)  熊谷智義, 広田純一, 向井田善朗. 市町村総合計画の策定における住民参加の実態 : 
東北地方の市町村を対象としたアンケート調査結果の分析. 農村計画学会誌. 2002, 
Vol.21, p.139-144. 
34)  新城龍成, 吉武哲信, 梶原文男, 出口近士. 九州地方における市町村都市計画審議会の
公開性に関する研究. 都市計画論文集. 2004, Vol.39, p.451-456. 
35)  塩見昇. "図書館協議会". 図書館法を読む. 日本図書館協会. 1990, p.140-155. 
36)  日本図書館情報学会用語辞典編集委員会編. 図書館情報学用語辞典. 第 3版. 東京, 丸
善, p.174. 
37)  バーナ L. パンジトア著. 根本彰他訳. 公共図書館の運営原理. 勁草書房, 1993, 256p. 
38)  Association of Library Trustees, Advocates, Friends and Foundation. "THE ROLE 
OF LIBRARY TRUSTEES".  United for Libraries. 
http://www.ala.org/united/sites/ala.org.united/files/content/trustees/tipsheets/tipsh
eet1.pdf, （参照 2012-12-17）. 
39)  日本図書館協会. アメリカ大都市の公共図書館. 日本図書館協会, 1977, 136p. 
40)  シィ ・ーディ ・ーアイ. “諸外国の公共図書館に関する調査報告書”. 文部科学省. 2005. 
http://www.mext.go.jp/a_menu/shougai/tosho/houkoku/06082211.htm, （参照
2012-12-18）. 
41)  アレックス・レイデンソン著. 藤野幸雄, 山本順一訳. アメリカ図書館法. 日本図書館
協会, 1988, 204p. 
42)  前掲 37) 
43)  Roman, S. & Swader, L. R. The Association's Association: ALTA, the voice of 
America 's trustees. American Libraries. 1997, Vol.28, No.5, p9. 
44)  Lynch, M. J. Who are these people? American Libraries. 1998, Vol.29, No.7, p.101–
103. 
45)  Enright, K. Where do I fit in? Nonprofit Governance Index 2000 provides new 
benchmarking data for nonprofits. Board Member Online. 2000, Vol.9, No.4, 
http://www.ncnb.org/boardmember/archives/04-00/newres04.htm, （参照
37 
 
2012-12-18）. 
46)  Snyder, H. W. Not being such good friends with your board of directors: A strategy 
for better financial control. Library Administration and Management. 1999, Vol.13, 
p.202–204. 
47)  Biggs, M. & Kramer, G. We have been there, too: Library board essentials for 
effectiveness. Wilson Library Bulletin. 1994, Vol.68, p.32–35. 
48)  John Christenson. Role of the Pubblic. Library Trustee. 1995, Vol.44, No.1, p.63-76. 
49)  Manley, W.  The most important people in the library profession. American 
Libraries, 1998, Vol.29, No.2, p.108. 
50)  前掲 40) 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
38 
 
 
 
第3章  図書館法制定における図書館協議会 
 
 
 本章では、図書館法制定過程において、図書館法案に記述された図書館協議会に関する
制度がどのように変化していったのかに注目する。どのような目的で法案に導入され、ま
たどのような変遷を経たかを明らかにすることで、図書館協議会に求められた役割や、成
立過程での限界点を明らかにする。 
 まず、図書館法制定の過程について概観する。本節では、図書館法制定過程の法案など
を集めた裏田武夫, 小川剛編「図書館法成立史資料」1)を元に、戦後から図書館法公布まで
を三期に分け、どのように図書館法案が作成されていったかをみる。次に、多数作成され
た法案の中で、図書館協議会及びそれに類する制度に拘る記述を抜粋し、法案での制度の
記述の差異に触れ、その変遷を明らかにする。最後に、本章で明らかにした制度の変遷か
ら、日本の公立図書館行政で図書館協議会が果たすべき役割について考察する。 
 
 
3.1. 図書館法制定の過程 
 
 1945 年 8 月に第二次世界大戦が終結して以降、1950 年 4 月に図書館法が公布されるま
での約 5 年間、文部省及び図書館関係者が議論を重ね、多数の図書館法案が作成された。
この間に作成された図書館法案や関係資料を集約したものが、裏田武夫, 小川剛編の「図書
館法成立史資料」である。裏田らは、戦後から図書館法成立 1950年 4月までの約 5年間を、
いくつかの法規案の変遷と図書館法制定運動の起伏から、以下の三期に分けた。 
 
第一期 終戦から 1947年 4月まで 
第二期 1948年 5月から 1949年 3月まで 
第三期 1949年 4月から図書館法成立まで 
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 本節では裏田らの分類に沿って、図書館法がどのように成立したかを概観する。図書館
法制定過程には、義務設置や国庫補助など重要なテーマがあるが、本節では時系列を追う
にとどめ、内容には触れない。 
 第一期に移る前に、まず戦前の図書館法規制度をみる。1933 年に図書館令が改正され、
公共図書館が社会教育の附帯施設であることが明言された。また、公立図書館に中央図書
館制度が導入された。しかし、当時の図書館関係者は中央図書館制度だけではなく、図書
館の設置義務化や、国庫補助の制度化を強く求めていた 2)ため、1933 年の改正後も図書館
令のさらなる改正を求める動きが続いた。その一環として日本図書館協会の図書館社会教
育調査委員会が発表した「図書館社会教育調査報告」があり、その中でも図書館令改正案
として図書館及び専門職員の必置義務や中央図書館の指導、図書館主事及び主事補の設置
や、国庫補助、図書館員養成機関の整備などを提言している。1933 年以降図書館令は改正
されることなく第二次世界大戦に突入したが、これらの論点は、戦後の図書館法案作成の
過程においても図書館関係者の目標となり、法案形成の大きな争点となった。 
 
 
3.1.1. 第一期 
 
 「図書館社会教育調査報告」提出後、支那事変が勃発し、日本は徐々に戦時体制となる。
社会情勢の変化から、公立図書館は「国民再教育の機関」として、国民精神総動員運動を
担っていくようになった。 
そして、1945 年 8 月の第二次世界大戦戦争終結後、日本は連合国軍の占領下におかれ、
連合国軍最高司令部総司令部（以下、GHQ という）によって管理された。GHQ は国家権
力による国民の再教育として社会教育を重視し、様々な社会教育施策を展開した。当時に
おいて、公立図書館は主要な社会教育機関であり、図書館法制定過程全般に渡って GHQ及
び総司令部民間情報教育部（GHQ, Civil Information and Education Division、以下 CIE
という）図書館担当官（Library Officer）が図書館法制定に関与し、大きな影響を与えた
3)。 
初代 CIE図書館担当官は、1946年 2月に着任したキーニー（Philip Olin Keeney）であ
る。彼は着任後すぐに「禁止図書出版物に関する件」、3 月に「宣伝用刊行物没収に関する
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件」などの指命を発布した後、4月に「日本に対する統一ある図書館組織」2（Unified Library 
Service for Japan）というキーニー・プランを発表し、占領軍による図書館再建の基本構
想を提示した。同時期に発表された「第一次米国教育使節団報告書」3も公共図書館政策に
言及し、戦後初期の図書館法規改革はこれらの両方針の元に行われることとなった。 
 この方針の提示後、文部省が非公式に、キーニーを含めた在京の図書館関係者を集め、戦
前から議論された改革案も含めて図書館制度改革について議論し、「図書館法規に規程さる
べき事項」を発表した。これは法案ではなく、法案を検討する材料として講じられたもの
であり、図書館関係者の求める理想を反映した非現実的な案であった。これを元に、文部
省主催の全国都道府県中央図書館長会議が開催されたが、図書館職員の待遇や戦災復興な
ど議論すべき内容に対し充分な時間がとれず、新図書館法規案作成のためにさらに協議会
を開催することとなった。協議会は合宿形式で開催され、キーニーも参加し、議論の合間
にキーニーによるアメリカの図書館制度の講釈があったことが記録に示されている。この
協議会の結論は「図書館制度改革ニ関スル委員会報告書」として文部省に提出された。 
 図書館界の要望をまとめたこの報告書を元に、文部省は GHQとの関係や実現可能性など
を考慮しながら法案化に取り組んだ。その結果として作成されたのが「公共図書館制度刷
新要綱案」及び 1947 年 3 月の「公共図書館法案 文部省案（長島案）」である。この要綱
案では実現可能性の観点から、財政に問題があった必置義務や国庫補助には触れず、また
旧図書館令の条文がそのまま用いられるなど、法案として未熟なものであった。併せて、
当時堤出を検討していた第九十二帝国議会は新憲法関係の法案が多く、優先度の低い図書
館法は審議不可能となり、また教育制度の全面的改革に沿った公立図書館制度を構築すべ
きとして、法案の議会堤出は見送られた。 
 第一期は占領初期にあり、CIE 図書館担当官が図書館制度改革を主導した時代だった。
これはキーニーが日本全国の図書館の現状を視察し、図書館関係者と積極的に会談し日本
の図書館界の理解に努め、その復興に情熱を持って取り組んでいたことにも大きく影響さ
                                                   
2 「日本に対する統一ある図書館組織」で述べられたキーニー計画案は「米国教育使節団報
告書」で言及した点について具体的に指摘している。キーニー計画案では特に、戦災を逃
れた図書館の有効活用に注目し、全国的な図書館ネットワークを講じることで、日本のど
こにいても非戦災図書館のサービスを利用できる体制をつくりあげようとしていた。その
ための組織の目的や業務単位、管理運営など詳細に記述されているものの、非現実的であ
るとして、実現には至らなかった。 
3 地方当局の社会教育実施の必要性を説き、公共図書館については「課税によって支持され
た公立図書館は、また、思想の普及に役立つ一つの機関である」と述べている。使節団報
告書では、成人教育の基本方針として、「思想の普及に役立つ」機関として公共図書館を捉
え、図書館の普及を第一の課題とした報告書では、図書館担当部局の設置や、地方中央図
書館長の任命など、図書館網を設置するための具体的条件が提示されている。他には、総
合目録や図書相互貸借制度、図書館学校などに言及した。 
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れる。しかし、キーニーは 1947年 5月、突然図書館担当官を解任され帰国せざるを得なく
なり先導者が欠けたことで図書館法制定運動の流れが変わるため、これを第一期の終わり
とする。 
 
 
3.1.2. 第二期 
 
1947年 5月、キーニーの解任後、CIEからネルソン（J. M. Nelson）を新たな図書館担
当官とし、図書館法規問題に取り組むこととなった。これが第二期の開始である。第二期
は第一期よりさらに図書館法規制定をめぐる動きが活発化していき、様々な図書館法案が
図書館関係者により作成され、また日本図書館協会による金曜会の活動が図書館法案の検
討に対し重要な役割を果たした。 
金曜会とは、1947年 1月から 1949年 7月にかけてキーニーが斡旋し、日本図書館協会
主催のもと、東京近郊の図書館関係者及び CIE図書館関係者、文部省係官などを集めて開
催された図書館に関する懇談会である。金曜会の目的として、“全国的性質を有する重要な
図書館問題に関し、図書館専門家としての意見を形成する”4)ことや、“連合軍司令部図書
館官の質問に応じ、我が国図書館に関する情報又は意見を提供する”ことが挙げられてい
る。金曜会では目録や職員教育、海外図書館の事情など様々なテーマで討議がなされ、そ
の一環として 1947年 5月からはネルソンの提案で金曜会において公共図書館法案の本格的
な検討が行われた。 
 まず、3月に作成された「公共図書館法案 文部省案（長島案）」をもとに金曜会で議論
を重ね、長島案を元に細部の修正を求める「文部省の『公共図書館法案』に関する覚書」
を作成、日本図書館協会の第一回総会で提出し、協会員で協議を行った。その結果、図書
館に関する法規は公共図書館法として単独法にすること、義務設置を設けること、教育委
員会内に図書館部会を設けること、補助金の公布などを結論付けた。 
 この直後の 1947年 9月に、ネルソンは文部省の雨宮に 12月の第二通常国会に図書館法
案を上程するため、これまでの法規案や金曜会での討議の結果、全国集会での議論を取り
まとめた図書館法規原案の作成を指示した。その結果作成されたのが「公共図書館法案（修
正仮案） 文部省社会教育局文化課 加藤・雨宮試案」である。加藤・雨宮試案は長島案
での省令事項も法律の条文として含めたため、附則も含め全百十六条に及んだ。この案の
特色は、加藤氏による市町村図書館にまで及び設置・運営上の基準が示されている点にあ
る。一方、1947年 4月以降、文部省社会教育局では社会教育法制定のための取組みが続け
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られていた。1947年 6月に作成された「第二案社会教育法案」は、図書館や博物館など社
会教育施設に拘る条文も盛り込み、社会教育局内でその基盤がつくられていた。しかし、
当時図書館関係者は図書館法単独での制定のため活動を続けており、この文部省社会教育
局の措置に対する批判も強かった。そんな折にこの「公共図書館法案（修正仮案） 文部
省社会教育局文化課 加藤・雨宮試案」を加藤・雨宮両氏が文部省社会教育局長の許可を
受けずに CIEに直接提出したことが、図書館法を社会教育法内に含めようとした社会教育
局を出し抜く形となり、結果として図書館法単独での法規化が実現することとなった。ま
た、文部省案の作成と同時期に、国立国会図書館法の問題も取り上げられるようになった。
アメリカの指導を経て 12月の国会では国立国会図書館法が成立する運びとなり、公共図書
館法案は国立国会図書館に関する条項を削除する必要が生じ、社会教育法との兼ね合いも
含めて文部省は次の国会に向けて再び法案を作成しなければならなくなった。 
新しい法案として、文部省は 1948年 3月に「公共図書館法案 文化課案」を発表した。
この法案は初めて文部省が公的に発表した図書館法案で、文部省は文化課案を全国の中央
図書館長や社会教育担当者に配布し、法案に対する意見を募った。文化課案は附則も含め
全六十六条からなり、図書館の目的が新たな理念に基づき書き改められた他、都道府県教
育委員会が図書館運営を監督するようになったこと、教育委員会に図書館委員の設置、市
までの義務設置制、国庫負担額が明記などされていた。文部省は文化課案への図書館関係
者の意見を 4月中に取りまとめ、法案を修正し、GHQの承認を得て 6月中に国会へ上程す
る予定であった。しかし、予定通りに図書館関係者の意見が集まらず、また CIEとの連絡
もつかなかったため、国会への上程は取りやめとなってしまった。 
5月頃から文部省へ図書館関係者の意見が寄せられるようになったが、その内容は文化課
案を批判するものであった。6月に戦後初の図書館大会が開催され、図書館関係者による公
共図書館法案に関する討議が行われた。その際に、文化課案は金曜会という東京近郊の図
書館関係者による非公式な集まりからつくられた試案を元にしており、地方図書館関係者
の意見が十分に集約されておらず、広く市民の意見も取り入れて法案を作成すべきという
主張された。これを受け、日本図書館協会は図書館法案作成のための公共図書館法委員会
を設置し、その意見を集約するよう努めることとなった。この公共図書館法委員会は、地
方ブロック別に選出された代表者で構成され、日本全国の図書館関係者の意見を集約する
ために設けられ、それまでの文部省案が金曜会という特殊なグループの意見を元に作成さ
れたことを反省し、図書館界全体の意思を集約するよう期待された。 
 これらを経て文部省は 6月から 7月中旬にかけて図書館界の意向を含めた案を作成し、
当時の CIE、図書館担当官の修正意見を踏まえた「公共図書館設置基準案・加藤試作」や、
公共図書館法委員会による「公共図書館法案 社団法人 日本図書館協会」を踏まえた「公
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共圖書館法案 文部省案」を 1949年 2月に作成した。この法律案では、都道府県及び市町
村の教育委員会に、図書館協議員会を置き、当該教育委員会の諮問に応じさせ、また図書
館協議員会は区域内の公立図書館及び附帯施設の経営・管理に関して館長に助言及び協力
を行うこと、という本日の図書館協議会の原型となる制度が整えられた。しかし、設置義
務や国庫補助が GHQの財政緊縮要請のために実現が極めて不可能であると考えられ、文部
省はこの法案の立法化に積極的ではなかった。また、立法化の順序として、まず社会教育
法が図書館法より先に成立するべきという文部省の思惑があり、上記案が上程される予定
であった第五回通常国会では、社会教育法が成立したものの、図書館法は堤出不可能とな
った。ここまでが第二期である。 
 
 
 
3.1.3. 第三期 
 
 第五回国会上程が頓挫した後、1949年 5月 31日に文部省設置法が制定され、1949年 6
月に行政機構全般の制度改革が行われた。その際、それまで図書館を担当していた文化課
が廃止となり、社会教育施設課の所管に移行したことで、公立図書館は社会教育施設の 1
つであり、図書館法は社会教育法の元に制定されるという基盤が確立された。1949年 6月
7日からは日本図書館協会による全国主要図書館代表者会議や全国図書館大会が開催され、
その中で公共図書館法案が大きく取り上げられた。文部省から第五回国会上程見送りにな
った経緯が説明され、CIEの合意が得られなかったことや、義務設置や国庫補助のため予
算措置での経済的問題が理由として挙げられた。また、現在は法案成立のため、より現実
的な図書館法の策定に取り掛かっていることが述べられた。 
 1949年 7月になり、それまで連絡のとれなかった CIEの図書館担当官となったフェアウ
ェザー（J. Fairweather）からようやく、GHQの意向として、図書館界が強く望んでいた
義務設置制は認められないこと、ドッジ・ライン4など財政改革が行われている中、国庫補
助など多額の経費を要する法案の実現が不可能であることなどが伝えられた。また、シャ
                                                   
4 ドッジ・ラインとは 1949 年、インフレーションに苦しむ日本経済の安定と自立のため、
GHQの経済顧問ドッジ（J. M. Dodge）の指導による経済安定政策を指す。ドッジは超均
衡予算の実施、財政支出の削減、単一為替レートの設定など、諸施策を講じ、その過程で
中小企業の倒産や合理化による失業者の増大など社会不安を招いたものの、インフレーシ
ョンを収束させ、日本経済の再建に貢献した。 
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ウプ勧告5後の政府の財政方針が決定するまでは、多くの財政措置を盛り込んだそれまでの
内容の図書館法案を進めることは難しく、1949年 10月に開催される予定であった第六臨
時国会への法案提出も見合わせることとなり、改めて法案制定の困難さを確認した。 
 当時の経済状況として、1948年末に GHQより「経済安定九原則」が出され、ドッジ・
ライン、シャウプ勧告から、日本の経済自立化のための財政改革が進められていた。この
影響により、大半の国民は増税に苦しみ、また農民の耕作放棄や企業合理化のためのリス
トラなど、その頃の経済情勢は必ずしも楽ではなかった。そのような中、特に図書館法案
作成に関わっていた図書館法促進委員と日本図書館協会理事長が図書館法案の制定につい
て話し合い、図書館令から前進した法案でなければ無意味とするも、経済状況の困窮など
を鑑み、どのような内容であれば前進と認めるか、具体的条件を明らかにするよう方針を
定めた。同時期、関西図書館界の関係者が法案を持って状況するも、それらの現実の壁に
直面し、この時期に図書館界関係者が、法案成立を目指したより現実的な法案の内容を検
討せざるをえないこと認識するようになった。9月に、その内容を明らかにするための委員
会を開催し、「法案の内容についての再検討資料」をまとめ、国庫補助や中央図書館制度、
図書館の義務設置など、図書館関係者が望んだ制度の実現性が低く、現実的な図書館法案
作成を目指し、再度図書館関係者との協議を行うこととした。そこで、9月末に開催される
全国公共図書館職員講習協議会に合わせて公共図書館法協議会を開催し、文部省が新たに
作成し、審議中の「公共圖書館法案要綱（案）」を明らかにし、それに対する意見を募った。
その法案は、社会教育法の元に図書館法を制定し、図書館の義務設置をとらないこと、国
庫補助も義務ではなく予算の範囲内に制限するなど、図書館法成立のために、それまでの
法案で定められていた内容を大幅に制限したものであった。 
 1949年 12月には、文部省の図書館法案がおおよそ成立し、図書館関係者との意見の最
終調整に入った。文部省主催で開催された「図書館法案要綱審議会」で、それまでの厳し
い情勢から、国庫補助制度の金額にこだわると法案の成立そのものが不可能になってしま
うため、予算の拘らない内容については図書館界の意向を尊重し、第七国会での法案成立
を目指して文部省案を承認、支持するという合意がとられた。 
 第三期は、社会教育法を成立させた文部省社会教育局が図書館法成立のため尽力し、そ
の成果を挙げた。上記で述べたように、戦後の経済状況から、図書館関係者が望むままの
図書館法案を成立させることは不可能に近く、現実的に図書館法を成立させるために、社
                                                   
5 コロンビア大学のシャウプ教授を団長とする使節団が日本の租税制度に関して行った勧
告をシャウプ勧告という。所得税を中心とした税務行政の整備、地方税体系の確率、地方
財政平衡交付金制度の採用など、抜本的な税制改革を提案した。実際に実施された税制度
はその一部分の導入のみだが、基本的な性格はシャウプ勧告により、日本経済の租税体系
の基礎を築いた。 
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会教育局が図書館関係者と対話の機会をつくり、誠意を示すとともに財政の厳しい条件を
周知し、図書館法成立のために官民協力体制確立の必要性を説いた。その結果、複数の図
書館法案を経て、図書館関係者の合意のもと、図書館法は 1950 年 3 月に国会に上程され、
1950年 4月に成立した。 
 第三期にあたり、図書館法を成立させるため、図書館法案は財政的な問題が生じないよ
うそれまでの条項を大幅に削減し、図書館を設置するための必要最小限の規定を行う方針
でつくられた。成立した図書館法の主要な点は、以下の 8つである。 
 
1) 図書館の設置主体を地方公共団体又は民法第 34条の法人に限定した。 
2) 図書館の設置・廃止について、許認可制を廃止し、報告及び届出制にする。 
3) 図書館の本質として図書館奉仕の観念を明らかにし、新しい図書館のあり方を示
した。 
4) 中央図書館制度を廃止した。 
5) 公立図書館が入館料を徴収しないことを規定した。 
6) 職員制度を整備し、職員研修の体系を確立した。 
7) 私立図書館については、その独自性を鑑み事由な運営に委ねた。 
8) 図書館同種施設の概念を定めた。 
 
 財政的な問題のため、図書館法案には図書館関係者が長年求めてきた、図書館の義務設
置や中央図書館を用いた図書館網の整備、国庫補助、本格的な図書館職員養成は含まれな
かった。そのため、図書館法は成立したものの、図書館関係者は必ずしもその内容に満足
しなかった。 
 
 
3.2. 図書館法案における図書館協議会に係る記述の変遷 
 
  図書館協議会の制度が図書館法案作成の過程でどのように変遷したのかをみるために、
表 3.1に図書館協議会に拘る記述が含まれた法案や法案関係文書の一覧を時系列にまとめ
た。図書館協議会に拘る文章は抜粋して付録 2に掲載しており、「資料 No」はその資料に
付与している番号である。 
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表 3.1 図書館協議会に拘る記述が含まれた法案、法案関係文書 
年 月 法案・文書名 執筆者 資料 No 
1946
年 
6月 圖書館法規に規定さるべき事項 
CIE図書館担当
官・文部省・図書
館関係者 
2-1 
  6月 圖書館法（案） 長田富作案 長田富作 2-2 
  8月 原案ニ對スル修正又ハ補足意見 
全国中央図書館
長委員会 
2-3 
  8月 圖書館法規改正案 近畿案 
近畿地方図書館
関係者 
2-4 
  8月 図書館制度改革ニ関スル委員會報告書 
全国図書館関係
者協議会 
2-5 
  12月 公共圖書館制度刷新要綱案 
文部省社会教育
局文化課 
2-6 
1947
年 
3月 公共圖書館法案 文部省案（長島案） 
文部省社会教育
局文化課 
2-7 
  4月 第一案社会教育法 
文部省社会教育
局 
2-8 
  6月 社会教育法案 
文部省社会教育
局 
2-9 
  7月 文部省の「公共圖書館法案」に関する覚書  日本図書館協会 2-10 
  8月 公共図書館法案 修正仮案 日本図書館協会 2-11 
  9月 
日本圖書館協會第一回通常総會協議會記録 
―圖書館法案関係抜粋 
日本図書館協会 2-12 
  9月 
公共圖書館法案 修正仮案 加藤宗厚 雨宮
祐政試案  
文部省社会教育
局文化課 
2-13 
  10月 公共図書館法案 兵藤第一案 
文部省社会教育
局文化課 
2-14 
  10月 公共図書館法案 兵藤第二案 
文部省社会教育
局文化課 
2-15 
  10月 公共図書館法案 兵藤第三案 
文部省社会教育
局文化課 
2-16 
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  11月 公共図書館法案 兵藤第四案 
文部省社会教育
局文化課 
2-17 
1948
年 
2月 公共図書館法案 兵藤第五案 
文部省社会教育
局文化課 
2-18 
  3月 公共図書館法案 兵藤第六案 
文部省社会教育
局文化課 
2-19 
  3月 公共図書館法案 文化課案 
文部省社會教育
局文化課 
2-20 
  5月 
公共圖書館法案―文部省文化課案に関する
意見書 九州地區中央圖書館館長會議 
九州地區中央圖
書館館長會議 
2-21 
  7月 関東地区中央図書館長打合せ會に於ける意見   2-22 
  9月 
公共図書館法案 付 “公共図書館法案”修正
に関する件  
文部省社会教育
局文化課 
2-23 
  9月 公共圖書館法案 日本圖書館協會有志 
日本圖書館協会
有志 
2-24 
  11月 公共図書館法案 社団法人 日本図書館協会 日本図書館協会 2-25 
  12月 
公共図書館法案要旨 ―現行図書館令（昭和
八年改正）との比較において－ 
日本図書館協会 2-26 
  12月 
公共図書館法の制定について館界はかくの如
く望んでいる 
日本図書館協会 2-27 
1949
年 
1月 公共圖書館法案 文部省案 文部省 2-28 
  2月 公共図書館法施行令法案 文部省 2-29 
  6月 公共圖書館法案要綱 文部省 2-30 
  9月 情報[2] 社団法人日本図書館協会 日本図書館協会 2-31 
  9月 公共図書館法協議会   2-32 
  9月 公共圖書館法案要綱（案） 文部省 2-33 
  12月 情報[3] 社団法人日本図書館協会 日本図書館協会 2-34 
  12月 図書館法案要綱 文部省 2-35 
1950
年  
4月 図書館法案 文部省 2-36 
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3.2.1. 第一期 
 
 1946 年 4 月に CIE 図書館担当官にキーニ－が「日本に対する統一ある図書館組織」を、
また同時期 GHQが「第一次米国教育使節団報告書」を発表し、戦後の公共図書館政策を示
したが、その中に図書館協議会に拘る記述はない。初めて図書館協議会に拘る記述がみら
れるのは、非公式にキーニーと文部省・図書館関係者が作成し、1946年 6月に全国中央図
書館長会議で図書館長らに公表された「図書館法規に規程さるべき事項」［資料 2-1］であ
る。これは図書館法案ではなく、法案を作成するための指針であるが、ここで文部省、都
道府県、市町村にそれぞれ図書館委員会を設置すること、委員は各界の代表者や学識経験
を有する人の中から文部大臣や地方長官、市町村長が移植すること、また図書館委員会の
役割として“（1）文化振興を目的とする図書館計画の樹立、（2）図書館事業の批判並びに
経営支援、（3）中央図書館長の選任について銓衝委員会を通じた発言”、の 3つが記述され
ている。この図書館委員会が、現在の図書館協議会の最初期の原型と考えられる。また、「図
書館法規に規程さるべき事項」が配布された全国中央図書館長委員会に大阪府立図書館長
として参加していた長田富作が、私案として「圖書館法（案） 長田富作案」［資料 2-2］
を提出した。そこにも、“第 8 条 図書館に図書館委員会を置く。”ことが明記され、委員
選任の詳細は文部大臣に委ねられているが、図書館委員会が館長を指名すると定められて
いる。「図書館法規に規程さるべき事項」及び「圖書館法（案） 長田富作案」の双方の記
載から、図書館法案の最初期には既に、館長の指名を行う図書館委員会の設置が考えられ
ていたことが分かる。 
この最初期の図書館委員会に既に、第 2 章で述べたアメリカの図書館委員会の影響がみ
られる。表 2.2でアメリカの図書館委員会が持つ機能をまとめたが、そこに記された「1) 図
書館長の選定と任命」や「2) 図書館の運営方針の策定」と、この日本の図書館委員会の持
つ機能は等しい。図書館委員会の機能に「図書館長の選任」があることから、図書館の長
を市民による図書館委員会が定めることにより、図書館に民主主義的機能を取り込もうと
したことが分かる。また、CIE図書館担当官らが法案作成に積極的に取り組んでいたこや、
初期は図書館協議会ではなく図書館委員会という名称だったことからも、法案に記載され
た図書館委員会はアメリカの図書館委員会が原型となっているといえる。 
6 月の全国中央図書館委員会の後、1946 年 8 月に全国各ブロック代表と各種図書館の代
表、文部省関係者、CIE 図書館担当官キーニーが参加した協議会が開催され、日本図書館
協会の組織や図書館法とについてさらに議論した。前回の図書館長委員会の結論やそれに
対する補足意見をまとめた「原案ニ對スル修正又ハ補足意見」［資料 2-3］では、図書館法
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の体系として第 7 章に図書館委員会を含めることが記述され、図書館委員会の制度が引き
継がれている。しかし、近畿地方の関係者の意見を集約した「圖書館法規改正案 近畿案」
［資料 2-4］やこの協議会の意見をまとめた「図書館制度改革ニ関スル委員會報告書」［資
料 2-5］には、図書館委員会に関する記述はない6。“圖書館委員の設定等ハ法律ヲ以テ之ヲ
制定スル”との一文もあるが、その内容についてはこの文書で触れられていない。これは、
協議会は主に図書館長らが主体となって進めたが、その争点は図書館の義務設置や国庫補
助、中央図書館制度、職員の待遇など、戦前から議論されていた図書館の問題がほとんど
であったためである。図書館関係者は、戦前からの図書館界の要望を戦後も引継ぎ、図書
館法として立案しようと取り組んでいた。 
この図書館界の要望を文書化した「図書館制度改革ニ関スル委員會報告書」や CIE の勧
告を元に、文部省では図書館法制定のための法案作成にとりかかり、1946 年 12 月に「公
共図書館制度刷新要綱案」［資料 2-6］、及び 1947年 3月に「公共圖書館法案 文部省案（長
島案）」［資料 2-7］が作成された。この法案は義務設置や国庫補助など、行政及び財政的に
困難な点は除外しており、極めて現実的なものであった。「公共図書館制度刷新要綱案」で
は、“圖書館に委員制度を置き豫算人事其の他重要な館務については其の意見を徴すること
を必要要件とし圖書館活動の合理性を高めること。”と記され、「原案ニ對スル修正又ハ補
足意見」では図書館委員会と記されたものが図書館委員となり、その役割も“算人事其の
他重要な館務については其の意見”を行うとして、抽象化されている。「公共圖書館法案 文
部省案（長島案）」ではさらに“圖書館に圖書館委員を置き其の運営に参畫させる”として、
記述が簡素化された。他にもこの法案は旧図書館令からの引用が多く、新しい法案として
不十分なものであるという認識があり、また戦後初期でその他の法律成案や、教育制度な
ど文部省のより優先度の高い改革を先に行おうという姿勢から、法案の第九十二回帝国議
会堤出は見合わされた。 
同時期、文部省では図書館よりも先に社会教育の基盤の整備を進めていた。1946年 7月
に文部省が「公民館の設置運営について」を公布し、全国の市町村に新しい社会教育施設
として公民館の設置を推奨した。「公共圖書館法案 文部省案（長島案）」より後の 1947年
4 月には「第一案社会教育法」［資料 2-8］が、同年 6 月に「社会教育法案」［資料 2-9］が
作成されたが、そこでは社会教育施設として図書館の条項も含み、その文中において“図
書館に図書館委員を置き、その運営に参画させること。”と図書館委員についても言及した。
文部省では以後、図書館法の内容を含んだ社会教育法の立案に力を傾けるようになる。 
                                                   
6 “図書館の管督機関ヲ創設シ中央地方ヲ通ジテ圖書館行政ノ強化ヲ圖ルノ要アルコト”と
の記述はあるが、監督機関が図書館委員会との明示はなく、別項で述べている中央図書館
制度に拘る記述と推測される。 
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また、1947年 3月には第九十二回帝国議会で国立国会図書館法が先に成立したが、この
法律において国立国会図書館は中央図書館制度に基づく国の中央図書館ではなく、議会附
属図書館となり、図書館関係者の意向とはそぐわぬものとして成立した。図書館法案の作
成においても、戦前からの課題を引き継いだ図書館関係者と、民主主義的公立図書館の設
立を目標とした CIE 図書館担当官の意識のずれ、また他の議題に追われ図書館に満足に注
力できなかった文部省と、第一期は条件が整わない中、法案上程もかなわず、それまで尽
力していた CIE 図書館担当官キーニーが突然解雇されたことで図書館法案作成の運動は一
旦途切れることとなった。 
 
 
3.2.2. 第二期 
 
 1947年 5月、CIE図書館担当官に新たにネルソンが着任し、文部省の担当官も新しくな
った。法案制定の過程で述べたように、第二期の法案には 1947年 1月から 1949年 7月ま
で開催された金曜会の活動が大きく影響している。CIE図書館担当官ネルソンが 1947年
12月に開催される第二国会に法案を提出してはと進言があったため、金曜会で討議を行い、
1947年 3月に出された「公共圖書館法案 文部省案（長島案）」の修正原案である「文部省
の「公共圖書館法案」に関する覚書」［資料 2-10］を作成し、日本図書館協会の名のもとに
発表した。この「文部省の「公共圖書館法案」に関する覚書」で、「公共圖書館法案 文部
省案（長島案）」の図書館委員の記述について、“第十条の圖書館委員の規程に於て、その
第一項を「図書館の設立者は図書館委員をおき、館長の任免、予算その他運営上の重要事
項に参劇させる」と改める。”と、その記述の簡略さを指摘し、それ以前の法案通り、図
書館委員が館長の任免を行うなど、具体的機能を明記するよう主張した。さらに、金曜会
が作成し日本図書館協会の第一回総会協議会で配布された「公共図書館法案 修正仮案」
［資料 2-11］では、“図書館の設置者は、図書館委員を置き、館長の資格選定、予算及び
その他運営上の重要事項参画せしめなければならない。”と指摘の通り修正した条文が掲
載された。また、協議会で図書館委員について討議された記録が残されている（「日本圖
書館協會第一回通常総會協議會記録 －圖書館法案関係抜粋」［資料 2-12］）。協議会は
地方図書館関係者と文部省社会教育局文化課の職員との質疑の形で行われ、図書館委員を
教育委員会に含めるかどうか、図書館委員の選定は公選か、社会教育委員など社会教育法
に規定される他の委員との関係などが議論されている。協議会では文部省が図書館委員を
絶対公選であると強く主張し、図書館関係者が公選で図書館委員を選ぶ場合、図書館の理
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解がない人が就任すると困るのではないかとの指摘に、CIE、図書館担当官ネルソンがアメ
リカ図書館委員会の事例を出し、専門家ではなく一般市民が統制する、いわゆるレイマン
コントロールが図書館に対して良い効果があることを説明した。 
 協議会終了後、CIE担当官ネルソンは、図書館関係者の試案を参考に、第二国会に間に
合うように法案を作成するよう文部省社会教育局文化課加藤・雨宮両氏に命じた。その結
果作成されたものが「公共圖書館法案 修正仮案 文部省社会教育局文化課 加藤宗厚 
雨宮祐政試案」［資料 2-13］（以下、加藤・雨宮試案という）である。この加藤・雨宮試
案は長島案で省令事項に含めた内容まで全て条文に掲載したため、全百十六条にも及んだ。
図書館委員は、再び図書館委員会と名称を変え、1章を割き「第四章 図書館委員会」とし
て第七十条から第八十七条まで規定された。この加藤・雨宮試案は、長島案に加えそれま
での図書館関係者、CIE担当官ら GHQの要望全てを盛り込んだため、全十八条にも及ぶ最
も詳細な記述となっている。加藤・雨宮試案での、行政手続き以外の図書館委員会の規定
を以下にまとめる。 
 
 
1) 町村が公共図書館の設置を許可しなかった場合、図書館委員会が承認し、公共図書館
組合を組織し図書館を設置できる。 
2) 図書館委員会は、民意を代表して、公共図書館経営上の重要事項に参画し、公共図書
館の健全な発展に寄与する。 
3) 図書館委員会は、国立、都道府県立、市町村立の 3種類がある。 
4) 国立中央図書館委員会は国立中央図書館の事務を管轄し、国立中央図書館に拘る諮問
に応じる。 
5) 市町村図書館委員会は図書館の重要事項について意見を提出し、都道府県図書館委員
会の決定を得る必要がある。 
  
 
また、加藤・雨宮試案で具体的に挙げられた地方図書館委員会（都道府県・市町村）が
行う事項を表 3.2に示す。「図書館法規に規定さるべき事項」以降初めて、より詳細な図書
館委員会の機能が加藤・雨宮試案で示された。地方図書館委員会が行う事項に挙げられた
内容は「4）図書館の設置・廃止・設置者変更」及び「8）図書館に関する条例の制定また
は撤廃」以外は全て表 2.2に示したアメリカの図書館委員会が持つ機能と同様であり、「図
書館法規に規定さるべき事項」よりもさらにアメリカの図書館委員会の機能に近づいてい
る。逆に、加藤・雨宮試案で挙げられていないアメリカ図書館委員会の機能は、日本では 
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表 3.2 加藤・雨宮試案における地方図書館職員が行う事項 
地方図書館委員会が行う事項 
1）図書館長の進退 
2）図書館職員の進退 
3）図書館の運営上の重要事項 
4）図書館の設置・廃止・設置者変更 
5）図書館の経費 
6）図書館の設置基準 
7）図書館職員の養成 
8）図書館に関する条例の制定または撤廃 
9）図書館費に充てるための財産や積立金の設置又は処分 
 
一般的でない寄付を除けば「市民への図書館 PR（アドボカシー）」などであるが、これは日本
の戦後公立図書館ではまだ、利用者主体であり利用者に対し積極的に図書館が広報・周知
させるという考えが育っていないためであると考えられる。 
 以上のように、第二期に行われた日本図書館協会第一回総会協議会での図書館法に拘る
議論、及び加藤・雨宮試案作成の過程で、それまで概念が示されていた図書館委員会につ
いて、アメリカ図書館委員会の制度や機能と同様の規定がより具体的に条文に盛り込まれ
た。それは、CIEによる民主主義的統制の要請から、図書館委員の公選を前提に、アメリ
カの図書館委員会の効果を日本の公立図書館でも実現しようとする内容であった。 
 
 法案制定の過程で述べたように、この加藤・雨宮試案が CIEに直接堤出されたことが、
文部省内で図書館法の単行法化を決定づけた。その後、第二国会での図書館法制定に向け
て、CIEの要請で文部省社会教育局文化課の図書館担当官兵藤が法案を作成し、1947年 10
月には「公共図書館法案 兵藤第一案」［資料 2-14］（以下、兵藤一案という）、「公共図書
館法案 兵藤第二案」［資料 2-15］（以下、兵藤二案という）、「公共図書館法案 兵藤第三
案」［資料 2-16］（以下、兵藤三案という）が、11月には「公共図書館法案 兵藤第四案」
［資料 2-17］（以下、兵藤四案という）がつくられ、法案の整備が進められた。 
この法案は加藤・雨宮試案から細部を命令事項化する方針でつくられた。兵藤一案では
“公共図書館には、図書館運営に関する重要事項を審議するために、評議員会を置くこと
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ができる。” 7という記述のみであったが、案を重ねるごとに詳細になり、兵藤二案では“評
議員会は、公共図書館運営上の重要事項に参画し、公共図書館の健全なる発展に寄与する
ことを目的とする。”とその目的が記され、さらに兵藤三案では二条からなり、図書館委員
の選任の規定が加えられ、兵藤四案では図書館委員の機能を“区域内図書館を視察して助
言を与え、且つ地方教育委員会に意見を具申する”という役割が明記された。 
加藤・雨宮試案に比べ、兵藤案での図書館委員会はその記述、機能、規定において再度
省略化されている。加藤・雨宮試案はそれまでの要望全てを盛り込んでおり、理想的であ
る反面非現実的であったことから、法案の成立を目指してより現実的な法案にする過程で、
やはり図書館委員を含めた図書館法の条文は必要最小限のものに減らされていた。 
 これまでの法案は 1948年 2月の第二国会での成立を目指したものであったが、折しも国
立国会図書館法が第二国会で取り上げられた。図書館関係者が国立国会図書館に中央図書
館制度の機能を求めていたが、アメリカ側の意向が優先されたため受け入れられず、国立
国会図書館は議会図書館であるとして国立国会図書館法が成立した。第二国会で図書館法
の成立が不可能になった上、それまで図書館法に含めていた国立中央図書館に拘る条文を
再度考え直す必要が生じ、図書館法案が再びつくり直されることとなった。 
 1948年 2月につくられた「公共図書館法案 兵藤五案」［資料 2-18］（以下、兵藤五案と
いう）及び 3月につくられた「公共図書館法案 兵藤六案」［資料 2-19］（以下、兵藤六案
という）ではそれまでの案と変わり、図書館委員会の記述が再び詳しくなっている。兵藤
五案では図書館委員会及び図書館委員にそれぞれ一章が割かれ、図書館委員会は全八条、
図書館委員は全三条で構成されている。この法案における図書館委員は、それまでの各図
書館に設置する図書館委員会とは異なり、都道府県で視察、監督する機能を有する別機関
としてつくられた。兵藤六案では図書館委員会が図書館協議員会という名称に変わってい
る。 
この条文では、加藤・雨宮試案でみられた図書館協議員会の機能について明記されてい
ない。一方、図書館協議員の選任や協議員会の運営についての記述が加えられている。例
えば、“中央図書館協議員会の又は地方図書館協議員会の協議員および臨時委員は、関係行
政庁の官吏又は吏員、図書館の経営に従事する者及び学識経験者の中から文部大臣又は都
道府県教育委員会が夫々これを任命する。”と現在の図書館法第 15条に繋がる規定がなさ
れ、図書館協議員会の定例会も年間四回以上と開催数が明記されていた。また、それまで
地方図書館協議員会は都道府県知事など首長の所轄とされていたが、兵藤六案で初めて教
育委員会の所轄とされた。戦後初めて教育委員会制度を定めた教育委員会法は 1948年 8月
に成立しているが、その考えがこの頃基盤として成立し、図書館協議員会の立ち位置を教
                                                   
7 兵藤一案及び兵藤二案では図書館委員会ではなく評議員会という名称であった。 
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育委員会に含めるものとして変更したと考えられる。ちなみに、1956年に教育委員会法が
廃止されるまで、教育委員会委員は公選制であった。 
これらの兵藤案を経て、国立国会図書館法の成立後、1948年 3月に文部省が初めて公的
に「公共図書館法案 文化課案」［資料 2-20］（以下、文化課案という）を発表した。文化
課案では兵藤六案と同様に、図書館協議員会を教育委員会の所轄としたため、図書館協議
員会は図書館に拘る事項について教育委員会に意見を呈すると定められるようになった。
文化課案にて図書館協議員会が拘るべきとされた事項を表 3.3に示す。 
 
表 3.3 教育委員会が地方図書館委員会に意見を聞かなければいけない事項（文化課案） 
地方図書館委員会に意見を聞かなければいけない事項 
1）図書館の総合企画 
2）図書館に関する条例及び規則の制定 
3）図書館の予算 
4）図書館委員の任免 
5）中央図書館長の進退 
6）公立図書館の閲覧料徴収の許可 
 
 
 加藤・雨宮試案と比較し、図書館の許認可を教育委員会が行うことになった影響や、財
産の管理、後に無料の原則が導入される閲覧料徴収を除けば、図書館協議員会が拘る事項
は加藤・雨宮試案とほとんど同じである。ただし、図書館運営の決定権は教育委員会が持
つようになったことから、図書館協議員会は教育委員会の所轄となり、図書館協議員会が
教育委員会による図書館運営のための助言を行うという形式となった。図書館協議員会が
独立して設置にならず、教育委員会に含まれることは、「日本圖書館協會第一回通常総會協
議會記録 ―圖書館法案関係抜粋」でも議論されており、その最たる理由として、図書館
協議員会を独立して設置した場合、図書館協議会委員は公選になるが、議会議員の選挙で
すら十分に投票されないことがあるのに、複数の委員会の公選制が満足に行われるか疑わ
しいという問題が挙げられている。教育委員会の中に図書館部会として図書館協議員会を
設置すれば、一度の公選で図書館協議員会を設置することが可能であるとの判断から、図
書館関係者も含めて教育委員会の所轄となることを了承していた。つまり、図書館協議会
委員は公選されるべきであるが、各種の委員会で公選するという習慣が日本の国民に馴染
まないため、教育委員会に図書館協議員会を含めるよう判断されたのである。 
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 この教育委員会と図書館協議員会の関係が曖昧であったことが、文化課案に対する意見
書で批判されている。例えば、1948年 5月の「公共圖書館法案―文部省文化課案に関する
意見書 九州地區中央圖書館館長會議」［資料 2-21］では“図書館協議會と教育委員會との
機能上の関係を明示する必要がある。”と指摘された。また、1948年 7月には「関東地区
中央図書館長打合せ會に於ける意見―＜公共図書館法案―文化課案＞於千葉県図書館」［資
料 2-22］では図書館協議員会と図書館委員の名称の混雑や、図書館協議員会と教育委員会
の関係を、諮問機関ではなく対等の関係にすべきことなどが指摘された。 
 文化課案は第二国会上程を目指していたため、1948年 6月に上程しなければならず、そ
のため 1948年 4月には図書館関係者の意見をまとめて修正する必要があった。しかし、図
書館関係者の意見が公表後すぐに集まらず、また CIEとも連絡が取れずに、第二国会への
上程も取りやめとなってしまった。 
 1948年 6月から 7月に行われた CIE図書館担当官バーネット（P. J. Burnette）と文部
省の意見交換から、教育委員会に図書館協議員会と図書館委員の両方を置くことは委員に
よる規制が多過ぎるため、図書館協議員会に図書館委員の機能を含め、名称を図書館委員
会とすることが示された（「公共図書館法案 付 “公共図書館法案”修正に関する件 」
［資料 2-23］）。またバーネットは、アメリカでは図書館は教育行政からも独立であるべき
とされ、図書館委員会は教育委員の所轄ではなく、図書館委員が決定権を有していると述
べている。文部省はアメリカで行われているような民主主義的教育や図書館行政を意識し
つつ、地方図書館を運営すべきだと述べているが、教育委員会や日本の社会教育行政制度
から、アメリカ図書館委員会のように独立かつ公選の図書館委員会の運営は困難であり、
日本の教育行政の中で図書館委員会制度を模索する方針が打ち出されている。 
 また、日本図書館協会が組織した図書館関係者による公共図書館法委員会は、「公共圖書
館法案 日本圖書館協會有志」［資料 2-24］（以下、公共図書館法委員会案という）を提出
し、図書館委員会を教育委員会の諮問機関として位置づけつつ、その機能や運用について
詳細に条文化している。この公共図書館法委員会案で示された図書館委員会の機能を表 3.4
に示す。 
文化課案などそれまでの機能と比較し、図書館委員会が担当すべき事項が最も多く記載
されている。労働組合や建物の営繕など初めて扱われる事項や、最後に“その他図書館に
必要な助言又は法律に定めのない所轄地域の図書館事務”と記すなど、具体的機能を挙げ
つつも、図書館にかんする事項全般について教育委員会は図書館委員会に諮問すべきであ
ると述べている。また、図書館委員会の委員数は七人と、文化課案での最大二十人以内な
どの規定よりは大幅に減少したが、定例会は同様に年間四回以上と定めている。委員は教 
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表 3.4 教育委員会が図書館委員会にきかなければならない事項（公共図書館法委員会案） 
図書館委員会に聞かなければいけない事項 
1）公共図書館の運営及び設置基準 
2）図書館及びその附帯施設の運営及び管理 
3）図書館職員の任免その他の人事 
4）図書館職員の組織する労働組合 
5）図書館の敷地の設定及び変更その他建物の営繕、保全の
計画及びその実施の指導 
6）図書館に関する条例及び規則の制定又は撤廃 
7）図書館の歳入歳出予算 
8）図書館の閲覧料徴収の許可 
9）図書館職員の要請及び研修 
10）図書館の調査及び統計 
11）その他図書館に必要な助言又は法律に定めのない所轄
地域の図書館事務 
 
 
育委員会が任命するという形をとり、（1）資格として議員、（2）図書館長の推薦する者、（3）
図書館関係団体の推薦する者、（4）学識経験者が示された。この資格には、アメリカ図書
館委員会のレイマンコントロールよりも、図書館に理解のある人物に図書館委員会を運営
させたいという日本の図書館関係者の意向が見られる。この時点では委員の資格を制限し
つつも、その任命を公選による教育委委員会が行うことで、間接的な民主主義的統制は担
保されていた。1948年 11月には、この公共図書館法委員会案を踏襲する形で「公共図書
館法案 社団法人 日本図書館協会」［資料 2-25］（以下、日本図書館協会案という）が図
書館関係者の意見として文部省に提出されている。日本図書館協会案での図書館委員会の
記述は、機能や委員数、定例会数など公共図書館法委員会案とほぼ同じである。 
公共図書館法委員会は法案とは別に「公共図書館法案要旨－現行図書館令（昭和八年改
正）との比較において－」［資料 2-26］や「公共図書館法の制定について館界はかくの如
く望んでいる 社団法人日本図書館協會」［資料 2-27］を公表し、図書館法やその論点の
周知に努めていたが、「公共図書館法案要旨－現行図書館令（昭和八年改正）との比較に
おいて－」で、教育委員会が図書館委員会を所管することについて、“本來からすれば教
育委員会と併立して図書館事業の管理者としては図書館委員会を立てるべきであるが、図
57 
 
書館現在の発展段階においては直ちに独立の委員会制を立てることが困難”であるため臨
時的措置として図書館委員会を設置するとし、教育委員会の所轄に含めるため“協議員会
制を強力なものにし、その職務等を具体的に明示して館界の独立性を保持”すべきだと指
摘している。また、「公共図書館法の制定について館界はかくの如く望んでいる 社団法
人日本図書館協會」でも“「教育委員会」に従属せず、「図書館委員会」を独立にもつべ
き”であるが、“図書館の現在の発達段階においては実内容が乏しい”ため、教育委員会
の庇護の元図書館行政を充実させ、将来的には独立を考えると述べている。このように、
図書館委員会が教育委員会の諮問機関となることは、日本の発達の程度による制度的な問
題のため仕方なく講じるものであり、その理念はアメリカ図書館委員会のように、教育行
政と独立した民主主義的統制に通じるものがあると認識されていた。 
文部省では日本図書館協会案を受けて、国会上程のため 1949年 1月に「公共圖書館法案 
文部省案」［資料 2-28］（以下、文部省案という）が作成された。図書館委員会は再び名称
を図書館協議員会とし、都道府県の設置のみが文部省案で規定されている。その機能は日
本図書館協会案よりも文化課案の内容を踏襲している。また、協議員の資格は（1）社会教
育委員、（2）所轄地域内の団体代表者、（3）学校長、（4）学識経験者などと、日本図書館
協会案よりも図書館関係者に拘らず、より広い人物から選ぶことができるようになってい
ることから、図書館関係者の要望よりも元々公選制を推していた経緯を重視したものと考
えられる。さらに、それまで図書館協議員会は国及び都道府県の設置のみであったが、文
部省案では加藤・雨宮試案以降削除されていた市町村への図書館協議員会の設置も記述し
た。一方、日本図書館協会案で定めていた協議員数や定例会開催数は、政令で定めること
とし、条文から削除された。 
 このようにまとめられた文部省案であったが、職員養成や図書館への国庫補助、設置基
準の数値を具体的に定めたことなどにより、非常に財政的負担の大きな法案となってしま
った。折しも GHQの「経済安定九原則」からのドッジ・ラインなど、経済が不安定な状況
もあり、文部省はこの法案の推進に消極的であった。加えて、図書館法よりも社会教育法
を先に成立させたいという文部省の思惑があり、第五国会では社会教育法が成立したもの
の、図書館法の上程は見送りとなった。 
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3.2.3. 第三期 
 
 第五国会への上程見合わせの後、シャウプ勧告などさらに経済状況が不安定になり、1949
年 10月の第六臨時国会への法案上程も見送ることとなった。このことで改めて図書館法成
立の困難さを認識し、それまでの方針を改めて、法案成立のためより現実的な図書館法案
作成に動き出すこととなった。日本図書館協会も、より現実的な図書館法作成へと認識を
改めた。その過程で、日本図書館協会内や日本図書館協会と文部省らで公共図書館法会議
を開催するなど議論を重ねたが、今までと異なっていたのは、度重なる上程見送りや経済
情勢の悪化から、文部省だけではなく図書館関係者も図書館法を成立させるために、それ
までの要求よりも現実的な法案を優先させ、文部省と一致団結して図書館法成立のため尽
力したことである。そのため、1949年 9月以降の図書館法案は、急速にそれまでの法案と
は全く異なったものへと変化していく。 
 1949年 6月につくられた「公共圖書館法案要綱」［資料 2-30］は、条文数こそ削減され
たものの、図書館協議員会の具体的な機能など、文部省案を踏襲した内容が維持されてい
た。1949年 9月の「公共圖書館法案要綱（案）」［資料 2-31］には、それまで挙げられて
いた図書館協議員会の具体的機能の例示が削除され、図書館協議員会は“都道府縣の教育
委員會の諮問に應ずるとともに、都道府縣の教育委員會又は関係行政廳に対して意見を述
べ”、かつ“都道府縣立公共圖書館及びその附帯施設の經營、管理に関して館長に助言をな
し、又協力すること”の 2つの役割のみ明記された。また、委員の資格も社会教育委員及
び学識経験者のみが規定された。しかし、1949年 12月に開催された図書館法案要綱審議
会（「情報[3] 社団法人日本図書館協会」［資料 2-34］）で、図書館協議員会は図書館長の諮
問機関である図書館協議会となることが申し合わされ、1949年 12月の「図書館法案要綱」
［資料 2-35］にて、現在の図書館法第 14条から第 16条に規定される図書館協議会の雛形
となる条文が作成された。1949年 6月の「公共圖書館法案要綱」からほとんどの内容を削
ぎ落とし、それまで必置規定であったものを一転して、館長の諮問機関として図書館協議
会を置くことができるという努力規定と、協議会委員の資格、並びに協議会開催数や委員
数など協議会の運用については条例で定めることの三点のみを図書館法に記載することと
なった。 
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3.3. 考察 
 
3.3.1. 図書館法案における図書館協議会の変遷 
 
 図書館協議会は、第三期で最終的な法案が作成されるまで、今とは異なった制度が考え
られていた。それは、アメリカの図書館委員会を踏襲し、図書館を民主主義的に統治する
ため、元々は独立した公選の委員会が求められていたものの、戦後すぐは日本に民主主義
的思想が浸透しておらず、運営を容易にするために図書館委員会を公選制の教育委員会の
管轄下に設置し、教育委員会の諮問機関として運用するというものだった。しかし、財政
状況の悪化から、図書館活動の大半を国民の自由な創意に委ね、詳細は法律事項には採り
入れず、国・地方公共団体の行政面とかかわりあいがある範囲内において必要最小限の規
定のみとする方針で最終的な図書館法案を作成したために、図書館協議会に関わる条文は
ほとんど省略され、制度的な枠組みのみが残されてしまった。 
 図書館協議会制度の枠組みが図書館法に残されたものの、そもそも図書館協議会の元と
なる図書館委員会は戦前まで日本の公立図書館では行われておらず、民主主義的統治とい
う考え方を含めてアメリカの図書館委員会より受け継いだものであるため、日本の公立図
書館にはその思想やノウハウは根付いていなかった。加藤・雨宮試案で図書館委員会につ
いて初めて詳しく記述され、図書館委員会の拘る事項や、強く公選制を求めたことなど、
図書館法案初期はアメリカ図書館委員会の制度を詳しく引継ぎ、社会教育法の成立や教育
委員会制度の確立など、日本独自の社会教育行政に合わせるため内容を変えながらも、第
二期文部省案までは図書館委員会の機能を有していた。しかし、最終的な図書館法ではそ
れらの機能や、加藤・雨宮試案で述べられた“民意を代表して、公共図書館経営上の重要
事項に参画し、公共図書館の健全な発展に寄与する”という本来の目的すら明記されず、
公立図書館に民主主義的統治を導入しようという思想を明確に周知できないまま、図書館
協議会は日本に導入されてしまった。そのうえ、最終的に教育委員会の諮問機関ではなく、
図書館長の諮問機関としてしまったために、図書館運営の決定権を有する教育委員会との
繋がりを失い、日本の図書館協議会は実際の図書館運営への影響力をほとんど有しない制
度となってしまった。 
文部省社会教育局長として図書館法成立に携わった西崎は“図書館協議会の置かれる理
由は、住民の具体的な図書館に対する要望なり意見なりを、図書館奉仕を実施する責任者
とも言うべき館長に対して反映せしめるために置かれるのである。…（中略）…構想とし
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ては、住民の世論を尊重して館の運営なり活動をやってゆこうというもの。図書館協議会
については、大部分が条例事項とされているのも、地方の自主性によってこれを設置運営
させようとする趣旨である。公立図書館の無料公開と図書館協議会の設置運営は、公立図
書館を住民全部のものにする上に大きな影響を及ぼすと思われる。”4)と、アメリカの図書
館委員会の趣旨を踏襲した図書館協議会の展開を構想している。しかし、図書館法や施行
規則でその役割などを定義せず、枠組みだけ残しても、アメリカの図書館委員会制度を知
らない多くの図書館職員はその構想を理解できず、日本の公立図書館で同様に図書館協議
会を運用するのは不可能に近かった。このように、図書館協議会は、その制度が構想され
た段階では図書館の民主主義的統治に寄与する組織であったが、法律が必要最小限の規定
のみになったために、元来の役割はごく一部の有識者にしか理解されず、元となったアメ
リカの図書館委員会とは全く異なった図書館協議会として、日本の公立図書館行政の中で
独自の制度を築くこととなった。 
 
 
 
3.3.2. 図書館協議会に求められる役割 
 
 本章で述べたように、図書館協議会はアメリカの図書館委員会をモデルとし、その理念
は市民による図書館の民主主義的統治にあった。しかし、この役割は図書館法制定の過程
で失われ、図書館法には図書館委員会の残滓として、図書館協議会という制度的枠組みの
み規定された。その結果、図書館協議会は図書館委員会とは異なり、図書館長の諮問機関
となり、また委員は公選の市民ではなく資格を有するものから恣意的に任命されることと
なった。 
 しかし、その理念はやはり市民の意思を図書館運営に反映させることにある。近年、地
方分権が推進され、行政への住民参加など市民が政治に参加する環境が整いつつあり、審
議会答申などでも、市民の意見を図書館運営に反映させる手段として図書館協議会が挙げ
られている。図書館法成立から 62年が経過した現在、図書館法制定の過程で失われた図書
館協議会の役割が、今後の図書館運営に求められているのではないだろうか。 
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第4章 図書館協議会の調査結果 
 
 
 本章では、本研究で実施した現在の図書館協議会の状況を明らかにするための調査につ
いて述べる。 
まず、本研究で実施した調査の前に、2000 年及び 2006 年の日本図書館協会による「日
本の図書館：統計と名簿」ミニ付帯調査及び付帯調査の集計結果を述べ、2000 年と 2006
年での状況をより詳細に明らかにする。 
次に、本研究で実施した調査の調査方法を述べる。本調査は日本の公立図書館を対象に
した悉皆調査であるが、ほとんどの図書館協議会は自治体につき設置数が 1 つであること
が 2000年及び 2006年の日本図書館協会の調査より明らかであるため、各自治体の中央図
書館のみを対象としている。調査結果は単純集計結果や設問によるクロス集計に加え、先
行研究など他の調査結果と比較し、多角的な分析を行う。本章では結果のみ述べ、本章の
まとめは第 5章で行う。 
 
 
 
4.1. 日本図書館協会の調査結果 
 
 2000 年及び 2006 年に日本図書館協会が公表した「日本の図書館：統計と名簿」ミニ付
帯調査や付帯調査の結果は、機関紙や報告書で報告 1), 2)されているものの、いずれも単純集
計の結果に止まっており、詳細な分析が行われていない点が指摘される。そこで、日本図
書館協会より集計データを譲り受け、より詳細な分析を行うこととした。本項で分析する
調査は以下の 2つである。 
 
 
1) 図書館運営への住民参加：2000年公共図書館調査ミニ付帯調査結果報告 
2) 図書館の状況について報告書：2006年日本の図書館付帯調査 
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 「日本の図書館：統計と名簿」は 1952年以降毎年、蔵書冊数や利用者数などの基本的統
計を明らかにするために、日本の公立図書館及び大学図書館を対象に実施されている悉皆
調査である。日本図書館協会から各都道府県の中央図書館を通じて質問紙が配布されるた
め、現在まで 64年間の日本の図書館の統計が蓄積されていることと併せて、文部科学省の
社会教育調査と同様に日本で最も信頼性、網羅性が高い統計調査である。ミニ付帯調査は、
「日本の図書館：統計と名簿」の質問用紙に付加する形で異なるテーマについて尋ねる小
規模の調査で、同様に日本の図書館への悉皆調査となっている。付帯調査は、質問数がミ
ニ付帯調査よりも多く、「日本の図書館：統計と名簿」と異なる質問用紙になるが、配布及
び回収は「日本の図書館：統計と名簿」と同時に行われる。図書館協議会を対象に含めた
ミニ付帯調査及び付帯調査は、これまで 1985年、2000年、2006年の 3回行われているが、
今回は調査データの入手が可能であった 2000年及び 2006 年の調査を分析することで、過
去の図書館協議会の状況を把握する。両調査の質問事項を表 4.1に示す。 
 
 
 
表 4.1 日本図書館協会による 2000年調査及び 2006年調査の調査項目 
調査名 
図書館運営への住民参加：2000
年公共図書館調査ミニ付帯調査
結果報告 
図書館の状況について報告書：2006年
日本の図書館付帯調査 
質問事項 
1）図書館協議会の有無 1）図書館協議会の有無 
2）図書館協議会委員数 2）図書館協議会委員数 
3）昨年度の協議会開催数 3）昨年度の協議会開催数 
4）利用者懇談会の有無 4）協議会の会議録の公開の有無 
5）昨年度の利用者懇談会開催数 5）協議会の会議録の公開方法 
6）図書館友の会の有無 6）利用者懇談会の有無 
7）図書館友の会の会員数 7）昨年度の利用者懇談会開催数 
  8）図書館友の会の有無 
  9）図書館友の会の会員数 
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4.1.1. 図書館運営への住民参加：2000 年公共図書館調査ミニ付帯調査結果報告 
 
 日本図書館協会が「日本の図書館 2000：統計と名簿」ミニ付帯調査として 2000年に実
施した「図書館運営への住民参加：2000年公共図書館調査ミニ付帯調査結果報告」（以下、
2000年調査という）の結果について述べる。 
「日本の図書館：統計と名簿」の調査票では、図書館単位での回答が求められる一方で、
図書館協議会は一般に自治体単位で設置されている。したがって、「日本の図書館：統計と
名簿」の回答結果を通覧すると、中央館のみが図書館協議会に関する設問に回答している
場合と、中央館だけでなく分館もまた回答している場合とがある。この際、問題となるの
は後者であり、分館が独自に図書館協議会を設置している場合と、図書館協議会は自治体
単位で設置されるものであるから分館も中央館と同様に回答している場合との二通りが存
在する。分館の回答が上記のどちらかを区別するために、まず調査結果に付与された図書
館コード8を元に、「日本の図書館 2000：統計と名簿」の名簿から図書館名や本館・分館、
設置者などの情報を同定した。次に、集計された「図書館協議会の有無」、「図書館協議会
の委員数」、「昨年度の図書館協議会開催数」の 3つの項目が、同自治体内で全て同じ数値
だった場合、その自治体に設置されている図書館協議会は同じ組織であると判断した。そ
の結果、明確に本館と分館で異なる図書館協議会を設置していると明らかになったのは、
愛知県勤労会館労働図書資料室、鹿角市立立山文庫継承十和田図書館、三郷市立北部図書
館、船橋市西図書館、長野市立南部図書館、諏訪市立信州風樹文庫、生駒市図書館南分館、
柳川市立図書館両開分館の 8館のみであった。一方、本館と同じ図書館協議会が分館の項
目に記入されているのは 106館であった。本館と同じ図書館協議会であると判断した図書
館については、一律に本館に 1つの図書館協議会を設置しているものとして集計した。 
 以上を踏まえて、図書館協議会を設置している図書館を 1館以上有する自治体数による
自治体単位の図書館協議会の設置率を表 4.2に示す。図書館単位で設置率を出さないのは、
1つの自治体に複数協議会を設置している図書館と、1つの図書館協議会で自治体内の全て
の図書館をまかなっている図書館協議会、また本館のみに設置している図書館協議会があ
り、一律に設置の有無を集計することが難しいためである。図書館協議会を設置している
自治体は 1,157自治体あり、2000年の設置率は 68.6%である。 
 
図書館協議会の委員数及び調査の前年度の図書館協議会開催数の数値を表 4.3に示す。こ
の集計は、自治体単位の設置率で集計した本館に設置されている図書館協議会に加え、本
                                                   
8 図書館コードとは日本図書館協会が調査を実施する際、調査対象館を識別するために、全
ての図書館に対して付与している 8桁の数字である。図書館コードで回答館を識別するこ
とで、日本図書館協会が実施したその他の調査との比較が可能である。 
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館と異なる協議会が設置されている場合の分館の図書館協議会も加えている。委員数及び
開催数の棒グラフを図 4.1と図 4.2に示す。 
委員数は 10名としている図書館協議会が 1,150館中 456館と最も多く、全体の 39.7%を
占めている。10名を除くと、委員数が 10名未満で 48.6%を占め、委員数が 11名以上の図
書館協議会は少ない。協議会開催数は年間 2回が 1,144館中 479館と 41.9%を占め、最も
多い。その次が 3回で 26.0%、次に 1回で 17.3%となり、この 3つで 85.2%と過半数を占
めるなど、委員数と比較してばらつきが小さい。 
 
 
 
 
表 4.2 自治体単位の図書館協議会設置率（2000年調査） 
  自治体単位 
  館数 割合 
図書館協議会を設置している 1,157 68.6% 
図書館協議会を設置していない 420 24.9% 
図書館協議会を設置する予定 27 1.6% 
類似したものがある 82 4.9% 
合計 1,686 100.0% 
 
 
 
 
 
表 4.3 図書館協議会の委員数及び昨年度の図書館協議会開催数（2000年） 
  
図書館協議会
委員数 
昨年度の図書
館協議会開催
数 
平均値 8.89  2.41  
中央値 10.00  2.00  
最頻値 10.00  2.00  
分散 6.56  1.43  
最小値 1.00  0.00  
最大値 26.00  10.00  
 
 
66 
 
 
 
 
図 4.1 図書館協議会委員数 N=1,150（2000年調査） 
 
 
 
 
図 4.2 1998年の図書館協議会開催数 N=1,144（2000年調査） 
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 利用者懇談会とは、“特定の図書館の利用者が集まり、図書館の利用やあり方について話
し合う懇談会” 3)である。公立図書館が図書館に対する利用者の声や要求を聞くために開催
されるので、地域住民の意見を図書館運営に取り入れるという意味で、図書館への住民参
加の 1つと考えられる。そのため、公立図書館がどの程度利用者の意見を取り入れている
かを明らかにするために、図書館協議会や図書館友の会と同時にその開催数などを調べる
ことがある。2000年調査での自治体単位の利用者懇談会の設置の有無を表 4.4に示す。他
の住民参加の方法を取り入れている図書館は、利用者懇談会の実施にも積極的であるとい
う仮説をたて、図書館協議会の設置の有無によるクロス集計を行う。回答館数が少ないた
め、「図書館協議会を設置する予定」及び「図書館協議会に類似したものがある」という回
答は「その他」として一括する。 
 結果から明らかなように、利用者懇談会を実施している図書館は少ない。全 1,673図書
館のうち、利用者懇談会を実施しているのは 45図書館、2.7%である。図書館協議会の設置
の有無でクロス集計を行ったが、それぞれ 2.8%と 2.9%とほとんど差がなく、図書館協議会
の設置の有無による違いはみられなかった。同様に図書館友の会とのクロス集計は、図書
館友の会の集計結果を述べた後に記す。 
 利用者懇談会の開催回数を図 4.3に示す。0回という回答もあるが、利用者懇談会の制度
はありつつも、回答期間中には実施していないものと解釈される。回答のあった 32館のう
ち、利用者懇談会を年間 1回開催する図書館が 20館（62.5%）と最も多く、年間 4回と最
も多く開催する図書館は 3館ほどである。 
 
 
表 4.4 利用者懇談会の設置の有無（2000年調査） 
  
利用者懇談会を実施
している 
利用者懇談会を実施
していない 合計 
  自治体 割合 自治体 割合 
図書館協議会を 
設置している 
32 2.8% 1,117 97.2% 1,149 
図書館協議会を 
設置していない 
12 2.9% 409 97.1% 421 
その他 1 1.0% 102 99.0% 103 
合計 45 2.7% 1,628 97.3% 1,673 
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図 4.3 利用者懇談会の開催回数 N=32（2000年調査） 
 
 
 図書館友の会9とは、“特定の公共図書館を支援していくため、図書館の活動理念に賛同し
図書館の活動に関心を持つボランティアを中心に構成される組織”4)である。図書館友の会
は地域住民に図書館をアピールする一方、地域住民の要望を図書館に伝える役割もあり、
図書館の住民参加を担う側面があるため、図書館協議会や利用者懇談会と同様に、公立図
書館がどの程度利用者の意見を取り入れているかを明らかにする調査の対象に含まれる。
この設問では図書館友の会の有無に加え、図書館友の会の類似の組織についても尋ねてい
る。この調査において類似組織とされたのは、読書団体や文庫、ボランティア団体など、
友の会という名称を冠していない利用者団体である。 
図書館友の会の有無を表 4.5に示す。図書館友の会も、利用者懇談会と同様に、あまりつ
くられていない。全 1,670図書館のうち、図書館友の会がある図書館は 85館と、利用者懇
談会よりは多いものの、全体の 5.1%しかない。図書館協議会の設置による差をみると、図
書館協議会を設置しかつ図書館友の会もあるのは 67館（5.9%）と、図書館協議会を設置し
ていない場合（3.5％）よりも多いが、統計的な有意差はみられなかった。 
図書館友の会及びその類似組織の会員数を表 4.6に示す。会員数が 10名以上 50名未満
                                                   
9 調査では図書館が関わっている、あるいは把握している場合に「図書館友の会がある」と
回答されるが、図書館友の会は利用者による組織であり図書館が把握しない図書館友の会
も存在しているため、調査結果が図書館友の会の全てではない可能性がある。 
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の図書館友の会もしくは類似組織を持つ図書館が 85館（50.9%）と過半数を占めているが、
中には会員数が 1,000名以上の図書館友の会もしくは類似組織もある。会員数の最頻値は
12名、中央値は 36名で、最も多い組織は 3,790名であった。 
 
 
表 4.5 図書館協議会の設置と図書館友の会の有無（2000年調査） 
  
図書館友の会 
がある 
図書館友の会 
がない 
類似の組織がある 
合計 
  館数 割合 館数 割合 館数 割合 
図書館協議会
を設置している 
67 5.9% 1,025 89.7% 51 4.5% 1,143 
図書館協議会
を設置していな
い 
15 3.5% 395 92.9% 15 3.5% 425 
その他 3 2.9% 94 92.2% 5 4.9% 102 
合計 85 5.1% 1,514 90.7% 71 4.3% 1,670 
 
 
表 4.6 図書館友の会の会員数（2000年調査） 
  館数 割合 
10名未満 16 9.6% 
10名以上 50名未満 85 50.9% 
50名以上 100名未満 26 15.6% 
100名以上 200名未満 26 15.6% 
200名以上 500名未満 9 5.4% 
500名以上 5 3.0% 
合計 167 100.0% 
 
 
 図書館協議会の有無と同様に、利用者懇談会と図書館友の会の有無についてクロス集計
を行った結果を表 4.7に示す。実施館数が少ないため、度数が少なく、信頼性が低いものの、
Pearsonのχ2検定を行うとχ=10.267、p<0.01で有意差が認められた。つまり、図書館協
議会の有無では差はみられなかったものの、利用者懇談会と図書館友の会では、利用者懇
談会を実施している図書館は図書館友の会を有している図書館数が期待値よりも多い結果
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となった。図書館友の会は、地域住民の意見を図書館に伝える機能を持つが、利用者懇談
会と異なり図書館の利用者など地域住民が主体となって運営している。一方、利用者懇談
会や図書館協議会は図書館職員が運営しており、図書館職員が設置を決めなければ設置さ
れない。図書館友の会があるということは、図書館の運営に関心の高い地域住民が多いこ
とであり、図書館友の会を有する図書館では利用者など地域住民の要望もあり、利用者懇
談会を実施している可能性が考えられる。 
 
 
表 4.7 利用者懇談会の実施と図書館友の会の有無（2000年調査） 
  
利用者懇談会を実施
している 
利用者懇談会を実施
していない 合計 
  館数 割合 館数 割合 
図書館友の会がある 6 9.1% 60 90.9% 66 
図書館友の会がない 25 2.4% 1,002 97.6% 1,027 
類似の組織がある 1 1.9% 51 98.1% 52 
  32 2.8% 1,113 97.2% 1,145 
 
 
 
4.1.2. 図書館の状況について報告書：2006 年日本の図書館付帯調査 
 
 2000年調査と同様に、日本図書館協会が「日本の図書館 2006：統計と名簿」付帯調査
として 2006年に実施した「図書館の状況について報告書：2006年日本の図書館付帯調査」
（以下、2006 年調査という）の結果について述べる。2006 年調査も図書館コードにより、
「日本の図書館 2006：統計と名簿」から図書館名や本館・分館、設置者などの情報を同
定した。図書館コードが付与されていない 9件及び図書館コードが「日本の図書館 2006：
統計と名簿」に掲載されていない 27件のレコードは削除し、分析に含まなかった。 
 まず、2000 年調査と同じ手法で分館の図書館に設置している図書館協議会が本館と同じ
ものか、それとも異なる図書館協議会として設置されているかを区別した。その結果、明
確に本館と分館で異なる図書館協議会を設置していると判断されたのは、2000年の 8館か
ら大幅に増加した 56 館である。2000 年の時点で異なる図書館協議会を設置していた 8 館
は、今回の調査では本館と同じ図書館協議会を設置していた。また、2006年で特定した 56
館のうち、多治見市図書館分館を除いた 55館は、自治体の合併や図書館の新設などで新し
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く設置された図書館である。2000 年以降分館に本館と異なる図書館協議会を設置する図書
館は増加していたが、それらは自治体合併のように図書館を新設する機会が増加したこと
と関係している。 
 自治体数による自治体単位の図書館協議会の設置率を表 4.8に示す。なお、同一自治体内
に図書館協議会を設置する図書館が複数ある場合も「図書館協議会を設置している」に含
めている。全 1,357 図書館のうち、図書館協議会を設置しているのは 945 館で 69.6%であ
り、2000年調査（68.6%）よりも僅かに高い。また、図書館協議会を設置する予定も、2000
年調査（1.6%）よりも 2006 年調査（2.4%）が僅かに上回っており、図書館協議会の設置
率は増加していると考えられる。 
 
表 4.8 自治体単位の図書館協議会設置率（2006年調査） 
  自治体単位 
  館数 割合 
図書館協議会を設置している 945 69.6% 
図書館協議会を設置していない 307 22.6% 
図書館協議会を設置する予定 33 2.4% 
類似したものがある 66 4.9% 
その他 6 0.4% 
合計 1,357 100.0% 
 
 
 図書館協議会の委員数及び昨年度の図書館協議会開催数の数値を表 4.9 に示す。2000 年
調査と同じく、自治体単位の設置率で集計した本館に設置されている図書館協議会に加え、
本館と異なる協議会が設置されている場合の分館の図書館協議会も加えている。委員数及
び開催数の棒グラフを図 4.4と図 4.5に示す。 
 2006 年調査も委員数は 10 名、協議会開催数は 2 回が最も多い。委員数は 10 名が 966
館中 375 館で 38.8%であり、2000 年調査（39.7%）と大差はないが、分散が 2000 年調査
では 6.56 であるのに対し、2006 年調査では 7.44 と、委員数のばらつきが増しており、か
つ平均値も 8.89 から 9.13 と増えている。協議会開催数は 2 回が 966館中 458 館で 47.4%
と 2000年調査（41.9％）よりを上回っている。平均値は 2000年調査の 2.41から 2006年
調査では 2.17 に減少しており、分散も 1.43 から 1.25 と小さくなっていることから、委員
数と比較して協議会開催数は増加しておらず、年間 2回が定着化しつつあることがわかる。 
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表 4.9 図書館協議会の委員数及び昨年度の図書館協議会開催数 N=967（2006年） 
  
図書館協議会
委員数 
昨年度の図書館
協議会開催数 
平均値 9.13  2.17  
中央値 10.00  2.00  
最頻値 10.00  2.00  
分散 7.44  1.25  
最小値 1.00  1.00  
最大値 20.00  12.00  
 
 
 
図 4.4 図書館協議会委員数 N=967（2006年調査） 
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図 4.5 2005年の図書館協議会開催数 N=966（2006年調査） 
 
 
 2006 年調査では 2000 年調査で尋ねていない図書館協議会の会議録の公開についても調
査している。会議録を公開しているかどうかを尋ねており、その結果を表 4.10 に示す。会
議録を公開している図書館協議会は 1,002 館中 226 館で 22.6%である。一方、会議録を公
開していない図書館は 723館（72.2%）と過半数を占める。 
 会議録の公開方法について、会報、インターネット、その他の 3 つをそれぞれ調べてお
り、その結果を表 4.11 に示す。この割合は会議録を公開している図書館のうち、その公開
方法を選択した割合を示す。会議録を公開している 218 図書館のうち、公開方法に会報を
採用している図書館は 80 館（36.7%）ある。また、インターネット上で公開している図書
館も 80 館（36.7%）である。その他の方法としては、図書館内や市役所の情報公開センタ
ーなどが考えられるが、公開方法に「その他」と答えたのは会報やインターネットよりも
少なく、67 館（30.7%）であった。ちなみに、会議録の公開の有無に拘らず、全ての図書
館のうち会報やインターネットで会議録を公開しているのはそれぞれ 7.9%となる。 
 
 
 
 
21 
207 
458 
198 
60 
7 9 3 2 1 
0
50
100
150
200
250
300
350
400
450
500
0 1 2 3 4 5 6 7 10 12
（回） 
館数 
74 
 
表 4.10 図書館協議会の会議録を公開しているか（2006年調査） 
  館数 割合 
公開している 232 22.9% 
公開していない 730 72.2% 
無回答・その他 49 4.8% 
合計 1,011 100.0% 
 
 
表 4.11 図書館協議会会議録の公開方法（2006年調査） 
  公開している 公開していない 
合計 
  館数 割合 館数 割合 
会報など 80 36.7% 138 63.3% 218 
インターネット 80 36.7% 138 63.3% 218 
その他 67 30.7% 151 69.3% 218 
 
 
 
 
 2006年調査の利用者懇談会の設問では、「利用者懇談会を実施している」、「利用者懇談会
を実施していない」に「類似の組織がある」が追加されている。利用者懇談会を実施して
いる図書館は全 1,357館中 44館で 3.2%と、2000年調査（2.7%）より僅かに増加している。
また、利用者懇談会の開催回数を図 4.6に示す。開催数も年間 1回が 109館中 77館と最も
多く、70.4%を占めている。 
2006 年調査では、図書館協議会を設置している図書館のうち、利用者懇談会を実施して
いる図書館は 945 館中 26 館（2.8%）であるのに対し、図書館協議会を設置していない図
書館のうち利用者懇談会を実施している図書館は 307 館中 14 館（4.6%）と、図書館協議
会を設置していない図書館の方が実施率が高くなっている。「類似の組織がある」は全 1,357 
館中 62館（4.6%）と、利用者懇談会よりも実施館数が多かった。これは、「利用者懇談会」
という名称ではないものの地域住民の意見を図書館運営に取り入れる懇談会が、利用者懇
談会という名称を冠した懇談会よりも多く実施されているためと考えられる。類似の組織
を利用者懇談会に含めると、全 1,357館中 106館、7.6％が地域住民の意見を図書館運営に
取り入れる懇談会を開催していることになる。また、類似組織についても、図書館協議会
を設置している図書館のうち類似組織を設置している図書館は945館中11館（1.2%）だが、
図書館協議会を設置していない図書館のうち類似組織を設置していない図書館は 307 館中
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45館（14.7%）と、図書館協議会を設置していない図書館の方が実施率が高くなっている。
利用者懇談会及び類似組織の実施率の差は、Pearson のχ2検定で p<0.01 で有意差が認め
られ、Haberman の残差分析を行うと、図書館協議会の設置と類似組織の設置で、図書館
協議会を設置していると類似組織が設置されにくい傾向で p<0.01 の有意差が認められた。
2000 年調査では利用者懇談会を実施している図書館は図書館友の会も有している割合が高
いという結果であったが、2006 年調査では図書館協議会を設置していると利用者懇談会及
び類似組織を実施しない割合が高いことが明らかになった。2000 年調査で述べたように、
図書館協議会及び利用者懇談会は図書館職員が主体となり、設置を決めている。図書館協
議会ないし利用者懇談会はどちらも地域住民の意見を取り入れる機能があり、片方を設置
していれば残りの一方を設置する必要がないと図書館職員が判断している可能性が考えら
れる。しかし、図書館協議会は年単位で運営され、限られた委員の意見が反映されやすい
が、利用者懇談会は開催される度に利用者に呼びかけ、図書館協議会よりも多数の利用者
が参加できるなど、その仕組みや得られる意見は異なっている。より広く、異なる質の利
用者の意見を取り入れるためには、図書館協議会と利用者懇談会の両方を実施することが
効果的である。 
 
表 4.12 利用者懇談会の設置の有無（2006年調査） 
  
利用者懇談会を
実施している 
利用者懇談会を
実施していない 
類似の組織がある 
合計 
  館数 割合 館数 割合 館数 割合 
図書館協議会を
設置している 
26 2.8% 908 96.1% 11 1.2% 945 
図書館協議会を
設置していない 
14 4.6% 248 80.8% 45 14.7% 307 
その他 4 3.8% 95 90.5% 6 5.7% 105 
合計 44 3.2% 1,251 92.2% 62 4.6% 1,357 
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図 4.6 利用者懇談会の開催回数 N=109（2006年調査） 
 
 
 図書館協議会の設置と図書館友の会の有無のクロス集計を表 4.13 に示す。図書館友の会
を持つ図書館は全 1,357館中 86館で、6.3%である。2000年調査は 5.1%であったので、2000
年よりも 2006年の方が図書館友の会を持つ図書館は多い。類似組織を含めれば 1,357館中
156 館で 11.5%である。図書館友の会は、図書館協議会を設置している方（7.8%）が図書
館協議会を設置していない場合（2.6%）よりも図書館友の会を持つ図書館の割合が高い。
類似組織を含めると、図書館協議会を設置している場合は 129 館で 13.7%だが、図書館協
議会を設置していない場合は 15.3%である。図書館協議会の設置と図書館友の会の有無の
差も、Pearsonのχ2検定で p<0.01で有意差が認められた。 
 図書館友の会の会員数を表4.14に示す。最も多い10名以上50名未満の割合が47.2％と、
2000年調査の 50.9%よりも減少しており、代わりに 50名以上 100名未満（2000年調査で
は 15.6%だが、2006年調査では 19.7%）や 100名以上 200名未満（2000年調査では 15.6%
だが、2006年調査では 17.8%）のように、会員数の多い図書館友の会や類似施設の割合が
増加している。 
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表 4.13 図書館友の会の有無（2006年調査） 
  
図書館友の会
がある 
図書館友の会
がない 
類似の組織が
ある 
その他 
合計 
  館数 割合 館数 割合 館数 割合 館数 割合 
図書館協議
会を設置して
いる 
74 7.8% 796 84.2% 55 5.8% 20 1.2% 945 
図書館協議
会を設置して
いない 
8 2.6% 251 81.8% 9 2.9% 39 2.3% 307 
その他 4 3.8% 90 85.7% 6 5.7% 5 0.3% 105 
合計 86 6.3% 1,137 83.8% 70 5.2% 64 3.7% 1,357 
 
表 4.14 図書館友の会の会員数（2006年調査） 
  館数 割合 
10名未満 22 8.2% 
10名以上 50名未満 127 47.2% 
50名以上 100名未満 53 19.7% 
100名以上 200名未満 48 17.8% 
200名以上 500名未満 18 6.7% 
500名以上 1 0.4% 
合計 269 100.0% 
 
 
 利用者懇談会の実施と図書館友の会の有無のクロス集計を表 4.15に示す。2000年と同様
に、図書館友の会を設置している場合、設置していない場合よりも利用者懇談会を実施し
ている割合がわずかに高い。 
表 4.15 利用者懇談会の実施と図書館友の会の有無（2006年調査） 
  
利用者懇談会を
実施している 
利用者懇談会を
実施していない 
類似の組織があ
る 合計 
  館数 割合 館数 割合 館数 割合 
図書館友の会がある 7 8.1% 78 90.7% 1 1.2% 86 
図書館友の会がない 32 2.8% 1,091 96.0% 14 1.2% 1,137 
類似の組織がある 4 5.7% 66 94.3% 0 0.0% 70 
  43 3.3% 1,235 95.5% 15 1.2% 1,293 
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4.2. 調査の概要 
 
 
 現在の図書館協議会の状況をより詳しく明らかにするために、本調査では日本の公立図
書館を対象に質問紙による悉皆調査を実施した。以下では、その調査方法や調査項目、回
答率など調査の概要について述べる。 
 
 
4.2.1. 調査方法 
 
 日本の図書館協議会の状況を網羅的に把握するため、本調査は悉皆調査とした。日本図
書館協会の 2000年調査及び 2006 年調査で明らかになったように、図書館協議会が設置さ
れる場合、自治体に 1つのみであることが一般的であり、1自治体に複数の図書館協議会を
設置する自治体は少ない。そのため、本調査では各自治体の中央図書館のみを対象とした
悉皆調査とする。その結果、調査対象は「日本の図書館 2010：統計と名簿」5)に記載され
ている地方自治体の中央図書館全 1,349館となった。 
 図書館協議会の設置の有無やその内容について、質問紙に回答してもらう。本調査は回
答者の負担の軽減を目的に、インターネットを利用し、オンラインで回答を集計する方法
を 2種類用いた。1つはウェブページにアンケートフォームを設置し、オンライン上で回答
を記入してもらう方法である。アンケートフォームは、Google ドキュメントサービス 6)を
利用して作成し、各設問の回答結果によっては、異なる問題に誘導するなど、スムーズに
回答できるように設計した。もう 1 つは、質問事項を記入した Excel ファイルをウェブペ
ージからダウンロードし、オフラインで回答を記入した後、メールで Excel ファイルを送
付する方法である。Excelファイルで作成した質問紙は、全ての質問を掲載し、回答者がプ
リントアウトすることで決済にかけることが可能である。アンケートフォームのように自
動的に誘導されないため、回答者が回答結果によって異なる質問に混乱なく移動できるよ
う配慮した。 
 調査は、調査の案内やアンケートフォームへのURL、ExcelファイルのダウンロードURL
などを記載したウェブページの URL を調査依頼状に掲載し、回答者がその URL にアクセ
スして調査に回答するようにした。調査依頼状は 2012年 2月 12日に全 1,349館に発送し
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た。調査対象期間は 2012 年 2 月 12 日から 3 月 12 日である。回答者に回答結果をフィー
ドバックするため、2012年 3 月 1日に調査の案内を記したウェブページ上に 2012 年 2月
24日までに受け付けた回答の簡易的な集計結果を公表した。2012年 3月 6日には督促を兼
ねた礼状を全対象館に送付し、2012 年 3 月 12 日に調査を締めきった。但し、メールでは
なく郵送で質問紙を返送した図書館があり、実質には 2012 年 3 月 16日に研究室宛てに郵
便で届いた質問紙までを回答数に含めた。 
 調査項目は、図書館協議会について最も詳しく調べた日本図書館協会による「図書館協
議会の設置と活動：調査報告書」7)に掲載された質問内容（表 2.1参照）を参考にし、基本
的な事項を尋ねた。実際に配布した質問紙（Excelファイルのもの）は付録 3に掲載してお
り、質問紙に掲載した調査項目のみ表 4.16に示す。問 1は図書館の名称と図書館協議会の
設置の有無を聞き、「図書館協議会を設置していない」あるいは「図書館協議会を設置して
いたが廃止した」と答えた図書館はそれ以降の図書館協議会に係る質問に答える必要がな
いので、問 8 あるいは問 9 の設問に移動するようにした。問 2 から問 7 は図書館協議会を
設置している図書館に対し、どのような図書館協議会を運営しているかを尋ねる項目であ
る。問 2 では図書館協議会の設置年や設置時期、定例会の年間開催回数など図書館協議会
の基本的事項と、公募委員制度を採用しているか、採用していない場合はその理由などを
尋ねた。問 3 は図書館協議会委員の性別や年齢、所属の人数など、協議会委員の特徴を明
らかにするために尋ねている。問 4 は図書館協議会委員の交通費や謝礼、図書館協議会の
予算など、図書館財政に係る項目である。問 5 は図書館協議会の傍聴の有無や記録の公開
など、地方自治体で取り上げられることが多い情報公開制度や、公立図書館の関心が高い
業務委託や指定管理者制度などについて審議したことがあるかなど、近年の関心が高いテ
ーマと図書館協議会の関わりを明らかにするための項目である。問 6 及び問 7 は図書館条
例や法改正、協議会委員の再任や選定に係る規定など、図書館協議会に係る規則について
尋ねている。協議会委員の再任及び選定については、係る規則があるかどうかをまず尋ね、
規則がある場合はその規則について、規則がない場合は習慣として行われていることにつ
いて尋ねた。最後に、問 10では図書館協議会と同様に地域住民の意見を図書館に伝える機
能を持つ利用者懇談会及び図書館友の会について、その有無を尋ねている。 
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表 4.16 本調査の質問内容 
番号 調査の質問内容 
1-1 図書館の名称 
1-2 図書館協議会の設置の有無 
2-1 図書館協議会の名称 
2-2 図書館協議会の設置年 
2-3 図書館協議会を設置した時期 
2-4 図書館協議会委員の任期 
2-5 図書館協議会の定例会の年間開催数 
2-6 図書館協議会間の連絡組織に加入しているか 
2-7 図書館協議会委員の公募を実施しているか 
2-8 公募委員の選定に誰が関わっているか 
2-9 公募委員の選定方法 
2-10 公募を行っていない理由 
3-1 図書館協議会委員数の合計 
3-2 委員のうち男性の人数 
3-3 委員のうち女性の人数 
3-4 委員のうち 20歳未満の人数 
3-5 委員のうち 20歳以上 35歳未満の人数 
3-6 委員のうち 35歳以上 50歳未満の人数 
3-7 委員のうち 50歳以上 65歳未満の人数 
3-8 委員のうち 65歳以上の人数 
3-9 委員のうち社会教育関係者の人数 
3-10 委員のうち学校教育関係者の人数 
3-11 委員のうち過程教育関係者の人数 
3-12 委員のうち学識関係者の人数 
3-13 委員のうち公募委員の人数 
3-14 委員のその他の所属 
4-1 図書館協議会委員に交通費を支払っているか 
4-2 図書館協議会委員に謝礼を支払っているか 
4-3 年間の図書館協議会の予算額 
5-1 図書館協議会を一般市民が傍聴可能か 
5-2 傍聴に何らかの制限を課しているか 
5-3 図書館協議会で業務委託の導入について審議したことがあるか 
5-4 業務委託について審議した内容 
5-5 図書館協議会で指定管理者制度の導入について審議したことがあるか 
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5-6 指定管理者制度の導入にどのような意見を出したか 
5-7 平成 23年度に図書館協議会で審議した内容 
5-8 図書館協議会の記録をどの程度残しているか 
5-9 インターネット上で公開している情報 
6-1 図書館条例以外で図書館協議会に関する条例・規則 
6-2 図書館協議会に係る図書館法の条例の改正を知っているか 
6-3 
図書館法の改正を受けて、図書館条例や運営規則を改正する予定はある
か 
6-4 図書館協議会の再任に係る規定はあるか 
6-5 再任に係る規定としてどのようなものがあるか 
6-6 再任に係る慣習はどのようなものがあるか 
7-1 図書館協議会の選定に係る規定はあるか 
7-2 選定に係る規定としてどのようなものがあるか 
7-3 選定に係る慣習としてどのようなものがあるか 
8-1 図書館協議会を設置しない理由 
9-1 図書館協議会を設置していたが廃止した理由 
10-1 利用者懇談会を開催しているか 
10-2 図書館友の会またはそれに類する団体があるか 
10-3 図書館友の会またはそれに類する団体名 
  自由記述 
 
 
 
4.2.2. 調査の回答数 
 
 本調査は各自治体の中央図書館全 1,349 館に調査依頼状を送付し、アンケートフォーム
や Excel ファイルでの回答数は 756 館である。そのうち有効回答数は 754 館で、回収率が
56.0％、有効回答率が 55.9％となった。調査対象館及び回答館を設置母体別に集計したも
のを表 4.17 に示す。都道府県では回答率が 85.1％となり、次に区が 73.9%、市が 56.6%、
町村が 51.6%と順に回収率が減少している。この回収率には、図書館協議会の設置母体別
の設置率や、図書館によるインターネット環境が影響している可能性がある。 
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表 4.17 調査対象及び調査回答館の設置母体 
  都道府県 区 市 町村 合計 
調査対象館 47 23 775 504 1,349  
回答館 40 17 439 260 756 
回収率 85.1% 73.9% 56.6% 51.6% 56.0% 
 
 
4.3. 本研究の調査結果 
 
 本調査の調査結果を以下に述べる。調査結果は以下の項目に分けて記述する。本調査の
集計結果の他、2000年調査や 2006年調査など、他の調査結果も引用し比較する。 
 
4.3.1. 図書館協議会の設置率 
4.3.2. 図書館協議会の任期、年会開催回数、設置時期、連絡協議会など 
4.3.3. 図書館協議会委員の人数、性別、所属、年齢など 
4.3.4. 図書館協議会の公開生：公募、傍聴、記録など 
4.3.5. 図書館協議会の経費 
4.3.6. 図書館協議会の審議内容 
4.3.7. 図書館協議会以外の住民参加 
 
 
4.3.1. 図書館協議会の設置率 
 
 本調査による図書館協議会の設置館数及び設置率を表 4.18 に示す。本調査では「図書館
協議会を設置している」、「図書館協議会を設置していない」の他に、「図書館協議会を設置
していたが廃止した」という選択肢を加えた。図書館協議会を設置しているのは 754 館中
560館で、本調査の設置率は 74.3%になる。設置していたが廃止した図書館は 32館と、4.2%
の図書館が図書館協議会を途中で廃止したと答えた。 
先行研究の設置率と比較するために、全国公共図書館協議会 8)及び日本図書館協会 9), 10), 
11)による調査の図書館協議会設置率を表 4.19 に示す。社会教育調査でも図書館協議会の設
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置率を調べているが、その集計結果は図書館単位でした明らかにされていない。本調査や
2000 年調査、2006 年調査では 1 つの自治体に複数の図書館協議会が設置されている場合
と、そうでない場合の混合を避けるため図書館単位での設置率は集計しておらず、社会教
育調査の結果とは比較しない。 
先行研究の結果を比べると、基本的に自治体単位での図書館協議会設置率は 70%前後で
あることが分かる。本調査の設置率は 74.3%と他の調査よりも高いが、調査の回答方法の
違いや、市町村合併による設置館数の増加の影響が考えられる。図 4.7に 2002年から 2012
年の市町村合併による市町村数の推移を示す 12)。2005 年の平成の大合併により、2002 年
には 3,218自治体だったが、2006年には1,821自治体と市町村数が半減した。大合併は 2004
年からの 2年間に行われたが、2006年調査で分館への図書館協議会の設置数の増加や、自
治体単位でも図書館協議会の設置率が増加している。また、表 4.20 に示すように、本調査
で図書館協議会を設置した時期を「市町村合併時」と答えた図書館が 45館、8.4%あり、市
町村合併による図書館の新設、合併を機に図書館協議会を設置する図書館があることが分
かる。 
 
表 4.18 現在、図書館協議会を設置しているか 
  館数 割合 
図書館協議会を設置している 560 74.3% 
図書館協議会を設置していない 162 21.5% 
図書館協議会を設置していたが廃止した 32 4.2% 
合計 754 100.0% 
 
 
 
表 4.19 先行研究における協議会設置率 
    
本調査結果 
（2012） 
全国公共図
書館協議会
（2008） 
日図協調査
（2006）7) 
日図協調査
（2000）8) 
日図協調査
（1985）9) 
自治体
単位 
回答館  754 1,013  1,357 1,686 1,344  
設置館  560 664  945  1,157 953  
設置率  74.3% 65.5% 69.6% 68.6% 70.9% 
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表 4.20 図書館協議会を設置した時期 
  館数 割合 
図書館設置以前 23 4.3% 
図書館設置と同時 238 44.5% 
図書館設置後 229 42.8% 
市町村合併時 45 8.4% 
合計 535 100.0% 
 
 
 
図 4.7 市町村数の推移（総務省） 
 
 
 図書館協議会の設置館数について、設置母体別に表 4.21に示した。Pearsonのχ2検定を
適用すると、χ=68.139、p<0.01で有意差が認められた。度数が 5以下の回答もあるため、
Fisherの直接確率検定も行ったが、同様に p<0.01で有意差が認められた。サンプル数が十
分でない点に留意しつつ、設置区分別の特徴を見るために、Haberman の残差分析を行い、
その結果も表 4.6の館数に示している。区立図書館及び町村群立図書館が図書館協議会を設
置している確率は有意に低く、また市立図書館が図書館協議会を設置している確率は期待
値よりも有意に高い。町村立図書館の割合は「設置している」が「設置していない」より
3,218  3,190  
3,100  
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も高いものの、「設置している」の調整済み残差は-3.9 であり、理論値よりも設置率が低い
ことが分かる。つまり、町村図書館は都道府県や市立図書館に対して、設置率が有意に低
いということである。また、区立図書館は最も図書館協議会を設置していない傾向にある。 
 
表 4.21 設置母体別設置数及び残差分析 
  
図書館協議会
を設置している 
図書館協議会を
設置していない 
図書館協議会を設置し
ていいたが廃止した 
合計 
都道府県 
館数 35* 4 1 
40 
割合 87.5% 10.0% 2.5% 
区 
館数 2** 15** 0 
17 
割合 11.8% 88.2% 0.0% 
市 
館数 354** 69** 16 
439 
割合 80.6% 15.7% 3.6% 
町村 
館数 171** 74** 15 
260 
割合 65.8% 28.5% 5.8% 
合計 562 162 32 
756 
割合 74.3% 21.4% 4.2% 
** p＜0.01で有意 * p＜0.05で有意 
 
 
 図書館の規模を測る指標として蔵書冊数を選択し、蔵書冊数別に図書館協議会の設置館
数を表 4.22に示した。この蔵書冊数は「日本の図書館 2011：統計と名簿」13)から引用し
ている。調査対象が各自治体に 1 つの図書館協議会であるため、比較対象として自治体単
位の蔵書冊数を採用した。Pearsonのχ2検定を適用すると、χ＝38.763、p<0.01で有意差
が認められた。サンプル数が十分でない点に留意しつつ、設置区分別の特徴を見るために、
Haberman の残差分析も実施し、有意差の結果を館数に示している。蔵書冊数が 5万冊未
満の図書館が「設置していない」確率が期待値よりも有意に高く、また 20 万冊以上 50 万
冊未満の図書館が「設置している」と答える割合も高い。しかし、5万冊以上 10万冊未満、
並びに 50万冊以上の図書館は有意差がなく、20万冊以上 50万冊未満の図書館よりも設置
率が低くなっている。このことから、蔵書冊数が多ければ（規模が大きければ）図書館協
議会の設置率が高いわけではなく、20万冊以上 50万冊未満と、比較的中規模の図書館で図
書館協議会が設置されやすいことが明らかである。 
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表 4.22 蔵書冊数別の図書館協議会設置館数 
    
図書館協議会
を設置している 
図書館協議会を
設置していない 
図書館協議会を設置
していたが廃止した 
合計 
50万冊以上 
館数 118 36 6 
160 
割合 46.8% 46.8% 6.5% 
20万冊以上
50万冊未満 
館数 171** 23** 8 
202 
割合 73.9% 22.5% 3.5% 
10万冊以上
20万冊未満 
館数 136 41 9 
186 
割合 73.1% 22.0% 4.8% 
5万冊以上
10万冊未満 
館数 105 32 5 
142 
割合 84.7% 11.4% 4.0% 
5万冊未満 
館数 29** 29** 4 
62 
割合 73.8% 22.5% 3.8% 
合計 559 161 32 
752 
割合 74.3% 21.4% 4.3% 
** p＜0.01で有意 * p＜0.05で有意 
 
 
 蔵書冊数別で異なる図書館協議会設置率の差の理由を検討するために、「図書館協議会を
設置しない」と回答した図書館の協議会を設置しない理由を、先ほどの蔵書冊数別に表 4.23
に示した。この設問は複数回答可能であり、館数の下に示した割合は蔵書冊数別に対する
回答数の割合である。 
 回答の内訳をみると、蔵書冊数が 5万冊未満、あるいは 5万冊以上 10万冊未満の小規模
図書館では、「図書館協議会を設置するための人材が不足しているため」あるいは「図書館
協議会を設置するための予算がないため」といった財政上の理由がそれぞれ 33.3%、48.0%
と多いが、蔵書冊数が 50 万冊以上と比較的大規模な図書館では、「図書館協議会は必要な
いと考えているため」図書館協議会を設置していない図書館 48.0%と最も多いことが分か
る。 
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表 4.23 蔵書冊数別の図書館協議会を設置しない理由 
 
必要ない
と考えて
いるため 
設置するため
の人材が不足
しているため 
設置するた
めの予算が
ないため 
委員に該当する
と思われる人物
がいないため 
協議会に類
似する組織
があるため 
今後設置
予定である 
分からない その他 合計 
50万冊以上 
12 1 2 0 8 3 3 10 39 
48.0% 3.3% 8.0%   15.4% 14.3% 14.3% 58.8% 19.9% 
20万冊以上 
50万冊未満 
4 3 1 0 10 1 5 2 26 
16.0% 10.0% 4.0%   19.2% 4.8% 23.8% 11.8% 13.3% 
10万冊以上 
20万冊未満 
4 6 7 0 18 4 7 0 46 
16.0% 20.0% 28.0%   34.6% 19.0% 33.3% 0.0% 23.5% 
5万冊以上 
10万冊未満 
3 10 12 4 9 6 3 2 49 
12.0% 33.3% 48.0% 80.0% 17.3% 28.6% 14.3% 11.8% 25.0% 
5万冊未満 
2 10 3 1 7 7 3 3 36 
8.0% 33.3% 12.0% 20.0% 13.5% 33.3% 14.3% 17.6% 18.4% 
合計 25 30 25 5 52 21 21 17 196 
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 また、同様に図書館協議会を設置していたが廃止した図書館についてその理由を尋ねた。
この設問は複数回答可能である最も多かった理由は「図書館協議会に類似する組織がある
ため」で 32 館中 20 館（62.5%）が答えた。次に「予算を確保できなかったため」という
理由を 32館中 4 館（12.5%）が答えている。その他の自由記述では、社会教育委員会議な
どその他の社会教育分野の審議会で図書館の審議を行うため、統合したとの記述もあった。
設置しない理由と同様に蔵書冊数別の理由もみたが、「予算を確保できなかったため」と答
えた図書館は 10 万から 50 万冊未満の中規模図書館であった。類似組織を理由に挙げた図
書館は蔵書冊数の規模に拘らずみられた。図書館協議会を廃止した図書館では、図書館協
議会を独立させるのではなく、社会教育施設の 1 つとして他の社会教育施設と同じ審議会
で審議する方針が最も多くみられた。 
 
表 4.24 図書館協議会を設置していたが廃止した理由（複数回答可能） 
  館数 割合 
予算を確保できなかったため 4 12.5% 
図書館協議会委員を確保できなかったため 1 3.1% 
図書館側の担当者を確保できなかったため 1 3.1% 
図書館協議会委員に類似する組織があるため 20 62.5% 
特に必要ないと判断したため 3 9.4% 
分からない 2 6.3% 
その他 8 25.0% 
回答館数 32 100.0% 
合計 39 121.9% 
 
 
 
4.3.2. 図書館協議会の任期、年間開催回数、設置時期、連絡協議会など 
 
図書館協議会委員の任期を図 4.8 に示す。図書館協議会委員の任期は 554 館中 540 館
（97.5%）とほとんどの図書館が 2年としていた。 
図書館協議会委員の任期は 2 年だが、任期が満了しても、再任が可能であれば長期的に
図書館協議会に携わることが可能である。そこで、各図書館で図書館協議会委員の再任に
関する規定（成文化されたもので、内規・申し合わせ事項等を含む）が定められているか
を尋ね、その結果を図 4.9に示す。再任の規定は、551館中 278館（50.5%）と約半数の図
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書館で定めら得ているが、273館（49.5%）の図書館では定められていない。規定を定めて
いる図書館について、再任に係る規定の内容を尋ねて表 4.25に示す。再任に関して、「継続
できない」と答えているのは 8館（3.0%）と少なく、「任期は無制限に継続できる」または
「再任の規定がない」と答えた図書館がそれぞれ 134 館（49.6%）と 64 館（23.7%）と多
い。また、再任に係る規定がないと答えた図書館について、慣習としてどのように対処し
ているか尋ねた結果を 4.26に示しているが、この場合も「任期後も継続可能である」が 183
館（69.1%）と最も多い。以上のことから、図書館協議会委員の任期が定められつつも、一
般的に再任が許され、図書館協議会委員が図書館協議会に携わる年数に制限が講じられて
いないことが分かる。「第 2章 先行研究」で、自治体の過疎化などにより審議会に適した
人物が少ないために運営が困難な事例について述べた。多くの場合、アメリカの図書館委
員会は委員になる資格を定めておらず、誰でも委員になることができるが、図書館協議会
委員は 2012年まで図書館法で委員の資格が定められており、資格に適した地域住民が少な
い場合は既に務めている図書館協議会委員を再任できなければ運営が困難になる。協議会
委員を再任することで、図書館の知識を有した人物に図書館運営への参画を継続して依頼
できる利点もあるが、利用者懇談会のように多様な地域住民の意見を取り入れることは難
しくなる。 
 
 
 
図 4.8 図書館協議会委員の任期 N=554 
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図 4.9 図書館協議会委員の再任に係る規定があるか N=551 
 
表 4.25 図書館協議会委員の再任に関する規定の内容 
 
館数 割合 
任期は継続することができない 8 3.0% 
任期は一定回数計測することができる 47 17.4% 
任期は無制限に継続できる 134 49.6% 
再任は妨げない 64 23.7% 
その他 17 6.3% 
合計 270 100.0% 
 
表 4.26 図書館協議会委員の再任に係る慣習 
 
館数 
ケース
の割合 
任期は継続しないよう配慮する 6 2.3% 
任期後も継続可能である 183 69.1% 
特にない 83 31.3% 
その他 9 3.4% 
回答館数 265 100.0% 
合計 281 106.0% 
 
50.5% 
49.5% 
再任に係る規定がある 
再任に係る規定がない 
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 図書館協議会委員の再任と同様に、委員の選定についても尋ねた。図書館条例や図書館
協議会運営規則の選定に係る規定の有無を図 4.10 に示す。530 館中 304 館（57.4%）が選
定に係る規定を設けており、再任（50.5%）よりも選定のほうが規定として設けられること
が多い。規定を設けている図書館について、選定の規定の内容を表 4.27 に示す。また、規
定を設けていない図書館については選定について行われている慣習の内容を尋ね、その結
果を表 4.28 に示す。規定、慣習どちらも、図書館法第 15 条に定められていた「図書館協
議会委員は学識経験者、家庭教育関係者、社会教育関係者、学校教育関係者などに属する
者」との規定が多いただし、規定では 296 館中 242 館と 81.8%で第 15 条が用いられてい
たが、慣習では 227 館中 123 館（54.2%）と規定ほど高くない。また、慣習ではあまり差
はないが、規定では図書館長よりも教育委員会による推薦・任命の割合が高い。自由記述
を付録 4.16 及び付録 4.17 に掲載しているが、2011 年の図書館法改正により委員の選定に
係る条例を改正する図書館もある。 
 
 
 
 
図 4.10 図書館協議会委員の選定に係る規定があるか N=530 
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表 4.27 図書館協議会委員の選定に関する規定の内容 
  館数 
ケースの
割合 
図書館協議会委員は図書館員（館長含む）が推薦・任命する者である 18 6.1% 
図書館協議会委員は教育委員会が推薦・任命する者である 93 31.4% 
図書館協議会委員が推薦する者である 2 0.7% 
図書館協議会委員は当該地方自治体に居住もしくは勤務する市民で
ある 
19 6.4% 
図書館協議会委員は学識経験者、家庭教育関係者、社会教育関係
者、学校教育関係者などに属する者 
242 81.8% 
公募委員 16 5.4% 
その他 1 0.3% 
回答館数 296 100.0% 
合計 391 132.1% 
 
 
表 4.28 図書館協議会委員の選定に係る慣習 
  館数 
ケース
の割合 
図書館協議会委員は図書館員（館長含む）が推薦・任命する者である 63 27.8% 
図書館協議会委員は教育委員会が推薦・任命する者である 61 26.9% 
図書館協議会委員が推薦する者である 24 10.6% 
図書館協議会委員は当該地方自治体に居住もしくは勤務する市民で
ある 
54 23.8% 
図書館協議会委員は学識経験者、家庭教育関係者、社会教育関係
者、学校教育関係者などに属する者である 
123 54.2% 
公募委員 15 6.6% 
特に選定の基準はない 40 17.6% 
その他 23 10.1% 
回答館数 227 100.0% 
合計 374 164.8% 
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 図書館協議会の年間開催回数を表 4.29及び図 4.11に示す。1年間で開催される回数なの
で、図書館協議会委員の任期が 2 年の場合は、年間開催回数が 2 回の場合図書館協議会委
員の任期中に計 4 回開催されることになる。図書館協議会の開催回数は 2 回が最も多く、
557館中 274館で 49.4%を占める。次に 3回が 124館（22.3%）、1回と答えた館は 104館
（18.7%）ある。図書館協議会の年間開催回数が 2回の図書館は、2000年調査では 41.9%、
2006年調査では 47.4%で、本調査では 49.4％と、年々増加し、年間 2回の開催数がより定
着していることがわかる。 
 図書館の規模により図書館協議会の年間開催回数が異なるのではという仮説を立て、年
間開催回数を蔵書冊数別に表 4.30 に示した。蔵書冊数別に見たどの図書館でも、最も多い
のは協議会を年間 2 回開催する図書館協議会である。しかし、「1 回」と「3 回」を比べた
際、10万冊未満の図書館では「1回」と答える図書館が「3回」と答える図書館よりも多い
が、10万冊以上の図書館では「1回」よりも「3回」と答える図書館の方が多い。最も差が
あるのは図書館協議会の設置率が最も高かった20万冊以上50万冊未満の図書館で、「1回」
が 11.3%であるのに対し、「3 回」が 28.6%である。ある程度図書館の規模が大きければ、
規模が小さい図書館よりも予算などに余裕があり、図書館協議会を多く開催できる可能性
がある。 
 図書館協議会の年間開催回数が特に多かった図書館の特徴をみるため、年間の開催回数
が「6回以上」と答えた図書館を表 4.31に一覧で示す。蔵書冊数は 5万冊以上 10万冊未満、
あるいは 50万冊以上と中規模から大規模の図書館が多い。また、図書館協議会委員の公募
を 7 館中 4 館が実施しており、協議会の傍聴及びウェブでの情報公開は最も規模の小さい
町村立図書館以外は全て実施している。協議会の年間開催回数に加え、地域住民への情報
公開にも努めており、図書館協議会を積極的に運営する意識が高い図書館だと考えられる。 
 
表 4.29 図書館協議会の年間開催回数 
  図書館協議会の年間開催回数 
平均値 2.27 
中央値 2.00 
最頻値 2.00 
分散 1.30 
最小値 0.00 
最大値 14.00 
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図 4.11 図書館協議会の年間開催回数 N=557 
 
 
表 4.30 蔵書冊数別図書館協議会の年間開催回数 
    1回 2回 3回 4回 5回 6回 
7回
以上 
合計 
50万冊以上 
館数 15 53 22 20 1 2 2 
115 
割合 13.0% 46.1% 19.1% 17.4% 0.9% 1.7% 1.7% 
20万冊以上
50万冊未満 
館数 19 84 48 14 1 1 1 
168 
割合 11.3% 50.0% 28.6% 8.3% 0.6% 0.6% 0.6% 
10万冊以上
20万冊未満 
館数 28 71 29 5 1 1 0 
135 
割合 20.7% 52.6% 21.5% 3.7% 0.7% 0.7% 0.0% 
5万冊以上
10万冊未満 
館数 34 51 17 2 0 0 0 
104 
割合 32.7% 49.0% 16.3% 1.9% 0.0% 0.0% 0.0% 
5万冊未満 
館数 7 13 6 2 0 0 0 
28 
割合 25.0% 46.4% 21.4% 7.1% 0.0% 0.0% 0.0% 
合計 103 272 122 43 3 4 3 
550 
割合 18.7% 49.5% 22.2% 7.8% 0.5% 0.7% 0.5% 
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表 4.31 年間 6回以上図書館協議会を開催している図書館 
都道
府県 
設置母
体 
年間開
催回数 
蔵書冊数 奉仕人口 
公募の
実施 
傍聴の
実施 
ウェブに
情報を公
開 
愛知 市立 6 50万冊以上 200万人以上 × ○ ○ 
山梨 町村立 6 
10万冊以上 
50万冊未満 
5万人未満 × × × 
東京 市立 6 50万冊以上 
10万人以上 
20万人未満 
○ ○ ○ 
東京 市立 6 
20万冊以上 
50万冊未満 
5万人以上 
10万人未満 
○ ○ ○ 
東京 市立 9 50万冊以上 
10万人以上 
20万人未満 
○ ○ ○ 
東京 町村立 10 50万冊以上 
20万人以上 
50万人未満 
× ○ ○ 
新潟 町村立 14 
20万冊以上 
50万冊未満 
5万人以上 
10万人未満 
○ ○ ○ 
 
 図書館協議会の設置年度を 1950 年以降 10 年毎に区分し集計したものを表 4.32 に示す。
年々設置館数が増加しており、最も多いのは 2000年代となっている。これは平成の大合併
をきっかけに図書館協議会を設置する図書館が多くみられたためであると考えられる。 
表 4.32 図書館協議会の設置年度 
  館数 割合 
1949年以前 2 0.4% 
1950年代 62 11.5% 
1960年代 42 7.8% 
1970年代 68 12.7% 
1980年代 91 16.9% 
1990年代 109 20.3% 
2000年代 149 27.7% 
2010年代 14 2.6% 
合計 537 100.0% 
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 日本図書館協会の1985年の調査で「図書館協議会間の連絡組織に加入しているかどうか」
について調べており、都道府県内の自治体が設置する図書館協議会間の連絡組織が 42都道
府県中 8県（17.2%）に設置されていることが明らかにされている。図書館協議会間の連絡
組織は、都道府県内の自治体間だけでなく、都道府県の異なる自治体の図書館協議会の情
報を相互に共有することも考えられ、本調査は各自治体に図書館協議会間の連絡組織に加
入しているかどうかを尋ねた。表 4.33から、図書館協議会間の連絡組織に加入している図
書館は 552館中 110館（19.9%）であることがわかる。 
 図書館協議会の調査を行った平野 14)は、図書館協議会をより良い活動にするために 2つ
の改善点を提起したが、その 1つに図書館協議会相互の情報交換の促進を挙げている。そ
れぞれの自治体で取り組んでいる活動実績や経験を共有化することで、より効果的に図書
館協議会の運営が可能になると指摘されるが、設置率は少ないものの図書館協議会間の連
絡組織はその役割を果たしており、図書館協議会間の連絡組織を運用することが図書館協
議会のノウハウなど情報共有に繋がる。 
 
表 4.33 図書館協議会間の連絡組織に加入しているか 
  館数 割合 
図書館協議会間の連絡組織に加
入している 
110 19.9% 
図書館協議会間の連絡組織に加
入していない・連絡組織がない 
442 80.1% 
合計 552 100.0% 
 
 
 2011年の図書館法改正を知っていたか尋ねた結果を図 4.12に示した。法改正の際には文
部科学省などから各自治体に通達が届くため、ほとんどの図書館が図書館法改正を認識し
ていた。また、図書館協議会委員の属性を定めた図書館法第 15条の改正を受けて、各自治
体で定められている図書館条例や図書館協議会に係る条例、規定の改正を行った（改正す
る予定があるか）かどうかを尋ねた結果を図 4.13 に示す。図書館協議会委員の属性に関す
る規定は図書館法から削除されたものの図書館法施行規則に新たに記されており、その方
針は変わらない。しかし、この変更により 448 館（81.9%）で条例などが改正されていた。
図書館法施行規則への移植により、自治体への規制が弱まり、より自由な図書館協議会の
運営を促していると考えられる。 
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図 4.12 2011年の図書館法改正を知っていたか N=552 
 
 
図 4.13 2011年の図書館法改正を受けて、図書館協議会に係る条例や規則を改正したか（改
正する予定があるか） N=547 
 
 
 
 
 
92.4% 
7.6% 
図書館法改正を知って
いた 
図書館法改正を知らな
かった 
81.9% 
18.1% 
改正する予定がある
（改正した） 
改正する予定がない
（改正していない） 
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4.3.3. 図書館協議会委員の人数、性別、所属、年齢など 
 
 図書館協議会を構成する委員数について尋ねた。その結果を表 4.34 及び図 4.14 に示す。
10名が 551館中 206館（37.4%）と最も多い。2000年調査及び 2006年調査でも協議会委
員数を尋ねており、協議会開催数は年を追うごとに最も多い「2回」が占める割合は増加し
ていたが、協議会委員数は 2000年調査（39.7%）、2006年調査（38.8%）、本調査結果（37.4%）
と、年を追うにつれ最も多い「10名」が占める割合は減少している。2006年調査で協議会
委員数が 11名以上だった図書館は 967館中 153館（15.8%）であるが、本調査では 551館
中 90館（16.3%）と僅かに割合が増加している。平均値も 9.13から 9.15に微増しており、
僅かながらではあるが、図書館協議会の委員数が増加していることがわかる。 
開催回数と同様に、図書館協議会委員数の蔵書冊数別に差が生じるか分析するために、
委員数を最小値の 5名から 17名まで 3名ずつに区分してクロス集計を行い、その結果を表
4.35 に示した。この結果に Pearson のχ2検定を適用すると、χ=69.954、p<0.01 で有意
差が認められた。サンプル数が十分でない点に留意しつつ、Haberman の残差分析を行い、
その結果も表 4.6の館数に示している。調整済み残差の値から、5万冊未満および 5万冊以
上 10 万冊未満の図書館協議会の委員数が「5 名以上 7 名以下」である確率が p<0.01 で有
意に高いが、「8名以上 10名未満」となる確率は有意に低い。20万冊以上 50万冊未満及び
50 万冊以上の図書館では「5 名以上 7 名以下」となる確率が有意に低く、20 万冊以上 50
万冊未満の図書館では「8 名以上 10 名以下」になる確率が他の蔵書冊数の図書館よりも有
意に高いという結果となった。つまり、蔵書冊数の少ない小規模な図書館では図書館協議
会の構成委員数が少なくなり、蔵書冊数がより多く、かつ協議会設置率の高い中規模の図
書館では構成委員数が多い傾向があることが伺える。 
 
表 4.34 図書館協議会委員数 
  図書館協議会委員数 
平均値 9.15 
中央値 10.00 
最頻値 10.00 
分散 6.50 
最小値 5.00 
最大値 20.00 
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図 4.14 図書館協議会の委員数 N=551 
 
 
表 4.35 蔵書冊数別の図書館協議会の構成委員数 
    
5名以上 
7名以下 
8名以上
10名以
下 
11名以
上 13名
以下 
14名以
上 16名
以下 
17名以
上 
合計 
50万冊以上 
館数 17** 67 22 11 0 
117 
割合 14.5% 57.3% 18.8% 9.4% 0.0% 
20万冊以上
50万冊未満 
館数 31** 114** 13 11 1 
170 
割合 18.2% 67.1% 7.6% 6.5% 0.6% 
10万冊以上
20万冊未満 
館数 36 79 10 7 1 
133 
割合 27.1% 59.4% 7.5% 5.3% 0.8% 
5万冊以上
10万冊未満 
館数 49** 42** 8 3 1 
103 
割合 47.6% 40.8% 7.8% 2.9% 1.0% 
5万冊未満 
館数 17** 8** 1 1 0 
27 
割合 63.0% 29.6% 3.7% 3.7% 0.0% 
合計 150 310 54 33 3 
550 
割合 27.3% 56.4% 9.8% 6.0% 0.5% 
** p＜0.01で有意 * p＜0.05で有意 
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 次に、図書館協議会委員の性別による人数について述べる。 
近年、審議会における女性委員の人数比について関心が高まりつつある。例えば、2006
年 4 月に男女共同参画推進本部が公表した「国の審議会等における女性委員の登用の促進
について」15)では、“国の審議会等は、国民の意見を的確に反映できるような委員構成であ
る必要”があり、“委員の人選にあたっては、公募等を活用し、男女双方からの応募が促進
されるよう配慮しつつ、配属や肩書き、経験年数にとらわれず、幅広い人材採用に努める”
べきであると述べ、審議会等の女性委員の割合に数値目標を設定した。具体的には、2010
年度末までに審議会の女性委員の割合が少なくとも 33.3%になるように、また専門委員に
ついては女性委員の割合が 20%になるように努めるというものである。また、2008年には
男女共同参画局 16)が国の審議会等における女性委員の参画状況を調査し、国の審議会委員
1,873 人中、女性委員は 607 人おり、女性委員の占める割合は 32.4％であること、また専
門委員では 15.1%と、2006 年に提示した目標にはまだ届いていない実態を明らかにした。
他にも、男女共同参画局 17)は都道府県、市区町村別の審議会等委員への女性の登用率を調
査しており、法律や政令及び条令により設置されている審議会等委員に占める女性の割合
について、都道府県の審議会等は 28.6％、政令指定都市の審議会等は 29.7％、市区町村の
審議会等は 21.0％（うち市区は 25.2％、町村は 19.2％）であることを明らかにした10。 
 図書館協議会は審議会の 1 つであり、男女共同参画局が求める目標に含まれる。また、
地域住民の意見を公平に取り入れるためには、協議会委員に性別による偏りがない方が望
ましいのではないかと考えられる。図書館協議会の女性の割合をその他の審議会と比較す
るため、本調査の結果から図書館協議会の女性委員の登用率について調べる。本調査の結
果、全図書館協議会委員 5,044人のうち、男性が 2,374人（47.1%）、女性が 2,620人（51.9%）
であり、図書館協議会は女性が過半数を占めることが明らかとなった。男女共同参画局 18)
の調査で都道府県に必置義務のある審議会のうち 45機関の個別の男女比率が算出されてお
り、その中から女性の比率が 40%以上のものを表 4.36に示したが、図書館協議会より女性
比率の高い審議会は准看護師試験委員のみであり、図書館協議会の女性委員比率は他の審
議会と比較しても十分に高いことがわかる。准看護師試験委員は図書館と同様に女性職員
の割合が高い看護師に係る審議会であり、審議会の女性比率はその審議会が係る職種の女
性比率に拘るのではないかと考えられる。 
都道府県、市区、町村の自治体区分別に図書館協議会の女性比率を表 4.37 に示す。比較
対象として、男女共同参画局の調査による設置母体別の女性比率を引用している。男女共
同参画局調査の結果から、審議会全体では都道府県が最も女性比率が高く、市区、町村と
                                                   
10 ただし、この調査の調査対象は必置義務のある審議会のみであり、設置が努力義務であ
る図書館協議会は含まれていない。 
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その割合が低下しているのに対し、図書館協議会委員は都道府県が 48.5%と最も低く、そ
の次に市が、そして町村が女性委員比率が最も高いという逆の構造になっていた。所属別
の男女比率は調査項目に含まれていないため、図書館協議会委員のどの所属に女性委員が
多いのか、もしくは全ての所属で同程度女性委員比率が高いのかはわからないが、図書館
協議会委員に女性が多く、町村など規模の小さい自治体ほどより女性委員を登用している
ことが明らかになった。 
 
 
表 4.36 法律又は政令により地方公共団体に置かなければならない審議会等委員の女性比
率が高い審議会（男女共同参画局の調査より） 
審議会名 女性の割合 
准看護師試験委員 53.8% 
土地利用審議会 42.2% 
土地収用事業認定審議会 43.5% 
教科用図書選定審議会 42.1% 
麻薬中毒審議会 41.2% 
開発審査会 41.0% 
建築審査会 40.4% 
 
 
 
表 4.37 自治体別の女性委員比率 
    都道府県 市区 町村 
法律、政令及び条令により設置
されている審議会等委員（男女
共同参画局） 
28.6% 25.2% 19.2% 
図書館協議会委
員（本調査結果） 
委員数 340 3,360 1,344 
女性委員数 165 1,739 716 
割合 48.5% 51.8% 53.3% 
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 2012 年の図書館法改正以前は、図書館法第 15 条に図書館協議会委員の資格が定められ
ていた。図書館協議会に、第 15条に規定されていた所属のうち、どの所属から何名の委員
が任命されているかを明らかにするため、委員の所属を尋ねた。図書館協議会委員の合計
に対する所属の割合を図 4.15 に示す。また、設置母体別の所属委員の割合を比較するため
に、設置母体別にクロス集計したものを表 4.38 に示した。所属の割合はそれぞれの設置母
体の構成委員数に対して算出している。 
都道府県では学識関係者が 335 名中 141 名おり、42.1%を占めている。これは全体の
28.6%よりも高い。市区、町村でも最も割合の高い属性は学識経験者だが、その割合は 27%
前後と都道府県ほど高くない。その代わりに、社会教育経験者や学校教育関係者の割合が
都道府県よりも高く、学識経験者の割合と同程度有しているなど、市区・町村では協議会
委員の所属の割合が都道府県よりも均等である。学識経験者は、学校長や大学教授など、
限られた人物が選ばれることが多い。特に大学教授は人数が少なく、規模の小さい自治体
などでは地域住民にいない場合もある。そのため、都道府県は他の自治体よりも人材が豊
富で、学識経験者を多く任命できるが、市区・町村では足りない人材を他の所属で補って
いる可能性もある。しかし、地域住民の意見をより広く取り入れるためには、所属に偏り
のない方が好ましい。市区・町村は所属による偏りが少なく、より広い地域住民からの意
見を聞くことができ、一方都道府県では学識経験者を多く採用することで、より専門的な
図書館協議会の運営が可能である。 
 
図 4.15 図書館協議会委員の所属 N=4,761 
 
25.3% 
23.9% 
16.1% 
28.6% 
6.0% 
社会教育関係者 
学校教育関係者 
家庭教育関係者 
学識関係者 
公募委員 
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表 4.38 設置母体別協議会委員数の所属による集計 
    
都道府
県 
市区 町村 合計 
図書館協議会数 35 352 165 552 
構成委員数 340  3,360  1,344  5,044  
社会教育関係者 
人数 67 805 322 1194 
割合 20.0% 25.3% 26.9% 25.3% 
学校教育関係者 
人数 60 745 320 1125 
割合 17.9% 23.4% 26.8% 23.9% 
家庭教育関係者 
人数 37 519 205 761 
割合 11.0% 16.3% 17.2% 16.1% 
学識関係者 
人数 141 885 325 1351 
割合 42.1% 27.8% 27.2% 28.6% 
公募 
人数 30 232 23 285 
割合 9.0% 7.3% 1.9% 6.0% 
合計 人数 335  3,186  1,195  4,716  
 
 
 図書館協議会委員の所属と同様に、20歳から 65歳まで 15歳ずつ区分し、図書館協議会
委員の年齢についても調べた。全体に対する年齢の割合を図 4.16に示す。結果から、50歳
以上 65 歳未満の図書館協議会委員が最も多く、53.4%と約半数を占めている。次に多いの
は 65 歳以上（27.2%）で、図書館協議会委員に若い世代が少ないことが明らかである。所
属と同様に、設置母体別の図書館協議会委員の年齢別委員数を表 4.39 に示す。設置母体に
よる差を比較するため、年齢別委員数の割合は設置母体別の合計に対して算出している。
どの自治体でも最も多いのは 50 歳以上 65 歳未満であるが、都道府県が市区・町村よりも
僅かに高い。ただし、市区・町村では都道府県よりも 65歳以上の割合が高く、やはりどの
自治体においても、50 歳以上と高齢の図書館協議会委員が多い。この原因として、図書館
協議会の開催が平日日中である場合が多く、フルタイムで勤務している社会人が協議会委
員になりにくいことが考えられる。しかし、図書館協議会委員が中高年ばかりになると、
若い世代の図書館への要望が取り入れにくくなる。また、アメリカの図書館委員会の機能
（表 2.2 参照）に「7）市民への図書館 PR」があり、この役割は現在の図書館協議会にも
期待できるが、協議会委員の多くを中高年が占めてしまうと、若い世代への図書館のアピ
ールがしにくくなってしまう。図書館協議会をより効果的に機能させるためには、高齢の
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協議会委員だけでなく、比較的若い世代を協議会委員に任命し、若者の図書館への要望を
図書館の運営に取り入れるべきではないだろうか。 
 
 
図 4.16 図書館協議会委員の年齢 N=4,710 
 
 
表 4.39 設置母体別協議会委員の年齢による集計 
    都道府県 市区 町村 合計 
図書館協議会数 35 352 165 552 
構成委員数 340  3,360  1,344  5,044  
20歳以上 35歳未満 
総数 7 57 39 103 
割合 2.1% 1.8% 3.0% 2.2% 
35歳以上 50歳未満 
総数 50 529 234 813 
割合 15.3% 17.1% 18.2% 17.3% 
50歳以上 65歳未満 
総数 221 1610 682 2513 
割合 67.6% 52.0% 52.9% 53.4% 
65歳以上 
総数 49 898 334 1,281  
割合 15.0% 29.0% 25.9% 27.2% 
年齢のみ合計 327  3,094  1,289  4,710  
 
2.2% 
17.3% 
53.4% 
27.2% 
20歳以上35歳未満 
35歳以上50歳未満 
50歳以上65歳未満 
65歳以上 
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 設置母体と同様に、蔵書冊数別にも図書館協議会の所属及び年齢別の集計を行った。所
属による集計は表 4.40に、年齢による集計は表 4.41に示している。女性委員は、蔵書冊数
が少ない図書館ほどその比率が高くなっている。逆に、学識経験者は蔵書冊数が多いほど
割合が高い。これが、設置母体の傾向と類似しており、設置母体の差と図書館の規模の差
は同じ傾向にあると考えられる。 
 
 
表 4.40 蔵書冊数別図書館協議会委員の所属による集計 
    
5万冊
未満 
5万冊以上
10万冊未満 
10万冊以上
20万冊未満 
20万冊以上 
50万冊未満 
50万冊
以上 
合計 
図書館協議会数 27 104 133 168 117 549 
構成委員数 199  824  1,214  1,599  1,186  5,022  
女性委員 
総数 111 448 635 842 577 2,613  
割合 55.8% 54.4% 52.3% 52.7% 48.7% 52.0% 
社会教育
関係者 
総数 44 200 299 379 266 1,188  
割合 26.0% 27.1% 27.4% 24.5% 23.1% 25.3% 
学校教育
関係者 
総数 44 210 262 378 226 1,120  
割合 26.0% 28.5% 24.0% 24.4% 19.6% 23.8% 
家庭教育
関係者 
総数 30 134 215 229 153 761 
割合 17.8% 18.2% 19.7% 14.8% 13.3% 16.2% 
学識関係
者 
総数 48 180 290 451 376 1,345  
割合 28.4% 24.4% 26.6% 29.1% 32.7% 28.6% 
公募 
総数 3 14 25 113 130 285  
割合 1.8% 1.9% 2.3% 7.3% 11.3% 6.1% 
所属のみ合計 169  738  1,091  1,550  1,151  4,699  
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表 4.41 蔵書冊数別図書館協議会委員の所属による集計 
    
5万冊
未満 
5万冊以上
10万冊未満 
10万冊以上
20万冊未満 
20万冊以上 
50万冊未満 
50万冊
以上 
合計 
図書館協議会数 27 104 133 168 117 549 
構成委員数 199  824  1,214  1,599  1,186  5,022  
20歳以上
35歳未満 
総数 6 27 27 24 19 103 
割合 3.0% 3.5% 2.2% 1.7% 1.8% 2.2% 
35歳以上
50歳未満 
総数 43 152 204 232 177 808 
割合 21.6% 19.6% 17.0% 16.0% 16.6% 17.2% 
50歳以上
65歳未満 
総数 103 412 604 773 612 2,504  
割合 51.8% 53.1% 50.2% 53.2% 57.5% 53.4% 
65歳以上 
総数 47 185 367 423 256  1,278  
割合 23.6% 23.8% 30.5% 29.1% 24.1% 27.2% 
年齢のみ合計 199  776  1,202  1,452  1,064  4,693  
 
 
 
 
4.3.4. 図書館協議会の公開性：公募、傍聴、記録など 
 
 以下では図書館協議会の公開性として、公募委員の採用、協議会の傍聴の有無、記録の
作成・公開等について述べる。 
 
 
4.3.4.1. 図書館協議会委員の公募制度 
 
 審議会委員は、設置者から任命される以外に、公募委員を採用している場合がある。公
募委員とは地域住民などに募集を出し、自発的な応募者を面接など何らかの方法で選考し、
審議会に参画させることである。資格に拘らず誰でも審議会に参加できるため、地域住民
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からより広い意見を聞く等の目的で利用され、図書館協議会でも公募制度を設けている場
合がある。どの程度の図書館協議会が公募制度を利用しているのか明らかにするために、
公募制度の実施の有無を図 4.17 に示す。本調査の結果、558 館中 154 館、27.6%の図書館
協議会が図書館協議会委員の公募を行っていた。日本図書館協会の 1985年の調査では、681
館中 8 館（1.17%）しか公募委員の採用を行っておらず、28 年間で 1.17%から 27.6%と、
公募委員の実施率は大きく増加している。 
 
 
図 4.17 図書館協議会委員の公募を行っているかN=558 
 
 
 協議会の開催回数や委員の構成と同様に、図書館協議会委員の公募の実施率を設置母体
別、蔵書冊数別にそれぞれクロス集計を行い、表 4.42、表 4.43に示した。設置母体別では
都道府県が 35 館中 18 館で公募を行っており、51.4%と最も実施率が高かった。また町村
は 171 館中公募を行っていない図書館が 153 館と、公募の非実施率が 89.5%と最も高くな
っている。蔵書冊数別では、同様に 50万冊以上が 53.8%と最も実施率が高く、5 万冊未満
の非実施率が 96.6%になっており、規模が大きい図書館ほど公募を実施しており、規模が
小さい図書館ほど公募を実施していないという傾向がある。割合は、設置母体よりも蔵書
冊数による差が大きい。この結果について Pearsonのχ2検定を行うと、設置母体別ではχ
=45.287、p<0.01で、蔵書冊数別ではχ=90.096、p<0.01と、どちらも p<0.01で統計的に
有意差が認められた。 
  
27.6% 
72.4% 
図書館協議会委員の公
募を実施している 
図書館協議会委員の公
募を実施していない 
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表 4.42 設置母体別協議会委員の一般公募を行っているか 
    
公募を実施 
している 
公募を実施
していない 
合計 
都道府県 
館数 18 17 
35 
比率 51.4% 48.6% 
区 
館数 2 0 
2 
比率 100.0% 0.0% 
市 
館数 116 236 
352 
比率 33.0% 67.0% 
町村 
館数 18 153 
171 
比率 10.5% 89.5% 
合計 154 406 
560 
比率 27.5% 72.5% 
 
 
表 4.43 蔵書冊数別協議会委員の一般公募を行っているか 
    
公募を実施し
ている 
公募を実施
していない 
合計 
50万冊以上 
館数 63 54 
117 
比率 53.8% 46.2% 
20万冊以上
50万冊未満 
館数 62 108 
170 
比率 36.5% 63.5% 
10万冊以上
20万冊未満 
館数 20 116 
136 
比率 14.7% 85.3% 
5万冊以上
10万冊未満 
館数 7 98 
105 
比率 6.7% 93.3% 
5万冊未満 
館数 1 28 
29 
比率 3.4% 96.6% 
合計 153 404 
557 
比率 27.5% 72.5% 
 
109 
 
 
 
NPO 法人東京ランポが 2001 年に刊行した「市民参加の新しい扉を開く：市民公募委員
制度の実態調査と提案」20)には、首都圏の市区 143 自治体に設置されている審議会を対象
に、公募委員制度について実施した調査の結果が掲載されている。調査では、地方自治体
が携わる事業を 30項目に分類し、それぞれに係る審議会の公募委員制度の実施率を比較し
た。該当する分野の審議会を公開している自治体数を比較すると、図書館協議会が含まれ
る社会教育分野は上位 10分野には含まれなかったが、社会教育と密接な関係にある生涯学
習分野は公募委員のいる会議数が上位 9番目であった。 
東京ランポの調査では、実際に採用している公募委員数を、公募を実施している審議会
の委員総数で除した公募委員割合を事業分野別に算出し、比較している。公募委員割合は
全体で 29.5%、社会教育が 36.6%、生涯学習が 27.3%となった。つまり、社会教育は生涯
学習よりも実施率は低いが、審議会委員数に対する公募委員数は多くなっている。東京ラ
ンポの調査と比較するために、本調査の公募委員割合を表 4.44 に示す。公募を実施してい
る図書館協議会全体の公募委員割合は 10.1%と、東京ランポの社会教育分野の公募委員割
合（36.6%）よりも低い。博物館協議会など図書館協議会以外の社会教育分野の審議会や、
東京ランポの調査が関東圏のみに限定したことなどが原因として考えられる。設置母体別、
また蔵書冊数別の公募委員割合を出すと、都道府県や蔵書冊数が 50万冊以上など、規模の
大きい図書館ほど公募委員割合が低く、町村や蔵書冊数 5 万冊未満など、規模の小さい図
書館ほど公募委員割合が高くなっている。つまり、公募委員割合は協議会の実施率と逆の
結果となっている。この原因として、例えば、規模の大きい図書館で公募を実施するのは、
多くの協議会委員を採用でき、枠に余裕があるためであり、逆に規模の小さい図書館は協
議会委員数が少なく、公募委員を採用しにくいものの、もし採用した場合、総数が少ない
ため公募委員割合が高くなるということが考えられる。規模が大きい図書館ほど公募委員
を採用するのは良いことだが、図書館協議会内での公募委員の人数は少なく、また他の委
員に学識経験者が多いため、協議会委員の内での知識や経験に大きく差がついてしまう可
能性がある。公募委員を採用する場合は、知識や経験の差で発言がしにくくならないよう、
協議会内で補足するなど、配慮が必要である。 
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表 4.44 公募を実施している図書館協議会の公募委員割合 
  協議会委員総数 公募委員数 公募委員割合 
公募を実施している 
図書館協議会 
1,517  153  10.1% 
都道府県 183  18  9.8% 
区 27  2  7.4% 
市 1,147  115  10.0% 
町村 160  18  11.3% 
50万冊以上 653  63  9.6% 
20万冊以上 50万冊未満 607  61  10.0% 
10万冊以上 20万冊未満 181  20  11.0% 
5万冊以上 10万冊未満 63  7  11.1% 
5万冊未満 6  1  16.7% 
 
 
 
 審議会での公募制度の実施の問題点の 1 つに、応募者多数の中から公募委員を選定する
際の選考方法が不透明であることが指摘されている 19)。選考方法が不透明であれば、公募
委員の選定が恣意的に行われているのではないかという疑いを地域住民に与える恐れがあ
る。そのため、公募委員の選定方法を調べるために、公募委員を採用する際にどのような
選考を行っているかを尋ねた。その結果を表 4.45に示す。この設問は複数回答可能である。
147 館中 139 館と 94.6%の図書館で書類審査による選考が行われている。面接による選考
は書類審査よりも少なく、38 館で 25.9%だった。その他の回答では、小論文・作文・レポ
ート審査など課題に対する意見を記述し、その内容を審査する選考方法をとっているもの
が 9 館あった。また、一例のみであるが、無作為な抽選方式を採用していると答えた図書
館も 1館あった。 
 面接やレポートなどの選考は書類審査よりも手間がかかるが、応募者の人物や知識を知
ることができるため、求める人物に近い公募委員を選ぶことができる。付録 5 の調布市立
図書館利用者懇談会の事例で述べたように、誰でも参加可能とすると、求める人物からは
大きく外れた地域住民が参加してしまうことがある。利用者懇談会などは一度の開催で済
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むが、公募委員は 2 年の任期の間、継続的に図書館協議会に参加し意見を述べる必要があ
り、より慎重に選考する必要がある。同じく地域住民の意見を取り入れる機能を持つ利用
者懇談会とは異なる方法で運営しつつも、一方で面接や論文の選考基準が曖昧であれば応
募者に不信感を与えてしまうため、規約などで明確に選考基準を定めて、公募委員を選考
する必要があるのではないか。 
 
表 4.45 公募委員を採用する際の選考方法（複数回答可能） 
  館数 
ケース 
の割合 
書類審査 139 94.6% 
面接 38 25.9% 
その他 24 16.3% 
回答館数 147 100.0% 
合計 201 136.7% 
 
 図書館協議会で公募制度を実施していない図書館に、公募を行わない理由を尋ねた。そ
の結果を表 4.46に示す。公募を行わない理由で最も多いものは、403館中 244館が挙げた
「法律・条例などに規定されていないため」で、全体の 60.5%を占めた。次に「特に理由
はない」が 403 館中 109 館（27.0%）、また「委員の選考を行うことが難しいため」が 97
館（24.1%）であった。「法律・条例などに規定されていないため」公募を実施しないと答
えた図書館の中には、自由記述で図書館法第 15条に学識経験者や社会教育経験者など任命
すべき属性が規定されていたため、公募は実施していない、と答えた図書館もいた。この
規定は 2011年の図書館法改正により削除されている。そのため、今後公募制度を「実施予
定・検討中」と答えた図書館の中には自由記述で 2011年の図書館法第 15条改正を受けて、
図書館協議会委員の公募実施を図書館条例に盛り込むよう自治体で条例改正の手続を行っ
ている最中であり、条例が改正され次第公募を実施する、と答えた図書館もあり、2011 年
の図書館法改正を受けて、今後図書館協議会委員の公募制度の採用が増加するのではない
かと考えられる。また、「その他」の理由として、“審議内容が市民の利益に直接利害が生
ずるおそれが低く、また、委員構成として高い専門性や当事者性を必要とするため”や図
書館協議会委員に専門性を求めているため、また“公募の場合、委員が特定の人物に偏っ
てしまう可能性があるため”など、公募制度とその効果に懐疑的な図書館もあることが明
らかになった。 
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表 4.46 公募を実施しない理由（複数回答可能） 
  館数 
ケース
の割合 
法律・条例などに規定されていないため 244 60.5% 
委員の選考を行うことが難しいため 97 24.1% 
住民の要望がないため 60 14.9% 
実施予定・検討中 15 3.7% 
特に理由はない 109 27.0% 
その他 23 5.7% 
回答館数 403 100.0% 
合計 548 136.0% 
 
 
 
 
4.3.4.2. 図書館協議会の傍聴 
 
 審議会でどのような審議が行われているのかを知るために、委員以外の一般市民が審議
会を傍聴できる制度を設けている場合がある。図書館協議会ではどの程度傍聴が可能か知
るために、傍聴の有無を図 4.18 に示す。その結果、550 館中 278 館、50.5%と約半数の図
書館で図書館協議会の傍聴制度を実施していた。公募と同様に、傍聴について設置母体別
のクロス集計を表 4.47、蔵書冊数別のクロス集計を表 4.48 に示す。Pearson のχ2検定を
実施し、設置母体別はχ=88.444、p<0.01 で、蔵書冊数別はχ=62.544、p<0.01 とどちら
も統計的に有意差が認められた。つまり、傍聴でも公募と同様に、設置母体別では都道府
県の割合が高く、また蔵書冊数別では 50万冊以上と規模の大きい図書館ほど傍聴ができる
割合が高い。一方、蔵書冊数別で最も公募を実施していない図書館は、5万冊未満と規模の
小さい図書館であったが、傍聴は蔵書冊数が 5万冊以上 10万冊未満の図書館で最も行われ
ておらず、次に 10万冊以上 20万冊未満と中規模の図書館で行われていない。 
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図 4.18 図書館協議会を傍聴できるか N=550 
 
 
  
 
表 4.47 設置母体別傍聴が可能かどうか 
    傍聴できる 傍聴できない 合計 
都道府県 
館数 31 5 
36 
割合 86.1% 13.9% 
区 
館数 2 0 
2 
割合 100.0% 0.0% 
市 
館数 199 146 
345 
割合 57.7% 42.3% 
町村群 
館数 46 121 
167 
割合 27.5% 72.5% 
合計 278 272 
550 
割合 50.5% 49.5% 
 
 
 
50.5% 
49.5% 図書館協議会を傍聴
できる 
図書館協議会を傍聴
できない 
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表 4.48 蔵書冊数別傍聴が可能かどうか 
    傍聴できる 傍聴できない 合計 
50万冊以上 
館数 96 20 
116 
割合 82.8% 17.2% 
20万冊以上
50万冊未満 
館数 96 73 
169 
割合 56.8% 43.2% 
10万冊以上
20万冊未満 
館数 47 84 
131 
割合 35.9% 64.1% 
5万冊以上
10万冊未満 
館数 27 76 
103 
割合 26.2% 73.8% 
5万冊未満 
館数 10 17 
27 
割合 37.0% 63.0% 
合計 276 270 
546 
割合 50.5% 49.5% 
 
 
 
 図書館協議会委員の公募を行っている図書館は図書館の公開性に関する意識が高く、図
書館協議会の傍聴を実施している割合が高いのではないかという仮説を立て、図書館協議
会の傍聴と公募のクロス集計行い、その結果を表 4.49に示した。公募を行っている 152館
のうち、傍聴が可能な図書館は 111館あり、73.0%を占める。公募を行っていない図書館の
うち傍聴が可能な図書館は 395 館中 165 館（41.8%）であり、公募を行っている図書館の
方が傍聴を実施している割合が高い。この結果に対し、Pearson のχ2 検定を行うとχ
=43.906、p<0.01 で有意差が認められる。つまり、図書館協議会の傍聴を実施している、
あるいは公募を行っている図書館は、もう片方を実施している確率が期待値よりも高い。
傍聴や公募は審議会の公開性に係る内容であり、両方を実施している図書館は地域住民に
対する後悔性が高いと考えられる。 
  傍聴するに際し、何らかの制限があるかどうかも尋ねたが、傍聴に居住地などの制限
がある図書館は 7 館しかなく、他は人数制限などが設けられているが、一般的には利用者
でなくても図書館協議会を傍聴できる図書館が多かった。 
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表 4.49 傍聴と公募の実施について 
    
図書館協議会
を傍聴できる 
図書館協議会
を傍聴できない 
合計 
公募を行っ
ている 
館数 111 41 
152 
割合 73.0% 27.0% 
公募を行っ
ていない 
館数 165 230 
395 
割合 41.8% 58.2% 
合計 276 271 
547 
割合 50.5% 49.5% 
 
 
 
4.3.4.3. 図書館協議会の議事録など記録の作成及び公開 
 
 審議内容を周知するために審議会の議事録などの記録を地域住民に対し公開することも、
審議会の公開性の 1 つと考えられている。本調査では、図書館協議会での審議内容につい
て何らかの記録を作成しているか、また作成した記録をウェブサイトで公開しているかの 2
つを尋ねた。 
まず、図書館協議会のどのような記録を作成しているかについて、結果を表 4.50 に示し
た。図書館協議会の記録を作成していない図書館は 551館中 36館（6.5%）と少なく、93.5%
の図書館では何らかの図書館協議会の記録を作成していた。最も多いのは「議論の内容を
要約した記録」で 551館中 246館（44.6%）、次に「発言者名を明らかにした発言記録」で
551館中 179館（32.5%）が作成している。 
 
表 4.50 図書館協議会のどのような記録を作成しているか 
  館数 割合 
発言者名を明らかにした発言記録 179 32.5% 
匿名の発言記録 58 10.5% 
議論の内容を要約した記録 246 44.6% 
審議事項のみ 32 5.8% 
特に記録は作成していない 36 6.5% 
合計 551 100.0% 
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次に、作成した記録を一般市民に公開しているかどうかについて尋ねた。図書館協議会
の記録を公開する方法として、市役所や図書館で資料を公開する方法や、最近では自治体
や図書館のウェブサイトなどインターネット上で誰でも閲覧できるよう公開する方法があ
る。市役所や図書館に行かなければ閲覧できない場合は、広く地域住民が利用することは
難しく、本調査では誰でも容易に閲覧できるインターネット上でどのような記録を公開し
ているかを尋ねた。 
556 館中 352 館と、全体の 63.3%の図書館がインターネット上で図書館協議会の何らか
の記録を公開している。インターネット上で公開している情報は図書館協議会の議事録の
他、図書館協議会について規定した条例や規則、図書館協議会委員の名簿などがあるが、
その中で最も多いのは「図書館協議会に関連する条例・運営規則など」で 61.0%の図書館
が公開している。次に多いのは「図書館協議会の議事録」で、131館、23.6%が公開してお
り、協議会委員の名簿なども 117 館（21.0%）が公開している。2006 年調査では会議録を
公開している図書館及びその公開方法について調べ、会議録を公開している図書館は 1,002
館中 226館（22.6%）、そのうちインターネットで公開しているのは 1,002館中 80館（7.9%）
であった。本調査では、インターネットで会議録（議事録）を公開している図書館は 556
館中 131 館で 23.6%となり、インターネットで図書館協議会の会議録を公開している図書
館が大きく増加していることが明らかである。 
 また、インターネット上で公開している情報について、設置母体別にクロス集計した毛
化と表 4.52 に、蔵書冊数別にクロス集計した結果を表 4.53 に示した。「関連する条例、運
営規則など」はどの図書館でも公開されているものの、名簿、審議事項、議事録は設置母
体や蔵書冊数で公開している図書館の割合の差が大きい。設置母体別では、都道府県立図
書館が最も公開しており、「図書館協議会の議事録」も 22館（61.1%）がインターネット上
に公開している。しかし、町村立図書館では議事録をインターネット上に公開しているの
は 7館（4.2%）と、都道府県立図書館と比べて著しく低い。同様に、蔵書冊数別では 50万
冊以上の図書館が議事録を公開しているのは 64 館（54.7%）だが、蔵書冊数が少なくなる
についてその割合は低くなっていき、5万冊以上 10万冊以上の図書館では 3館（2.9%）、5
万冊未満の図書館ではインタ－ネット上に議事録を公開している図書館は 0 館だった。以
上のように、図書館協議会の情報公開については、図書館の規模が大きければ情報公開が
より行われており、規模が小さければ情報公開が行われにくいという結果になった。これ
は公募の実施や図書館協議会の傍聴と同様の結果である。 
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表 4.51 インターネット上で公開している情報（複数回答可能） 
 
館数 
ケース
の割合 
図書館協議会に関連する条例、運
営規則など 
339 61.0% 
図書館協議会委員の名簿 117 21.0% 
図書館協議会の審議事項 111 20.0% 
図書館協議会の議事録 131 23.6% 
特に公開していない 177 31.8% 
その他 27 4.9% 
回答館数 556 100.0% 
合計 902 162.2% 
 
 
図書館協議会についての記述がある図書館条例などは、図書館のウェブサイトではなく、自治
体の他の条例と同様に自治体のウェブサイトで公開される事が多い。図書協議会の審議事項など
開催概要や議事録も、その他の審議会と同様に自治体のウェブサイトで公開する事例もあり、図
書協議会の情報公開にはその自治体の他の審議会などの情報公開方針が影響している可能性も
考えられる。そこで、図書館協議会とその他の審議会の情報公開を比較する。 
審議会の情報公開に係る調査として、新城ら 21)が行った九州地方における市町村都市計
画審議会の情報公開の調査がある。新城らは九州全県の都市計画区域を持つ 264市町村（政
令指定都市除く）に質問紙調査を行い、その結果、市町村都市計画審議会の委員名簿や議
事録の公開、傍聴制度の有無について明らかにした。新城らの調査結果を表 4.54 に示す。
委員名簿を会報や掲示板など誰でも見ることができる状態で公開しているのは 208 自治体
中 18 自治体で 8.7%しかなく、情報公開請求など問合せに応じて公開としている自治体が
124 自治体（59.6%）と最も多い。議事録・議事要旨についても、「常に閲覧可能な状態で
公開」しているのは 12自治体（5.8%）しかなく、「問合せに応じて公開」しているのが 112
市町村（53.8%）と、委員名簿、議事録のどちらも無条件では公開していない自治体が多か
った。「問合せに応じて公開」にしている理由として最も多く挙げられたのが“原則公開す
べきだが、原則公開への需要は現実には大きくないから”というもので、議事録などを非
公開とする理由も同様に“公開すべきだが、公開への需要は現実には多くないから”が最
も多く、行政が市民に対して積極的に情報公開を行うニーズを認めていないため、審議会
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表 4.52 設置母体別インターネット上に公開している記録（複数回答可能） 
  
 
関連する条例、 
運営規則など 
図書館協議会
委員の名簿 
図書館協議会
の審議事項 
図書館協議会
の議事録 
特に公開し
ていない 
その他 回答館数 合計 
都道府県 
館数 22 24 24 22 4 6 
36 
102 
割合 61.1% 66.7% 66.7% 61.1% 11.1% 16.7% 283.3% 
区 
館数 2 2 2 2 0 0 
2 
8 
割合 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 0.0% 0.0% 400.0% 
市 
館数 230 84 80 100 92 21 
350 
607 
割合 65.7% 24.0% 22.9% 28.6% 26.3% 6.0% 173.4% 
町村 
館数 85 7 5 7 81 0 
168 
185 
割合 50.6% 4.2% 3.0% 4.2% 48.2% 0.0% 110.1% 
合計 339 117 111 131 177 27 
556 
902 
割合 61.0% 21.0% 20.0% 23.6% 31.8% 4.9% 162.2% 
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表 4.53 蔵書冊数別インターネット上に公開している記録（複数回答可能） 
    
関連する条例、
運営規則など 
図書館協議会
委員の名簿 
図書館協議会
の審議事項 
図書館協議
会の議事録 
特に公開し
ていない 
その他 回答館数 合計 
50万冊以上 
館数 84 60 61 64 12 15 
117 
296 
割合 71.8% 51.3% 52.1% 54.7% 10.3% 12.8% 253.0% 
20万冊以上
50万冊未満 
館数 113 37 37 53 40 9 
169 
289 
割合 66.9% 21.9% 21.9% 31.4% 23.7% 5.3% 171.0% 
10万冊以上
20万冊未満 
館数 81 14 10 10 51 2 
134 
168 
割合 60.4% 10.4% 7.5% 7.5% 38.1% 1.5% 125.4% 
5万冊以上 10
万冊未満 
館数 47 5 2 3 56 1 
104 
114 
割合 45.2% 4.8% 1.9% 2.9% 53.8% 1.0% 109.6% 
5万冊未満 
館数 11 0 0 0 17 0 
28 
28 
割合 39.3% 0.0% 0.0% 0.0% 60.7% 0.0% 100.0% 
合計 336 116 110 130 176 27 
552 
895 
割合 60.9% 21.0% 19.9% 23.6% 31.9% 4.9% 162.1% 
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の情報が公開されない現状が明らかにされた。審議会の傍聴についても、「原則公開」が 44
市町村（23.0%）で、「原則非公開」が 139市町村（66.8%）と、非公開にする市町村の方
が多い。その理由として最も多いものは“利害関係を排除し、審議の公平性を保つため”
であった。 
 本調査の図書館協議会の公開性と比較し、審議会の議事録の無条件での公開が 5.8%（図
書館協議会は少なくとも 23.6%）、傍聴の実施が 23.0%（図書館協議会は 50.5%）と、九州
地方における市町村都市計画審議会の公開性は低い。東京ランポの調査では、都市計画審
議会は社会教育分野の審議会よりも傍聴や公募などで高い公開性を示していたため、図書
館協議会と都市計画審議会という主題の違いではなく、新城らの調査時期が 1999年であっ
たことや、図書館協議会でも規模の小さい図書館ほど公開性が低くなっていることから、
九州地方に限定して調査した影響が考えられる。図書館協議会でも、インターネットでの
議事録の公開は、市では 28.6%、町村では 4.2%、また蔵書冊数が 20万冊未満の場合は 4.9%
しか行われておらず、平均よりも有意に低い。公開性の低さには、自治体の規模が小さく
ウェブサイトなど公開する方法の整備が他の自治体よりも進んでいないことに加えて、新
城らの調査のように自治体が情報を公開するニーズがないと判断していることが考えられ
る。しかし、新城らが調査の結果から審議会の内容を周知せずに地域住民の関心をひくこ
とは難しく、自治体が自主的に情報を公開することが地域住民からの信頼獲得に繋がると
主張したように、地域住民のニーズを把握する前に、自治体が積極的に情報公開すること
が望ましい。 
 
 
表 4.54 九州の市町村都市計画審議会の委員名簿及び議事録・議事要素の公開（新城らの
調査） 
  委員名簿の公開 
議事録・議事要素の
公開 
  自治体数 割合 自治体数 割合 
公開している 18 8.7% 12 5.8% 
情報公開請求など問合
せに応じて公開 
124 59.6% 112 53.8% 
実施していない 59 28.4% 78 37.5% 
未回答 7 3.4% 6 2.9% 
合計 208 100.0% 208 100.0% 
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4.3.4.4. 自治基本条例と公開性 
 
 近年自治体の政策決定や計画策定への市民参加を求める動きが活発になり、行政と住民
の協働にも関心が高まっている。そのようなまちづくりの方針についてさだめた自治基本
条例11の策定の有無と、図書館協議会の公開性についてクロス集計を行った所、公募、傍聴、
議事録の公開と全ての手段に対し、χ2検定で p<0.01 の有意差が認められた。基本自治条
例は市民参加を含めた自治体の方針などを規定し、情報公開についても触れられることが
ある。そのような意識や方針がある自治体では、図書館協議会の公開度も有意に高く、審
議会の 1 つとして図書館協議会の運用には自治体の方針も関わっていることが明らかにな
った。 
 
表 4.55 自治基本条例の有無と図書館協議会の公開性について 
  
基本自治条例を
策定している 
基本自治条例を
策定していない 
合計 
  館数 割合 館数 割合 館数 割合 
公募を行っている 41** 48% 113** 24% 154 28% 
公募を行っていない 45** 52% 361** 76% 406 73% 
合計 86 100% 474 100% 560 100% 
傍聴を実施している 53** 64% 225** 48% 278 51% 
傍聴を実施していない 30** 36% 242** 52% 272 49% 
合計 83 100% 467 100% 550 100% 
議事録をインターネット
で公開している 
33** 27% 94** 15% 127 17% 
議事録をインターネット
で公開していない 
91** 73% 539** 85% 630 83% 
合計 124 100% 633 100% 757 100% 
 ** p＜0.01で有意 * p＜0.05で有意 
 
 
                                                   
11 自治基本条例は統一した名称がなく、市民参加条例、まちづくり基本条例など名称は自
治体により多様である。本格的な地方分権の潮流に対して地方自治の基本に関する事項を
自治体が定めた型の条例としては、2001年の北海道ニセコ町のまちづくり基本条例が最初
とされる。その内容も明確な定義があるわけではないが、一般的に市民参加やそれに係る
情報公開などに関して規定される条例を自治基本条例とする（湯浅墾道. 自治基本条例の構
造と動態. 九州国際大学法学論集. Vol.15, No.2, 2008, p.73-108.）。 
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4.3.5. 図書館協議会の経費 
 
 図書館協議会を運営するためには、図書館協議会委員の謝礼などある程度費用がかかる。
図書館予算からその費用を支払うが、図書館予算は自治体により差がある。本調査で図書
館協議会を設置しない理由を調べたところ、図書館協議会にかかる費用が負担であるため
図書館協議会を設置しないという図書館もあった。そこで、図書館協議会委員の謝礼の有
無や図書館協議会にどの程度費用がかかっているのかを調べた。 
 まず、図書館協議会委員の交通費や謝礼の有無を尋ねた結果を図 4.19、図 4.20にそれぞ
れ示す。交通費を支払っているのは 559館中 213館（38.1%）だが、551館中 525館（94.4%）
とほとんどの図書館で支払われている。この設問で尋ねた交通費は、謝礼とは異なる支払
い（主に実費）であるが、交通費を実費支払いでなく一律謝礼に含める形で支払っている
図書館協議会もある。 
 
 
 
図 4.19 図書館協議会委員の交通費の支払い N=559 
 
 
38.1% 
61.9% 
交通費を支払っている 
交通費を支払っていない 
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図 4.20 図書館協議会委員に謝礼を支払っているか N=556 
 
 
 図書館協議会の年間にかかる具体的な金額について、その平均値などを表 4.56 に示す。
平均値が 14万 6,595円、中央値及び最頻値は 10万円だが、最小値 1,500円から最大値 182
万 400 円と図書館による差が大きい。この金額について、設置母体及び蔵書冊数による規
模ををみるため、年間費用の四分位数で区分し、クロス集計を行った。年間費用の四分位
数はそれぞれ 6万円、10万円、18万円である。結果を表 4.57と表 4.58に示す。このどち
らも、Pearsonのχ2検定を行うと p<0.01で有意差が認められた。 
 
 
表 4.56 年間に図書館協議会にかかる費用 
 
図書館協議会の年間費用 
平均値 146,595  
中央値 100,000  
最頻値 100,000  
最小値 1,500  
最大値 1,820,400  
 
 
94.4% 
5.6% 
謝礼を支払っている 
謝礼を支払っていない 
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表 4.57 図書館協議会の設置母体と年間にかかる費用 
    6万円未満 
6万円以上
10万円未満 
10万円以上
18万円未満 
18万円以上 合計 
都道府県 
館数 2 5 6 21 34 
割合 5.9% 14.7% 17.6% 61.8% 100.0% 
市区 
館数 55 72 117 82 326 
割合 16.9% 22.1% 35.9% 25.2% 100.0% 
町村群 
館数 64 40 22 15 141 
割合 45.4% 28.4% 15.6% 10.6% 100.0% 
合計 
館数 121 117 145 118 501 
割合 24.2% 23.4% 28.9% 23.6% 100.0% 
 
 
表 4.58 図書館の蔵書冊数と年間にかかる図書館協議会の費用 
    6万円未満 
6万円以上
10万円未満 
10万円以上
18万円未満 
18万円以上 合計 
50万冊以上 
館数 7 11 30 65 113 
割合 6.2% 9.7% 26.5% 57.5% 100.0% 
20万冊以上
50万冊未満 
館数 21 32 66 36 155 
割合 13.5% 20.6% 42.6% 23.2% 100.0% 
10万冊以上
20万冊未満 
館数 31 43 32 13 119 
割合 26.1% 36.1% 26.9% 10.9% 100.0% 
5万冊以上
10万冊未満 
館数 50 25 11 4 90 
割合 55.6% 27.8% 12.2% 4.4% 100.0% 
5万冊未満 
館数 10 5 5 0 20 
割合 50.0% 25.0% 25.0% 0.0% 100.0% 
合計 
館数 119 116 144 118 497 
割合 23.9% 23.3% 29.0% 23.7% 100.0% 
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また、図書館協議会を設置している自治体の蔵書冊数と年間で図書館協議会にかかる費
用の 2 変量から、Pearson の積率相関係数を求めたところ相関係数が 0.577 となり、蔵書
冊数と図書館協議会費用に正の相関があった。さらに、年間にかかる図書館協議会費用と、
図書館協議会委員の委員数で Pearson の積率相関係数を求めたところ相関係数が 0.422 と
なった。図書館協議会費用と図書館協議会の年間開催数では Spearman の順位相関係数相
関係数が 0.589 となり、自治体の蔵書冊数、委員数、協議会の年間開催数は図書館協議会
費用と正の相関が有り、例えば図書館協議会費用が高い図書館はより委員数が多いことや、
協議会の開催数が多いことがわかった。 
 
 
4.3.6. 図書館協議会の審議内容 
 
 本項では図書館協議会での審議内容について分析する。本調査では、審議内容について
業務委託や指定管理者制度など近年関心が高いテーマについて審議を行ったことがあるか
という設問と、2011年の審議内容を自由記述する設問で図書館協議会の審議内容を尋ねた。
まず、業務委託や指定管理者制度に係る審議内容について分析し、その後に自由記述につ
いて検討する。 
 これまでに開催した図書館協議会で、業務委託について審議を行ったことがあるかを尋
ね、その結果を図 4.21に示す。業務委託について審議したことがあると答えたのは 545館
中 88 館（16.1%）である。業務委託について審議したことがある図書館に対し、どのよう
な業務について審議したのかを尋ねたところ、表 4.59 の結果となった。指定管理者制度の
導入も含めて図書館運営全般に業務委託を導入する場合と、カウンター業務についてがそ
れぞれ 84 館中 37 館（44.0%）と多く、その他に図書館システムの業務委託や、また付録
4.9に掲載するように、特定の業務の導入というよりは業務委託についての勉強会や、導入
した委託会社の評価などを行なっている図書館協議会もあった。 
 
 指定管理者制度に限定し、図書館協議会で審議を行ったことがあるかを尋ねた結果を図
4.22 に示す。536 館中 153 館（28.5%）が指定管理者制度について審議したことがあると
答え、指定管理者制度は業務委託よりも図書館協議会で審議されることが多いことがわか
った。さらに、指定管理者制度について審議したことがあると答えた図書館に対し、指定
管理者制度の導入に対して図書館協議会で賛成もしくは反対のどちらの意見を出したかを
尋ねた。その結果を表 4.60 に示す。指定管理者制度の導入について概ね賛成とした書館協
議会は 152館中 23館（15.1％）、概ね反対とした図書館協議会は 152館中 105館（69.1%） 
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図 4.21 業務委託について図書館協議会で審議したことがあるか N=545 
 
 
表 4.59 どのような業務委託の導入について審議したか 
  館数 ケースの割合 
指定管理者制度など図書館の運営全般 37 44.0% 
カウンター業務 37 44.0% 
図書館システム 2 2.4% 
その他 14 16.7% 
回答館数 84 100.0% 
合計 90 107.1% 
 
 
であり、審議の結果指定管理者制度の導入に反対した図書館協議会が多い。付録 4.10 に掲
載したように、その他の自由記述では、既に議会で導入が決められており、図書館協議会
では導入後の対応について審議した場合や、審議会では是非の意見を求められなかった事
例があった。 
 
 
 
16.1% 
72.5% 
11.4% 
業務委託について審議
したことがある 
業務委託について審議
したことがない 
分からない 
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 指定管理者制度について、実際に指定管理者制度を導入している図書館と、その図書館
協議会での審議を関連付けて分析を行う。まず、日本図書館協会 22)が 2012年 4月に実施し
た悉皆調査で指定管理者制度を導入している公立図書館を明らかにしているので、この調
査結果を元に指定管理者制度を導入している自治体を特定する。調査では本館もしくは分
館のどちらに指定管理者制度を導入しているかまでわかるが、本調査では指定管理者制度
の導入を本館・分館で区別していないため、本館あるいは分館のどちらかに指定管理者制
度を導入しているかという点で判断する。日本図書館協会の調査によれば、47 都道府県立
図書館について、回答を得た 45館中指定管理者制度を導入している、あるいは導入を予定
している図書館は 4館で、導入率は 8.9%である。また、市町村立図書館については、回答 
 
図 4.22 指定管理者制度について図書館協議会で審議したことがあるか N=536 
 
表 4.60 指定管理者制度の導入について図書館協議会の賛否 
  館数 割合 
指定管理者制度の導入に概ね賛成 23 15.1% 
指定管理者制度の導入に概ね反対 105 69.1% 
中立・検討中 10 6.6% 
分からない 2 1.3% 
その他 12 7.9% 
合計 152 100.0% 
28.5% 
63.6% 
7.8% 
指定管理者制度につい
て審議したことがある 
指定管理者制度につい
て審議したことがない 
分からない 
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館数が明らかでないため実施率は算出できないが、2011 年度までに導入した自治体が 144
自治体 296館、2012年度に導入予定の自治体は 18自治体で 36館あることが明らかにされ
ている。2012 年度の導入予定館は導入館一覧に加えられていないため、一覧から 2011 年
までに指定管理者制度を導入した図書館及び自治体を特定し、本調査の回答結果と関連付
けて分析する。 
本調査の回答館のうち、指定管理者制度導入と図書館協議会の設置の有無のクロス集計
を表 4.61に示す。本調査の回答館 756館のうち、指定管理者制度を導入している図書館は
66館（8.7%）である12。この集計結果に対し Pearsonのχ2検定を適用すると、χ=24.253、
p<0.01で有意差が認められた。Haberman の残差分析を行い、その結果も館数に示してい
る。本調査結果では、図書館協議会を設置している図書館で指定管理者制度を導入してい
る確率が期待値よりも有意に低く、また過去に図書館協議会を設置していたが廃止した図
書館において、指定管理者制度を導入している確率が期待値よりも有意に高い。指定管理
者制度の導入はコストの削減を目的に行われることが多く、図書館協議会を設置していた
が廃止した図書館にも「予算を確保できなかったため」という回答がみられる。また、付
録 4.3に掲載した自由記述から、指定管理者制度の導入に伴い、図書館協議会の代わりに図
書館運営委員会を設置するため図書館協議会を廃止した図書館もある。 
 図書館協議会を館長に対する諮問機関とすると、指定管理者制度の導入にあたり、受託
会社との契約に図書館協議会の運営の項目を盛り込む必要があるが、仕事の増加がコスト
の増加に繋がる恐れがある。しかし、図書館協議会の役割は地域住民の意見を図書館運営
に取り入れることであり、指定管理者制度が導入されても、図書館に地域住民の意見を反
映する必要性があり、かつ指定管理者制度により図書館が適切に運営されているのか評価
する外部機関としても図書館協議会は有用である。現在は指定管理者制度の導入している
図書館では図書館協議会を廃止する確率が高いが、指定管理者制度を導入し、コストを削
減しつつ図書館をより良く運営するためには、図書館協議会を設置する方が良い。 
 
 
 
 
 
                                                   
12 本調査は各自治体の中央図書館を対象とした調査であるため、この実施率は自治体単位
の設置率となる。 
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表 4.61 指定管理者制度の導入と図書館協議会の設置の有無 
    
指定管理者制度を
導入している 
指定管理者制度を
導入していない 
合計 
図書館協議会を 
設置している 
館数 38** 524** 562 
割合 6.8% 93.2% 100.0% 
図書館協議会を 
設置していない 
館数 18 144 162 
割合 11.1% 88.9% 100.0% 
図書館協議会を 
設置していたが廃止した 
館数 10** 22** 32 
割合 31.3% 68.8% 100.0% 
合計 
館数 66 690 756 
割合 8.7% 91.3% 100.0% 
** p＜0.01で有意 * p＜0.05で有意 
 
 
 次に、図書館協議会で指定管理者制度について審議を行ったことがあると答えた図書館
について、指定管理者制度に対する図書館協議会の賛成・反対の意見と、指定管理者制度
の導入の有無のクロス集計を行った。その結果を表 4.62 に示す。この集計結果に対し
Pearsonのχ2検定を適用すると、χ=65.473、p<0.01で有意差が認められた。Haberman 
の残差分析を行い、その結果も館数に示している。図書館協議会で指定管理者制度につい
て審議を行ったことがある図書館が 128 館しかなく、そのなかで指定管理者制度を導入し
ている図書館は 15館のみであるため、サンプル数が十分でない点に留意しつつも、分析の
結果図書館協議会で指定管理者制度に賛成した図書館で指定管理者制度を導入している確
率が期待値よりも有意に高く、また指定管理者制度に反対した図書館では導入していない
確率が期待値よりも有意に高かった。特に、図書館協議会で指定管理者制度に反対したに
も拘らず指定管理者制度を導入した図書館は 1 館しかなく、図書館協議会で反対された場
合、ほとんどの図書館では指定管理者制度を導入していない。 
 図書館協議会を運営することが図書館の運営にどのような影響を与えるかといった観点
の分析は、図書館協議会の運営がそれぞれの自治体の条件に依存することもあり、網羅的・
客観的に測定することが難しい。本調査では、近年関心の高いテーマの 1 つである指定管
理者制度について、図書館協議会での審議状況と実際の図書館運営における結果を比較し、
少なくとも指定管理者制度については、図書館協議会の審議結果と実際の導入に何らかの
関係があることを明らかにした。付録 4.10 の自由記述から、図書館協議会で指定管理者制
度について審議する場合、導入が決定する前に審議し図書館協議会の意見を提出する他に、
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あらかじめ審議する以前に既に指定管理者制度の導入が決定され、その運用について審議
することもあり、全ての図書館において図書館協議会の審議結果が指定管理者制度の導入
に影響を与えたと断言することは難しい。しかし、図書館協議会で審議し、図書館の運営
について意見することが無意味でなく、少なからずその意向が図書館の運営に反映されて
いることを客観的に明らかにした意義は大きい。 
 
表 4.62 指定管理者制度の導入の有無と図書館協議会の審議結果 
  
 
指定管理者制度
を導入している 
指定管理者制度
を導入していない 
合計 
図書館協議会で指定管理者制度
に概ね賛成した 
館数 14** 9** 23 
割合 60.9% 39.1% 100.0% 
図書館協議会で指定管理者制度
に概ね反対した 
館数 1** 104** 105 
割合 1.0% 99.0% 100.0% 
合計 
館数 15 113 128 
割合 11.7% 88.3% 100.0% 
** p＜0.01で有意 * p＜0.05で有意 
 
 
 次に、2011 年に図書館協議会で審議した内容の自由記述から、図書館協議会の審議内容
を分析する。自由記述での回答であるため、記述されていない内容でも必ずしも審議され
ていないわけではなく、積極的に記述された内容について、どのような審議が行われてい
るか、審議内容を知るために分析を行う。図書館が回答として記入した自由記述は付録 4.11
に掲載している。自由記述のままではどのような内容か把握しにくいので、記述された内
容を議題ごとに分け、10館以上で審議されていた内容を表 4.63のように分類項目として立
て、審議した図書館数を集計した。その結果を表 4.64に示す。 
最も多く記述されたのは事業計画や利用実績などを図書館から図書館協議会に対して報
告する内容である。他に、予算や決算など図書館財政に係る事項から、図書館資料、図書
館評価など、図書館に係る多様な事項が図書館協議会で扱われている。事業計画や財務関
係の次に読書活動推進計画に係る内容が多く審議されていたが、これは 2001 年 12 月に成
立した「子どもの読書活動推進法」第 7 条で子どもの読書活動推進のための関連機関とし
て図書館が規定され、文部科学省が公表した「子どもの読書活動の推進に関する基本的な
計画」でも図書館における子ども読書活動の推進や図書館の設置促進が主張されるように、
図書館と子どもの読書活動推進の密接な関係による。 
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表 4.63 図書館協議会の審議内容の分類項目 
分類項目 内容 
1）事業計画、運営実績 
開催年度、または前年度の事業計画、運営実績、運営方針の策定・改訂・報告など、全般的な図書館の
状況について 
2）財務関係 予算や決算など図書館の財政や、金銭の係る事項について 
3）読書活動推進計画 読書活動推進計画について 
4）蔵書計画、資料選択 蔵書計画の策定・改訂や、蔵書点検報告、図書館資料選択など図書館資料の管理に係る事項について 
5）図書館建築 本館及び分館の新設や移転、改築や、補修工事など、図書館建築に係る事項について 
6）図書館条例、条文 図書館条例や図書運営条例の改訂など図書館に係る条例・規定について 
7）図書館評価 利用者アンケートの実施や図書館評価について 
8）業務委託・指定管理 業務委託や指定管理者制度について 
9）アウトリーチサービス 移動図書館や図書配達サービスなど、図書館の館外奉仕や広域サービスについて 
10）図書館システム 図書館の蔵書管理システムやウェブサイトなど、図書館に係るシステムについて 
11）休館日・開館時間 休館日や開館時間など、利用する日程・時間にについて 
12）協議会委員教育 先進的な図書館の視察や、勉強会の開催など、図書館協議会委員の教育に係る事項 
13）学校連携 
出張授業や職業体験など、学校教育との連携事業について。乳幼児を対象としたブックスタートなども含
む 
14）利用者教育、利用規定 
利用者のマナーや図書館の利用についての利用者教育、貸し出しなど利用規定の検討など、図書館利
用に係る事項 
15）具体的な開催事業について 事業計画ではなく、特定のイベントについて 
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表 4.64 2011年に開催された図書館協議会で審議した内容の分類結果 
分類項目 館数 
1）事業計画、運営実績 391 
2）財務関係 76 
3）読書活動推進計画 68 
4）蔵書計画、資料選択 49 
5）図書館建築 44 
6）図書館条例、条文 39 
7）図書館評価 38 
8）業務委託・指定管理 27 
9）アウトリーチサービス 24 
10）図書館システム 24 
11）休館日・開館時間 23 
12）協議会委員教育 18 
13）学校連携 18 
14）利用者教育、利用規定 14 
15）具体的な開催事業について 13 
回答館数 488 
合計 866 
 
 
表 2.2でアメリカの図書館協議会の機能を挙げた。アメリカの図書館協議会の機能で、本
調査で明らかになった図書館協議会の審議内容に類する機能として、「図書館の運営方針の
策定」（「1」事業計画・運営実績」）、「開館時間など運営規則の策定」（「11」休館日・開館
時間」）、「図書館予算案の承認」・「財政の監査」（「2」財務関係」）、「図書館資料購入の承認」
（「4」蔵書計画・資料選択」）がある。一方、図書館協議会の諮問内容として扱われていな
いアメリカ図書館委員会の機能は、「図書館長の選定と任命」、「図書館職員の採用・管理」、
「市民への図書館 PR（アドボカシー）」、「寄付の受け入れ」、「自治体や行政委員会との連
携」である。図書館の管理・監督や図書館委員会委員が外部機関と図書館の橋渡し的役割
が受け身の諮問機関である図書館協議会では扱われにくい。 
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 複数館で審議されていたものの、審議した図書館が 10館に満たなかった内容について表
4.65 に示す。東日本大震災の被害を受けた図書館ではその対策が検討される内容や、被害
を受けなくても東日本大震災をきっかけに防災対策について検討する図書館がみられた。
また、雑誌オーナー制度など新しいサービスの検討が行われたり、図書館での自習行動に
対する対応など利用者に対する対応を話し合う内容もみられた。 
 
表 4.65 10館に満たなかったその他の審議内容 
その他の審議内容 館数 
利用者や図書館協議会委員による図書館の課題・改善点 8 
東日本大震災の被害について 8 
図書館ボランティアについて 5 
レファレンスサービスなど参考業務について 4 
図書館職員の研修など教育について 4 
図書館の課題解決支援について 3 
図書館報、図書館だよりについて 3 
雑誌オーナー制度、雑誌スポンサー制度について 3 
図書館の防災対策 2 
図書館協議会が主催または共催でイベントを開催 2 
図書館における自習スペース、自習の扱いについて 2 
 
 
 
4.3.7. 図書館協議会以外の住民参加 
 
 図書館協議会以外の図書館への住民参加方法として、利用者懇談会の実施と図書館友の
会の有無を尋ねた。その結果を図 4.23と図 4.24に示す。利用者懇談会を実施している図書
館は 749館中 42館（5.6%）で、少ないものの、実施率は 2000年調査（2.7%）、2006年調
査（3.2%）よりも高い。図書館友の会は 734館中 189館（25.7%）の図書館が有していた。
図書館が存在を把握している図書館友の会を有している割合は 2000 年調査（5.1%）及び
2006年調査（6.3%）を大きく上回っている。本調査では、利用者懇談会と図書館友の会の
どちらも、これまでの調査の中で実施率が最も高くなった。 
 2000年調査、2006年調査と同様に図書館協議会、利用者懇談会、図書館友の会（または
それに類似する施設）の実施の有無についてそれぞれクロス集計を行った結果を表 4.66か 
134 
 
 
 
 
図 4.23 利用者懇談会を実施しているか N=749 
 
 
図 4.24 図書館友の会があるか N=734 
 
 
5.6% 
94.4% 
利用者懇談会を
実施している 
利用者懇談会を
実施していない 
25.7% 
71.5% 
2.7% 
図書館友の会がある 
図書館友の会がない 
分からない 
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ら表 4.68 に示す。それぞれの結果について Pearson のχ2検定を行うと、利用者懇談会の
実施と図書館友の会の有無において p<0.01 で有意差が認められた。Haberman の残差分
析から、図書館協議会を設置している図書館では利用者懇談会を開催する確率が期待値よ
りも有意に高いことが明らかになった。これは、2000年調査、2006年調査と同様の結果で
ある。図書館協議会の実施と利用者懇談会、図書館友の会の有無の関連性は確認できない
が、利用者懇談会と図書館友の会には関係があり、利用者懇談会を実施している図書館は
図書館友の会もあることが多い。この理由として、図書館協議会は資格を元に任命された
図書館協議会委員によって長期的に運営されるが、利用者懇談会及び図書館友の会はどち
らも積極的な図書館の利用者によって運営されるため、利用者懇談会と図書館友の会の結
びつきが強いことが考えられる。例えば、図書館友の会を組織する熱心な利用者が多い場
合、その利用者から広く図書館の意見を聞くために利用者懇談会を開催するなどのように、
利用者懇談会と図書館友の会は相互に関わることが考えられる。一方で図書館友の会は利
用者懇談会・図書館友の会のどちらとも運営上関わる可能性は少ない。公募委員を採用し
ても、1名から 2名と少なく、またその委員が必ずしも積極的な利用者であるわけではない
ので、図書館協議会の運営がその他の住民参加に繋がることは少ないことが考えられる。 
 
 
表 4.66 図書館協議会と利用者懇談会の有無 
  
利用者懇談会を開催
している 
利用者懇談会を開催
していない 合計 
  館数 割合 館数 割合 
図書館協議会を設置 
している 
27 4.8% 531 95.2% 558 
図書館協議会を設置 
していない 
12 7.5% 148 92.5% 160 
図書館協議会を設置 
していたが廃止した 
3 9.4% 29 90.6% 32 
合計 42 5.6% 708 94.4% 750 
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表 4.67 図書館協議会と図書館友の会の有無 
  図書館友の会がある 図書館友の会がない 
合計 
  館数 割合 館数 割合 
図書館協議会を設置し
ている 
143 27.0% 386 73.0% 529 
図書館協議会を設置し
ていない 
39 24.8% 118 75.2% 157 
図書館協議会を設置し
ていたが廃止した 
9 31.0% 20 69.0% 29 
合計 191 26.7% 524 73.3% 715 
 
 
表 4.68 利用者懇談会と図書館友の会の有無 
  
利用者懇談会を開催
している 
利用者懇談会を開催
していない 合計 
  館数 割合 館数 割合 
図書館友の会がある 22** 11.5% 169** 88.5% 191 
図書館友の会がない 18** 3.4% 505** 96.6% 523 
合計 40 5.6% 674 94.4% 714 
** p＜0.01で有意 * p＜0.05で有意 
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第5章 考察 
 
 
本章では、これまで本研究で明らかになった事実に基づいて、図書館協議会の役割と意
義、そして望ましい図書館協議会の在り方や公立図書館政策を検討する。まず、「第 1章 序
論」で述べた本研究の目的について、本研究から明らかになった点をまとめる。次に、日
本の図書館協議会をどのように運営すれば公立図書館により積極的な効果を与えるのか、
本研究で明らかになった事実を元に図書館協議会の在り方を検討する。最後に、本研究の
課題と今後の展望を述べる。 
 
 
5.1. 本研究のまとめ 
 
 本研究の目的で、図書館協議会の意義や役割を検討するために本研究で明らかにする点
として以下の 2つを挙げた。 
 
1) 公立図書館政策として図書館協議会を設置した目的やその経緯 
2) 現在の図書館協議会の実態 
 
 この 2 点について第 3 章及び第 4 章で明らかにしたことを以下で述べ、図書館協議会の
役割や機能を考察する。なお、筆者が実際に複数の自治体の図書館協議会を傍聴した記録
を付録 5に掲載しているが、その結果も考察に加える。 
 
 
5.1.1. 図書館協議会に求められた役割 
 
 第 3 章で図書館法成立までにつくられた法案を概括し、図書館法案の成立過程で図書館
協議会の制度をどのように導入し、変更したのかを明らかにした。まず、図書館協議会制
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度は法案初期から図書館法に組み込まれており、加藤・雨宮試案で初めてその詳細が記述
された。その記述内容から、アメリカで行われている図書館委員会を参考にしていること
がわかる。一般に、アメリカの図書館委員会は公選制で市民から図書館委員会委員を選び、
図書館長の任免や予算案の承認などを行うが、委員の公選制や館長の任免なども加藤・雨
宮試案に規定されていた。 
 しかし、戦後すぐの日本では議会議員の選挙でさえ投票率が十分ではなく、民主主義的
諸制度が十分に浸透していなかったため、図書館委員会の公選制の実現は困難であると判
断された。同様に戦後導入される予定であった教育委員会は公選制としており、民主主義
的統制の役割を残しつつ図書館委員会を運用するため、図書館委員会を独立とせず、教育
委員会の下部組織とした。ただし、教育委員会がその後公選制を廃止してしまい、当初想
定していた民主主義的な図書館の管理・運営は維持されなかった。 
 また、2011年の図書館法改正前に図書館法第 15条（改正後は図書館法施行規則第 12条）
で定めていた図書館協議会委員の属性は、図書館の知識がない一般市民が図書館委員会委
員に採用され図書館の運営に係ることを危惧した図書館関係者によって設けられた。アメ
リカの図書館委員会では図書館への造詣に関係なく一般市民から図書館委員会委員が選ば
れるため、属性は元々の民主主義的統制の目的に適していない。図書館法に残された図書
館協議会委員の属性は、図書館関係者が想定した図書館に知識の深い者の要件を削除し、
社会教育関係者など幅を広げた条文である。 
 さらに、シャウプ勧告やドッジ・ラインなど戦後の経済改革から生じた財政的な問題の
ため、図書館法はそれまでの多数の図書館法案から大幅に条文を削減し、最終的な図書館
法は必要最小限の条文のみとなった。その法案改正の過程で、教育委員会の諮問機関であ
った図書館協議会は館長の諮問機関となり、また“民意を代表して、公共図書館経営上の
重要事項に参画し、公共図書館の健全な発展に寄与する”といった図書館協議会の目的も
削除されてしまった。図書館協議会はアメリカの図書館委員会を基に、戦後図書館法によ
り導入したものであり、図書館法成立時にその意義や役割、設置する目的は図書館関係者
に広く理解されてはおらず、図書館法作成者はアメリカの図書館委員会の趣旨を踏襲した
図書館協議会の展開を構想していたが、公立図書館に民主主義的統治を導入しようという
思想を明確に周知できないまま図書館協議会が運用されることとなった。以上のように、
日本では、アメリカの図書館委員会を下敷きにしつつ独自の図書館協議会制度を築くよう
になった。 
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5.1.2. 現在の図書館協議会の実態 
 
 第 4 章では日本図書館協会の 2000 年調査、2006 年調査、及び本研究で実施した悉皆調
査の結果から、近年の図書館協議会の実態を明らかにした。以下に箇条書きでその特徴を
列挙するとともに、各々の特徴に関する考察を述べる。 
 
 
(1) 図書館協議会の設置率は 2000年以降同じ水準（67%から 70％前後）を維持している。
合併や新館の設置などを機に協議会の設置されることが多く、設置率は増加傾向にあ
る。 
 
 図書館協議会は公立図書館の過半数で設置されており、地域住民の意見を取り入れ
る機能を持つ利用者懇談会や図書館友の会といった類似の制度と比較しても、図書館
協議会の設置率は高くいと言える。図書館協議会は図書館の運営に地域住民が係るた
めの一般的な組織であると考えられる。 
 
 
(2) 図書館協議会は、市など中規模の自治体で最もよく設置されている。 
 
 設置母体別では、財政的に比較的余裕のあると考えられる都道府県立図書館よりも、
中規模の図書館の設置率が高い。蔵書冊数別にみても、中規模の図書館の設置率が高
く、ある程度大規模な図書館では、地域住民の意見を取り入れる運営とは異なる方針
で図書館の運営を行うためである可能性がある13。しかし、市立図書館とは異なる役割
を担う都道府県立図書館であっても、公的機関である以上、納税者である地域住民の
意見を取り入れるよう努めるべきではないだろうか。また、レイマンコントロールの
観点からも、一般市民の意見に触れる機会は重要であると考えられる。 
 
 
(3) 図書館協議会を設置しない（あるいは図書館協議会を廃止した）理由の第一位は、社
会教育委員会などその他の社会教育に係る審議会で図書館を含めて審議するためであ
り、その次に、予算や人材など財政の問題が挙げられている。 
                                                   
13 付録 5.1に掲載している東京都立図書館協議会は、首都の都道府県立図書館として日本
の公立図書館をリードする役割を自覚し、市民の意見よりも学識経験者や民間経営者など
専門家の知見を図書館経営に活かすための役割を図書館協議会に求めているため、委員の
公募を実施していない。 
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図書館についてその他の社会教育施設と合同で審議することは、社会教育施設間の
連携を容易にする。一方で、時間が限られる審議会で図書館について十分に審議する
時間があるかという疑問もある。単独で協議会を開催した場合であっても、開催回数
が少なく十分に審議できないとの指摘もあり、図書館協議会を独立で開催し審議した
上で、さらに社会教育施設の連携を図る審議会を開催することが望ましい。 
 
 
(4) 例外はあるものの、一般的に図書館協議会の開催回数は年間 2 回、委員の任期は 2 年
とされている。委員数は 10名が最も多いが、前述の 2項よりは自治体により差がみら
れる。 
 
 先行研究では開催回数は年間 4 回が望ましいとの指摘があるが、財政的な問題もあ
り、図書館協議会の開催回数や委員の任期は、図書館協議会で一般的に採用されてい
る基準に統一されつつある。一方で委員数はばらつきがあり、委員の属性や公募委員
など、ある程度自由に運営されている。 
 
 
(5) 図書館協議会の開催回数や委員数は、図書館協議会の年間費用との間に正の相関がみ
られ、より費用をかけている自治体が積極的に図書館協議会を運営している。 
 
 図書館協議会の年間開催数を 4回と定められていた図書館法案もあり、現在の年間 2
回という開催数が必ずしも十分であるとは言えないだろう。しかし、アメリカの図書
館委員会とは異なり、図書館協議会委員には一般的に謝礼を支払うため、図書館協議
会の運営にはより費用がかかる。また、近年は自治体財政も厳しく、図書館予算が年々
減らされる図書館もあり、図書館協議会の積極的な運営は財政的に難しいと判断され
ることもある14。さらに、予算上の負担だけでなく、運営に関する図書館職員の労働時
間など間接的な費用も生じる。一方で、図書館協議会にかける費用には図書館により
大きなばらつきがあり、協議会委員の謝礼にも大きな差があることが予想される。少
ない協議会を、事前に議題を共有して審議時間を短縮するなど、審議方法の工夫で運
営する一方で、謝礼の金額の再考や費用削減の工夫で協議会開催数を増やす努力をす
るなど、効果的な図書館協議会の運営が求められる。 
                                                   
14 付録 5.2に掲載した立川市図書館協議会でも、図書館協議会委員から協議会開催回数が
少なく、知識が補えず大変であり、開催回数を増やして欲しいとの要望が出たが、館長か
ら“無償で会議を行えないため、図書館予算の兼ね合いがあり、会議数の増加は難しいが、
事前資料の配布など工夫を凝らして対応したい”との回答があり、予算的に困難であるこ
とが示された。 
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(6) 規模が大きいほど委員数や開催回数が多いといった傾向はみられず、規模が少ない町
村でも都道府県立図書館よりも図書館協議会に係る費用が多い例もある。特に中規模
の図書館で積極的に運用されている。 
 
 図書館予算が削減される自治体もあり、財政的な余裕がないなかで、地域住民の意
見を図書館運営に取り入れる意義を理解していなければ、図書館協議会の設置や、図
書館協議会に費用を割くことは難しい。図書館法の規定により設置率は高いものの、
一方では図書館協議会が形骸化している報告もある 1)。図書館協議会が形骸化すること
なく、効果的に運営されている状況では、必然的に、ある程度の経費が必要となるで
あろうし、開催回数も増加することが予想される。図書館職員が図書館協議会の役割
と意義を理解した上で地域住民の意見を図書館運営に取り入れる重要性を認識する必
要があろう。 
 
 
(7) 図書館協議会の連絡組織はあまり用いられていない。 
 
 図書館協議会の相互の情報共有は図書館協議会の運営に効果的であり、ある地域の
優れた取り組みを知ることで他の地域の図書館協議会に取り入れられることがある15。
本調査では、図書館協議会の連絡組織については設置の有無を尋ねたのみで、その役
割や組織体系などについては明らかにしていないものの、図書館協議会の連絡組織を
機能させることによって図書館協議会の情報共有を促進する役割を期待できる。その
ような連絡組織を運用するためには、各図書館の担当者による会合や、審議内容など
関係資料を共有するデータベースがあると良い。 
 
 
(8) その他の審議会と比較して図書館協議会委員の女性委員比率は高い。 
 
 女性委員比率が高いものの、過半数には及ばない。しかしながら他の審議会よりも
性別による差は少ないと考えられる 2)。図書館利用者は求める資料やサービスなど、性
別による要望の違いも想定され、図書館協議会においても男女双方の意見を均等に取
り扱うよう取り組む必要があることは言を待たない。 
 
                                                   
15 付録 5.2に掲載した立川市図書館協議会で、委員が他の図書館協議会が取り組んでいる
課題を参考にし、自身が参加している図書館協議会で扱ってはどうかという発言があり、
他の図書館協議会がどのように活動し、どのような課題に取り組んでいるかなどの情報は
図書館協議会の運営に役立つと考えられる。 
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(9) 図書館法第 15条に規定された属性に従った委員数で最も多いのは学識関係者だが、最
も高いのは都道府県で、市町村では他の属性と均等に採用している。そもそも小規模
の自治体には学識関係者が少なく、各自治体の学識関係者の母数も関係していると考
えられるが、設置母体によって委員の構成に大きな差がみられる。 
 
 社会教育関係者や学識関係者など、属性により図書館に係る知識や経験が異なり、
委員が知識の不足のため協議会に参加しにくいと感じることも指摘される16。一方で、
公募委員は必ずしも専門家でない場合もあるものの、図書館及び図書館協議会運営に
対する熱意の高い委員を選出することができると考えられる。したがって、審議会に
良い影響を与えることもあると指摘する先行研究もある 3)。属性が審議内容に影響を与
える可能性があり、図書館協議会をどのように運営したいのかによって委員の所属に
よる採用数を操作することもできる。例えば、専門家の知見を図書館に活かすよう行
われている東京都立図書館協議会は 12名中 8名が学識関係者であり、学識経験者の人
数が多いことで専門性の高い協議会の運営が可能である。 
 
 
(10) 図書館協議会委員はほとんどが 50歳以上で、若い世代の意見を取り入れにくい。 
 
 図書館協議会委員は男女差が少ない一方で、年代の差が大きかった。これはアメリ
カの図書館委員会でも同様の傾向があり、審議会を平日の勤務時間内に開催するため、
社会人などか参加できないことが影響していると考えられる。図書館協議会委員に中
高年が多いと、経験が豊富なことや地域に強い人脈がある一方、高齢者サービスに対
する指摘が多数を占めるなど、図書館協議会委員の年齢の偏りが図書館協議会の活動
に影響する恐れがある。協議会の開催時間を休日や勤務時間外にするなど、協議会委
員の年齢差をなくすような運営方法の工夫が求められる。 
 
 
(11) 図書館協議会委員の公募の実施率は 27.6%であり、1985年調査より大きく増加してい
る。公募を最もよく行っているのは都道府県であり、町村での実施率が最も少ない。
一方、協議会委員に占める公募委員の比率は町村が最も高く、都道府県が最も低い。 
 
                                                   
16 付録 5.2に掲載した立川市図書館協議会で、協議会開催数の増加の要望の理由として、
図書館協議会委員に着任したばかりでどう参加すれば良いのか分からないといった不安が
ある。一方で、同協議会内で協議会副会長による図書館協議会の役割や意義などの講座が
行われるなど、知識差のフォローもされている。 
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 第 3 章で検討したように、民主主義的統制を目的とした図書館委員会では委員に属
性を設けず、誰でも参加できるようにしていた。図書館協議会は属性が設けられてい
たが、2011 年の図書館法改正で削除され、図書館法施行規則に移植されたことを受け
て、条例を改正する自治体も多数あり、その規制は弱まっていると考えられる。公募
を利用すれば、図書館協議会に地域住民を登用できるようになり、より多様な意見を
取り入れ、図書館の民主主義的統制に繋がる。ただし、選考方法の透明性や応募者を
増やすための周知など、運営方法などは考慮する必要がある。 
 
 
(12) 公募を行わない理由で最も多いのは、条例に規定されていないためという消極的理由
である。その次に委員の選考など制度の運用の問題がある。 
 
 上記で述べたように、公募による委員の選定は地域住民を登用するという意味で、
図書館法案で想定されていた制度により近く、図書館協議会本来の目的において効果
的であろう。公募の実施の有無は自治体や図書館の裁量によるが、図書館法で属性を
定めているために、属性以外の委員を登用すべきでないと判断されている可能性もあ
る。公募委員の登用も可能であることを図書館法施行規則や文部科学省の指針などで
明記することも可能であり、また自治体が主体的に図書館協議会の意義を理解し、公
募制を採用することが望ましい。 
 
 
(13) 図書館協議会の公開性の中で最も多く行われているのは傍聴である。都道府県で最も
行われており、町村は最も低い。他には、公募委員の採用よりも、図書館協議会の議
事録をインターネット上で公開することのほうが行われにくい。 
 
 傍聴はその他の 2 つに比べて実施が容易であるため、最も広く行われていると考え
られる。議事録の公開も、会議を録音し、議事録を作成する必要がある。しかし、議
事録は作成しているものの、インターネット上で公開していない協議会も多い。イン
ターネット上の公開方法は図書館のウェブサイトに公開する場合と、自治体のウェブ
サイトに他の審議会と同様に公開する場合があり、図書館だけでなく自治体の方針も
関係していると考えられる。インターネットの他には、図書館内や広報誌での公開も
考えられるが、誰でも自由に閲覧できるインターネットでの公開が望ましい。 
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(14) 公募を実施している図書館は傍聴も実施している確率が高いなど、図書館協議会の公
開性は相互に関連がみられる。また、基本自治条例を策定している自治体はその他の
自治体よりも図書館協議会の公開性が有意に高く、図書館協議会の公開性への取り組
みは、自治体の公開性に対する方針にもよる。 
 
 傍聴、公募、情報公開の有無で、図書館協議会の公開性を測ることが可能である。
また、公開性は自治体の方針にも関係し、例えば基本自治条例で情報公開について言
及している自治体は図書館協議会の公開度も高いというように、図書館のみの取り組
みではなく、自治体の公開性に関する方針が重要である。また、審議会を公開しても
実際に市民が参加するかという疑問を行政側が持っているために、審議会を積極的に
公開しないことが先行研究で指摘されているが、自治体が積極的に公開することが住
民の関心を高める作用もあり、自治体や図書館職員の理解も重要である。 
 
 
(15) アメリカの図書館委員会委員は無報酬だが、図書館協議会では委員に謝礼を支払うこ
とが一般的である。 
 
 アメリカの図書館委員会は強い権限を持ち実際に図書館を管理運営するため、報酬
を与えると図書館や行政に有利なように委員会を運営する恐れがあり、公平な民主主
義的統制を行うために委員は無報酬であると考えられる。一方、図書館協議会は学識
経験者など有識者に図書館に有用な意見を述べてもらい、その代わりに報酬を支払う
という意識がある。これは図書館協議会だけでなく、日本の審議会制度に共通であり、
一般的にその他の公的機関でも委員会制度を用いて民主主義的統制が当然となってい
るアメリカと、審議会などで専門家の意見を聞きつつ、官僚や自治体職員が行政を実
施する日本との、行政制度の相違により生じる違いである。報酬を支払うため図書館
に費用の負担がかかるが、図書館協議会は図書館の運営に地域住民の意見を取り入れ
るための必要な組織であり、費用負担の一面のみではなく、多面的に考慮する必要が
ある。 
 
 
(16) 図書館協議会の年間費用の金額はばらつきが大きく、規模が小さくとも都道府県立と
同程度図書館協議会に費用をかけている図書館もある。 
 
 審議会委員の報酬は自治体単位で規定されている場合もある。図書館協議会を運営
するためには費用をかける必要があるが、図書館の予算は自治体によって異なり、近
年は予算額が減少する自治体も少なくない。図書館協議会を積極的に運営するために
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必要な費用と、図書館予算に対する割合など、費用対効果を考慮に入れる必要がある。 
 
 
(17) 図書館協議会の審議内容では、業務委託など近年関心が高いテーマも扱われる。図書
館協議会が図書館運営にどのような効果をもたらしているのかを客観的にとらえるた
めに、指定管理者制度の審議結果と導入の有無について調査し、多くの場合、図書館
協議会の意向に沿った決定のなされていることが明らかになった。 
 
 図書館協議会の審議内容は自治体で異なり、それぞれの図書館の問題なども係るた
め、客観的に比較することが難しい。また、図書館の運営に地域住民の意見を反映し
たからといって図書館の来館者数や蔵書冊数が増加することは想定しにくく、数値で
図書館協議会設置する客観的な効果を測ることも困難である。本研究では図書館協議
会の効果の一面として、近年関心の高い指定管理者制度について審議内容と導入の有
無をみることで、図書館協議会での意見が図書館の運営に実際反映されているかを確
かめた。その結果、図書館協議会の審議内容に沿った運営がなされている図書館が多
く、図書館協議会が地域住民の意見を実際に図書館運営に反映させていることを明ら
かにした。 
 
 
(18) 図書館協議会の審議内容を明らかにし、アメリカの図書館委員会で扱う内容の違いに
言及した。 
 
 アメリカの図書館委員会と日本の図書館協議会における最も大きな相違点の 1 つは
図書館運営に関する直接的な権限のないことである。図書館協議会の審議内容とアメ
リカ図書館委員会の機能を比較すると、図書館協議会はあくまでも館長の諮問機関で
あるため、諮問する館長に係る内容は審議内容に含まれない。また、図書館委員会は
議会や住民など外部の組織と図書館を繋ぐ橋渡し的役割を果たしているが、諮問機関
である図書館協議会には積極性がなく、そのような権限もない。一方、図書館協議会
では利用者のマナーや利用規則、資料の選定や図書館で開催する事業など、図書館の
対応への意見を求めることが多く、図書館協議会委員も一利用者として図書館を良く
していこうという意識がある17。もし図書館協議会が館長の任免などの権限を持ってい
た場合は、このような目線で図書館運営に協力することは難しい。日本の公立図書館
                                                   
17 付録 5.3に掲載した小平市図書館協議会では、図書館協議会委員が受けた図書館の失礼
な対応を指摘し、館長及び図書館職員がそれを謝罪し、図書館サービスのマニュアルを見
直した点や、新館のデザインに対する利用環境の指摘など、図書館協議会委員が一利用者
として協議会で意見するという形式が目立った。 
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はアメリカ図書館委員会とは異なる図書館協議会制度を築き、独自の制度を活かして
図書館運営を良くすることに協力している。 
 
 
(19) 利用者懇談会と図書館友の会の有無には正の相関があるが、図書館協議会とその他の 2
つの実施には相関がない。 
 
 図書館協議会、利用者懇談会、図書館友の会の 3 つは、図書館に地域住民の意見を
取り入れるという類似の目的を持つ制度として扱われるが、図書館協議会とその他の
制度に相関はなかった。利用者懇談会・図書館友の会と、図書館協議会は制度が異な
る。図書館協議会は少ない委員が長期的に図書館協議会に参加し、継続して審議を行
う。一方、利用者懇談会は多様で多くの利用者が一度に集まり、図書館についての意
見を述べる。短期で開催されるため、意見を述べても、図書館協議会のようにその内
容について図書館職員と双方向に審議を行うわけではなく、一方向的な意見聴取の機
会である。また、図書館友の会は、積極的な利用者によって絵本の読み聞かせや配架
などボランティアを行うことが目的であり、図書館と関わる過程で利用者として意見
を伝える場合がある。利用者懇談会と図書館友の会はどちらも積極的な利用者の存在
が基盤となっており、熱心な利用者が集まれば、どちらも存在する可能性がある。一
方、図書館協議会は公募委員の採用はあるが、多くは図書館ないし教育委員会が委員
を任命するため、熱心な利用者の存在に左右されない。しかし、図書館法に規定され
ているため、図書館協議会は他の 2 つよりも広く普及しており、図書館の運営に地域
住民の意見を反映させる手段として最も用いられている。この 3 つの組織は、意見を
取り入れるという目的は類似しているが、その特徴や機能は異なっており、それぞれ
に合った効果的な運営が図書館に求められる。 
 
 
 本調査の結果などから、現在の図書館協議会の実態を明らかにし、その理由や対策など
を考察した。以上のように、図書館協議会は地域住民の意見を取り入れる方法として最も
広く行われている一方、その運用方法や審議内容は各図書館で差がある。また、図書館協
議会の効果は単純に数値で測れず、費用対効果をみることは難しい。一方、図書館が市民
の税金で運用される公共施設である以上、納税者である市民の意見を図書館の運営に反映
することは必要であり、その手段として図書館協議会が最も広く用いられている。また、
専門家の知見を導入するためにも用いられる。図書館職員や地域住民がその役割を理解し、
図書館協議会を活性化させ、効果的に運営すれば、より良い図書館運営に貢献するだろう。 
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5.2. 望ましい図書館協議会の在り方の提案 
 
 近年、地方分権から自治体の主体性が高まる中、行政への住民参加に関心が集まってお
り、図書館にも地域住民の意思を反映した運営が期待されている。こうした趨勢は図書館
協議会本来の意義にも合致しており、今後、図書館運営における図書館協議会の重要性が
増すのではないかと考えられる。図書館協議会をより効果的に運営するために、本節では、
本研究において明らかにした研究結果を基に、図書館協議会の在り方や公立図書館政策で
の施策を検討する。 
 
 
5.2.1. 図書館協議会の実際の運営について 
 
 本研究の分析結果から、以下のように図書館協議会のより良い運営への示唆を提示する。 
まず、図書館協議会では、公募委員の採用や、図書館協議会を開催する日程や時間に配
慮し、社会人など若い世代の参加を可能にすることで、図書館協議会により多様な地域住
民の意見を取り入れることが可能になる。また、図書館協議会の傍聴や議事録の公開など、
図書館協議会の公開度を図書館が積極的に高めることが、地域住民の図書館への関心を高
めることに繋がる。図書館法案において年間 4 回の協議会開催が想定されていたように、
現状で最も標準的な開催回数である年間 2 回は少ないと考えられ、十分な審議を行えるか
疑問がある。しかしながら、特に規模が小さく財政的に困窮している図書館などは、予算
制約のため、開催数の増加や委員の増員は難しいであろう。そこで、委員の報酬の支払い
や運営費用を見直し、図書館予算の負担を軽減しつつ、図書館協議会の積極的な運営を図
書館職員と協議会委員の双方が意識することが重要である。また、他の自治体の図書館協
議会での活動内容を協議会委員で共有し、優れた取り組みは自館の図書館協議会の参考に
するなど、図書館協議会の情報共有も効果的である。 
 これまで図書館協議会の活性化するための改善方法として、いくつか提案がされてきた。
例えば、平野が指摘した公開度の向上と協議会の相互の情報共有は、本研究でも同じよう
に指摘している。しかし、伊藤が主張するような、図書館協議会が“個人的・職務上・団
体活動上でのある程度以上の図書館体験を持ち、年に 10回程度の会議に 8割程度出席でき
ること、3年以上委員の職務を継続できること”という要件は、図書館協議会に適する人材
が少ない自治体には難しいという点でも、また図書館予算に対する費用の問題でも実現性
は極めて低い。図書館協議会をより良くするためであっても、理想像と費用などの現実を
切り離して考察し、実現性を保たなければならない。他にも、図書館協議会委員が図書館
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に関する知識を持てるようサポートすることや、図書館協議会に市民の意見を取り入れる
のか、それとも専門家による高度な審議内容を期待するのかなど、図書館があらかじめ図
書館協議会の方針を策定することも有用である。 
  
 
5.2.2. 行政による公立図書館政策について 
 
 日本では図書館法に公立図書館の数値基準などはなく、図書館法第 7 条第 2 項を基に文
部科学省から「これからの図書館像－地域を支える情報拠点をめざして－（報告）」などの
図書館の設置及び運営の望ましい基準が公表されている。各図書館は望ましい基準に示さ
れた基本方針を基に図書館計画を策定し、実際に図書館を運営するため、日本の公立図書
館政策は図書館法及び望ましい基準が基本となる。すなわち、図書館協議会を積極的に運
用することを周知させるには、望ましい基準などで具体的に記述することが効果的である。
法制度は規制緩和の傾向にあり、図書館協議会など制度も各自治体の裁量に応じて運営さ
れることが望ましい。一方で、公募委員の採用などで図書館法の属性の解釈が自治体で異
なっていることもあり、図書館協議会の設置や運営方法は各図書館に委ねつつ、元々の図
書館協議会の目的や、施行規則で協議会委員の属性が定められているものの公募委員など
を採用する図書館もあることなど、制度を積極的に活用するための施策を何らかの方法で
示すことが望ましい。 
 
 
 
5.3. 今後の課題と展望 
 
 本研究で、図書館協議会に求められた役割やその意義、成立過程を検討し、日本独自の
制度となった図書館協議会の現在の実態などを明らかにした。本研究結果により、図書館
協議会の公立図書館政策における立ち位置が明確になり、図書館運営に民主主義的統制を
導入しようとした目的を再確認できた。一方で、本研究の限界点として、悉皆調査を企図
したものの、全ての公立図書館の実態を把握できなかったこと、ならびに、客観的な統計
調査を方法としたため事例分析など各図書館協議会の詳細な状況を把握できなかったこと、
図書館協議会の多面的な効果を測定することが難しかったことなどが挙げられる。また、
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海外の図書館委員会およびその類似制度が日本の図書館協議会の参考になる可能性があり、
図書館委員会など類似制度の国際的な比較制度分析は有効であろう。さらに、地域住民の
意見を取り入れるその他の方法として、利用者懇談会・図書館友の会についても、今後検
討していきたい。 
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付録 
 
 
付録1  用語の定義 
 
1.1. 公立図書館 
本研究における公立図書館は、図書館法第 2 条第 2 項に基づき、地方自治体の設置する
図書館を指す。また、地方自治法第 25 条の影響から、図書館を教育委員会ではなく首長部
局が主管する自治体もある。本来これは図書館法第 1 条の理念より、図書館法上の図書館
ではなく図書館同種施設に分類されるが、本研究では公立図書館に含めて区別しない。 
 
 
1.2. 図書館協議会 
 本研究における図書館協議会は、図書館法第 14 条に規定され、公立図書館の運営に関し
て図書館長の運営に対して諮問を行い、また公立図書館の提供するサービスについて意見
を述べる機関である 1)。 
 図書館によっては、図書館法上の図書館協議会ではなく、独自に条例で規定した諮問機
関を擁する事例もある。本研究では、同様の機能を持つ組織も含めて、その意義や役割を
検討するために、「図書館法第 14 条から第 16 条に規定されている館長の諮問機関、もしく
はそれに類似する組織」を図書館協議会とする。 
 
 
参考文献 
1) 日本図書館情報学会用語辞典編集委員会編. 図書館情報学用語辞典. 第 3 版. 東京, 丸
善, p.176. 
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付録2  図書館法案の引用原文 
 
2.1. 第一期 
 
資料2‐1. 圖書館法規に規定さるべき事項（昭和 21 年 6 月 25 日） 
 
第六章 圖書館委員會並に圖書館協會 
一、左記の如く各級関係官公廳に圖書館委員會を設けること 
文部省図書館委員会 
都道府縣図書館委員会 
市町村図書館委員会 
１、委員会は各界の代表者学識経験在る人士中より文部大臣、地方長官、
市町村長において夫々委嘱すること 
２、職能 
イ、管下の文化振興を目的とする図書館計画の樹立 
ロ、管下図書館事業の批判並経営支援 
ハ、中央図書館長の選任について銓衝委員会を通じての発言 
 
 
資料2‐2. 圖書館法（案） 長田富作案（昭和 21 年 6 月） 
 
第 8 条 図書館に図書館委員会を置く。 
図書館委員会は図書館の館長又は総長及び図書館委員会を以てこれを組織する。 
図書館委員の選出並に図書館委員会に関する規定は文部大臣これを定める。 
 
第 9 条 館長又は総長は図書館委員会の議決でこれを指名する。但し、館長は左記各号
の一に該当するものからこれを指名するを要す。 
一 現に図書館の館長であるもの、又は従前館長であった者 
二 五年以上図書館の司書又は司書官である者 
 
 
資料2‐3. 原案ニ對スル修正又ハ補足意見（昭和 21 年 8 月 15 日） 
 
ニ、法令ノ体形ニ関スル問題 
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（一）、法令ノ体形ヲ左ノ如ク改ムルコト（関東） 
第一章 目的、設置義務、職員、建物、経費、閲覧料 
第二章 國立圖書館 
第三章 道府縣立圖書館 
第四章 市町村立圖書館 
第五章 中央圖書館 
第六章 私立圖書館 
第七章 圖書館委員會 
 
 
資料2‐4. 圖書館法規改正案 近畿案（昭和 21 年 8 月 15 日） 
図書館委員会に関する条文なし 
 
 
資料2‐5. 図書館制度改革ニ関スル委員會報告書（昭和 21 年 8 月 17 日） 
図書館委員会に関する条文なし 
 
 
資料2‐6. 公共圖書館制度刷新要綱案 社会教育局（昭和 21 年 12 月） 
 
六、圖書館に委員制度を置き 算人事其の他重要な館務については其の意見を徴するこ
とを必要要件とし圖書館活動の合理性を高めること。 
 
 
資料2‐7. 公共圖書館法案 文部省案（昭和 22 年 3 月） 
 
第十條 圖書館に圖書館委員を置き其の運営に参畫させる 
圖書館委員に関する規定は文部大臣之を定める 
 
 
資料2‐8. 第一案社会教育法 抜粋（昭和 22 年 4 月 1 日） 
 
第三章 社会教育施設 
第二節 図書館 
B 図書館に図書館委員を置きその運営に参与させる。 
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資料2‐9. 社会教育法案 抜粋（昭和 22 年 6 月 10 日） 
 
第三章 社会教育施設 
第一節 図書館 
第二十条 図書館に図書館委員を置き、その運営に参画させること。 
図書館委員に関する規程は政令によること。 
 
 
 
2.2. 第二期 
 
資料2‐10. 文部省の「公共圖書館法案」に関する覚書 日本図書館協会（昭和 22 年 7 月
11 日） 
 
(12) 第十条の圖書館委員の規程に於て、その第一項を「図書館の設立者は図書館
委員をおき、館長の任免、予算その他運営上の重要事項に参劇させる」と改める。 
 
 
資料2‐11. 公共図書館法案 修正仮案（昭和 22 年 8 月 22 日） 
 
第十一条 図書館の設置者は、図書館委員を置き、館長の資格選定、予算及びそ
の他運営上の重要事項参画せしめなければならない。 
図書館委員に関する規程は、文部大臣がこれを定める。 
 
 
資料2‐12. 日本圖書館協會第一回通常総會協議會記録 －圖書館法案関係抜粋（昭和 22
年 9 月 4 日） 
 
議長 次に委員の問題にうつる。（一）獨立して圖書館委員とするか、（二）教育委員に含
めるか 
清都（富山） 獨立して作る事に賛成する。 
雨宮（文部省） 内部事情を説明 
加藤（文部省） 教育委員會の選定は公選と云ふ事になっている。が議員の選挙の時でさ
え棄権する人の多い中に教育委員の場合どの程度選挙するかわからない。まして圖書館委
員となると尚の事である。故に、只今の所教育委員の中に含ませて別に圖書館部會を作る
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やうにすればよかろうと云ふ事になっている。 
寺澤（神戸） 公選は決定的か。 
加藤（文部省） 絶対公選である。 
甘日出（千葉） 教育委員を公選して、その中に圖書館部會を含ませる構成でゆき度い。 
河合（東大） 金曜日會で、「公選では、圖書館に無理解の人があつた場合に困る」と申入
れた所ネルソン氏は「教育委員會できめさせよ」と主張した。 
御参考までに申し上げるが、先日私の讀んだ米國の圖書に素人がやつて却つて効果の上つ
た例として次の様なことが書いてあつた。 
「館長の任命や、運営の権威ある機関に圖書館専門家でない人がその地位に立つて却つて
圖書館に対する関心を深めた」 
このやうに逆に効果の上る事もあると云ふ事をご考慮願い度い。 
佐藤（野田） 公民館の問題もあるが、社會教育法の門にも含まれるとすると、社會教育
委員が出来、又他に教育委員が出来るとなると圖書館はどうなるのか。 
雨宮（文部省） 只今この事は考案中である。社會教育法とは別個に圖書館の問題として
まとめられたい。 
議長 賛否を問ふ。 
（教育委員の中に入れ、圖書館部會としてやる事に賛成多敷） 
 
 
資料2‐13. 公共圖書館法案 修正仮案 文部省社会教育局文化課 加藤宗厚 雨宮祐政試
案（昭和 22 年 9 月 18 日） 
 
第四十条 町村が、この法律の定めるところにより、公共図書館を設置
することを、不可能又は、不適当と認めるときは、図書館委員会の承認
を得て、市町村公共図書館組合又は、町村公共図書館組合を設けて、図
書館を設置することができる。 
 
第四章 図書館委員会 
第一節 図書館委員会 
第七十条 図書館委員会は、民意を代表して、公共図書館経営上の重要
事項に参画し、公共図書館の健全な発展に寄与することを目的とする。 
第七十一条 図書館委員会を、国立中央図書館委員会、都道府県図書館
委員会及び市町村図書館委員会とする。 
第七十二条 国立中央図書館委員会（以下単に中央図書館委員会という）
は、文部大臣の監督のもとに、この法律の定めるところに従って、国立
中央図書館に関する事務を管理する。 
  
165 
第七十三条 中央図書館委員会の委員の選出は、次のように定める。 
一、地方図書館委員の選挙する委員は十二名 
二、国会の文化委員の選挙する委員は二名 
三、日本学士院の選挙する委員は二名 
四、日本芸術院の選挙する委員は二名 
五、政府の推薦する委員は三名 
第七十四条 中央図書館委員会に関する事務を処理するために、事務局
を置く。 
前項の事務局に関する規程は、監督庁がこれを定める。 
第七十五条 中央図書館委員会は、左の事項を行う。 
一、国立中央図書館長の選定に関すること 
二、国立中央図書館の職能に関すること 
三、国立中央図書館の財政に関すること 
四、国立中央図書館の運営上の重要事項に関すること 
第七十六条 中央図書館委員会は、図書館に関する事項について、意見
書を関係行政庁に提出することができる。 
第七十七条 中央図書館委員会は、図書館に関する事項について、関係
行政庁の諮問のあるときは、意見書を答申しなければならない。 
第七十八条 この法律で、別段の規程がある場合を除いては、中央図書
館委員会の会議に関する事項は会議規則で定める。 
前項の国立中央図書館委員会会議規則に関する規程は、中央図書館委員
会の議を経て事務局が、これを定める。 
第七十九条 都道府県図書館委員会は、都道府県知事の、市町村図書館
委員会は、市町村長の所轄に属する。 
前項の委員の選挙に関する規定は、地方自治法の規定を準用する。 
第八十条 都道府県図書館委員会及び、市町村図書館委員会を、単に地
方図書館委員会という。 
第八十一条 地方図書館委員会に関する事務を処理するために、委員長、
幹事、書記及び、その他必要な職員を置かなければならない。 
委員長は、委員の互選とする。 
幹事は、その地方の城跡の公立図書館長がこれに当る。 
書記は、委員長の委嘱による。 
第八十二条 地方図書館委員会の委員及び、職員の費用は、地方公共団
体が、これを負担する。 
第八十三条 地方図書館委員会においては、左の事項を行う。 
一、図書館長の進退に関すること。 
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二、図書館職員の進退に関すること。 
三、図書館の運営上の重要事項に関すること。 
四、図書館の設置、廃止及び、設置者変更に関すること。 
五、図書館の経費に関すること。 
六、図書館の設置基準に関すること。 
七、図書館職員の養成に関すること。 
八、図書館に関する条例を設け又は改廃すること。 
九、図書館費に充てるための基本財産及び積立金等の設置又は
処分に関すること。 
第八十四条 第七十六条、第七十七条、第七十八条の規定は、これを地
方図書館委員会に準用する。 
第八十五条 市町村図書館委員会は、図書館に関する重要事項について
意見を具し、都道府県図書館委員会の決定を得なければならない。 
第八十六条 地方図書館委員会の定数は、監督庁が、これを定める。 
第八十七条 地方図書館委員会に対する行政庁の監督は、地方図書館行
政の自治を尊重する精神に則り、この法律の定めるところによってのみ、
これを行うことができる。 
 
 
資料2‐14. 公共図書館法案 兵藤第一案（昭和 22 年 10 月 20 日） 
 
第二十一条 公共図書館には、図書館運営に関する重要事項を審議する
ために、評議員会を置くことができる。 
 
 
資料2‐15. 公共図書館法案 兵藤二案（唱和年 10 月 23 日） 
 
第十九条 公共図書館に評議員会を置く。 
評議員会は、公共図書館運営上の重要事項に参画し、公共図書館の健全なる発展
に寄与することを目的とする。 
 
 
資料2‐16. 公共図書館法案 兵藤三案（昭和 22 年 10 月 25 日） 
 
第十八条 地方公共団体に、図書館委員若干名を置く。 
２ 図書館委員は、当該区域において、図書館経営につき経験ある者又
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は有識者の中から地方教育委員会がこれを命ずる。 
３ 図書館委員は、区域内図書館を視察して助言を与え、且つ地方教育
委員会に意見を具申するものとする。 
第十九条 国立図書館に評議員を置く。 
評議員は三十名以内とし、関係各庁の官吏及び学識経験者の中から文部大臣の申
出によって、内閣総理大臣がこれを命ずる。 
評議員会は国立国会図書館運営に関する重要事項を審議し、兼ねて図書館発展の
ために必要なる意見を文部大臣に具申するものとする。 
 
 
資料2‐17. 公共図書館法案 兵藤第四案（昭和 22 年 11 月 6 日） 
 
（図書館委員） 
第十九条 地方公共団体に図書館委員若干名を置く。 
図書館委員は、常該区域において図書館経営につき経験ある者又は有識者の中か
ら地方教育委員会がこれを命ずる。 
図書館委員は、区域内図書館を視察して助言を与え、且つ地方教育委員会に意見
を具申するものとする。 
 
 
資料2‐18. 公共図書館法案 兵藤第五案（昭和 23 年 2 月） 
 
第二章 図書館委員会 
第七条 公共図書館の発展と運営とに関する事項を審議するために、中央図書館
委員会および地方図書館委員会を置く。 
地方図書館委員会は、都道府県ごとにこれを置く。 
第八条 中央図書館委員会は文部大臣の、地方図書館委員会は都道府県知事の管
理に属する。 
中央図書館委員会は、文部大臣の諮問にこたえ、又は関係各大臣に意見を具申す
ることができる。 
地方図書館委員会は、都道府県知事の諮問にこたえ、又は関係各大臣に意見を具
申することができる。 
第九条 中央図書館委員会は委員三十人以内で、地方図書館委員会は委員二十人
以内でこれを組織する。 
図書館委員会において、特別の事項を審議するために必要があるときは、臨時委
員を置くことができる。 
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第十条 中央図書館委員会又は地方図書館委員会の委員及び臨時委員は、関係行
政庁の官吏または吏員、図書館の経営に従事する者、及び学識経験者の中から文
部大臣又は都道府県知事が夫々これを任命する。 
第十一条 図書館委員会に委員の互選による委員長および副委員長各一名を置く。 
委員長及び副委員長の人気は各々一年とする。但し再選を妨げない。 
委員長は、会務を総理し及び委員会を代表する。 
副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故あるときはその職務を代理する。 
第十二条 図書館委員会の定例会は、毎年四回以上委員長がこれを招集しなけれ
ばならない。 
委員長は臨時会を招集することができる。委員二人以上から会議に附すべき事件
を示して臨時会招集の請求があったときは、委員長はその事件に限りこれを招集
しなければならない。 
第十三条 図書館委員会は、特に必要があると認めるときは、関係行政庁に対し、
所属委員の出席説明及び資料の提出を求めることができる。 
第十四条 この法律に定むるものの外、図書館委員会運営に関して必要な事項は
命令をもってこれを定める。 
 
 
第三章 図書館委員 
第十五条 都道府県に図書館委員を置く。 
図書館委員は、当該都道府県の図書館を視察し、図書館の施設、経営その外図書
館に関する事項について相談に応じ、必要な助言を与え、視察の情況を、意見を
添えて知事に報告する。 
第十六条 図書館委員は図書館経営について経験あるものから、都道府県知事が
これを任命する。 
図書館委員は三名以内とする。 
第十七条 都道府県は、委員に報酬を支給し、委員が職務を行うために要する費
用の弁償をしなければならない。 
前項の報酬及び費用については、地方自治法第二百三条第三項及び第二百六条の
規定による。 
 
 
資料2‐19. 公共図書館法案 兵藤第六案（昭和 23 年 3 月） 
 
第二章 図書館協議員会 
（目的） 
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第七条 公共図書館に関する重要な事項を審議するために、中央図書館協議員会
および地方図書館協議員会を置く。 
地方図書館協議員会は、都道府県ごとにこれを置く。 
（中央図書館協議員会、地方図書館協議員会） 
第八条 中央図書館協議員会は文部大臣の、地方図書館協議員会は、都道府県教
育委員会の管理に属する。 
中央図書館協議員会は、文部大臣の諮問にこたえ、又は関係各大臣に意見を具申
することができる。 
地方図書館協議員会は、都道府県教育委員会に諮問にこたえ、又は関係行政庁に
意見を具申することができる。 
（組織） 
第九条 中央図書館協議員会は、協議員三十人以内で、地方図書館協議員会は、
協議員二十人以内で、これを組織する。 
図書館協議員会において特別の事項を審議するために必要があるときは、臨時委
員を置くことができる。 
第十条 中央図書館協議員会の又は地方図書館協議員会の協議員および臨時委員
は、関係行政庁の官吏又は吏員、図書館の経営に従事する者及び学識経験者の中
から文部大臣又は都道府県教育委員会が夫々これを任命する。 
（会長及び副会長） 
第十一条 図書館協議員会に委員の互選による委員長および副委員長各一名を置
く。 
委員長及び副委員長の人気は各々一年とする。但し再選を妨げない。 
委員長は、会務を総理し及び委員会を代表する。 
副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故あるときはその職務を代理する。 
（例会及び臨時会） 
第十二条 図書館協議員会の定例会は、毎年四回以上委員長がこれを招集しなけ
ればならない。 
会長は臨時会を招集することができる。 
協議員二人以上から会議に附すべき事件を示して臨時会招集の請求があったとき
は、会長はその事件に限りこれを招集しなければならない。 
（関係行政庁に対する要素） 
第十三条 図書館協議員会は、特に必要があると認めるときは、関係行政庁に対
し、所属委員の出席説明及び資料の提出を求めることができる。 
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第三章 図書館委員 
（職務） 
第十四条 都道府県教育委員会事務局に図書館委員を置く。 
図書館委員は、当該都道府県の図書館を視察し、図書館の施設、経営その外図書
館に関する事項について相談に応じ、必要な助言を与え、視察の情況を意見を添
えて、教育長に報告する。 
（任命） 
第十五条 図書館委員は図書館経営について経験あるものから、都道府県教育委
員会がこれを任命する。 
図書館委員は五人以内とする。 
（報酬、費用） 
第十六条 都道府県は、委員に報酬を支給し、委員が職務を行うために要する費
用の弁償をしなければならない。 
前項の報酬及び費用については、地方自治法第二百三条第三項及び第二百六条の
規定による。 
 
 
資料2‐20. 公共図書館法案 文部省社會教育局文化課（昭和 23 年 3 月 25 日） 
 
第二章 図書館協議員会 
第八條 公共図書館に関する重要な事項を審議するために、中央図書館協議員会
および地方図書館協議員会を置く。 
地方図書館協議員会は都道府縣ごとにこれを置く。 
第九條 中央図書館協議員会は文部大臣の、地方図書館協議員会は、都道府縣教
育委員会の管理に属する。 
中央図書館協議員会は、文部大臣の諮問にこたえ又は関係各大臣に意見を具申す
ることができる。 
地方図書館協議員会は、都道府県教育委員会に諮問にこたえ、又は関係行政庁に
意見を具申することができる。 
第十條 地方教育委員会は、左の事項については、図書館協議員会の意見をきか
なければならない。 
一、 図書館行政の綜合企画に関すること 
ニ、図書館に関する條令及び規則の制定に関すること 
三、図書館の予算に関すること 
四、図書館委員の任免に関すること 
五、中央図書館長の進退に関すること 
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六、公立図書館の閲覧料徴収の許可に関すること 
第十一條 中央図書館協議員会は、協議員三十人以内で、地方図書館協議員会は、
協議員二十人以内で、これを組織する。 
図書館協議員会において特別の事項を審議するために必要があるときは、臨時委
員を置くことができる。 
第十二條 中央図書館協議員会又は地方図書館協議員会の協議員および臨時委員
は、関係行政庁の官吏又は吏員、図書館の経営に従事する者及び学識経験者の中
から文部大臣又は都道府県教育委員会が夫々これを任命する。 
第十三條 図書館協議員の任期は四年とし、二年ごとにその半数を更新する。但
し重任することを妨げない。 
第十四條 図書館協議員会に、協議員の互選による会長及び副会長各一人を置く。 
会長及び副会長の任期は各一年とする。但し再選を妨げない。 
会長は会務を總理し及び協議員会を代表する。 
副会長は会長を補佐し、会長事故あるときはその職務を代理する。 
第十五條 図書館協議員会の定例会は毎年四回以上会長がこれを招集しなければ
ならない。 
会長は臨時会を招集することができる。協議員に名以上から会議に附すべき事件
を示して臨時会招集の請求があつたときは、会長はその事件に限りこれを招集し
なければならない。 
第十六條 図書館協議員会は特に必要があると認めるときは、関係行政庁に対し、
所属職員の出席説明及び資料の提出を求めることができる。 
 
 
第三章 図書館委員 
第十七條 都道府県教育委員会事務局に図書館委員を置く。 
図書館委員は、当該都道府県の図書館を視察し、図書館の施設、経営その外図書
館に関する事項について相談に応じ必要な助言を與え、視察の状況を意見をそえ
て教育長に報告する。 
第十八條 図書館委員は図書館経営について経験あるものから、都道府縣教育委
員会がこれを任命する。 
図書館委員は五人以内とする。 
第十九條 都道府縣は委員に報酬を支給し、委員が職務を行うために要する費用
の弁償をしなければならない。 
前項の報酬及び費用については、地方自治法第二百三條第三項及び第二百六條の
規定による。 
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資料2‐21. 公共圖書館法案―文部省文化課案に関する意見書 九州地區中央圖書館館長會
議（昭和 23 年 5 月 17 日） 
 
五、図書館協議會と教育委員會との機能上の関係を明示する必要がある。 
 
 
資料2‐22. 関東地区中央図書館長打合せ會に於ける意見―＜公共図書館法案―文化課案＞
於千葉県図書館（昭和 23 年 7 月 7 日） 
 
細部について 
一、図書館協議員會と図書館委員との関係 
１、名辞からの印象で機能の区別が判然とせぬ故 
図書館協議員（会）＝図書館委員（会） 図書館委員＝図書館補導委員と改める
こと 
２、図書館協議員會と教育委員會とは対等の関係（同等の位置）迄置き度いこと 
３、もし現法案で行くならば協議員の若干は必ず教育委員の中から選ぶ用條文を
かへること 
４、実際問題として中央図書館長は協議員に任命されるや否や又任命された場合
第十條五項との関係如何 
ニ、第十九條 図書館委員は専任とし五名以上とすること 
 
 
資料2‐23. 公共図書館法案付 “公共図書館法案”修正に関する件 文部省社会教育局文
化課 雨宮祐政（昭和 23 年 9 月 6 日） 
 
CIE 図書館担当官バーネット氏と文部省側との間に六月下旬より七月中旬に亘り行われた
意見の交換で問題とし、修正を要する点及び更に考慮すべきものがバーネット氏から提案
され、忌憚のない談合がなされた。 
 
（ハ）閲覧料 
これについては国立図書館及び東京都立日比谷図書館をはじめ現在の利用状況から根本的
主旨は無料とするが、入館者の無制限制度は館内整理上不都合をきたす面があるので、図
書館委員会の許可権の操作で抑制が両作用されるということで解決し、原則としてとらな
いものとする方針に決定した。 
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（ニ） 図書館委員会 
原法案の図書館協議員会と図書館委員とがおかれていて、更にそれに加えて最近教育委員
会がおかれるという工合では、委員会による規制が多すぎる。從って協議員会に図書館委
員を含めて考えてはどうかということから一本にして図書館委員会というコミュニティで
いくことに決した。 
 
 
ニ 行政及び経営基準 
 わが国では図書館を単なる社会教育機関とのみ考えている。米国では公共図書館は一般
地方行政の重要な一部でなければならぬとされている。これは米国では週別に独自の図書
館法があり、図書館税が徴収せられ、図書館委員が選任せられ、図書館職員の地位、職責
が明確にせられ、図書館の消長は民衆の福祉と直接な関係のあることが強く認識されてい
るからであろう。 
 又米国では「公共図書館は学校体系に従属すべきではない」との見解の下に図書館は教
育委員によらず殆どすべて図書館委員によって管理されている。 
 又州立図書館では州間の図書館が全住民に対して必要なサービスを十分なし得るよう図
書館計画を立てると共に、州は地方図書館に対して財政的支援を与えている。連邦政府も
又、絶えず全国的な図書館計画を立てるとともに、州の図書館活動の平均化のために、財
政的援助、図書館資料の相互貸借のあっ旋をしている。 
 わが国においても、公共図書館が民主主義教育並びに民衆の福祉の増進に対する必須機
関であることを認識し、この基準に基づく図書館の設置を勧奨すると共に、地方公共団体
は、地方図書館の育成の方法を講じなければならない。 
 
 
八 査定基準 
 以上の基準は、最低のものと考えうべきであるが、現下の諸情勢上、量的に充足不可能
の場合には当分の間その六十％が満たされたものに対しては図書館協議員会の議を経て、
設置認可を与えることができる。 
 
 
資料2‐24. 公共圖書館法案 日本圖書館協會有志（昭和 23 年 9 月 10 日、9 月 11 日修正、
9 月 21 日修正） 
 
第二章 圖書館委員会 
第八條 公共図書館に関する重要な事項を審議するために、中央圖書館委員会及
び地方圖書館委員会を置く。 
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２ 地方圖書館委員会は、都道府県ごとにこれを置く。 
第九條 中央圖書館委員会は文部大臣の、地方圖書館委員会は都道府県教育委員
会の管理に属する。 
２ 中央圖書館委員会は、文部大臣の諮問にこたえ、又は、関係大臣に
意見を具申することができる。 
３ 地方圖書館委員会は、都道府県教育委員会の諮問にこたえ、又は、
関係各庁に意見を具申することができる。 
第十條 教育委員会は、左の事項については、圖書館委員会の意見をきかなけれ
ばならない。 
一 第四條ないし第六條に関すること 
ニ 圖書館及びその附帯施設の運営及び管理に関すること 
三 圖書館職員の任免その他の人事に関すること 
四 圖書館職員の組織する労働組合に関すること 
五 圖書館の敷地の設定及び変更その他建物の営繕、保全の計画及びそ
の実施の指導に関すること 
六 圖書館に関する條例及び規則の制定又は改廃に関すること 
七 圖書館の歳入歳出予算に関すること 
八 圖書館の閲覧料徴収の許可に関すること 
九 圖書館職員の養成及び研修に関すること 
十 圖書館の調査及び統計に関すること 
十一 その他圖書館に必要な助言又は法律に別段の定めのない、所轄地
域の圖書館事務に関すること 
第十一條 圖書館委員会は、中央及び地方に共通する圖書館行政の綜合企画およ
びその実施に関して必要な事項を決定するために、連絡協議会を設けることがで
きる。 
２ 連絡協議会は、圖書館委員会の要求により文部大臣が、これを招集
する。 
第十二條 中央圖書館委員会は九人の委員で、都道府県圖書館委員会は七人の委
員で、これを組織する。 
２ 前項に規定する委員の外、圖書館委員会において特別の事項を審議
するために必要があるときは、臨時委員を置くことができる。 
第十三條 中央図書館委員会又は地方圖書館委員会の委員及び臨時委員は、左の
各号に掲げる者の中から、文部大臣又は都道府県教育委員会がそれぞれこれを任
命する。 
一 國会又は地方議会の推薦する議員 
ニ 都道府県中央圖書館長及びその他の公共圖書館長又はその推薦する
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者 
三 圖書館関係団体の推薦する者 
四 その他学識経験のある者 
第十四條 圖書館委員の任期は四年とし、二年ごとにその半数あてを更新する。
但し、重任することを妨げない。 
２ 前條第一項第一号の規定により任命せられた委員の任期は、議員の
任期中とする。 
第十五條 圖書館委員会に、委員の互選による会長及び副会長各一人を置く。 
２ 会長及び副会長の任期は、一年とする。但し再選を妨げない。 
３ 会長は、圖書館委員会の会務を總理し、委員会を代表する。 
４ 副会長は、会長を補佐し、会長事故あるときは、その職務を代理す
る。 
第十六條 圖書館委員会の定例会は、毎年四回以上会長が、これを招集しなけれ
ばならない。 
２ 会長は、臨時会を招集することができる。 
３ 委員二名以上の連署を以て会議に附すべき事件を示して臨時会招集
の請求があつたときは、会長は、その事件に限り、これを招集しなけれ
ばならない。 
第十七條 圖書館委員会は、必要があると認めるとき、関係行政庁に対し、所属
職員の説明又は資料の提出を求めることができる。 
第十八條 教育委員会法第五條及び第三十一條又は地方自治法第二百三條第三項
及び第二百六條の規定は、これを都道府県圖書館委員会に準用する。 
第十九條 委員の宣誓、法令等に從う義務及び含むに関しては、別に公務員につ
いて規定する法律で、これを定める。 
第二十條 委員が辞職又はその他の事由で欠けたときは、中央圖書館委員会の委
員は文部大臣が、都道府県教育委員会の委員は都道府県教育委員会が、すみやか
に委員を任命しなければならない。但し、補欠委員は、前任者の残任期間在住す
るものとする。 
第二十一條 この法律に定めるものの外、圖書館委員会に関して必要な事項は、
別に政令で、これを定める。 
 
 
資料2‐25. 公共図書館法案 社団法人 日本図書館協会（昭和 23 年 11 月 3 日） 
 
 
第二章 図書館協議員会 
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（設置） 
第十二條（1） 公共図書館に関する重要な事項を審議するために、国の図書館協
議員会（全国図書館協議員会という。以下同じ。）、都道府縣教育委員会及び地方
図書館協議員会を置く。 
（2） 都道府縣図書館協議員会及び地方図書館協議員会は教育委員会ごとにこれ
を置く。 
（管理・目的） 
第十三條（1） 全国図書館協議員会は文部大臣の、都道府縣図書館協議員会は都
道府縣教育委員会の、地方図書館協議員会は地方の教育委員会（地方教育委員会
という。以下同じ。）の管理に属する。 
（2） 全国図書館協議員会は、文部大臣の諮問に答え又は関係各大臣に意見を具
申することができる。 
（3） 都道府縣図書館協議員会は、都道府縣教育委員会の諮問に答え又は関係各
庁及び全国図書館協議員会に意見を具申することができる。 
（4） 地方図書館協議員会は、地方教育委員会の諮問に答え又は関係各庁、全国
図書館協議員会及び都道府縣教育委員会に意見を具申することができる。 
（職務） 
第十四條（1） 教育委員会は、左の事項については、図書館協議員会の意見をき
かなければならない。 
一 第七條ないし第九條に関すること 
ニ 図書館及びその附帯施設の運営及び管理に関すること 
三 図書館員の任免、給与その他の人事に関すること 
四 図書館員の敷地の設定及び変更その他建物の営繕、保全の計画及び
その実施の指導に関すること 
五 図書館に関する條例及び規則の制定又は改廃に関すること 
六 図書館の歳入歳出予算に関すること 
七 図書館の閲覧料徴収の許可に関すること 
八 図書館員の養成及び研修に関すること 
九 図書館の調査及び統計に関すること 
十 図書館の団体に関すること 
十一 その他図書館に必要な助言又は法律に別段の定めのない、所轄地
域の図書館事務に関すること 
（2） 文部大臣は、前項第二号、第四号、第六号、第八号ないし第十号に規定す
る事項については、図書館協議員会の意見をきかなければならない。 
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（連絡協議） 
第十五條（1） 図書館協議員会は、中央及び地方に共通する図書館行政の綜合企
画及びその実施に関して必要な事項を決定するために、連絡協議会を設けること
ができる。 
（2） 連絡協議会は、図書館協議員会の要求により文部大臣が、これを招集する。 
 
（委員の構成） 
第十六條（1） 全国図書館協議員会は九人の、都道府縣図書館協議員会は七人の、
地方図書館協議員会は五人の委員で、これを組織する。 
（2） 前項に規定する委員の外、圖書館委員会において特別の事項を審議するた
めに必要があるときは、臨時委員を置くことができる。 
 
（委員の選任） 
第十七條（1） 都道府縣図書館協議員会又は地方図書館協議員会の委員及びその
臨時委員は、左の各号に掲げる者の中から、文部大臣又は都道府県教育委員会が
それぞれこれを委嘱する。 
一 都道府縣中央図書館長及びその他の公共図書館長又はその推薦する
者 
ニ 図書館関係団体の推薦する者 
三 地方議会の推薦する議員 
四 その他学識経験のある者 
（2） 全国図書館協議員会の委員及び臨時委員は、左の各号に掲げるものの中か
ら文部大臣が、これを委嘱する。 
一 前項各号に規定する委員の中から互選されたもの 
ニ 日本芸術院の推薦する会員 
三 日本学術会議の推薦する会員 
四 国会の推薦する議員 
五 実業界の代表者の推薦する者 
 
（委員の任期） 
第十八條（1） 図書館協議員会の委員の任期は四年とし、二年ごとにその半数を
改選する。但し、重任することを妨げない。 
（2） 前條第一項第三号並びに同條第二項第二号、第四号及び第五号の規定によ
り委嘱する委員はそれぞれ一名とし、その任期は会員又は議員の任期中とする。 
第十九條（1） 図書館協議員会に、委員の互選による会長及び副会長各一名を置
く。 
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（2） 会長及び副会長の任期は、一年とする。但し再選を妨げない。 
（3） 会長は、図書館協議員会の会務を總理し、図書館協議員会を代表する。 
（4） 副会長は、会長を補佐し、会長事故あるときは、その職務を代理する。 
 
 
（補欠委員） 
第二十條 委員が辞職又はその他の事由で欠けたときは、全国図書館協議員会の
委員は文部大臣が、都道府縣図書館協議員会の委員は、都道府縣教育委員会が、
速やかにそれぞれ委員を委嘱しなければならない。但し、補欠委員は、前任者の
残任期間とする。 
 
（定例会、臨時会） 
第二十一條（1） 図書館協議員会の定例会は、毎年四回以上会長が、これを招集
しなければならない。 
（2） 会長は、臨時会を招集することができる。 
（3） 委員二名以上の連署をもつて会議に附すべき事件を示して臨時会招集の請
求があつたときは、会長は、その事件に限り、これを招集しなければならない。 
 
（資料の提示） 
第二十二條（1） 図書館協議員会は、必要があると認めるとき、関係行政庁に対
し、所属職員の説明又は資料の提出を求めることができる。 
 
（運営の監査） 
第二十三條 教育委員会法第五條及び第三十一條又は地方自治法第二百三條第三
項及び第二百六條の規定は、これを都道府県圖書館委員会に準用する。 
第十九條 委員の宣誓、法令等に從う義務及び含むに関しては、別に公務員につ
いて規定する法律で、これを定める。 
第二十條 委員が辞職又はその他の事由で欠けたときは、中央圖書館委員会の委
員は文部大臣が、都道府県教育委員会の委員は都道府県教育委員会が、すみやか
に委員を任命しなければならない。但し、補欠委員は、前任者の残任期間在住す
るものとする。 
第二十一條 この法律に定めるものの外、圖書館委員会に関して必要な事項は、
別に政令で、これを定める。 
 
（国及び図書館協議員会えの協力） 
第三十二條（1） 中央図書館は、国又は図書館協議員会が行う公共図書館の視察
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及び第二十三條に規定する運営の監査に協力しなければならない。 
（2） 中央図書館は、図書館協議員会と協議の上、国立国会図書館法第二十一條
第一項第四号に規定する図書館奉仕の協力するよう努めなければならない。 
第三十二條のニ（1） 中央図書館には副館長並びに技師を置く。 
（2） 副館長は館長を扶け、館長に事故ある時はこれに代る。 
 
 
資料2‐26. 公共図書館法案要旨－現行図書館令（昭和八年改正）との比較において－（昭
和 23 年 12 月） 
 
ニ、地方公共団体においては、教育問題の責任者として教育委員会が設けられることにな
つたので、図書館の管理者として教育委員会が都道府縣知事、市町村長等に代ることにな
つた。しかし図書館の機能は單に教育の範囲に限定することができないので、「法案」には
特に諮問機関の型式で図書館協議員会制を設けて教育委員会の働きを補うことにした。本
來からすれば教育委員会と併立して図書館事業の管理者としては図書館委員会を立てるべ
きであるが、図書館現在の発展段階においては直ちに独立の委員会制を立てることが困難
なので、臨時的処置をとり、それだけに協議員会制を強力なものにし、その職務等を具体
的に明示して館界の独立性を保持することに留意している。 
 
 
資料2‐27. 公共図書館法の制定について館界はかくの如く望んでいる 社団法人日本図書
館協會（昭和 23 年 12 月） 
 
ニ 図書館は何処までも綜合文化機関として奉仕すべきだ！！ 
 図書館はそれが含んでいる文化財の性質から、自然に発達すれば必然的に綜合文化機関
となる運命をもつている。広い意味で民衆の教養や慰安・娯楽のため役立ちもすると共に、
教育的であるかないかに拘らず、学術的研究・調査や社会生活に役立つ広範囲の実用に質
せられるものとする。單に学校教育の従属施設でもなければ、社会教育の枠内にとどまる
一施設でもない。逆に新しい立場で学校教育的にも、社会教育的にも最も本質的な役割を
果すと共に、又教育の範囲外の文化活動のためにも、同様に本質的役割を負担せねばなら
ない。從つて図書館は最も広義の文化機関として法律的にも独立の立場を持つべきである。
こういう理由で我々は、「社会教育法」とは別に、「図書館法」の制定を必要と信ずるもの
である。同時に制度的にも、「教育委員会」に従属せず、「図書館委員会」を独立にもつべ
きものと思う。しかし図書館の現在の発達段階においては実内容が乏しいので、むしろ「教
育委員会」のお世話になつて、堅実な発達に備えることが適当な一法と考えられる。「教育
委員会」に属しながら、「図書館協議員会」という諮問機関を設けて、後日の独立に備えて
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いるのはそのためである。從つて、「図書館協議員会」の可能的独立性は努めて尊重せられ
べく、これを單なる諮問機関に終わらせることは断じて不可である。 
 
 
資料2‐28. 公共圖書館法案 文部省案（昭和 24 年 1 月） 
 
第二章 圖書館協議員會 
（設置） 
第六條 都道府縣の教育委員會に圖書館協議員會を置く。 
 
（職務） 
第七條 圖書館協議員會は左の職務を行う。 
一 公共圖書館に関する事項について、都道府縣の教育委員會の諮問に
應ずるとともに、都道府縣の教育委員會又は関係行政廳に対して意見を
述べること。 
ニ 都道府縣立公共圖書館及びその附帯施設の經營、管理に関して館長
に助言をなし、又協力すること。 
第八條 都道府縣の教育委員會は左の事項について、圖書館協議員會の意見を聞
かなければならない。 
一 都道府縣立公共圖書館の設置に関すること。 
ニ 都道府縣立公共図書館の館長の任免に関すること。 
三 都道府縣立公共圖書館に関する條例及び規則の制定又は改廃に関す
ること。 
四 都道府縣立公共圖書館の歳入歳出概算に関すること。 
五 公共圖書館員の養成及びその施設並びに研修に関すること。 
六 市（五大市を除く。）町村立公共圖書館の閲覧料徴収の許可に関する
こと。 
七 私立公共圖書館の認定に関すること。 
 
（中央圖書館の館長との関係） 
第九條 圖書館協議員會は、中央圖書館の館長に対し、意見を求めることができ
る。 
２ 中央圖書館の館長は、圖書館教育委員會に出席して意見を述べることができ
る。 
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（協議員） 
第十條 圖書館教育委員會は、七人以内の協議員で組織する。 
２ 協議員は、左の各號に掲げる者のうちから、都道府縣の教育委員會が委嘱す
る。 
一 當該教育委員會の社會教育委員 
ニ 所轄地域内に住所を有する各種團体の代表者 
三 所轄地域内にある各學校の長 
四 當該都道府縣の議會の議員 
五 その他學識経験のある者 
３ 第一項の協議員のほか、圖書館協議員會には、特別の事項を調査審議するた
め必要があるとき、臨時委員を置くことができる。 
 
（會長及び副會長） 
第十一條 圖書館協議員會に協議員の互選による會長及び副會長各一人を置く。 
 
（協議員及び臨時委員の費用辨償） 
第十二條 都道府縣は、圖書館協議會の協議員及び臨時委員が、その職務を行う
ために要する費用を辨償しなければならない。但し、給料及び報酬は支給しない。 
２ 前項の費用辨償については、教育委員會法（昭和二十三年法律第百七十號）
第三十一條第三項の規定による。 
 
（協議員の任期等） 
第十三條 この章に規定するもののほか、圖書館協議員會の協議員の任期、會長
及び副會長の職務その他圖書館協議員會の運営に関し必要な事項は、政令で定め
る。 
 
（市町村圖書館協議員會） 
第十四條 市町村の教育委員會に市町村圖書館協議員會を置くことができる。 
２ 前項の市町村圖書館協議員會については、第七條から第十三條までの規定（第
八條第六號及び第七號を除く。）を準用する。但し、第十條第一項中七人は、五人
とする。 
 
 
資料2‐29. 公共図書館法施行令法案（昭和 24 年 2 月 13 日） 
 
第二章 図書館協議員会 
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第五條 （図書館協議員会及び図書館中央協議員会）  
（1） 都道府県図書館協議員会及び市町村図書館協議員会の委員の選任について
は所轄の教育委員会において別に規則で、それぞれこれを定める。 
（2） 図書館中央協議員会に関する規定は、別に文部大臣がこれを定める。 
 
 
 
2.3. 第三期 
 
資料2‐30. 公共圖書館法案要綱（昭和 24 年 9 月） 
 
第二章 圖書館協議員會 
６、都道府縣の教育委員會に圖書館協議員會を置くこと。 
７、圖書館協議員會は、左の職務を行うこと。 
一 公共圖書館に関する事項について、都道府縣の教育委員會の諮問に
應ずるとともに、都道府縣の教育委員會又は関係行政廳に対して意見を
述べること。 
ニ 都道府縣立公共圖書館及びその附帯施設の經營、管理に関して館長
に助言をなし、又協力すること。 
８、都道府縣の教育委員會は左の事項について、圖書館協議員會の意見を聞かな
ければならない。 
一 都道府縣立公共圖書館の設置に関すること。 
ニ 都道府縣立公共図書館の館長の任免に関すること。 
三 都道府縣立公共圖書館に関する條例及び規則の制定又は改廃に関す
ること。 
四 都道府縣立公共圖書館の歳入歳出概算に関すること。 
五 公共圖書館員の養成及びその施設並びに研修に関すること。 
六 市（五大市を除く。）町村立公共圖書館の閲覧料徴収の許可に関する
こと。 
七 私立公共圖書館の認定に関すること。 
９、中央圖書館審議會を置くこと。 
１０、圖書館協議員は、左の各號に掲げる者のうちから、都道府縣の教育委員會
が委嘱すること。 
一 當該教育委員會の社會教育委員。 
ニ 所轄地域内に住所を有する各種團体の代表者。 
  
183 
三 所轄地域内にある各學校の長。 
四 當該都道府縣の議會の議員。 
五 その他學識経験のある者。 
 
 
資料2‐31. 情報[2] 社団法人日本図書館協会（昭和 24 年 9 月 15 日） 
 
四、図書館協議員会の問題 
１、都道府縣教育委員会に協議員を設けること（文部省案の通り） 
２、協議員会は市町村若しくはその組合の教育委員会にも設置できるとすること
（文部省案通り） 
３、国家的にも、文部大臣の諮問機関として又文部大臣に対する意見提出の機関
として図書館協議員会又は審議会を設けること――（法規の制定改廃、全国図書
[館]連絡組織、国庫補助の交付、職員養[成]機関等に関して）―― 
 
 
資料2‐32. 公共圖書館法案要綱（案）（昭和 24 年 9 月 22 日） 
 
１０、都道府縣の教育委員會に圖書館協議員會を置くこと。 
１１、圖書館協議員會は、左の職務を行うこと。 
一 公共圖書館に関する事項について、都道府縣の教育委員會の諮問に應ずると
ともに、都道府縣の教育委員會又は関係行政廳に対して意見を述べること。 
ニ 都道府縣立公共圖書館及びその附帯施設の經營、管理に関して館長に助言を
なし、又協力すること。 
１２、圖書館協議員は、當該都道府縣の社會教育委員及びその他學識経験のある者のう
ちから都道府縣の教育委員會が委嘱すること。 
１３、市町村教育委員會に都道府縣教育委員會に準じて圖書館協議員會が委嘱すること。 
１４、圖書館協議員會の定款及び任期は法律をもつて定めること。 
１５、文部省に圖書館に関する審議會を置くこと。 
 
 
資料2‐33. 公共図書館法協議会（昭和 24 年 9 月 29 日） 
 
大塚氏 各館に圖書館協議會をつくることは、現段階では却て迷惑である。圖書館の小姑
的存在となつて館長の活動を妨げることになる心配がある。 
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資料2‐34. 情報[3] 社団法人日本図書館協会（昭和 24 年 12 月 27 日） 
 
六 十二月十九日「図書館法案要綱審議会」文部省主催、國会図書館エジプトの間 
５、意見聴取会－午后一時半－四時、局長議長となり、当方より申入れた議題に
従い、能率的にして活発な意見が応答された。 
③図書館協議会－図書館長の諮問機関とする原案どおり。 
附記 
（5） 圖書館協議會は館長の諮問機関に止めた 
 
 
資料2‐35. 図書館法案要綱（昭和 24 年 12 月 19 日） 
 
（図書館協議会） 
12 公立図書館に、館長の諮問機関として、図書館協議会を置くことができること。 
13 図書館協議会の委員については、社会教育法第十五條第二項、第十八條及び第十
九條の規定を準用すること。 
14 私立図書館に図書館協議会に準ずる館長の諮問機関を置くことができること。 
 
 
資料2‐36. 図書館法案 
 
（図書館協議会） 
第十四條 公立図書館に図書館協議会を置くことができる。 
２ 図書館協議会は、図書館の運営に関し館長の諮問に応ずるとともに、図書館
の行う図書館奉仕につき、館長に対して意見を述べる機関とする。 
第十五條 図書館協議会の委員は、左の各号に掲げる者のうちから、教育委員会
が任命する。 
一 当該図書館を設置する地方公共団体の区域内に設置された学校が推
薦した当該学校の代表者 
ニ 当該図書館を設置する地方公共団体の区域内に事務所を有する社会
教育関係団体（社会教育法第十條に規定する社会教育関係団体をいう。）
が選挙その他の方法により推薦された当該団体の代表者 
三 社会教育委員 
四 公民館運営審議会の委員 
五 学識経験のある者 
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第十六條 図書館協議会の設置、その委員の定数、任期その他必要な事項につい
ては、当該図書館を設置する地方公共団体の條例で定めなければならない。 
２ 第十條第二項の規定は、前項の條例について、準用する。 
３ 社会教育法第十五條第三項及び第四項並びに第十九條の規定は、図書館協議
会の委員について、準用する。 
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付録3  図書館協議会調査の質問紙 
調査（2）　図書館協議会に関する調査
本調査は回答館により異なりますが、5～50問程度となっております。
お手数をおかけしますが、ご協力よろしくお願いいたします。
問１-1
貴図書館の正式名称をお答えください。
問1-2
現在、貴館では図書館協議会を設置されていますか？（該当するもの１つを■に変更してください）
□ 設置している　（→問2へお進みください）
□ 設置していない　（→問8へお進みください）
□ 設置していたが廃止した　（→問9へお進みください）
問2　図書館協議会を設置していると答えた方にお聞きします
問2-1
図書館協議会の正式名称をご記入ください。
問2-2
図書館協議会を何年に設置されましたか？（西暦でお答えください） 年
問2-3
図書館協議会を設置した時期についてお答えください。（該当するもの１つを■に変更してください）
□ 図書館設置以前
□ 図書館設置と同時
□ 図書館設置後
□ その他
問2-4
図書館協議会の任期は何年ですか？ 年
問2-5
図書館協議会を年間何回開催されますか？
年度によって異なる場合は、直近の一年間の開催実績をご回答ください。
回
問2-6
貴図書館もしくは貴図書館協議会は図書館協議会間の連絡組織に加入されていますか？
（該当するもの１つを■に変更してください）
□ 加入している
□ 加入していない
□ 連絡組織がない
問2-7
図書館協議会委員の公募を実施されていますか？（該当するもの１つを■に変更してください）
□ 実施している（→問2-8にお進みください）
□ 実施していない（→問2-10にお進みください）
本調査における「図書館協議会」とは、図書館法第14条から第16条で規定さ
れている館長の諮問機関（もしくはそれに類似する組織）を指します。
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問2-8
公募を実施しているとお答えした方にお聞きします。
公募委員の選定には誰が関わっていますか？（該当するものすべてを■に変更してください）
□ 図書館長
□ 図書館職員
□ 図書館協議会委員
□ 教育委員会委員
□ その他
問2-9
公募を実施しているとお答えした方にお聞きします。
公募委員の選定はどのように行なっていますか？（該当するものすべてを■に変更してください）
□ 書類審査
□ 面接
□ その他
→問3にお進みください
問2-10
公募を実施していないとお答えした方にお聞きします。
図書館協議会員の公募を行なっていない理由はなんですか？
（該当するものすべてを■に変更してください）
□ 図書館法および条例などに規定されていないため
□ 委員の選考を行うことが難しいため
□ 住民の要望がないため
□ 特に理由はない
□ その他
→問3にお進みください
問3　図書館協議会委員についてお聞きします
現在の図書館協議会委員の人数及びその性別や年齢をお答えください。
問3-1
図書館協議会委員は合計何名いますか？ 名
問3-2
うち男性は何名いますか？ 名
問3-3
うち女性は何名いますか？ 名
問3-4
うち20歳未満は何名いますか？ 名
問3-5
うち20歳以上35歳未満は何名いますか？ 名
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問3-6
うち35歳以上50歳未満は何名いますか？ 名
問3-7
うち50歳以上65歳未満は何名いますか？ 名
問3-8
うち65歳以上は何名いますか？ 名
現在、図書館協議会委員を務めている方の所属についてお聞きします
それぞれの分類に属する図書館協議会委員の人数をお答えください。
所属が重複している場合は、最も適切と思われる所属にご記入ください。
該当する方がいない場合は、0とご記入ください
問3-9
社会教育関係者は何名いますか？ 名
（社会教育委員、社会教育主事、社会教育団体関係者など）
問3-10
学校教育関係者は何名いますか？ 名
（学校教職員など）
問3-11
家庭教育関係者は何名いますか？ 名
（子育て支援団体関係者、子ども会活動関係者など）
問3-12
学識経験者は何名いますか？ 名
（大学教員、議員、作家など）
問3-13
公募による図書館協議会委員は何名いますか？ 名
問3-14
問4　図書館協議会委員にかかる経費についてお聞きします
問4-1
原則として、図書館協議会委員に交通費を支払っていますか？
（該当するもの１つを■に変更してください）
□ はい
□ いいえ
問4-2
原則として、図書館協議会委員に謝礼を支払っていますか？
（該当するもの１つを■に変更してください）
□ はい
□ いいえ
上記以外のその他の所属の方はいらっしゃいますか？いらっしゃいましたら、簡単にお答えください。
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問4-3
図書館協議会委員に謝礼を支払われている場合、差し支えなければ、その金額をお答えください。
円
問4-4
年間の図書館協議会のための費用のおおよその金額をご回答ください。
円
問5　図書館協議会の内容についてお聞きします
問5-1　
図書館協議会は一般市民による傍聴は可能ですか？（該当するもの１つを■に変更してください）
□ 傍聴できる
□ 傍聴できない
問5-2
「傍聴できる」と答えた方にお聞きします。傍聴には何らかの制限はありますか？
（該当するものすべてを■に変更してください）
□ 居住地による制限がある
□ 年齢による制限がある
□ 特に制限はない
□ その他
問5-3
図書館協議会で業務委託の導入について審議を行われたことはありますか？
（該当するもの１つを■に変更してください）
□ ある
□ ない
□ 分からない
問5-4
業務委託の導入について審議を行われたことがある方にお聞きします。
どのような業務について審議を行いましたか？
問5-5
図書館協議会で指定管理者制度の導入について審議を行われたことはありますか？
（該当するもの１つを■に変更してください）
□ ある
□ ない
□ 分からない
問5-6
指定管理者制度の導入について審議を行われたことがある方にお聞きします。
指定管理者制度の導入についてどのような意見が多かったですか？
（該当するもの１つを■に変更してください）
□ 概ね賛成
□ 概ね反対
□ その他
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問5-7
平成23年度に図書館協議会で審議した内容をお書きください。
問5-8
図書館協議会の記録をどの程度残されていますか？
（該当するもの１つを■に変更してください）
□ 発言者名を明らかにした発言記録
□ 匿名の発言記録
□ 議論の内容を要約した記録
□ 審議事項のみ
□ 特に記録は作成していない
□ その他
問5-9
インターネット上で公開している情報を以下の中から選択してください。
（該当するものすべてを■に変更してください）
□ 関連する条例、運営規則など
□ 図書館協議会委員の名簿
□ 図書館協議会の審議事項
□ 図書館協議会の議事録
□ 特に公開していない
□ その他
問6　図書館協議会に関する規則についてお聞きします
問6-1　
図書館条例以外の図書館協議会に関する条例、規則等はありますか？
（該当するものすべてを■に変更してください）
□ 図書館協議会条例
□ 図書館協議会運営規則
□ 条例、規則などは特にない
□ その他
問6-2
平成23年の図書館法改正により、図書館協議会に関わる条例が改正されたことをご存知ですか？
（該当するもの１つを■に変更してください）
□ 知っている
□ 知らなかった
問6-3
図書館法改正を受けて図書館条例もしくは図書館協議会条例、運営規則の
改訂を行う予定はありますか（もしくは既に行いましたか？）
（該当するもの１つを■に変更してください）
□ 改訂を行った（行う予定）
□ 改定する予定はない
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問6-4
（該当するもの１つを■に変更してください）
□ ある（→問6-5にお進みください）
□ ない（→問6-6にお進みください）
問6-5
図書館協議会の再任に関する規定があると答えた方にお聞きします。
図書館協議会の再任に関する規定はどのようなものがありますか？
（該当するもの１つを■に変更してください）
□ 任期は継続することができない
□ 任期は一定回数継続することができる
□ 任期は無制限に継続できる
□ その他
→問7にお進みください
問6-6
図書館協議会の再任に関する規定がないと答えた方にお聞きします。
図書館協議会委員の再任に関して慣習として行われているものがありましたらお答えください。
（該当するものすべてを■に変更してください）
□ 任期以降は継続しないよう配慮する
□ 任期後も継続可能である
□ 特にない
□ その他
→問7にお進みください
問7　図書館協議会に関する規則についてお聞きします
問7-1　
図書館協議会委員の選定に関する規定はありますか？
（該当するもの１つを■に変更してください）
□ ある（問7-2にお進みください）
□ ない（問7-3にお進みください）
問7-2
図書館協議会委員の選定に関する規定があると答えた方にお聞きします。
図書館協議会委員の選定に拘わる規則について当てはまるものをお答えください。
（該当するものすべてを■に変更してください）
□ 図書館協議会委員は図書館職員（館長含む）が推薦する者である
□ 図書館協議会委員は教育委員会が推薦する者である
□ 図書館協議会委員が推薦する者である
□ 図書館協議会委員は当該地方自治体に居住もしくは勤務する市民のみである
□
□ その他
→問10にお進みください
図書館協議会の再任に関する規定（成文化されたもので、内規・申し合わせ事項含む）はありますか？
図書館協議会委員は学識経験者、家庭教育関係者、社会教育関係者、学校教育関係
者などに属する者のみである
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問7-3
図書館協議会委員の選定に関する規定がないと答えた方にお聞きします。
図書館協議会委員の選定に関して慣習として行われているものがありましたらお答えください。
（該当するものすべてを■に変更してください）
□ 図書館協議会委員は図書館職員（館長含む）が推薦する者である
□ 図書館協議会委員は教育委員会が推薦する者である
□ 図書館協議会委員が推薦する者である
□ 図書館協議会委員は当該地方自治体に居住もしくは勤務する市民のみである
□
□ 特に選定の基準はない
□ その他
→問10にお進みください
問8　図書館協議会を設置していないと答えた方にお聞きします
問8-1
図書館協議会を設置していない理由として当てはまるものをお答えください。
（該当するものすべてを■に変更してください）
□ 図書館協議会は必要ないと考えているため
□ 図書館協議会を設置するための人材（図書館員）が不足しているため
□ 図書館協議会を設置するための予算がないため
□ 図書館協議会委員に該当すると思われる人物がいないため
□ 図書館協議会に類似する組織があるため
□ 今後設置予定である
□ 分からない
□ その他
→問10にお進みください
問9 図書館協議会を設置していたが廃止したと答えた方にお聞きします
問9-1
なぜ図書館協議会を廃止されたのでしょうか？（該当するものすべてを■に変更してください）
□ 予算が確保できなかったため
□ 協議会委員を確保できなかったため
□ 図書館側の担当者を確保できなかったため
□ 協議会に類似する組織があるため
□ 特に必要ないと判断したため
□ 分からない
□ その他
→問10にお進みください
図書館協議会委員は学識経験者、家庭教育関係者、社会教育関係者、学校教育関係
者などに属する者のみである
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問10　図書館の関係組織についてお聞きします
問10-1
利用者懇談会を開催していますか？（該当するもの１つを■に変更してください）
□ 開催している
□ 開催していない
問10-2
図書館友の会またはそれに類似する団体（図書館に関わる住民団体）がありますか？
（該当するもの１つを■に変更してください）
□ ある
□ ない
□ 分からない
問10-3
その団体名をご存知でしたら、ご記入ください。
自由記述
以上で本調査は終了になります。ご協力大変ありがとうございました。
図書館友の会またはそれに類似する団体（図書館に関わる住民団体）があると答えた方にお聞き
します。
調査2「資料の紛失とその対応策に関する調査」（http://goo.gl/YRXR2）の回答がまだお済みでない方
は、お手数ですがそちらの調査への回答もよろしくお願いいたします。
本調査についてなにか気づいた点やご意見、また図書館協議会について何かご意見など有りましたら、ご
自由にご記入ください。
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付録4  図書館協議会調査の自由記述回答 
 
4.1. 図書館協議会を設置した時期 
1) 設置条例施行 
2) 現在地に移転開館後 
3) 図書館移転新築時 
4) 町村合併以前に設置していた 
5) 明治４２年に町立図書館が設置された時には、図書館協議会はなかった。昭和４５年、
現在の新館竣工に先立ち設置。市立図書館設置後だが、現新館設置以前。 
6) 図書館新館開館準備期間中 
7) 図書館設置後であるが、現施設（新館）へ移設時 
8) 指定管理者導入を契機に 
9) 中央図書館建設時 
10) 新図書館開館（平成７年）前に設置 
11) 新館オープン時 
12) 独立した図書館の新設と同時 
 
 
4.2. 図書館を設置しない理由 
1) 社会教育委員の会議で審議 
2) 図書館協議会の効果が疑問 
3) 設置義務がなくなった時点から廃止 
4) 社会教育委員会議において、図書館について協議を行っているため 
5) 現在改定作業中の図書館基本計画の中で、図書館協議会及びそれに類似した組織を設
けることについて検討項目としている 
6) 検討したが，時機を失した 
7) 川口市と合併後、鳩ヶ谷市立図書館協議会は、なくなりました。 
8) 図書館協議会が「生涯学習審議会」に統合されたため 
9) 図書館協議会の枠組みにとらわれず、区民や地域団体との各種意見交換の場を活用し、
様々な意見を聴取しているため 
10) 岡垣サンリーアイ図書館は岡垣町より委託を受け、運営を任されている。現在のとこ
ろ岡垣町は図書館協議会を設置していない。今後、岡垣町教育委員会が図書館協議会
を設置するかは不明である 
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11) 図書館運営に関する意見については、他の方法で聴取しているため 
12) 新十津川町社会教育委員の会委員に職務を兼任 
13) 本区図書館は教育委員会に属していないため（区長部局） 
 
 
4.3. 図書館を設置していたが廃止した理由 
1) 指定管理者制度に移行した際、協議会に代わるものとして図書館運営委員会を開催す
るよう変更になったため 
2) 設置義務がなくなった時点で 
3) 行革による統廃合による 
4) 社会教育委員の会議が図書館協議会の機能も兼ねることとなった為 
5) 他の文教施設の協議会と統合されたため 
6) 委員等の再編による統合 
7) 指定管理に移行したため 
8) 必要のあるときのみ社会教育委員会議に部会を設けている 
9) 行革により、社会教育審議会に吸収されたかたちになった 
 
 
4.4. 公募委員の選定に関わっている人物 
1) 応募がなかった 
2) 社会教育課長 
3) 学識経験者他 
4) 図書館所属の部課長 
5) 市民局市民活動推進担当部長、市民局生涯学習課長、市民局市民活動推進課長、広島
市教育委員会総務課長 
6) 部長 
7) 担当課長 
8) 市民参画等に関わる他部局の職員 
9) 県職員 
10) 部長級職員 
11) 文化課長 
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4.5. 公募委員の選定方法 
1) 応募がなかった 
2) 審査なし 
3) 申し出 
4) 無作為抽出方式による選出(2) 
5) 抽選（2） 
6) 小論文(7) 
7) 作文(4) 
8) 「これからの図書館に期待すること」をテーマとした作文 
9) 審査会 
10) レポート審査 
11) 協議会の構成を考慮 
12) 教育委員会の議決事項としている 
13) 公募選定委員会審査 
 
 
4.6. 公募を実施しない理由 
1) 委員の選任基準が難しいため 
2) 規則に規定 
3) 筑紫野市立図書館協議会規則に基づき委員の任命基準を定めているため 
4) 教育委員会が任命する旨、条例に規定されているため 
5) 条例で選出区分が明確になっているため 
6) 規則により教育委員会が任命している 
7) 委員は、学校教育及び社会教育の関係者並びに学識経験のある者の中から選出するの
で 
8) 図書館法及び協議会規則により湯沢市教育委員会が任命する 
9) 選考条件が限られていること。協議会員の経験を重視。欠員補充にあたっては図書館
としての強化したい事業等を考慮した推薦を行なっていること 
10) 法で規定する任命基準の範囲で公募を行うことは困難であるため 
11) 審議内容が府民の利益に直接利害が生ずるおそれが低く、また、委員構成として高い
専門性や当事者性を必要とするため。 
12) 図書館組織の現状と近隣の図書館の状況，現在の委員の構成等を踏まえたうえで，公
募はしていない 
13) 図書館法 15 条（改正前）より委員を選考し、教育委員会で任命 
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14) 任命は教育委員会がしているため 
15) 教育委員会による任命 
16) 図書館・教育委員会で委員選考を協議している。 
17) 委員の選考は行政が行っているため（図書館運営指定管理者が行っている） 
18) 友の会の役員や利用者の代表を委員にしている 
19) 現委員で広く意見を聴集できると判断しているため 
20) 広く市民の意見を聴くことのできる様に人選に努めている。 
21) 教育委員会で所管する審議会・協議会等において公募を実施していないため 
22) 公募の場合、委員が特定の人物に偏ってしまう可能性があるため。 
23) 現委員に諮ったが、時期尚早という結論をいただいている 
24) 社会教育委員を選任 
25) 公募にもとづく亀岡市女性人材登録者の中から選任（１名） 
26) 関係団体の代表 
27) 法に即した適切な人材の選出 
28) 以前に一度公募をしたが、１名しか応募がなかったため 
29) 社会教育委員が兼務しているため 
30) なる人が限られる 
31) 図書室から図書館になって年数が浅い 
 
 
4.7. 図書館協議会委員の所属 
1) 利用者代表 
2) 県内市立図書館長、県経済同友会役員 
3) 読書ボランティア関係者、保育園園長、図書館利用者 
4) 元図書館職員、文化財保存委員会 
5) 読書団体、図書館利用者 
6) 婦人会会長、朗読の会会長 
7) 児童委員協議会、行政区長 
8) 貸出の多い一般利用者代表 
9) 読み聞かせボランティア 
10) 地域代表 
11) 読書グループ代表 
12) 幼児教育関係者 
13) 町議会議員、一坪図書館館長、区長 
14) 保育士、読書グループ所属 
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15) 町会議員 
16) 読書会、公民館運営審議会 
17) 市読書活動推進員、図書館利用者代表 
18) 利用者代表、婦人会代表、文化協会 
19) 上記以外は合併前の地域から偏りがないように選び、「一般」としている。 
20) ＮＰＯ法人 
21) 高年者クラブ代表 図書館利用者代表 
22) 利用者代表 
23) 障がい者団体、経済団体 
24) 市議会代表、 
25) 児童教育(保育園園長) 
26) 図書館関係ボランティア 
27) 自治公民館長 
28) おはなし会、商工関係者 
29) 図書館ボランティア代表 
30) 小中学校 PTA 
31) 市議会議員（文教厚生委員会委員長）、図書ボランティア（読み聞かせボランティア） 
32) 地域利用者 
33) 図書館利用者代表 
34) 図書館ボランティア 
35) 教育長、読み聞かせボランティア会員 
36) 元図書館長、図書館利用団体代表 
37) 元・町収入役、女性ネットワーク団体代表朗読ボランティア団体代表、古文書研究家 
38) 図書館利用者 
39) 地域団体、サークル 
40) 婦人会理事 
41) 元図書館長 
42) 市視聴覚協議会員 
43) 図書館利用者 
44) 図書館ボランティア活動代表者 
45) 図書館ボランティア 
46) 関係者として教育長・教育次長・社会教育係長が出席 
47) 市町村立図書館長、専門図書館代表者 
48) 学童保育、読み聞かせボランティア 
49) おはなしボランティア代表長岡図書館友の会代表 
50) ボランティア代表、読み聞かせ代表 
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51) 学校教育の退職者 
52) 婦人団体代表者、町連合ＰＴＡ代表 
53) 読書会代表者 
54) 市議会議員選出 
55) 図書館利用団体代表 
56) 読書会代表 
57) 図書館ボランティア 
58) 福祉関係、読み聞かせ団体、読書会 
59) 利用者代表 
60) てんとう虫の会（読み聞かせ団体）、地域女性団体連絡協議会（女性団体） 
61) 読書会代表 
62) 教育委員、読書サークル代表、おはなし（読み聞かせ）サークル代表 
63) 公民館運営審議会委員 
64) 図書館活動ボランティア経験者 
65) 商工会、農業関係者 
66) 老人会会長、婦人会会長、区長会長 
67) 報道関係、中小企業診断士 
68) 読書団体 
69) 図書館ボランティア 
70) 図書館利用者代表（個人またはボランティア団体代表） 
71) 保育園園長、小・中学校 PTA、ボランティア 
72) 図書館支援団体会員 
73) 音訳ボランティア、読み聞かせボランティア 
74) 図書館友の会事務局（ボランティア団体） 
75) 保育園代表、読み聞かせグループ代表 
76) 利用者代表 
77) 読書会連絡会代表 
78) 保育協議会地区代表 
79) 図書館利用者 
80) 図書館ボランティア、社会福祉協議会地域活動実践者 
81) 図書館ボランティア 博物館ボランティア 
・ 図書館とかかわるサークル所属の者・図書館長経験者・教職員ＯＢＯＧなど 
82) 教育委員長 
83) 当町では、図書館協議会委員の選出区分は、すべて「識見を有する者」となっている。 
84) 図書館の設置目的の達成に協力する団体 
85) 図書館利用者（保護者） 
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86) 和気町議会 
87) 自動車文庫運営協力者代表 
88) 「図書館友の会」の会員 
89) 図書館読み聞かせボランティア代表 
90) 図書館利用者代表 
91) 市町村合併前の地域推薦者 
92) 経済団体関係者、図書館利用者 
93) 読書会の代表者 
94) １名 元区長会長・図書館をよく利用されている 
95) 問３－１３の公募による委員（３名）は、学識経験者に含めて考えておりますので、
問３－１２の６名の内数となっています。 
96) 学校図書司書 ２名 ・ 図書ボランティア団体代表 ３名 
97) 区長会会長 商工会事務局長 元市教委管理部長 
98) 図書館ボランティア 
99) 商工会議所関係者 
100) 保育園長 
101) 区内大学図書館代表１名、図書館利用者団体代表１名 
102) 図書館ボランティア団体代表 
103) 老人クラブ 
104) 図書館職員 
105) 図書館ボランティア１名、住民代表５名 
106) 保育園長 
107) ボランティア団体、子どもの本連絡会関係者 
108) 保育園連絡協議会長（園長） 
109) 読み聞かせ代表、ＰＴＡ保護者代表、利用者代表、図書場ランティア 
110) 幼稚園・保育園関係者、区長会関係者 
111) 行政機関職員（総務課） 
112) 公募にもとづく亀岡市女性人材登録者の中から選任（１名） 
113) 保育所関係者、市 PTA 連合会関係者 
114) 地域自治会代表、弁護士、団体等 
115) 市会議員 
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4.8. 傍聴の制限 
1) 人数制限 5 人まで 
2) 人数制限あり（5 名以内） 
3) 委員の判断による 
4) 参加人数の制限 
5) 開催を広報していない 
6) 協議会の承認が必要 
7) 公開が適当でない会議を除く 
8) 今まで傍聴者はいません 
9) 酒気を帯びていると認められる者 会議の妨害になると認められる器物等を携帯して
いる者 その他委員長が会議を傍聴させることが不適当であると認める者 
10) 発言はできない 
11) 立川市審議会等会議公開規則により行動等が制限されている 
12) 会議を妨害し、または議事運営に支障となる行為をする恐れがあると認められる者 
13) 協議会に諮る 
14) 人数制限あり 
15) 服装 禁止行為 
16) 先着 5 名まで 
17) 定員 5 名 
18) 傍聴者数 
19) 人事案件（委員長及び職務代理者の選任について）等 
20) 定員 
21) 先着順。定員 5 名 
22) 会場の都合により定員を定めている 5～10 名 
23) 定員は 10 名までとし、定員を超えた場合は、抽選により傍聴者を決定する。また、受
付は会議開催時刻 5 分前までとし、事前予約は受付ない。会議室への入室については、
人数が確定し準備が整い次第行うものとし、開会後は、傍聴希望者の入室を認めない。 
24) 傍聴については、想定をしておらず「できない」規定は何も無いため「できる」とし
ています。 
25) 今まで傍聴希望者がいないため不明 
26) ５名以内 
27) 定員 6 名 
28) 札幌市教育委員会傍聴人規則に基づいている 
29) 北海道立図書館協議会傍聴規則第３条及び第４条による 
30) 過去に傍聴希望なし 
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31) 先着順で 5 名まで 
32) 5 名まで 
33) 傍聴人の数は 5 名以内 
34) 定員 5 名 
35) 傍聴人の守るべき事項 
36) 定員は 10 人 
 
 
4.9. 図書館協議会で審議を行ったことがある業務委託の内容 
1) 図書館システム更新 
2) 部分委託 
3) 各年度の図書館運営方針、事業計画 
4) 図書館運営 
5) 図書館、NPO、ボランティアの協働について 
6) 分館・分室・移動図書館運営委託 
7) 業務は特定せず 
8) 運営手法 
9) 貸出サービス 
10) 配送業務 
11) 図書館サービス業務 
12) 書架整理業務などの図書館業務委託 
13) 管理手法について 
14) 移動図書館車の民間バス会社への運行委託 
15) 図書館運営業務 
16) 図書館運営 
17) 司書資格者の割合 
18) 図書館サービス業務 
19) 図書館業務の一部委託について 
20) 業務委託導入についての経緯や経過を報告している（検討中） 
21) 配本業務 
22) 図書館の運営について 
23) 館内奉仕業務委託 
24) （大阪版市場化テストの導入に伴う）図書館運営業務の一部の包括委託 
25) 審議というより勉強会に近いもの 
26) 自動車文庫車両運行委託業務、図書館資料等集配送業務 
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27) 一部業務委託について協議・視察 
28) 図書館システムの導入、図書資料購入、図書マーク作成委託、警備委託 
29) 現在審議中。図書館の運営のあり方について 
 
 
4.10. 指定管理者制度導入について図書館協議会で審議された際の
意見 
1) 制度の説明のみ 
2) 合併前に伊勢市が導入を決定していたので、合併後の協議会ではどのように導入する
かの審議を行った。（是非についての審議ではない） 
3) 専門部会の調査・研究結果から本会において導入の可否を採決した 
4) 他市の動向を調査のうえ検討 
5) 今までの経過報告のみ 
6) 指定管理者制度の導入にあたって、業務分担等について意見をいただいた 
7) 現時点で人件費抑制を行っているため経費削減効果が見込めない 
8) 決定事項のため賛成反対の意見は問うていない 
9) サービス向上になるなら了承 
10) メリット、デメリットの議論にとどまっている 
11) 慎重に検討する 
 
 
4.11. 平成 23 年度に図書館協議会で審議した内容 
1) 公民館図書室の分館化について 
学校図書館とのネットワーク化について 
来館者アンケートについて 
2) 原発避難のため、開催していない。 
3) 事業計画等 
4) ・平成 23 年度予算概要 
・平成 23 年度事業計画概要 
・22 年度決算概要 
・22 年度事業懸隔総括 
5) 平成 22 年度事業実績について、23 年度事業現況について、全国図書館大会について。 
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6) 第 1 回目 前年度の事業報告と今年度の事業計画の説明 
第 2 回目 今年度事業の途中経過報告と、次年度事業に関しての意見集約 
7) 予算、決算。事業計画・実績報告。図書館システムの入れ替え。 
8) 年間計画、運営について 
9) 1.会長の互選 
2.前年度運営状況 
3.本年度運営計画 
10) 平成 23 年度の図書館運営について 
11) 図書館運営について 
12) 図書館行事の経過報告など 
13) ・利用者マナーの向上について 
・学校との連携について 
・不明本、未返却本の状況について 
14) 図書館運営報告、図書館事業について、蔵書計画について、教育プラン等 
15) 取手市子ども読書活動推進計画について 
16) 事業計画、指定管理者制度、運営について 
17) 予算のこと、学校との連携のこと、移動図書館車のこと 
18) 事業の進捗状況 
図書館の活性化構想について 
19) 事業報告 事業計画 予算配分  
20) 中高校生の読書離れについて 
子ども読書活動について 
21) *22 年度利用報告 
*23 年度事業計画(諮問) 
22) 図書館・地域図書室の運営について 子ども読書活動推進計画について 読書講演会につ
いて 来年度予算について その他 
23) 本庄市子ども読書活動推進計画について 
図書館事業報告について他 
24) 図書館設置条例、図書館管理運営規則の改正(4 件) 
 ・条文の整備 
 ・地区館の移設 
 ・図書館協議会委員の任命要件の規定 
 ・地区館の休館日の変更 
事業説明、予算案説明、各種報告 
25) ・図書館資料の選択 
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・読書活動の普及・啓発 
・図書館行事の推進 
26) 平成 23 年度町立図書館の運営方針と重点施策について 
絵画寄贈受入について 
アメリカ総領事館からの図書寄贈受入について 
27) 22 年度活動報告 予算報告 
23 年度活動計画、予算概要 
新館会館 10 周年行事の内容 
28) ・休館日設定変更について 
・第二次子どもの読書活動推進計画策定について 
・分館建設要望について 
・前年度活動報告及び今年度活動計画について 
29) 前年度事業報告、当年度事業計画、長期延滞者への対応、紛失資料の弁償対応など 
30) 図書館の在り方に関する提言 
31) 平成 22 年度事業報告 平成 23 年度事業計画 
32) 新図書館建設について 
33) 利用状況・事業方針・蔵書点検結果報告・24 年度予算について・督促業務について 
記念事業について 
34) 未実施 
35) 図書館の運営(行儀等の開催含む)全般 
図書館の課題・改善点 
図書館サービス 
36) ○年間事業計画について 
○年間事業広告について 
○図書館業務の電算化について 
○利用者カード再発行の有料化の是非について 
○年間利用実績について 
37) 子ども読書推進計画について 
38) 第 1 回 1.平成 23 年度事業について  
    2.報告 平成 22 年度事業の実施状況 
第 2 回 1.ふじみ野市立図書館評価指標について  
    2.「ふじみ野市にお住まいの方への図書館利用アンケート」について 
第 3 回 1.ふじみ野市立図書館評価指標について 
39) 1.資料管理、奉仕関係などの運営実績報告 
2.第二次子ども読書活動推進計画の中間実績報告 
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3.分館移転建設計画の進捗状況 
40) 年度図書館運営方針等 
41) 第 1 回 ● 委員長・副委員長の選出 
    ● 平成 22 年度図書館活動の総括 
    ● 平成 23 年度図書館の運営及び活動概要 
第 2 回 ● 平成 23 年度経過報告並びに平成 24 年度活動計画(案) 
    ● 自動車文庫の運営(案) 
    ● 図書館の将来像(案) 
42) 第 1 回開催(11 月) 
 ・図書館運営状況等について 
 ・今後の分館の運営方針について 
 ・第二次宇佐市子ども読書活動推進計画について 
第 2 回開催(2 月) 
 ・本年度図書館事業報告について 
 ・来年度図書館の基本方針・重点目標・事業計画について 
 ・第二次宇佐市子ども読書活動推進計画の進捗状況について 
43) ・運営状況 
・予算、事業計画 
・その他 
44) ○高齢者社会になってきているので、高齢者専用の部屋があったらいいのでは。 
○新刊の案内をもう少し詳細に展示。 
45) ・平成 22 年度 図書館事業報告 
・平成 23 年度 図書館事業の説明 
・国庫交付金の使用内訳の説明 
その他、運営委員の方々が気づかれたこと(インターネット上で本の予約ができるように
すべき・大人向けの企画を充実すべき等) 
46) 図書館の現状報告(図書館システム、蔵書内訳、利用状況) 
23 年事業計画(予算、広報、読み聞かせ事業) 
購入方針 
購入冊数内訳(分類ごとに何冊購入するか) 
その他意見等 
47) 図書館サービスの方向性など。 
48) 前年度事業報告、今年度事業計画、利用状況、新規事業導入、 
49) ・平成 22 年度図書館活動及び利用状況について 
・平成 23 年度の運営方針,年間行事について 
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・図書館運営について 
50) 前年度の利用状況、今年度の事業計画、現在の問題点 
51) 図書館運営全般 
52) 図書館ビジョンの策定 
図書館中期計画の策定 
53) ・図書館の実績について 
・図書館の事業計画について 
54) 事業報告及び事業予定 
・ボランティア養成事業  ・蔵書点検 
・集会行事       
・開館時間の延長について 
・ブックスタート事業 
・中学生社会体験事業 
・教職員施設研修 
・ﾒﾃﾞｨｱによる情報提供 
・学校との連携 
55) 震災で流失した図書館の今後の運営について。 
56) ・図書館･図書室の統廃合について 
・佐渡市の図書館運営について 
・平成 23 年度事業計画と予算 
・平成 23 年度上半期の実績について 
57) 平成 22 年度実績報告 
絵本コンクール 
58) 運営方法について 
59) 平成 22 年度の事業経過と 23 年度の計画審議等 
60) 閉架書庫の課題について。インターネット蔵書検索システムの導入について。保育所・
幼稚園への配本について。住民サービスについて。読書感想文審査について。など 
61) 平成 23 年度予算 
62) 前年度実績報告等 
63) 有明圏域定住自立圏広域利用について 
64) 平成 22 年度運営実績 
平成 23 年度運営内容 
平成 24 年度運営計画 
65) 図書館事業 次年度主な新規事業等 
66) ・H22 図書館活動報告 
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・H23 図書館業務計画 
67) 第 1 回目 平成 22 年度及び平成 23 年度図書館事業について 
第 2 回目 平成 24 年度主となる事業について 
68) 業務報告 利用状況報 
69) なし 
70) 平成 22 年度利用状況、事業実績について 
平成 23 年度事業について 
71) (1)委員長・副委員長選出 
(2)平成 22 年度の事業報告 
(3)平成 23 年度の主な事業と予算について 
(4)その他 
72) 図書館からの活動報告 意見交換 
73) 平成 22 年度の図書館運営の状況報告 
平成 23 年度の図書館予算の説明、運営の方針 
74) 図書館での事業実績 
図書館での課題点 
・図書館の利用者を増やすために施策が必要では? 
・図書館内に AV 機器や DVD 等がないのでいれるようにしては? 
・AV 施設がないからせめて施設内の視聴覚室の活用を。 
・夜間の照明検査や、検査項目に騒音を追加してはどうか。 
75) 予算・決算 
事業報告 
事業計画 
その他 
76) 新年度予算説明と寄付金の使途について 
77) 運営状況、運営事業計画についてなど 
78) 平成 22 年度五所川原市立図書館事業実施計画について 
平成 23 年度五所川原市立図書館事業計画について 
79) ●平成 22 年度 事業報告 
●開館時間変更について 
●平成 23 年度 事業計画 
●その他ご意見など 
80) これから開催する予定です。 
81) 運営方針 
事業計画 
事業実施結果 
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82) 平成 22 年度事業報告、平成 23 年度図書館運営方針及び重点目標、事業計画、「子ども読
書活動推進計画」進捗状況、平成 23 年度事業中間報告など 
83) 図書館事業について 
84) ・平成 22 年度 図書館事業報告及び利用状況について 
・平成 23 年度 図書館予算について 
・平成 23 年度 図書館事業計画について 
・小牧市子ども読書活動推進計画(第 2 次)について 等 
85) 各年度の図書館運営方針、事業計画 
86) 前年度報告及び本年度計画案 
子ども読書活動推進計画 
窓口業務委託の検証 
前年度の事業評価 
今後の運営 
87) 窓口業務委託等 
88) 未実施(3 月末開催予定) 
89) 新館となり、施設、職員数など多くの問題点も改善されたため、今回は諮問を行ってい
ないず、運営に対してご意見を伺った。 
〇第 1 回図書館協議会定例会(5/25) 
   ・平成 22 年度 利用状況報告・平成 23 年度 活動計画について 
〇第 2 回図書館協議会定例会(6/29) 
   ・館内の床の騒音対策について・古本市の開催について 
〇生涯学習館利用者アンケートの実施(8/1～8/30) 
〇第 3 回図書館協議会定例会(8/30) 
   ・利用者アンケートの集計作業・古本市までの活動日程の打合わせと作業 
〇古本市準備作業(9/1～10/15) 
 ・図書館友の会として「古本市」を主催するため、販売品を随時作成協力  
〇古本市の開催 (10/16) 
〇先進地の視察研修(11/30) 
 ・山梨県韮崎市立図書館視察研修実施 
〇生涯学習館利用者アンケート集計結果の報告 12 月 
90) 前年度事業報告、当該事業計画、図書館発行の館報の内容等審議 
91) 平成 22 年度事業報告 
平成 23 年度事業計画 
平成 24 年度事業予定 
92) 東日本大震災に係る資料収集方針について 
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93) 事業報告、事業計画、蔵書の整備 
94) ・図書館運営、年次報告について 
・図書館建設について 
・職員体制の変更について 
95) 図書館の現在の状況 
予算執行について 
選書について 
96) 地方一括法による図書館協議委員の任命基準について 
公民館図書室の運営について(諮問・答申) 
図書館協議会研修について 
図書館推進計画について 
97) ・図書館年間活動方針・図書館予算について・各種報告 
98) 年間計画、事業報告 
イベント共催 
図書館の紹介取組 
99) 前年度事業報告と今年度事業計画 
優良図書館の視察 
100) 不明本の対策 子ども読書活動推進計画案についての諮問 利用者登録時の本人確認 
101) 平成 22 年度行事実績 
平成 23 年度・24 年度事業及び予算 
102) 分館の設置、子ども読書活動推進計画の進捗、ボランティアの育成、交通の便、図
書館の今後の展望について等 
103) ・事業報告 
 ・利用状況報告 
 ・館内 BGM について 
104) 前年度実績報告 
平成 23 年度門川図書館事業計画、予算 
105) ・委員長、委員長職務代理選出 
・平成 22 年度事業報告について 
・平成 23 年度事業計画及び予算について 
・平成 23 年度事業報告について(予定) 
・平成 24 年度事業計画及び予算について(予定) 
106) ①新年度事業、予算について 
②新図書館基本計画、サービス計画について 
107) 指定管理者制度 
108) 1 役員改選 
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2 平成 22 年度の活動報告 
3 平成 23 年度の活動計画 
4 その他 
109) 利用状況・事業計画など 
110) 未開催 
111) 図書館の運営状況 
サービス目標の評価等 
112) ・東日本大震災後の利用状況について 
・図書の破損などについて、利用者教育の現状はどうか。 
・(移設した)分館の詳細および利用状況はどうか。 
・夜間会館中の利用状況はどうか。 
113) 今年度は協議会を行っていません。 
114) 平成 22 年度図書館利用実績及び平成 23 年度図書館事業計画について 
115) 前年度の図書館事業報告 
今年度の事業計画 
条例・規則の改正 
116) 年度当初 今年度の事業計画等について。開館時間の延長について。 
117) 運営方針 
事業計画 
118) 図書館経営の年度重点 
119) 前年度活動状況報告 
今年度事業報告 
次年度事業予定報告 
新図書館建設計画近況報告 
120) 平成 23 年度図書館事業について 
121) 図書館報について。図書館サービスについて。 
122) *年間業務の状況 
*子ども読書推進計画策定 
123) ①平成 22 年度事業報告及び平成 23 年度事業概要 
②「名古屋市図書館中期計画」の進捗状況報告 
③「平成 23 年度名古屋市図書館サービス計画における重点事項(目標)」 
④図書館の運営体制について 
⑤平成 23 年度事業報告 
⑥平成 24 年度事業概要 
⑦子ども読書活動推進計画 
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124) 貸出返却利用状況(現状報告) 
主催行事(現状報告) 
予算案(報告) 
協議会のあり方について、 
125) 図書館事業の実施状況報告と意見聴取 
電子図書館についての勉強会 
126) ・平成 23 年度多摩市立図書館の課題について 
・第二次子どもの読書活動推進計画について 
・図書館の利用感アンケートについて 
・利用規定について 
・多摩市学びあい育ちあい推進審議会委員の選出について 
・地域図書館の評価項目について 
127) 図書館の適切・運営 
128) 1.図書館の運営について 
2.システム更新にあたり付随する事柄 
129) ・平成 22 年度各種利用実績、統計及び事業報告 
・平成 23 年度事業計画 
130) ・平成 23 年度の事業計画 
・平成 22 年度の利用状況 
・特別整理期間報告 
・指定管理者アンケート結果報告 
・図書館条例の一部改正について 
131) ・平成 22 年度図書館利用状況について 
・平成 23 年度図書館運営及び事業計画について 
・読書推進計画について 
・平成 23 年度事業取り組み状況について 
・平成 24 年度予算(案)について 
132) 「市原市図書館サービス計画(素案)」の諮問について 
133) 開催していない。 
134) ・男鹿市子ども読書活動推進計画について 
・事業報告、利用状況、受入状況 
・図書館重点目標について 
・事業計画について 
・地域活性化交付金事業について 
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その他 
135) 図書館改修のため平成 23 年 9 月から平成 24 年 5 月まで休館しますが、 
改修工事の概要 
リニューアル後の運営方法 
(祝日開館ほか運営規則の改正等について) 
136) ・開館時間の変更 
・子ども読書活動推進大会 
137) ・図書館運営方針及び重点課題について 
・図書館利用状況について 
・東日本大震災における被害状況とその後の復旧状況について 
138) 平成 22 年度の運営状況 
平成 23 年度の運営計画(案) 
神石高原町子ども読書活動推進計画(案) 
139) 実績・予算・計画等に関する質疑応答。各種事業の進捗状況報告。施策評価・反省。 
140) 新下田市立図書館基本構想(市庁舎との複合施設)について 
141) ・平成 22 年度事業実績 
・平成 23 年度事業計画 
・市内図書館(室)図書管理システムデータベース統合について 
・「光をそそぐ交付金」関係 
・図書館整備状況 
142) 時期早々  
143) 図書館行事 
図書館予算 
144) 平成 22 年度事業実施報告 
平成 23 年度運営方針・事業計画協議 
平成 23 年度事業実施報告(H23 年 12 月まで) 
平成 24 年度運営方針・事業計画協議 
その他 
145) 前年度利用状況、図書等購入状況、事業計画等 
146) 指定管理者制度の導入について 
147) 平成 22 年度の事業・利用実績報告 
平成 23 年度上半期の事業・利用実績報告 
平成 24 年度の事業計画原案審議 
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148) 寄贈資料取扱い基準について 
雑誌オーナー制度について 
月曜開館について 
149) 学校図書館との連携 
レファレンスサービスの強化 
防災対策について  など 
150) 図書館事業一般(図書購入、行事予定など)、自動車文庫車の購入 
151) ・平成 22 年度に実施した図書館事業の内容について 
・図書館の自習用スペースについて 
152) ・平成 22 年度主要事業の実績 
・平成 23 年度主要事業 
・市議会での質問状況 
・新図書館整備の経過 
・図書館の経営評価 
153) ・図書館活動の点検及び評価について 
・図書館の資料提供の取り組みについて 
・図書館活動報告について 
・平成 23 年度図書館事業の実施状況について 
・平成 24 年度図書館事業の実施計画について 
154) 平成 22 年度 運営全般についておよび事業評価について 
平成 23 年度 事業総括について 
平成 24 年度 運営計画(案)について  等 
※最終の協議会は 2/29 開催予定 
155) 平成 22 年度豊川市図書館の事業報告 
平成 23 年度豊川市図書館の目標と主要施策について 
平成 23 年度豊川市図書館の事業計画について 
図書等の選書について 
156) ・移動図書館車のステーションについて 
・団体貸出し(個人企業)への対応 
・図書館の開館時間について 
・「天城町子ども読書活動推進計画の見直し」について 
157) 平成 22 年度利用状況。事業実施状況。 
平成 23 年度事業計画。 
平成 22 年度決算概要。 
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平成 23 年度予算概要。 
平成 22 年度図書館事務事業評価。 
158) ・市内図書館視察 
・平成 22 年度の図書館利用状況 
・平成 23 年度の図書館運営 
・運営状況について 
・来年度の図書館費・運営について 
・子どもの読書活動推進計画(第 2 次)について 
159) 図書館運営状況及び運営計画、子ども読書活動推進計画などについて 
160) 年度事業計画と事業報告 
その他 20 年度より瑞浪市民図書館は指定管理者制度を導入している 
詳細については瑞浪市生涯学習課が管轄している 
161) 民間委託の導入について 
事業報告 
事業計画 
162) 運営方針 
図書館事業 
資料の選定方法 
指定管理の状況 
図書館システムの更新 
163) 当年度運営方針 
前年度事業実績 
新年度予算 
新年度事業計画 
164) 平成 22 年度図書館事業報告書について 
平成 23 年度図書館事業計画について 
「子ども読書活動推進計画」の事業実施状況について 
図書資料延滞者に対する貸出し制限等について 
春日井市図書館条例の一部改正について 
組織改正について 
165) 新年度事業について 
166) 平成 22 年度事業報告 
平成 23 年度事業計画 
167) 1.中央図書館「主要事業等」の経過報告 
2.平成 24 年度当初予算について 
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3.移動図書館車購入事業の経過報告 
4.利用率向上対策について 
168) 24 年度事業計画 
169) ・平成 22 年度事業報告 
・平成 23 年度事業計画 
170) 1 行政点検評価の結果について 
2 H23 事業計画について 
3 H22 事業結果について 
171) 平成 22 年度事業報告、平成 23 年度事業計画、「倉敷市立図書館参考業務取扱い」に
ついて、児島図書館(新館)について 
172) 前年度の実績報告 
新年度の事業計画 
子ども読書活動推進計画 
173) 22 年度決算について 
視察研修について 
24 年度予算について 
174) ・新図書館について 
・条例改正について 
・収集基準の改正について 
・子ども読書活動推進計画(案)について 
175) 特に審議はしていない。(図書館に係る現状報告とその質疑) 
176) 1.図書館の現状及び平成 22 年度業務実績報告 
2.平成 23 年度事業計画案とその審議 
3.その他図書館活動振興策について(「ご意見箱」設置案が出され旬日を経ず実施) 
177) 役員の改正について 
事業内容・計画について 
178) 平成 22 年度事業報告 
平成 23 年度事業計画及び予算 
179) ・電子図書の普及状況、紙ベースの書籍の重要性 
・おはなし会等の重要性 
・利用者用インターネット端末の導入について 
・移動図書館バスの更新計画について 
180) ・年間行事予定について 
・新規事業について 
181) 平成 22 年度事業報告 
平成 23 年度事業計画 
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新図書館について 
182) 平成 23 年度(2011 年度)基本方針と目標 
隣接市との広域利用の試行について 
平成 22 年度(2010 年度)統計について 
平成 23 年度(2011 年度)利用者アンケートについて(満足度調査) 
今後の図書館施設整備やサービスの展開について 
183) ●図書館運営の基本方針並びに重点目標 
●予算 
●資料の保有状況 
●22 年度事業報告 
184) ・図書館と近隣文化施設との連携について 
・老朽化した施設の改修について 
・自動車文庫(移動図書館)の運営について 
185) 平成 23 年度図書館事業 
本館・分館のあり方 
186) 図書館の運営状況について(貸出状況等) 
187) 平成 22 年度事業報告 
平成 23 年度事業計画 
188) 年間計画について 昨年度の実績報告 他 
189) ホームページの議事概要をご参照ください。 
http://www.aichi-pref-library.jp/kyougikai/gijigaiyou_23.html 
190) 図書館年度事業計画、読み聞かせボランティア会議報告、夏休みイベント関連 
191) 市民の求める図書館について 
「子ども読書活動推進計画」の骨子について 
平成 24 年度の運営方針について 
平成 24 年度の主な事業計画について 
長岡市立図書館の活動評価について 
特別図書整理の現状と課題について 
192) 平成 23 年度第 2 回(平成 23 年 11 月 18 日開催) 
(1)(仮称)さいたま市図書館ビジョン(案)について(中間報告) 
平成 23 年度第 1 回(平成 23 年 7 月 22 日開催) 
(1)平成 22 年度事業報告について 
(2)平成 22 年度図書館評価について 
(3)平成 23 年度事業計画について 
193) 平成 22 年度事業計画及び平成 23 年度事業方針について 
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図書館等整備事業について 
第 2 次一括法に伴う図書館法の改正について 
平成 24 年度事業方針について等 
194) 指定管理導入初年度の利用状況報告と課題 
195) 野木町子ども読書活動推進計画への取り組みについて 
196) 平成 23 年度事業・予算、利用状況について、平成 24 年度予算について、学校図書
館との連携について 
197) 図書館の運営状況報告 
 予算説明 
 その他 
198) 前年度の事業実績報告並びに当年度の事業計画及び実施状況 
199) 3 月末の予定のため、未だ開催されていない。 
200) 図書館運営状況報告と夏休み読書感想文の審査 
201) 年齢別利用状況、学校図書館の状況、新移動図書館車の愛称・デザイン 
202) 平成 23 年度に審議した事項はない。 
203) 窓口業務委託業者の選定方法 
204) 委員長の選任について 
笠岡市立図書館規則の一部改正について 
事業計画及び予算について 
事業報告及び決算について 
205) 第 1 回会議 平成 22 年度図書館利用状況および平成 22 年度図書館事業経過報告 
      平成 23 年度図書館予算および図書館事業計画 
第 2 回会議 平成 23 年度図書館利用状況および図書館事業経過報告 
206) ・主要事業の実施状況 
・ボランティアの活用 
207) ・総合的教育施設整備について(分館立て直しについて) 
・平成 22 年度図書館利用状況及び事業実績について 
・平成 23 年度事業計画について 
・鴻巣市立図書館事務要領・図書館窓口業務方針等の改正について 
・図書館協議会条例の一部改正について 
・その他 
208) 図書館サービス計画の諮問に対する答申 
209) ・平成 22 年度利用統計並びに事業報告 
・平成 23 年度事業計画 
210) 窓口業務を NPO 等に委託することについて 
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211) 平成 22 年度事業報告 平成 23 年度事業経過 
212) 平成 22 年度事業･管理状況及び利用状況の報告 
平成 23 年度事業計画案の承認 等 
213) 遠隔地の方の利用を増やすには 
郷土資料について 
電子図書について  など 
214) レファレンスサービスの強化について 
215) 八街市立図書館利用状況報告について 
八街市立図書館事業報告について 
八街市立図書館事業計画(案)について 
216) 1 回目 
年間活動計画、運営内容等について 
2 回目 
年間活動報告等について 
(3 月実施のため、まだ未定です) 
217) ・平成 22 年度事業報告。平成 23 年度蕨市立図書館事業の事業報告及び今後の実施
計画について。 
・蕨市子ども読書活動推進計画の策提案について。 
218) ・平成 23 年度飯島町図書館の運営について 
・「飯島町子ども読書活動推進計画」について(平成 23 年度策定、平成 24 年度 4 月施行) 
219) 平成 23 年度事業報告(見込み) 
平成 24 年度事業計画(予定) 
220) 開館時間の延長 
221) 平成 22 年度の実績報告 
平成 23 年度の事業報告 
平成 24 年度の事業計画 
222) 中期計画、事業計画、報告 
223) 平成 22 年度図書館事業報告及び平成 22 年度予算の執行状況について 
平成 23 年度図書館事業計画及び平成 23 年度予算について 
成田市立図書館設置条例の一部を改正するについて 
平成 23 年度図書館事業中間報告について 
平成 24 年度図書館事業計画(案)について 
224) 1 ゆうき図書館の概要について 
2 平成 23 年度ゆうき図書館予算について 
3 利用者サービス・活動報告・統計状況について 
  
220 
4 新川氏コレクション・多田氏コレクションについて 
225) 事業報告並びに事業計画、予算 
運営方針等 
226) 22 年度事業報告 23 年度事業内容について 
227) 運営方針、前年度実績、新規事業説明 
228) 利用実績・予算・行事予定・行事報告 
229) 移転問題 
230) 静岡県立中央図書館の在り方について 
静岡県立中央図書館協議会条例の一部改正について 
平成 23 年度静岡県立中央図書館の利用状況等について 
平成 23 年度静岡県立中央図書館の事業について 
平成 24 年度静岡県立中央図書館の事業について 
231) 審議事項は特に無し 
第 1 回 
 平成 22 年度事業実績報告について 
 平成 23 年度当初予算及び事業実施計画について 
第 2 回 
 平成 23 年度事業実施状況について 
 平成 22 年度統計資料について 
232) 子ども読書推進計画進捗状況 
事業報告 
事業計画 
233) 指定管理者制度導入に関する諮問 
図書館の一般的業務運営に関する諮問 
234) 平成 22 年度事業報告、平成 23 年度事業計画 
235) 事業報告・事業計画案について 
236) ・年度途中事業報告 
・次年度事業計画および予算 
・意見・要望等 
237) ・平成 22 年度決算 
・平成 23 年度事業報告(中間) 
・平成 24 年度予算・事業概要 
・図書館条例の改正について 
238) 図書館サービス計画について(答申)、窓口等業務委託について 
239) 運営方針・事業計画、事業報告、蔵書数・利用状況報告、資料収集方針、条例およ
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び規則改正案 
240) 図書館 1 年間の経過報告等 
241) 図書館の事業計画(案) 
図書館の運営及び利用状況 
242) 条例一部改正について 
利用状況について 
図書館事業について 
243) 平成 22 年度白山市立図書館事業及び利用状況報告 
平成 23 年度白山市立図書館事業計画(案)、活動評価 
白山ろく図書館の施設見学、今後の運用について 
図書館を使った調べ学習コンクールについて 
244) 事業計画、事業報告、図書館運営に関すること 
245) 22 年度図書館業務について 
23 年度図書館業務について 
246) 平成 22 年度の利用実績・事業実績 
平成 23 年度事業計画 
指定管理者制度導入の条件について 
指定管理者管理運営仕様書兼要求水準書(案)について 
指定管理者制度導入の時期について 
指定管理者制度導入後の図書館行政のあり方と協議会の役割について 
平成 24 年度の重点目標・重点事業について 
247) パソコンの使用について 
朝霞市立図書館条例の一部改正について 
平成 24 年度事業計画(案)について 
248) 現状報告や今後の課題等(図書購入方法) 
249) (第 1 回) 
   (1) 平成 22 年度事業実績報告 
   (2) 平成 23 年度事業計画について 
(第 2 回) 
   (1) 図書館条例の一部を改正する条例について 
   (2) 平成 24 年度運営方針(案)について 
   (3) 平成 24 年度主要事業(案)について 
   (4) 平成 24 年度事業計画(案)について 
250) 3 月に開催予定 
251) 施設の望ましい運営について検討 
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252) ・平成 22 年度県立図書館事業実施状況等について 
・平成 23 年度県立図書館利用状況等について 
・平成 24 年度県立図書館事業計画等について 
253) 新図書館の運営方針(案)について 
新図書館のレイアウトについて 
その他 
254) ・図書館の運営状況の評価について 
・第 2 次図書館基本計画について 
255) 図書の導入について 
図書館運営について 
256) ・新しく建て替えた布野図書館について。 
・貸出冊数上限の変更について。 
257) 1.(仮称)中央図書館運用に関する方向付けについて 
2.先進都市図書館の調査について 
3.(仮称)中央図書館について 
4.いちのみやの教育を考えるシンポジウムについて 
5.(仮称)中央図書館の運用について 
6.広域貸出対象区域について 
258) ・図書館の H23 運営について 
・図書館の H24 運営方針について 
259) 事業報告 
事業計画 
図書館像・アクションプラン 
図書館に対する県民の意見 
260) ・島田市立図書館条例の一部改正について 
・島田市立図書館条例施行規則の一部改正について 
261) 特にありません。(主として事業内容の報告とそれに対する質疑応答) 
262) 平成 22 年度 実績報告 
平成 23 年度 資料購入計画 
平成 23 年度 事業計画 
市民アンケート・市民意見交換会 報告 
図書館協議会条例の一部改正      ほか 
263) 利用状況、事業計画、移動図書館の巡回について等を協議会にて報告 
264) 平成 22 年度北上市立図書館利用状況 
平成 23 年度図書館事業の進捗状況 
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図書館の指定管理 
265) 図書館事業全般に関して審議している。 
266) 平成 23 年度「もりやの図書館概要」について 
視察研修について 
平成 23 年度事業報告について 
平成 24 年度事業(案)について 
267) 平成 23 年度事業実施状況報告 
平成 24 年度事業計画(案) 
資料収集方針の見直しについて 
条例の一部改正について 
268) 図書館整備計画 
269) 平成 23 年度事業報告 
平成 24 年度事業計画 
270) ・西いぶり 3 市(登別市・室蘭市・伊達市)の図書館広域システムの導入について(定
住自立圏広域ネットワークの概要と経過報告) 
・平成 23 年度図書館事業について 
・学校支援のあり方の見直しについて 
・配本所機能の強化と整備について 
・文科省「平成 23 年度子ども読書活動優秀実践図書館大臣表彰」の受賞報告 
271) 平成 22 年度運営状況について 
平成 23 年度事業計画について 
平成 23 年度運営状況について 
平成 24 年度事業計画について 
272) 平成 22 年度事業実績報告 平成 23 年度事業計画、実績報告 
図書館法改正に伴う条例の改正について 
雑誌スポンサー制度について 
AV 資料等の予約について 
会議室及びエントランスホールの利用の見直しについて 
273) ・平成 22 年度町民図書館事業報告 
・平成 23 年度町民図書館運営について 
・東北地方太平洋沖地震による被害状況報告 
・巡回図書購入の選書 
・平成 23 年度町民図書館運営状況について(4 月～11 月) 
・平成 24 年度図書館運営計画について 
・第二次子ども読書活動推進計画について 
・平成 24 年度図書館カレンダー(休館日設定)について 
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274) 運営方針、事業計画、事業経過、運営状況について 
275) ・事業計画 
・予算 
・市内図書館の現状 
276) 利用状況について(報告) 
事業報告および事業計画 
研修会について 
277) 市図書館協議会、平成 23 年度図書館事業及び予算、平塚市教育振興基本計画(奏プ
ラン)及び平塚市子ども読書活動推進計画についての説明 
278) ・図書館運営業務内容 
・督促業務 
・施設のあり方検討 
279) 図書館ネットワークの状況 
子ども読書活動の推進 
280) ・行政改革大綱と図書館運営について 
・平成 23 年度の事業報告 
・平成 23 年度の資料数と利用状況について 
・平成 24 年度事業計画 
281) ・事業計画 
・中間事業実績報告 
・年間事業実績報告 
282) ・事業計画について 
・事業実績について 
・委員からの質問、意見について 
283) ・図書館の利用が困難な市民へのサービスについて 
・図書館サービスの評価について 
284) 活動報告・計画､利用統計 
285) ①平成 22 年度図書館活動報告 
②平成 23 年度教育方針 
③平成 23 年度図書館活動計画 
④平成 23 年度自動車文庫つつじ号の後期運行日程 
286) 平成 23 年度活動実績報告、平成 24 年度活動計画等 
287) 貸出冊数制限の変更(増加)について 
288) 図書館運営方針案及び子ども読書活動推進計画案に係る意見聴取 
289) H22 年度事業報告、図書館建設、図書館協議会条例一部改正、 
H24 年度事業計画、子ども読書活動推進計画 
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290) 平成 22 年度事業実績 
平成 23 年度事業実施状況 
サービス目標について 
291) ・正副委員長の選任について 
・夏季特別開館について 
・システム更新について 
・雑誌保存年限変更について 
292) ・他図書館の視察について 
・電子書籍について 
・節電について 
・広報のあり方 
・雑誌の貸出について 
・読み聞かせなど行事のあり方について 
293) 新県立図書館のサービス・管理・運営について 
294) ・委員委嘱 
・平成 22 年度事業報告 
・平成 23 年度事業計画 
  学校図書館支援センターについて 
295) 平成 23 年度はまだ図書館協議会を開催していない。 
296) 立川市図書館における映像資料の見直しについて 
297) 職員問題  
298) ・図書館評価(外部評価)について 
・町田市立図書館の運営理念と目標について 
299) 県民の読書活動への支援について 
300) 今後の図書館サービスのあり方について、とりまとめを行っている。 
301) ・栃木県立図書館のあり方検討について 
・平成 24 年度栃木県立図書館経営方針について 
・平成 24 年度栃木県立図書館予算(案)の概要について 
・平成 23 年度事業実施状況及び平成 24 年度計画について 
302) 業務計画、実績、子供読書活動推進事業、図書館祭り、分館の運営について 
303) 図書館評価の実施方法について 
304) ・吉田町立図書館設置条例の改正について 
・吉田町立図書館図書館協議会運営規則の改正について 
305) 図書館建設について  行事について  
306) ・図書館の利用状況について 
・図書館で実施している行事報告・行事予定について 
  
226 
・平成 23 年度マネジメントの方針について 
・新年度予算について 
307) 平成 24 年度 運営方針(案) 
平成 24 年度 サービス計画(案) 
308) ・平成 22 年度運営・事業について 
・自動車図書館の運営について 
・平成 23 年度行事 
309) 貸出冊数上限の改正について 
310) 図書館事業 
図書館のあり方など 
311) ・平成 22 年度事業報告 
・平成 23 年度事業計画 
・平成 23 年度事業報告 
・平成 24 年度事業計画 
・新図書館建築に係る基本設計について 
312) 平成 24 年度から設置のため該当ありません。 
313) ・平成 22 年度事業報告について       
・平成 23 年度予算および事業計画について 
・中央図書館耐震補強等改修工事について 
・新座市立図書館条例一部改正について 
314) ・平成 23 年度事業実施報告。 
・平成 24 年度事業計画。 
・その他(除籍、雑誌・新聞の保存期間の見直しなど) 
315) 事業概要・予算・図書館運営について 
松本市子ども読書活動推進計画の策定について 
松本市教育振興基本計画について 
松本市図書館資料収集要綱等の見直しについて 
図書館協議会委員の任命基準について 
316) ・平成 23 年度事業実施報告及び資料購入状況 
・平成 24 年度事業計画及び資料購入計画 
・図書館評価 
317) 平成 22 年度事業実績及び平成 23 年度事業計画について 
318) 平成 22 年度図書館事業報告・平成 23 年度図書館事業計画等 
319) 指定管理導入 
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320) 利用実績報告 
選書について 
年間行事について 
その他 
321) 平成 22 年度図書館運営報告 
平成 24 年度図書館運営方針 
322) 平成 23 年度図書館事業実施状況及び利用状況について 
平成 24 年度図書館事業計画について 
323) ・平成 22 年度事業報告 
・平成 23 年度図書館運営方針 
・平成 23 年度事業計画 
・平成 22 年度地域活性化交付金 
・図書館事業の進捗状況 
・夏時間(7 月 21 日～8 月 30 日)の実施状況 
・ご意見箱の意見内容 
・平成 24 年度図書館運営方針 
324) ・図書館の運営実績と今後の予定について 
・利用者からの意見提案について 
・特設コーナーの設置(先進図書館の視察を行う) 
325) ・図書館運営方針の見直しについて 
・図書館キャッチフレーズについて 
326) 平成 22 年度事業報告 
平成 23 年度事業計画 
自治体内の学校への団体貸出について 
電算化後の業務について 
327) ・図書館の概要 
・年間計画 
・2 館開館準備 
328) 平成 23 年度軽米町立図書館運営方針と重点事業について 
329) ・事業計画や事業実績報告等 
・文化への関心を高める方策について 
330) 行事、予算 
331) アクションプランの進捗状況等 
332) 第 1 回図書館協議会(7 月開催)にて 
・平成 22 年度図書館事業報告及び利用状況等について 
・平成 23 年度図書館事業計画の概要について 
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・夏休み期間中の行事予定など 
333) H22 事業実施報告について 
H22 運営数値も食う表の結果 
H23 事業実施状況報告について 
H24 運営数値目標について 
334) ・新年度予算と事業執行の状況 
・新図書館基本計画の実現に向けた新しいサービスのあり方 
・今後の県内図書館振興について 
335) 「本の街かかみがはら」事業や、児童の読書活動、指定管理者制度導入等について 
336) ・事業計画 
・事業報告 
・条例改正 
337) 前年度の報告、今年度の事業計画の報告、学校図書館の支援について、移動図書館
について、など 
338) 図書館法改正に伴う図書室設置管理条例の改正について。 
339) ・平成 22 年度事業報告・利用状況について 
・平成 23 年度事業計画について 
・開館時間の延長について 
その他 
340) 諮問事項 
図書館の運営の状況について 
341) 図書館事業、図書館運営 
342) 平成 22 年度図書館運営の概要について報告 
平成 23 年度図書館関連予算について報告 
平成 23 年度図書館運営について協議 
        子どもの読書活動推進事業の継続実施について協議 
343) 第 1 回目 平成 22 年度事業実施状況報告について 
     平成 22 年度運営数値目標の結果について 
第 2 回目 平成 23 年度事業実施状況報告について 
     平成 24 年度運営数値目標の結果について 
344) ・図書館の運営に関すること。 
345) 22 年度より教育委員会より、市長部局の総務部に補助執行により移管された。それ
に伴い、22 年度に図書館と交流センターを統合させ、新しい形でのサービスを考えてい
こうということで、図書館協議会が中断。 
 市長交代のため、23 年 9 月より再開。 
 議題としては、移管の効果検証、利用状況・活動状況の報告、利用者アンケートの結果
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報告など。 
346) 平成 23 年度事業計画について 
子どもの読書活動推進計画の策定について 
347) 平成 23 年度予算現況および事業報告について 
平成 24 年度事業計画について 
子ども読書活動推進計画について  など 
348) 図書館主催事業の内容精査 
349) 福岡県立図書館の学校支援サービスについて 
350) ・熊本県立図書館協議会規則について 
・平成 22 年度事業報告について 
・平成 23 年度事業計画について 
・熊本県立図書館協議会設置条例の改定について 
・平成 23 年度事業報告について 
・平成 24 年度事業計画について 
351) 今後の運営方針について 
352) 図書館の運営方針 
353) 活用計画、活動計画、購入方針 
354) 事業予算 
事業計画 
図書館システムについて 
355) ・平成 22 年度事業報告 
・平成 23 年度事業計画 
・平成 23 年度事業中間報告 
・平成 24 年度事業予定 
・新聞の保管について 
・条例改正について 
・その他 
356) 講演 公共図書館の現状と今後の動向について 
講師 ㈱図書館総合研究所 取締役 三ツ橋康夫 
357) ○平成 22 年度事業報告及び決算について 
○平成 23 年度事業計画及び予算について 
○図書館・美術館増改築工事に伴う基本設計(案)について 
358) 事業報告・事業計画 
359) ボランティアの活用について 
平成 22 年度 業務報告 
会長 副会長選出 など 
  
230 
360) 職員の研修について 
学校との連携 
分室の問題 
子どもの読書の取り組み 
中学生・高校生への読書の取り組み 
361) 平成 24 年度図書館運営方針 
平成 24 年度事業計画 
平成 24 年度図書館運営日程 
362) ・前年度活動実績報告 
・今年度活動計画等 
・その他 
363) 平成 22 年度の市立図書館施策・事業評価 
平成 22 年度市立図書館指標別評価 
364) ・図書館建設について 
・移動図書館について 
・図書館システムについて 
・その他報告事項 
365) 先進地視察 
366) 平成 23 年度予算関係、平成 22 年度決算関係、図書館視察、その他 
367) 事業報告、事業内容について 
368) 1 平成 23 年度図書館運営方針等について 
 ①運営方針及び主要事業 
 ②事業計画 
2 第二期いわき市子ども読書活動推進計画(案)について 
369) 平成 22 年度事業報告・平成 23 年度事業計画 
370) 図書館サービス指標による目標値の設定について、施策進行管理チェックシート、
夏休み期間の開館時間について 
371) 運営方針及び事業計画、平成 22 年度の事業報告、独立行政法人からの委託事業の実
施について、データベースの運用について 
372) 図書館の事業内容と進捗に対する評価 
373) ・運営状況及び決算報告、運営方針及び運営努力点について、図書館予算について、
図書業務委託について 
374) 事業計画 
375) 平成 22 年度図書館利用状況、第 2 次名張市子ども読書活動推進計画の進捗状況、休
館日の変更、図書館業務委託契約更新の進め方 
376) 平成 22 年度事業報告並びに蔵書状況・利用状況、平成 23 年度図書館事業計画 
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377) 当年度事業実績、住民生活に光をそそぐ交付金事業、子ども読書活動推進計画、新
年度図書館目標、資料収集基準 
378) 平成 22 年度 図書館事業状況報告、平成 23 年度 図書館事業事業計画、平成 23 年
度 予算について、平成 23 年度 視察研修について、平成 24 年度 運営方針・事業計画・
予算(案) 
379) 事業報告及び事業計画案、指定管理制度について 
380) 第 1 回洲本市図書館協議会(平成 22 年度事業報告 ・平成 23 年度事業計画・これか
らの図書館運営について)、第 2 回洲本市図書館協議会(・平成 23 年度事業報告 ・平成
24 年度事業計画) 
381) 1.平成 22 年度那須烏山市立図書館利用状況について 2.平成 23 年度事業及び予算に
ついて 3.指定管理者制度導入につい 
382) 中央図書館の災害復旧工事進捗状況、中央図書館の平成 23 年度事業報告(再開記念
行事予定含む)、各地域図書館の平成 23 年度事業報告、各分館の平成 23 年度事業報告 
383) 図書館奉仕について、条例改正について 
384) ・図書館事業計画について、・図書館事業報告について、条例改正について、複写サ
ービスについて、新年度予算について、・専門職員の配置について 
385) 答申に基づく取り組みの進捗状況について、広域利用について 
386) 福井県立図書館の事業運営について、こどもやティーンズの読書対策について 
387) 平成 22 年度事業報告及び決算について、平成 23 年度運営方針及び事業計画並びに
予算について、平成 23 年度事業報告について、平成 24 年度運営方針及び事業計画並び
に予算について 
388) 図書館内での持ち込みによる自習に関して(どの程度まで規制するか) 
389) ・宅配の周知  ・ホームページの表示   ・図書館の運営計画  ・次年度の運営計画 
390) 図書電子管理システム導入に伴う休館日の設定について 
391) 平成23年6月開催時 (1)図書館の運営について (2)平成22年度利用実績について(3)
平成 23 年度事業計画について/平成 23 年 10 月開催時 (1)平成 23 年度上半期利用実績に
ついて (2)図書館新システムについて (3)金津図書館の移転計画について   
392) 平成 22 年度実績報告、平成 23 年度活動報告、平成 24 年度活動計画、いの町子ど
も読書活動推進計画案 
393) 平成 22 年度事業報告について、平成 23 年度事業計画について、図書館法の改正に
ついて、平成 23 年度図書館事業の経過報告について、図書館法改正に伴う図書館条例の
改正について、小学校一般開放図書室について 
394) ①22 年度事業・決算報告  23 年度事業計画並びに予算  ②学校図書館視察並びに意
見交換(予定)  ③24 年度主要事業について 
395) 事業計画、事業報告、蔵書の整備 
396) 1 資料返却延滞者に対するペナルティについて、2 雑誌スポンサー制度について、3 
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返却ポストの設置について、4 川越市立図書館条例の改正について、5 事業計画、予算
などについて 
397) 事業計画、予算等 
398) ・前年度事業報告  ・前年度決算報告  ・今年度の事業の変更等 
399) H23 事業計画について、事務点検評価について 
400) 特になし 
401) 図書館運営指針 
402) ・図書館の運営方針、運営状況、今後の図書館運営について 
403) ①平成 22 年度事業実績等について ②平成 23 年度事業実施状況について③平成 24
年度事業計画について  ④指定管理者制度について  ⑤電子図書について  ⑥その他 
404) 開催していない 
405) 会長・副会長選出  昨年度の課題取り組み状況報告  今年度事業計画及び実施状況 
406) 目指すべきサービスについて、H23 年度運営について、H24 年度運営(案)について 
407) 平成 24 年度大泉町立図書館運営基本方針について 
408) ・図書館サービスのあり方、将来の図書館像について・郷土資料の収集・保存につ
いて他 
409) ・委員長、副委員長の選出・平成 22 年度利用実績・平成 22 年度事業実績・平成 23
年度事業計画について・平成 23 年度購入計画について・平成 23 年度事業実績報告・図
書館だよりについて・平成 24 年度資料購入計画(案)・平成 24 年度事業計画(案)・視察研
修について 
410) 新図書館について 
411) 23 年度事業実施状況と地域活性化交付金(住民生活に光をそそぐ交付金)の使途を説
明し、委員からそれに対する意見や今後の運営のあり方等を審議された。23 年度で終了
する子ども読書夢プラン事業だが、この 3 年間で学校の図書環境の整備やあり方を考え
子どもたちに本とふれあう自然な環境を作り上げ、学校図書ボランティアの活動の指導
や学校との連絡調整を図った。今後も構築した学校との連絡を継続してさらに改善を図
りたい。 
412) ・平成 23 年度の図書館運営計画の承認・YA の図書館利用低下、選書について・児
童の利用マナーへの対応について等 
413) ・平成 22 年度桑名市立図書館利用状況の報告について ・平成 23 年度桑名市立図書
館事業経過報告及び予定事業について  
414) ・船橋市の図書館について・東日本大震災に伴う西図書館の休館について(報告)・船
橋市市図書館サービス計画について・船橋市図書館条例の一部改正について 
415) ・平成 23 年度の運営について ・ 『図書館通信 No.4』について・「図書館年報」第
35 号について ・『図書館通信 No.5』について 
416) ・大阪版市場化テスト・大阪府立図書館活動評価・レファレンスサービスのあり方 
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417) 平成 24 年度以降の経営評価について、(仮称)図書館ビジョンの策定について、利用
者満足度調査について 
418) ・平成 22 年度図書館業務報告について・平成 22 年度指定管理者の評価について・
綾瀬市立図書館条例の一部改正について・平成 24 年度図書館事業計画について 
419) 第1回定例会(1)委員長及び職務代理者の選任について(2)子ども読書活動推進計画に
ついて(3)平成 23 年度図書館事業について、第 2 回定例会(1)施設見学(2)意見交換、第 3
回定例会(1)平成 22 年度図書館決算について(2)平成 22 年度図書館年報について(3)平成
23 年度図書館事業の報告について 
420) 今年度は 1 回のみ実施、前年度報告、今年度計画 2 回目は 3 月下旬 
421) ・平成 22 年度事業報告及び平成 23 年度事業計画について・東日本大震災の影響に
ついて・平成 23 年度図書館概要について・図書館システムの概要について(新システム
視察)・平成 23 年度図書館上半期事業の報告について・平成 23 年度図書館蔵書点検結果
の報告について 
422) 子どもの読書のための学校支援、地域の読書活動促進など 
423) 平成 22 年度図書館活動報告、平成 23 年度図書館予算説明、図書館の広域利用実現
に向けた協議検討について、河内長野市図書館条例の一部改正について、広域相互利用
について、平成 24 年度予算要望について、年始特別開館について 
424) ・平成 22 年度図書館の利用状況について・平成 22 年度図書館の事業実績について・
平成 23 年度図書館関係予算の概要について・平成 23 年度図書館の事業計画について・
平成 23 年度の図書館の利用状況について・平成 23 年度の事業実施について・平成 22
年度子ども読書活動の評価について・図書館法の一部改正について 
425) 新中央図書館に向けた地域資料の収集について 
426) 図書館分室のあり方について、図書館基本計画について 
427) ・図書館サービス計画の策定について ・第二次袋井市子ども読書活動推進計画の策
定について 
428) 図書館ボランティアについて 
429) 平成 22 年度事業について(報告)、平成 23 年度事業について(案)、平成 23 年度事業
の報告について、平成 24 年度事業(案)について 
430) ・海南市子ども読書活動推進計画について・現状について 
431) 下記参照 https://www.lib.pref.saitama.jp/stplib_doc/kyogikai/kyogikai.html 
432) 第 1 回 1. 図書館(中央・武里)の開館時間及び開館日の変更について(審議)公開 2. 図
書館運営改善(案)について(審議)公開 3. 春日部市立図書館条例施行規則の一部改正につ
いて(審議)公開4. 平成 22年度図書館費の決算概要について(報告)公開5. 平成 22年度庄
和図書館の利用状況について(報告)公開 6. 平成 22 年度市立図書館の利用状況について
(報告)公開・図書館(中央・武里)の開館時間及び開館日の変更について(審議)公開  第 2
回 1. 図書館(中央・武里)の開館時間及び開館日の改善案について(審議)公開 2. 春日部市
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立図書館条例施行規則の一部改正(案)及び要綱制定について(報告)公開 
433) ・平成 22 年度図書館運営に対する評価について・平成 23 年度図書館運営の重点目
標について・平成 23 年度図書館運営に対する自己評価について(予定)・平成 24 年度重
点事業の取組方針について(予定) 
434) ・指定管理者制度導入について・仙台市図書館振興計画案について 
435) 図書館利用状況・事業報告・事業計画・事業予算等 
436) 図書館の事業について、子どもの読書活動推進計画に基づく学校等との連携事業に
ついて 
437) 平成 23 年 4 月に新館オープンしたことによる、運営実績内容。 
438) 前年度決算報告、当該年度予算及び事業説明、次年度予算要求概要、先進地視察等 
439) 子どもの読書活動推進計画(第 2 次) 
440) 平成 22 年度の運営状況 
441) 平成 23 年度図書館事業実施報告、平成 24 年度図書館運営方針、平成 24 年度図書
館事業実施計画、子ども読書活動推進計画の策定について 
442) (第 1 回)①東日本大震災に伴う被災・復旧状況等について②平成 22 年度事業実施状
況及び平成 23 年度事業計画について(第 2 回)①文化財資料等の移管につい(経過報告等)
②貴重資料庫の問題点等について③震災文庫開設及び県内市町村図書館への支援状況に
ついて(第 3 回)①平成 23 年度事業実施状況について②震災復旧工事実施予定について③
図書館協議会設置条例の改正について④次期図書館振興基本計画について 
443) 読書のまちづくり条例について、図書館窓口等業務委託実施状況評価について 
444) ・新図書館建設に伴う協議 (図書館運営計画など) 
445) 松原市図書館適正配置等検討委員会での審議内容の報告 
446) 新図書館建設について 
447) ・「平成 22 年度 泉南市の図書館年報」について・平成 23 年度 図書館運営事業につ
いて 報告と予定・平成 24 年度 図書館運営事業計画(案)について・学校支援、学校との
連携について・泉南市子ども読書活動推進計画の策定の進捗状況について  等 
448) ・23 年度の図書館運営計画について・指定管理者制度導入について・図書館の開館
時間について 
449) 1.運営状況について 2.新規事業について 
450) ・開館時間延長の試行について・資料の除籍基準について 
451) 図書館の利用状況等 
452) ・図書館の運営について・子ども読書活動推進計画について 
453) 事業計画等 
454) 第 1 回平成 22 年度活動実績について、平成 23 年度事業について等、第 2 回平成 24
年度予算について、図書館法改正に伴う図書館条例の改正について等 
455) 新館建設の概要等 
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456) 平成 22 年度事業報告及び平成 23 年度事業計画について、八千代市中央図書館・市
民ギャラリー整備事業の進捗状況について、八千代市子ども読書推進計画(案)について、
八千代市立図書館管理運営規則の一部改正について、八千代市立図書館設置条例の一部
改正について 
457) 平成 22 年度図書館評価について、平成 23 年度図書館事業目標について 
458) ・「とよなかブックプラネット事業」について・豊中市立図書館の課題解決支援機能
について・H22 年度豊中市立図書館の運営および活動について・今後の読書環境・読書
活動について 
459) 平成 22 年度事業計画・平成 23 年度事業計画について、図書館評価指標について、
平成 24 年度図書館運営方針・平成 24 年度事業計画について 
460) 平成 22 年度事業報告、図書館利用者アンケートの報告、平成 24 年度事業計画 
461) 1 相互貸借にかかる送料等費用の負担について、2 図書館利用者のマナーについて、
(1)返却遅延を繰り返す利用者への教育について、(2)蔵書の破損、書き込み、水濡れ等に
ついて、(3) 資料の紛失とその対応策について 
462) 平成 22 年度実績報告、平成 23 年度事業計画、自治体史データ入力事業、視察研修
ほか 
463) 図書館基本計画(仮称)について 
464) 第 2 次子ども読書活動推進計画について 
465) 審議した内容ではないですが、議題として前年度と当年度の図書館の利用状況 
466) 23 年度事業経過報告、24 年度事業に向けて等 
467) 事業計画・事業方針 
468) ・図書館体制、町立図書館     事業計画・報告・利用状況、学校図書館     事業
計画・報告・利用状況、・宇美町子ども読書活動推進計画   進捗状況 
469) 自治体で作成している子ども読書活動に関するプランについての検討 
470) 協議題「都民の課題解決に役立つ図書館を目指して-より質の高い図書館サービスの
追及-」について審議した。 
471) 第1回 平成 22年度事業報告について、平成 23年度事業計画及び当初予算について、
第 2 回 平成 24 年度事業計画(案)及び当初予算(案)について、東金市図書館の設置等に関
する条例の一部改正する条例の制定(案)について 
472) 平成 23 年度業務報告及び平成 24 年度事業計画 
473) H22 年度の事業実績、H23 年度の事業計画、実施状況  〃    事業実績、その他、
当館の事業内容について 
474) 第 2 次札幌市図書館ビジョン策定に向けた協議 
475) 事業報告、事業計画など 
476) ・平成 22 年度事業報告について、平成 23 年度事業計画について、豊科図書館開館
後の状況について 
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477) 第 16 期第 3 回(平成 23 年度第 1 回)図書館協議会(平成 23 年 7 月 6 日開催):議題 1
平成 22 年度事業報告について、(1)平成 22 年度図書館利用状況等、(2)平成 22 年度図書
館行事報告、(3)新・亀岡市子どもの読書推進計画等。議題 2 平成 23 年度事業計画につ
いて(1)平成 23 年度図書館行事計画、(2)市立図書館大井分館移転整備・馬堀分館施設に
ついて、(3)「かめおかっこ 夢・未来読書プラン」の事業推進について、(4)亀岡市立図
書館条例の一部改正について、等 
478) ・平成 22 年度の事業報告と平成 23 年度の事前計画  ・諮問「現図書館を含む今後
の図書館の運営形態のあり方について 
479) 平成 23 年度図書館予算について、和光市図書館事業について 
480) 平成 22 年度事業報告、平成 23 年度事業計画、平成 23 年度予算概要、(仮称)久喜市
図書館サービス基本計画(案) 
481) 業務運営について 
482) ○図書館協議会委員長･副委員長の選出、○図書館の利用状況･事業計画について、
○新しい自動車文庫の導入について、○貴重資料の保存と活用について 
483) 平成 22 年度の図書館事業報告。新委員の委嘱・任命式、正副委員長の選出。平成
23 年度の図書館予算報告。平成 23 年度の図書館事業予定概要報告。図書館分館の改修
について。 
484) サービスの向上について、災害時の対応の必要性について、雑誌スポンサー制度に
ついて、課題解決型図書館への取組について 
485) 平成 22 年度業務実績について・平成 23 年度業務の取組について/新「北海道立図書
館事業推進計画」の策定について/平成 24 年度北海道立図書館運営計画(案)について・新
「北海道立図書館事業推進計画」(素案)について他 
486) 平成 22 年度事業実施状況について、平成 23 年度事業計画について、奈良県立図書
情報館評価指標の達成状況について 
487) 図書資料の除籍基準について  
488) 指定管理者制度の導入  子ども読書活動推進計画 予算決算 事業報告・計画 
 
 
 
4.12. 図書館協議会で作成している記録 
1) メモ書き程度 
2) 匿名の発言による内容を要約した記録 
3) 会関係文書すべて 10 年 
4) 特に記録する規定はないが、会議時に記録した内容を簡単に要約した記録等あり 
5) 協議会ノートに概要を記録 
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4.13. インターネット上で公開している情報 
1) 傍聴のお知らせ 
2) 開催日時 
3) ホームページを持っていない 
4) 開催日の案内 
5) 図書館だより（協議会の概要） 
6) 指定管理者制度の導入について（答申） 
7) 答申等 
8) 議事録を公開するときは出席委員名公表・発言者匿名で公開 
9) 建議の内容 
10) 議事録を公開する予定です 
11) 図書館概要 
12) 開催告知、傍聴申請方法 
13) 図書館協議会会議結果報告 
14) 概要、開催直前に開催のお知らせ 
15) 答申・会議録 
16) 図書館協議会の開催予定について 
17) 協議会の配布資料 
18) 議事の要約した記録 
19) 図書館協議会開催日程 
20) 概要として氏名も公表している。 
21) 図書館年報を公開しており、その中で委員名簿や審議事項を閲覧可 
22) 開催情報（場所・日時・傍聴定員） 
23) 提言等 
24) 市民会議（審議会等）の会議開催のお知らせ、会議開催結果等 
25) 協議会答申及び提言 
26) 協議会開催結果として審議内容の要約を市のホームページで公開 
27) 図書館協議会審議資料 
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4.14. 図書館協議会の再任に係る規定 
1) 多摩市自治基本条例に審議会委員の一般的な規定がある。 
2) 図書館協議会だけではなく、県で設置している全ての審議会等の指針として、任期の
上限を設けている（原則 8 年間を限度） 
3) 一宮市立図書館条例第 6 条委員の任期は、2 年とする。ただし、再任を妨げない。 
4) 在任期間が 6 年を超えないこと 
5) 12 年を限度とする（「春日市附属機関の市民参加の推進に関する指針」より） 
6) 市民参加手続ガイドラインにて、一定の基準を設けています 
7) 再任の規定は、今回の条例改正の際に入れる予定。継続回数を成文化したものはない。 
8) 再任は妨げない、ただし 75 歳以上の再任は認めない 
9) 指針に定める理由に該当しない場合の在職期間は 4 年が上限（この間の再任は妨げな
い） 
10) 市で規定した附属機関等・運営基準要綱に順じ、継続は 10 年まで 
11) 継続して 10 年を超えて就任している者については、原則として再任しない。 
12) 原則として、6 年以内 
13) 同一委員の継続在任期間は、できる限り 10 年以内とする。（審議会等の設置及び公開
に関する指針５（８）） 
14) 公職兼職数制限、年齢制限（市公職者の要綱に規定） 
15) 県が定める審議会等の設置及び運営に関する指針 
 
 
4.15. 図書館協議会の再任に係る慣習 
1) 長期にならないよう配慮 
2) 公募委員は再任しない 
3) 3 期（6 年）までとしている 
4) 「附属機関等の設置及び運営に関する指針」により通算 12 年を限度とする。 
5) 新たに選任する場合は 70 歳以下にする 
6) 任期は一定回数継続することができる 
7) 委員の居住地区のバランスを考慮 
8) 長期在職を避ける 
9) 充て職がある 
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4.16. 図書館協議会の選定に係る規定 
1) 図書館協議会委員は当該地方自治体に居住し、意欲的に学習活動をしたり、生涯学習
のための学習機会の提供に携わったり、または、当図書館を積極的に利用し、あるい
は利用したいと思っている者である。 
2) 協議会の委員は社会教育委員が兼任する 
3) 教育委員会が任命する 
4) 学校教育 3 人以内、社会教育 5 人以内、市民 2 人以内、学識経験 5 人以内 
5) 現在はまだ図書館法による 
6) 現在改正審議中 
7) 奈良県「審議会等委員選任指針」 
8) 利用者代表、市文化協会会長 
9) 図書館利用者 
10) 前任者の所属団体の推薦 
11) 前項の者と吉田町立図書館利用者の中から選定する。 
12) 市内在住 
13) 平成 24 年度検討中 
14) 図書ボランティアの会代表 
15) 平成 24 年 4 月 1 日現在、満 20 歳以上の方 
 
 
4.17. 図書館協議会の選定に係る慣習 
1) 各関係団体の推薦 
2) 図書館利用団体推薦 
3) 図書館法に基づき選定をしているが、同法の改正に伴い選定に関する事項について条
例改正を予定している。 
4) H24.4.1 より委員の選定に関する規定部分を条例改正予定 
5) 平成 24 年 4 月から施行予定 
6) 2 月議会で図書館条例を改正し、公募委員を追加する予定。 
7) 選定基準については、条例に規定 
8) 各種団体が推薦する者 
9) 図書館法 15 条による（改正前） 
10) 図書館法の規定による 
11) 図書館法に準ずるが、地域の事情による 
12) 議会、社会教育委員、文化協会が推薦する者 
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13) 社会教育関係者、学校関係者については、教育委員会担当部局から推薦してもらって
います。 
14) 小中学校校長会の推薦 
15) 地域・男女・選定内容を考慮 
16) 上記 5 項目目は今後条例改正により規定する予定である 
 
4.18. 自由記述 
1) 調査の全体像がわかったほうが記入がスムーズだったと思う 
2) 平成 23 年 9 月 26 日に一関市との合併により、「一関市立藤沢図書館」となりました。
旧名称は、「藤沢町図書館」です。メールアドレスも変更しております 
3) 図書館協議会の規則等についての質問に対して、図書館法改正後のことか、改正前の
ことを回答すればよいのか、明確に指示がほしかった 
4) 図書館協議会について、年 1 回の開催であり、年度当初に事業計画や運営方針につい
て質疑・応答を行っている。ある意味、形式的な協議会になっている 
5) 本協議会は、併設の「椋鳩十記念館」についても行っている 
6) 図書館協議会の設置について教育委員会に請願が出された。教育委員会では、図書館
法上の協議会では構成員が限定されるため、より広く区民の意見を集めるため、図書
館法に基づかない協議会を設置する旨回答した。それにより、現在要綱による（仮称）
図書館協議会の設置を目指して検討中である 
7) "質問項目が何で回答者が何を回答したか分かるようにすること 
8) ファイル等の準備が整ってから、依頼すること 
9) アンケート調査票を保存して、確認後送信できるようにしてほしいです 
10) 地域の実情に応じた図書館運営、図書館協議会の運営を行っている。小規模な本町に
おいては、都市部の感覚では円滑に運営できない面もある 
11) 回答を送信する前に、記入状況を一覧で確認、印刷できる機能を用意すべきと存じま
す 
12) アンケートの趣旨，全体像が回答過程でわかりにくい｡今後の貴職からの調査はお断り
する 
13) 当館では、図書館運営懇談会（市民公募者を含む）があり、年１回、図書館運営に対
して意見を聞く会を開催していましたが、今度の法律の改正により、図書館協議会と
して４月から発足する予定です 
14) 質問内容が先に全部わかるものがあればよかったです。こちらでは、回答せずに全ペ
ージを一旦印字し、回答内容を考えた上での送信になるため、「公募を実施していない
とお答えした方にお聞きします」等の前の質問の答えによって新たに出てくる質問は
やりにくいです 
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15) 当図書館の協議会は，館長の諮問機関で図書館のサポーター的存在でとても心強い。 
16) 本町としては H24 年度以降に、図書館協議員の記載を一部条例に追加する予定をして
います 
17) 質問が多く多岐にわたっているが、紙媒体にしにくく、回答を保存できなかったので、
１P 終わるごとに印刷し、確認した上で回答したため、時間も労力も多大にかかった。
できるだけ、研究に協力しているが、回答者への配慮も必要だと思う 
18) 回答記録が手元に残るようなシステムになると良いと思います。 
19) アンケートは最後に回答済みを一覧できる形式にし、いったん保存できるものが望ま
しい。込み入った内容の項目がある場合、担当者に直接聞かなければならないが、こ
ういうアンケートでは十分に合議が取れず処理が困難である 
20) 我孫子市教育委員会では、10 年くらい前に、生涯学習部の各課にあった、図書館協議
会や公民館協議会を廃止し、代わりに社会教育委員会に各課に関連する委員を入れる
ようにして、社会教育委員会一本に統合しました 
21) 旧町では図書館協議会はあったが、合併し社会教育委員が協議会をかねる形態になっ
た 
22) 指定管理者制度を導入し、指定管理者館長を置いているため、図書館法による館長の
諮問機関たる図書館協議会では実情にあわないのではないか…という理由で、図書館
法によらない図書館運営協議会を設置していた。しかしながら、平成 24 年度より図書
館協議会の設置に関する条例が可決された後に、設置を予定 
23) 図書館友の会は利用者側の自発的な活動であると考えており、あえて指定管理者なら
びに教育委員会からの呼びかけは行っていなかった。しかしながら、サポータ組織の
必要性を感じてきたため、次年度には山中湖情報創造館サポータ倶楽部のようなもの
を組織化す。今後、財政的に図書館への予算が削減されるなかで、100%公費による図
書館運営は厳しい状況にあると考えている。そのための業務委託や指定管理者制度の
導入であるという側面もある。ただ、今後地域において「図書館を支える仕組み」づ
くりが必要であると考えている。諸外国においては行政以外にも「図書館支援財団」
や「友の会」などによる行政以外の資金源などの体制づくりが日本においても必要と
なるであろうその場合、館長の諮問機関である図書館協議会の必要性はなく、むしろ
意思決定のための「図書館理事会／図書館委員会」の必要性を感じている 
24) 図書館協議会は図書館創設以来、制度としては存在しているが、館長自体が非常勤職
員でもあり、形式化していることは否めない。教育委員会サイドとしても、施策の追
認の方向での会議における提言を歓迎している向きもあり、人選についても、その方
向で進められている 
25) 栃木県内で異常に進行している指定管理者導入についても、諮問事項として協議会に
かける提案は、会議開催の決裁段階で却下され、一昨年に導入の方向に進みかけたと
きも、一応見合わせ検討を続ける、との方向になったことのみ、事後に報告されただ
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けであることが、本町の図書館協議会のあり方を示す、好例といえる思う 
26) 図書館協議会は、慣例的で形式的な委員会であり、事務局からの報告と予定を聞いて
承認することにより、一応、広く意見を聞いたというようで、各委員からの自由な言
いたい放題の意見では協議内容がまとまらず、議論するだけに終始するか、その発言
結果を収拾するだけの時間や手間がない 
27) しかし協議会とは何か、何をなすべきか、同じ目的意識の下での具体的に活躍できる
方法はあるのかと思案しています 
28) 同時に、他部局が図書館をどのように意識しているかにより、進み方も違ってきます。 
29) この回答票の一覧を印刷できたらと思いました 
30) 図書館協議会は設置予定ですが、どのように運営していったらよいか県立図書館に 
31) 各館の調査を依頼しています 
32) 利用者懇談会について。中央図書館では開催していません。各地域図書館では開催し
ています 
33) 当図書館は複合施設である「東員町総合文化センター」の一部であり、文化センター
運営審議会が図書館協議会の機能を併せ持っています 
34) 参考になりました 
35) 最近インターネットによる調査が増えていますが、決裁を必要とする市の調査は、紙
ベースが良いことがまだあります。回答は郵送か FAX かインターネットを回答側は選
択できるようにしてほしいです。これも一度すべてプリントアウトし、決裁を回して
から、入力しました 
36) 当館は教育委員会ではなく知事部局に組織されていることから、図書館法上の「公立
図書館」ではありません。（第 29 条の図書館同種施設に該当） 
37) このご質問の前提条件である図書館法第 14～16 条について、適用外となりますが、類
似の機関として回答しておりますので、お含みおき下さい 
38) 問 4-3 は、年間全員分で「報酬」として支出 
39) 図書館協議会の必要性はあると思われる。現在、前橋市立図書館は本館の老朽化に伴
い建て替えを検討しており、新しい図書館開館に向け、その運営方法や図書館協議会
設置についても検討していきたい 
40) 質問が多すぎて、事務的負担やペーパーの無駄につながる 
41) 質問事項の全体の概要が分からないので、質問項目の一覧があると良いと思います 
42) 当町の図書館郷土資料館協議会の委員は社会教育委員が兼任するため、質問内容によ
っては、日高町社会教育委員設置条例等により回答している場合があります 
43) 図書館協議会委員はその他の委員として行政では位置づけられ、委員報酬を支払うこ
ととなり、予算がらみでの図書館協議会のかてさいとなるので、回数が限られてしま
す。図書館協議会は毎月でも開催し、逐一図書館の状況を把握してもらいたいし、委
員からの意見も積極的に伺いたいのだが 
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44) 図書館法第 14 条から第 16 条で規定されている「館長の諮問機関」としての図書館協
議会は、当市が図書館運営に指定管理者制度を導入する際に規定を削除し、かわりに
教育委員会の諮問に応じ、図書館の管理運営に関する事項を調査、審議し、その意見
を答申する市の附属機関として「今治市図書館運営審議会規則」に基づいた「今治市
図書館運営審議会」を設置した。名称は「図書館協議会」ではないが公的な諮問機関
であり、その役割・権限は「図書館協議会」と同義である。また図書館（指定管理者）
には利用者懇談会ともいえる「今治市立図書館利用者倶楽部」があり、年 2 回程度委
員会を実施している 
45) 当館は指定管理制度が導入されており、私どもＴＲＣが運営管理を行っております。
図書館協議会の運営につきましては、教育委員会が主導で開催しているため、本アン
ケートは、こちらで分かる範囲での回答となります。ご了承ください 
46) 大きい図書館と小さい図書館の違いが大きいのでこの回答で良いのか自信がないもの
を感じます。調査にあたり規模の限定をしてはと思います 
47) 当図書館は、2010 年より指定管理者制度を導入しております。それに伴い、図書館協
議会も図書館懇談会と名称を改め、より様々な業種の方を委員として選定しています 
48) 図書館協議会ではありませんが、類似機関として、平成２３年度に「府中市立図書館
サ ー ビ ス 検 討 協 議 会 」 を 発 足 い た し ま し た                       
図書館のサービスに関する事項を検討していただく機関で、学識経験者や公募市民等
８人で組織しております 
49) 問 6－1 については、条例、規則はありませんが、「運営要綱」ならあります。 
50) 図書館協議会については、図書館運営協議会としてその設置に向けて準備を進めてい
るが、委員の選考作業中であり、未だ設置に至っていないことから、回答することが
できません 
51) 砥部町立図書館は、平成 22 年度より指定管理者の運営に移行しています 
52) 昭和 51 年の開館以来、協議会等の設置は行ってこなかったが、地域主権改革一括法の
公布に伴い、平成 24 年度中に条例を整備し、平成 25 年度より協議会の運営を行う予
定 
53) 委員には、より住民の希望を実現するというような意味で、実働的な要素を期待して
いる 
54) 協議会か友の会のような組織があったほうがよいとは思っております。今後の検討事
項であると思います 
55) 建設については協議委員代表 2 名が参加する建設検討委員会がある 
56) 今後は図書館基本計画を策定後、外部評価者として図書館協議会を考えている 
57) 図書館協議会委員の再任用に関する規定が必要 
58) 平成 24 年 3 月 1 日現在、協議会委員任期満了に伴い新委員選考中です。 
59) （回答補足）問 2－4 については「図書館協議会の委員の任期」として回答しました。 
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60) 前に勤めていた図書館は図書館協議会が活発で、委員の公募もしていました。協議会
からは様々なご意見や提言をいただいており、図書館運営に活かせるよう努めてきま
した。また、図書館のことを理解していただける機会でもありました。住民の市政へ
の参加・参画という視点から考えても必要性を感じていますが、予算や職員体制、他
部局との関係など、現状を考えると難しい面が多々あります。今は、少しでも、市民
の方々の意見が図書館運営に反映できるしくみを考えています 
61) 調査結果を閲覧できるようにしていただきたい（可能なら回答館へ一斉メール） 
62) 東海市では、教育委員会の諮問機関として東海市教育ひとづくり審議会を設置してお
り、図書館協議会の機能も担っているため、図書館協議会として設置はしておりませ
ん。そのため、調査項目内に該当しにくい項目がありましたため、いくつかの項目が
空欄での回答となっておりますので、ご了承下さい 
63) 調査票はプリントアウトして同封して下さい。調査結果は必ず報告して下さい 
64) 問 4-3 について，謝礼額については１回参加された場合の額。また，市関係者 （教員）
には支給していない。問 4-4 について，協議会 2 回開催，市内 5 図書館協議会の合同
情報交換会経費含む。 
65) 平成 17 年度より、教育長決裁の要綱に基づき「区民とともに歩む図書館委員会」を設
置している。任期 2 年、年 4 回開催、学識経験者 1、公募委員 3、各種団体構成員 6 以
内、関係課職員 1 で構成。 
66) 回答が遅くなりご迷惑をお掛けしました。このような調査研究はとても大切で、協力
しなければならないと認識しておりますが、多忙に取り紛れ後回しになりました。お
詫び申し上げます。設問によって、運営の不備に気づかされることも多々あります。
協議会委員の公募や利用者懇談会は必要性を感じておりますが、実行にいたっており
ません。利用者懇談会は、友の会と協力して行うこともひとつの方法かと、考えてい
るところです。 
67) 書館協議会の構成メンバーが社会教育委員会の構成メンバーとほぼ同じだったため、
平成 17 年に図書館協議会を社会教育委員会に統合した 
68) 図書館協議会は、岩国市の市民会議条例の制定により、各協議会が整理統合されたこ
とに伴い、教育文化市民会議へ移行する形で、平成 15 年 6 月に廃止となりました 
69) 図書館協議会は合併前からそれぞれの図書館に設置されていました。今回の回答は合
併後の協議会についての回答です 
70) ウェブフォームの画面が見づらく感じました。また、決裁後に回答するため、ウェブ
フォームでの回答は困難ですので、最初から電子ファイルがダウンロードできる状態
になっている方がいいと思います 
71) 平成 23 年 10 月１１日川口市と合併し、鳩ヶ谷市立図書館から、川口市立鳩ヶ谷図書
館となりました 
72) 佐倉市立図書館は佐倉、志津、佐倉南の３館ありますが、図書館協議会は共通です 
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付録5  図書館協議会傍聴の記録 
 
5.1. 東京都立図書館協議会 
 
2011 年 10 月 5 日（水）に東京多摩教育センターで開催された東京都立図書館協議会第
25 期第 3 回定例会を傍聴した。委員長を含め委員 3 名が欠席し、9 名の図書館協議会委員
が出席した。図書館職員は多摩図書館長を含む 9 名が出席し、他に教育庁から 1 名出席し
た。第 3 回定例会の主な議題は多摩図書館の視察であり、協議会の過程には多摩図書館の
見学も含まれていた。 
まず、図書館職員から多摩図書館に関する資料、及び多摩図書館の概要が説明された。
概要でコレクションや実施事業について詳細に述べられ、その後実際に確認するという形
で多摩図書館の視察を実施した。視察後、多摩図書館に関する質疑応答が行われた。この
質疑では、コレクション、特に 16 ミリフィルムなど多摩図書館独自のコレクションについ
て、保存や利用に関する指摘、アドバイスなどが提示された。また、司書教諭研修など、
主に多摩図書館の機能に関する質疑が行われ、協議会は終了した。 
協議会の実施後、図書館協議会の担当図書館職員に話をお聞きした。まず、東京都立図
書館協議会に公募委員がいないことについて尋ねると、東京都立図書館協議会は過去 2 年
ほど公募制度を採用したことがあるが、その後廃止したということであった。公募制度を
廃止した理由は、東京都立図書館協議会は市民の意見よりも、学識経験者や民間経営者な
ど、専門家の知見を図書館経営に活かすための役割を期待しているためである。東京都立
図書館協議会を一般市民ではなく図書館が選んだ有識者により構成される組織にするため
に、公募制度を実施していないとのことであった。 
実際、東京都立図書館協議会はウェブサイトに掲載されているだけでも、2004 年から
2011 年の間に 5 つの提言を行っている。その内容は「都立図書館のサービスと図書館改革
の評価について」や「デジタル時代の都立図書館像」である。また、協議会委員は委員の
居住地に関わりなく大学教授や教育委員会委員長、編集者や企業経営者、研究所課長など
多様であり、それぞれの専門性を活かした提言が行われている。 
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5.2. 立川市図書館協議会 
 
5.2.1. 会議の内容 
 
 2012 年 11 月 2 日（金）に立川市中央図書館上階にある女性総合センター・アイムの第 2
会議室にて、第 9 回立川市図書館協議会が開催された。これは 2012 年度から図書館協議会
に参加した委員にとっては、2 回目の図書館協議会となる。立川市の図書館協議会は傍聴が
認められており、傍聴者は筆者含む 2 名であった。出席者は委員 12 名のうち、7 名（最終
的には 8 名）であり、定足数に足るとして会議が催行された。 
 立川市図書館協議会委員は学校教育関係者 3 名、社会教育関係者 3 名、家庭教育関係者 1
名、学識経験者 3 名、市民公募 2 名の 12 名で構成されている。副会長は学識経験者が務め、
副会長が会議の進行を担当していた。協議会委員が輪になる形で着席し、図書館長は職員
と共に、輪から外れた下座に位置し、協議員からの諮問に応えるという形式になっていた。 
 会議はまず会長の挨拶から始まり、次に館長報告として教育長退任の挨拶や、議会の報
告をおこなった。9 月に開催された立川市議会の報告では、図書館に対して、どの会議でど
のような質問がなされ、それに対して誰がどう答えたのかを協議会に対し詳細に説明して
いた。また、疑問があれば都度協議会委員から尋ね、図書館長がそれに回答していた。ま
た、指定管理者制度などの問題に対し、協議会委員が意見を述べ、館長がそれを持ち帰り
検討する、といったやりとりが見られた。 
 館長報告の後は、立川市図書館協議会での実施事項の検討を行った。事前に協議会委員
から協議会で取り扱うべき事項を募っており、今回は社会教育関係者及び市民公募委員か
ら提案があり、それぞれについて検討を行った。委員から複数の協議会での検討事項案が
出されたが、その中に他の図書館協議会で取り組んでいる課題に共感し、立川市の図書館
協議会で行ってみてはどうかという提案もあった。最終的には、会長、副会長の同意から、
立川市の図書館基本計画を図書館が実際に実行しているか調査し、図書館の内部評価を経
た上で協議会での外部評価を行ってはどうか、という結果になった。 
 協議会での実施事項の検討の際に、市民公募委員から、協議会の開催が全部で 3 回（例
年 4 回開催だが、第 18 期のみ昨年度との都合で全 3 回開催となってしまう）ととても少な
く、委員に着任したばかりでどうすれば良いかも分からないなど様々な問題があり、取り
組むための時間がたりないのではないかと指摘があった。他の委員からも少ないという声
があがり、これに対して館長は、無償で会議を行えないため、図書館予算の兼ね合いがあ
り、会議数の増加は難しいが、事前資料の配布など工夫を凝らして対応したいと回答した。
また、協議会副会長からも、図書館協議会の部会設置などの方法もあるとの提案があった。
会長は、次期図書館基本計画の策定が迫っていることもあり、今期は 3 回のまま行うが、
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次期は回数を増やし、図書館基本計画や長期総合計画などの策定の準備を行いたいと結論
づけた。 
 その後に、副会長から、図書館職員及び図書館協議会委員の自己啓発のため、図書館協
議会の役割と意義などの講座が行われた。まず、東京都立図書館を足がかりに独自の地方
図書館を築いた立川市立図書館の歴史から始まり、図書館法および図書館条例などの図書
館協議会に関する条例など参照しながら、その意義・役割について再確認を行った。館長
からは、図書館基本計画についての詳しい解説がなされ、立川市立図書館が行う図書館サ
ービスの具体的内容や、目指すべき姿などについて理解を深めた。 
 最後の質疑の時間では、社会教育委員から、立川市立図書館で DASY を活用して欲しい
といった要望や、利用者懇談会開催の要望、また市民公募委員からはウェブサイトの充実
や光交付金など政府が交付する補助金を獲得し、その有効活用を行なって欲しいといった
要望が堤出された。それらの要望は図書館長及び図書館職員が対応し、事務局に持ち帰っ
て検討するといった対応がとられた。 
 以上で約 2 時間の立川市立図書館協議会が終了した。 
 
 終了後、副会長の方に個人的に話をお聞きした。副会長は立川市立図書館に 28 年間勤め
られた後、千葉経済短期大学で司書科目を担当されており、学識経験者として、また図書
館職員として立川市立図書館について最も詳しい。副会長によれば、立川市図書館協議会
は、図書館開館当時からあり、当時は毎月図書館協議会を開催していたが、近年は年間 4
回が基本となっている。これは、衰退したというよりも、開館当時は検討すべき議題が多
く、運営が安定化すると共に回数が減少したということである。図書館協議会は館長の諮
問機関という印象が強く、館長に対して意見を述べるが、協議会で述べられた意見が必ず
しも採用されるわけではない。例えば、立川市立図書館分館への指定管理者制度の導入に
ついて、立川市図書館協議会は幾度か「慎重に検討すべき」と回答したが、結果的には自
治体の意向通り、指定管理者制度が導入されることとなった。諮問機関はあくまで館長に
意見を述べるだけであり、どのような最終決定を下すかの判断は図書館及び図書館長にあ
るという認識は図書館協議会委員も共有しているが、協議会の意見をないがしろにするわ
けではなく、図書館長の真摯な対応があり、協力関係が築かれているということであった。 
 
 
5.2.2. 考察 
 
 立川市図書館協議会は協議会委員対図書館長という体裁を保ち、図書館協議会が図書館
長の諮問機関であるという役割を十分に果たしていた。都立図書館協議会では、図書館協
議会委員が中心となり、規定のテーマについて議論すること形式が中心であったため、都
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立図書館協議会では委員と図書館長の質疑の応酬はあまりみられなかった。都立図書館協
議会は、外部の有識者による図書館及び図書館長に対する新しい提案を館長の諮問と捉え
ている。図書館長に対して問いただすか、新しい方針の提案を行うかは、地方自治体の規
模や市立図書館と都道府県立図書館の違いによる影響の可能性も考えられる。 
 また、図書館協議会の開催数について、協議会委員から少ないという指摘があったが、
図書館予算のため増加は難しいという結論に至った。これは、無報酬で図書館協議会を開
催できない日本特有のジレンマである。アメリカでは、基本的に図書館委員は無報酬で勤
めなければいけないため、委員が望めば会議開催回数の増減は可能であるが、日本では予
算確保のため、柔軟な対応が難しく、委員が望んでも回数の増加は行えず、さらに予算削
減のため図書館協議会の開催を減少、もしくは中止してしまう可能性がある。 
 
 
5.3. 小平市図書館協議会 
 
5.3.1. 会議の内容 
 
 2012 年 11 月 9 日（木）に小平市中央図書館で第 4 回小平市図書館協議会が開催された。
小平市の図書館協議会は傍聴が認められており、傍聴者は筆者含む 2 名であった。図書館
協議会委員 12 名全員が出席し、事務局（図書館）側は館長含む 6 名が出席した。小平市図
書館協議会委員の名簿は公開されていないため、所属の内訳を確認することはできなかっ
た。円形に組まれた会議机に事務局３名を含む全協議会委員が着席し、輪から外れた下座
に残りの事務局 3 名が着席していた。 
 議事進行は図書館協議会会長によって行われた。最初に、館長報告が行われた。冒頭で
報告された自治体内の人事異動や議会での質疑の報告は、立川市図書館協議会でも行われ
た事項である。次に、小平市で行われた行政評価の図書館に関する項目を配布資料ととも
に紹介し、評価が下がった項目やその理由、また次年度での改善策などを詳細に説明した。
また、小平市立図書館で行われた調べ物コンクールや、デザインを一新したウェブサイト
の変更点、時期を変更して行われた蔵書点検の結果など、小平市立図書館に関する事柄を、
その内容や結果なども含めて、口頭で詳細に説明が行われた。最後に、老朽化のため解体・
新築される公民館と併設した図書館分館について、図面を配布し、工期についても詳しく
述べた。 
 この館長報告が長く、30 分以上行われた。この次に、館長報告に対する質疑の時間が設
けられたが、館長報告の内容が充実していたため、多くの質問が寄せられた。調べ物コン
クールなどは、どのような作品が表彰されたのかなど興味関心に拠る質問もあったが、ウ
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ェブサイトの改訂や分館の新設については、その内容を問う質問が多く寄せられた。例え
ば、ウェブサイトに内包なれている WebOPAC の利便性について、トップページに簡易検
索窓を設けた方が利用しやすいのではないか、そのような変更を行うのは難しいのか、な
どといった指摘や、新設する分館のデザイン性が高く、図書館として有効に利用できるの
か、子供連れなどに配慮した間取りなのかといった指摘がなされた。質疑は、これらの指
摘に対し、図書館長もしくは担当職員が会長に発言の許可を求め、回答する、といった形
で進められた。 
 蔵書点検の報告に対し、紛失資料が増加している点を指摘し、その対応策などの質問に
対し、館長から BDS の設置について説明がなされた。現在小平市立図書館には BDS は設
置されていないが、新設される分館には BDS を設置し、その費用対効果などからその他の
図書館にも設置を検討するとのことであった。しかし、多数の協議会委員は BDS の設置に
難色を示した。例えば、ある委員は BDS は“本を盗む専門家”の対策であり、一般市民に
対して設置するのは本来なら良くないことであるとの見解を示した。図書の紛失は憂慮す
べき自体であり、仕方ない措置ではあるが、BDS の設置については反対する協議会委員が
多かった。 
また、蔵書の点検に関し、委員の 1 人が図書館から借りた図書に既に書き込みがなされ
ており、その図書を返却した際、書込を発見した図書館職員が自宅の玄関まで追いかけて
きて書き込みについて追求されたという体験談を話し、非常に不愉快であったと述べた。
これに対し、図書館長一同は謝罪し、書き込みがなされている図書を発見した場合の対応
について詳しく述べた。本来なら返却があった際に必ずチェックしているが、見落として
しまうことや、また開架中に館内で書き込みされた可能性もあるとし、今後はこのような
ことがないように努めるとした。また、蔵書点検は紛失のみチェックしているので、書き
込みのような汚損本の確認はしていないと説明した。 
約 2 時間の協議会のうち、館長報告とその質疑がほとんどを占め、その後は協議会委員
が行なっている小平市で発見した古書の分析、目録化作業の報告や、次期図書館協議会の
公募委員の募集についてお知らせがあり、閉会となった。 
この図書館協議会の後、研究部会として、協議会委員の 1 人である亜細亜大学の安形輝
先生による講義が行われたようだが、傍聴が許されておらず、どのような目的で行われて
いるのか、詳しい内容を聞くことはできなかった。 
 
 
5.3.2. 考察 
 
 小平市の図書館協議会は、開催事業なども含めた小平市立図書館に関する詳細な報告
と、それに対する委員の質疑が主な内容であり、答申など、他の事項を検討する時間は設
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けられていなかった。本年度に開催された過去の 3 回の図書館協議会の議事録 1) 2) 3) を確認
しても、同様の内容であった。しかし、2005 年、2006 年、2007・8 年、2009・2010 年と
小平市図書館協議会は提言（答申）を提出していることがウェブサイトから確認でき 4)、報
告・諮問のみの活動内容ではないことが伺える。また、答申が提出された 2010 年度第 6 回
図書館協議会の議事録内に、研究部会で行われた提言についての質疑の記録が掲載されて
おり 5)、小平市図書館協議会では図書館協議会ではなく、研究部会で図書館に提出する答申
を検討していることが確認できる。しかし、研究部会は傍聴が許可されないため、一般市
民は事前に提言内容を知ることはできない。 
上記のように、小平市図書館協議会では協議会では図書館運営に関する諮問、研究部会
で答申案と、協議内容が区別されていた。これは、これまで傍聴した協議会と異なり興味
深い。東京都立図書館協議会では、運営に関する諮問はあまり行われず、決められたテー
マに対する答申内容を主に討議していた。立川市図書館協議会では館長の諮問機関の色合
いが強く、運営に関する諮問が行われるものの、小平市ほど詳細ではなく、また答申内容
についても協議会内で話し合いが行われた。小平市図書館協議会はどちらとも異なり、協
議会では運営に対する諮問のみ行い、その後の研究部会で答申を検討していた。 
運営に関する諮問及び答申に対する扱いの程度により、図書館協議会の分類が可能では
ないだろうか。例えば、（1）諮問しか行わない、（2）諮問と答申の検討のどちらも行う、（3）
協議会は主に諮問を行い、別の時間（研究部会、分科会など）で答申を検討する、（4）諮
問はほとんど行わず、答申を主に検討する、の 4 つのタイプが考えられる。 
 
 
5.4. 調布市立図書館利用者懇談会 
 
5.4.1. 会議の内容 
 
 2012 年 11 月 15 日（木）に調布市立図書館で利用者懇談会が開催された。調布市の利用
者懇談会に傍聴制度はないが、今回は調布市図書館長の方にお願いし、特別に傍聴を許可
して頂いた。配布資料の名簿によると、利用者懇談会には 16 名の申し込みがあり、当日に
ボランティアミーティングを同時開催していたため、うち 10 名がボランティア関係者であ
った。16 名の申し込みに対し出席したのは 15 名であるが、当日飛び入りで参加した利用者
もいたようだった。図書館職員は館長など 8 名が出席した。 
 まず館長の挨拶から始まり、利用者懇談会の趣旨が説明された。今回のテーマは利用者
と図書館のイメージを共有することであり、利用者がどのように図書館を利用しているの
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かなどの話を伺い、またアイデアを出して頂きたいということだった。同時に録音や撮影、
ウェブサイトでの記録公開の許可をとり、また図書館職員の紹介を行った。 
 次に、簡単に図書館の事業説明を行い、開館からの歴史や、利用者数、蔵書冊数、今後
行う事業などを説明した。その後、実際にどのような業務を行っているのか利用者に知っ
てもらうために、普段関わることのない読み聞かせを図書館職員が実施した。利用者懇談
会では「大人の方へのお話会」として、まずふきのとう文庫が提供している布絵本の「ひ
よこひよこ」を、次に「三枚のおふだ」を暗唱で朗読した。どちらも経験を積んだ図書館
職員による素晴らしいストーリーテリングだった。 
 次に利用者懇談会の参加者を紹介するということで、各自一言ずつ自己紹介することに
なった。ボランティアが多いことや平日の昼間に開催しているからか、参加した利用者は
初老の方が多く、中には第 2 次世界大戦の徴兵検査についてお話される方もいた。また、
初老の男性が政治的主張を繰り返し、図書館職員が止めるものの言うことを聞かず、延々
と図書館と関係のない主張を声を荒げて行ったため、利用者から利用者に対して苦情が述
べられた。 
 自己紹介の次は、まずはあらかじめ指名されていた男性が、自身の図書館利用体験を 5
分程スピーチした。その男性は他の利用者よりも比較的若く、中年程度であった。結婚の
ため自由に本が購入できなくなったことを機に、図書館を利用するようになったと話始め、
どんな本でも取り寄せてくれることや、子どもが紙芝居をとても喜ぶこと、レファレンス
サービスが知的好奇心を満たしてくれて感謝していること、最後に本を借り過ぎることが
最近の悩みだと述べて、他の利用者の共感を呼んだ。 
 しかし、この男性のスピーチに触発されて、先程の老人が自分にも話をさせろと要求し、
職員が止めると反発した。図書館職員や他の利用者から注意されても耳を貸さず、最後ま
で図書館とは関係のない（本人は関係していると主張するものの）調布市にまつわる政治
的主張を繰り返し、利用者懇談会を妨害し続けた。 
 利用者による妨害を受けつつも、なんとか進行させた懇談会では、利用者が自分が図書
館を利用する方法、こういうところが良かった、などという体験談を話した。普段は知る
ことのない別のジャンルの本を読めて良いという話や、拡大文字など視認性の高い図書が
素晴らしいといった話で、高齢に関する話題が度々出たものの、多くの利用者は他の利用
者の体験談に共感し、または参考にして興味深く聞いていた。また、他の自治体から参加
した利用者が調布市は図書館に恵まれていると発言し、利用者が自身の状態を客観的に認
識するきっかけにもなった。 
 最後は、もっと使いやすい図書館にしたい、また利用者懇談会も若い利用者にぜひ参加
していただき、より多くの方に図書館を知ってもらえたらという話になり、利用者懇談会
は終了した。 
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5.4.2. 考察 
 
 今回の調布市立図書館利用者懇談会は、一人の利用者に翻弄された会だった。何度も制
止するも聞かず、自然と他の利用者へのフラストレーションが蓄積され、雰囲気が悪くな
っていった。図書館職員もいち利用者であるため無理に退席させるわけにもいかず、その
ため主張の強い利用者のなるがままであった。 
 利用者懇談会がこのようなリスクを孕むことに対し、図書館協議会では公募委員を選ぶ
際に作文や面接などで試験を課すことが多く、これと同じ状況には陥ることはない。利用
者懇談会として、多くの利用者から意見を聞き反映するといった過程は図書館協議会とは
異なる意義をもつが、その反面またリスクも高いということが明らかになった。特に公共
図書館と迷惑利用者は複雑な問題であり、利用者との関係を考慮する必要が生じる。それ
に対して図書館協議会は協議会委員をあらかじめ選定できるため、偏った意見になるかも
しれないというリスクがあるものの、図書館に関する建設的な議論を行う環境はより整え
られていると考えられるだろう。 
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